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科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2016）データ集 

文部科学省 科学技術・学術政策研究所 

要旨 

「科学技術の状況に係る総合的意識調査(以下、NISTEP定点調査)」は、約2,800名の産学官の

一線級の研究者や有識者への継続的な意識調査を通じて、我が国の科学技術やイノベーション

の状況変化を把握する調査である。本調査では、科学技術基本計画を踏まえて作成した質問票

を通じて、定量指標では把握が困難な点も含めて、科学技術やイノベーションの状況やその変化

について包括的な把握を行う。本調査の特徴は、毎年、同一の回答者に、同一のアンケート調査

を実施することで、日本の科学技術やイノベーションの状況の変化を定点観測する点にある。 

本報告書では、第5期科学技術基本計画期間中の2016～20年度の5年間にわたって実施する

新たな調査(第3期NISTEP定点調査)の調査設計と第1回目となるNISTEP定点調査2016の結果を

報告する。NISTEP定点調査2016は2016年10月27日～2017年1月31日に実施し、全体の回答率

は93.6％であった。 

本報告書はNISTEP定点調査2016の集計結果や自由記述をまとめたデータ集である。 

 

Data Book for 2016 NISTEP Expert Survey on Japanese S&T and Innovation System 

(2016 NISTEP TEITEN survey) 

National Institute of Science and Technology Policy, Ministry of Education, Culture, Sports, Science and 

Technology 

ABSTRACT 

The NISTEP expert survey on Japanese S&T and innovation system (NISTEP TEITEN survey) aims 

to track the status of S&T and innovation system in Japan through the survey to about 2,800 Japanese 

experts and researchers in universities, public research institutions, and private firms. It asks for 

respondents’ recognitions on the status of the S&T and innovation system including things that are 

usually difficult to measure through the R&D statistics using a questionnaire made by referring issues 

that are mentioned in the fifth S&T basic plan in Japan.  

This report discusses the design of new NISTEP TEITEN survey and the results of the 2016 NISTEP 

TEITEN survey which is the first round of annually survey which will be conducted in the duration of 

the fifth S&T basic plan (FY2016 – 2020).  The survey was conducted from October 27, 2016 to 

January 31, 2017, and the response rate is 93.6%. 

This report is the data book which shows detailed results of 2016 NISTEP TEITEN survey. 
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データの見方 

NISTEP 定点調査 2016 の全問集計結果を以降に示す。NISTEP 定点調査 2016 の質問形式には、6

点尺度、自由記述式の2種類がある。本データ集ではこれらの質問について、以下の(1)～(2)に示した情

報を掲載した。 

（１） 6 点尺度の質問 

○ 属性毎の回答の分布及び指数の集計値。指数については平均値、中央値、第 1四分位値、第 3四

分位値を掲載した。 

（２） 自由記述式の質問 

○ 各パートの冒頭に自由記述の論点をまとめた。個別の自由記述については、原則すべてを修正せ

ずに掲載した。ただし、事務局の判断で、誤字等について修正を加えた部分もある。また、質問の趣

旨と異なる記述、単に状況を述べた記述(状況が良いなど)については、削除または変更を加えた。 

○ これに加えて、大学等の具体名が出ている記述は、該当箇所を伏せ字にした。ただし、ノーベル賞

受賞者については、伏せ字にしても誰を指しているかが明らかであるため、名前をそのまま掲載して

いる。 

 

 

指数の計算方法 

6 点尺度による回答を定量化し、比較可能とするために指数を求めた。計算方法は、まず 6点尺度を、

「1」→0 ポイント、「2」→2 ポイント、「3」→4 ポイント、「4」→6 ポイント、「5」→8 ポイント、「6」→10 ポイントに

変換した。次に、「1」から「6」までのそれぞれのポイントとその有効回答者人数の積を求め、次にそれぞれ

の積の値を合計し、その合計値を各指数の有効回答者の合計人数で除している。 
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自由記述の論点整理手順 

自由記述の論点整理は、つぎに示す手順で行った。 

[1] 自由記述の総数 4,353 件のうち、100 文字以上の自由記述 2,124 件を抽出した。

[2] 100 文字以上の自由記述を正規化(ポスドク→ポストドクターなど)した後、質問の中項目ごとに検索

キーワードを設定し、該当する自由記述の絞り込みを行った。各中項目の検索キーワードと該当す

る自由記述の件数は、下の表の通りである。

[3] 該当する自由記述を事務局が読み、共通した意見と思われる自由記述をまとめ、論点整理を行った。

ただし、論点整理には、事務局の主観が含まれている1。

[4] 各論点について関連する自由記述を掲載している。

[5] その他の自由記述の欄には、変化の兆しのあるものや前向きな記述を掲載した。

中項目 検索キーワード 件数

若手研究者の状況 ['若手研究者','助教','ポストドクター'], 305
若手研究者を目指す若手人材の育成の状況 ['博士課程後期','博士課程','学部学生','指導'], 131
女性研究者の状況 ['女性研究者'], 64
外国人研究者の状況 ['外国人研究者','外国人'], 23
研究者の業績評価 ['業績評価','業績'], 55

研究環境の状況
['運営費交付金・基盤的経費','研究時間','専門人材
'],

222

研究施設・設備の状況 ['研究施設・設備'], 77

知的基盤・情報基盤及び研究成果やデータの公開・共有の状況
['知的基盤','研究情報基盤','研究成果','研究データ
'],

113

科学技術予算等の状況 ['政府予算','科学技術関係予算','間接経費'], 105
学術研究・基礎研究の状況 ['学術研究','基礎研究','科研費'], 368

研究費マネジメントの状況
['研究費','研究費マネジメント','資金配分機関','公募
型研究費','負担'],

151

産学官の知識移転や新たな価値創出の状況
['産学連携','共同研究','民間企業','組織的','ベン
チャー','人材流動','人材流動'],

364

知的財産マネジメントの状況 ['知的財産','特許','ギャップ'], 57
地方創生の状況 ['地方創生','地域'], 50
科学技術イノベーション人材の育成の状況 ['研究開発人材','イノベーション人材','起業家'], 327
イノベーションシステムの構築の状況 ['イノベーション','人工知能','IoT技術'], 191

大学経営の状況
['大学改革','機能強化','見直し','事務部門・組織','現
場'],

207

学長や執行部のリーダーシップの状況 ['リーダーシップ','執行部','学長','大学運営'], 133

社会との関係の状況
['リテラシー','社会実装','対話','関係深化','ステーク
ホルダー','社会科学','文系'],

94

科学技術外交の状況 ['海外','海外展開','グローバル','開発途上国'], 80

政策形成への助言の状況及び司令塔機能等の状況

['科学的助言','審議会','日本学術会議','政府','総合
科学技術・イノベーション会議','基本計画','科学技
術政策・施策','学協会','推進機能','総合科学技術','
政治','専門家'],

147

合計件数 3264
重複排除件数 1744

1
 機械学習やトピックモデル等の手法も並行して検討したが、公表に耐える結果は現時点では得られていない。継続して、分析手法の検討を進め、将来的

にはそれらの結果も踏まえた分析を行う予定である。
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回答者属性 

 

NISTEP 定点調査の調査対象者は、大学・公的研究機関グループとイノベーション俯瞰グループから

なる。前者は大学・公的研究機関の長、マネジメント実務担当者、現場の教員・研究者、大規模研究開発

プロジェクト(SIP, ImPACT, COI)の研究責任者から構成される約 2,100 名のグループであり、後者は産業

界等の有識者や研究開発とイノベーションの橋渡しを行っている方などから構成される約700名のグルー

プである。 

図表 1に各回答者グループにおける回答率を示す。調査全体での送付者数2,770名に対して、2,592

名から回答が寄せられた。全体の回答率は 93.6％と、非常に高い。回答者グループ別の回答率は、大

学・公的研究機関グループで 93.9％、イノベーション俯瞰グループで 92.6％である。 

大学回答者については、論文数シェアによる大学グループ別、大学部局分野別の集計が可能となるよ

うに調査対象者の選定を行った。大学グループは 2009～13 年の日本国内の論文数シェア(自然科学系、

分数カウント)を用いて分類を行った。論文数シェアが 4％以上の大学は第 1 グループ、1％以上～4％未

満の大学は第2グループ、0.5％以上～1％未満の大学は第3グループ、0.05％以上～0.5％未満の大学

は第 4グループとした 

 

図表 1  各回答者グループの回答率 

送付者数 回答者数 回答率

2,097 1,969 93.9%

136 122 89.7%

183 164 89.6%

1,598 1,523 95.3%

180 160 88.9%

673 623 92.6%

2,770 2,592 93.6%

イノベーション俯瞰グループ

全体

グループ

大学・公的研究機関グループ

学長・機関長等

マネジメント実務

現場研究者

大規模プロジェクト研究責任者
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大学・公的研究機関グループの回答者属性 

大学・公的研究機関グループの回答者属性を図表 2 に示す。所属機関区分別の集計の際、大学共

同利用機関については大学等として、まとめて集計を行った。 

図表 2 大学・公的研究機関グループの回答者属性 

実数 割合

回答者グループ 大学等 学長・機関長等 103 5%
マネジメント実務担当 135 7%
現場研究者 1,292 66%
大規模プロジェクト研究責任者 125 6%

公的 学長・機関長等 19 1%
研究 マネジメント実務担当 29 1%
機関 現場研究者 231 12%

大規模プロジェクト研究責任者 35 2%
性別 1748 89%

221 11%
年齢 503 26%

696 35%
522 27%
248 13%

職位 181 9%
675 34%
628 32%
465 24%
20 1%

業務内容 1123 57%
287 15%
527 27%
32 2%

雇用形態 656 33%
1313 67%

所属機関区分 1656 84%
313 16%
0 0%

大学種別 1192 72%
99 6%
365 22%

大学グループ 265 17%
380 24%
407 26%
538 34%

大学部局分野 208 17%
446 35%
173 14%
430 34%保健

農学

公的研究機関
民間企業等
国立大学等
公立大学
私立大学
第1グループ
第2グループ
第3グループ
第4グループ他
理学
工学

大学等

社長・役員、学長等クラス
部・室・グループ長、教授クラス
主任研究員、准教授クラス
研究員、助教クラス
その他
主に研究(教育研究)
主にマネージメント
研究(教育研究)とマネージメントが半々
その他
任期あり
任期なし

60歳以上

男性
女性
39歳以下
40～49歳
50～59歳
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イノベーション俯瞰グループの回答者属性 

イノベーション俯瞰グループの回答者属性を図表 3 に示す。所属機関区分別の集計の際、民間企業、

その他については民間企業等として、まとめて集計を行った。 

図表 3 イノベーション俯瞰グループの回答者属性 

回答者数 割合

回答者グループ 198 32%
76 12%
77 12%
272 44%

性別 586 94%
37 6%

年齢 27 4%
120 19%
295 47%
181 29%

職位 262 42%
267 43%
54 9%
8 1%
32 5%

業務内容 56 9%
332 53%
164 26%
71 11%

雇用形態 215 35%
408 65%

所属機関区分 143 23%
30 5%
450 72%

産学官連携活動 521 84%
102 16%

大学・公的機関等の 251 56%
知財活用 199 44%

あり(過去3年間)
なし
あり(過去3年間)

なし・分からない

大企業

大学発ベンチャー
橋渡し等

公的研究機関
民間企業等

主にマネージメント
研究(教育研究)とマネージメントが半々
その他
任期あり
任期なし
大学等

社長・役員、学長等クラス
部・室・グループ長、教授クラス
主任研究員、准教授クラス
研究員、助教クラス
その他
主に研究(教育研究)

中小企業

60歳以上

男性
女性
39歳以下
40～49歳
50～59歳
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パート 1 

大学・公的研究機関における研究人材の状況 





 

1  大学・公的研究機関における研究人材の状況についての自由記述の主な論点 

 

1-1  若手研究者の状況 

本中項目に関連する自由記述の約 230 件から、大きく分けて以下の 6つの論点が抽出された。 

 

論点 1-1 運営費交付金の減少に伴って、若手研究者の常勤ポストが減少している(人事凍結等)。 

論点 1-2 若手研究者の安定したポスト確保が必要である。 

論点 1-3 シニア研究者と若手研究者で、成果主義の適用の仕方の違いや雇用面等での格差が広

がっている。 

論点 1-4 任期付きの若手研究者は、任期後の採用や競争的資金獲得のため、短期的な研究成果

を求める傾向が強く、長期的な視野に立った研究が行えない。 

論点 1-5 若手研究者が自由な発想で研究を行うためには、大型の競争的資金ではなく、基盤的経

費や科研費の充実（大型資金でなくてもよいので広く配分）が必要である。 

論点 1-6 若手研究者が独立した後のサポート（資金、研究時間確保等）が不十分である。 

 

 

論点 1-1 運営費交付金の減少に伴って、若手研究者の常勤ポストが減少している(人事凍結等)。（自

由記述件数：29 件） 

○ 運営費交付金等の減少により若手研究者の採用数が減少し､研究者の年齢構成がいびつになってき

ている.また若手研究者は任期付での採用が原則で,その後のパーマネントでの採用が必ずしも保証さ

れているわけではないことから（テニュアトラックでの採用もなされているが）,優秀な若手研究者が中途

で他の研究所・大学等へ流出するなどして,せっかく育てた人材を失ってしまうという問題が発生してい

る.(公的研究機関,部長・教授等クラス,男性) 

○ 私が所属する大学では，人事凍結により，新規採用は保留になり，優秀な若手研究者（任期付）が任期

満了により大学を去るなど，厳しい状況があります.その結果，既存の教員への負担が大きくなっており，

研究も教育もとなると難しいです.悪循環におちいっていくのではないかと懸念しています.(大学,第 3Ｇ,

工学,主任研究員・准教授クラス,女性) 

○ 予算削減で人事が凍結されている.仮に採用できても即戦力の人材を要求するため,業績の上がった年

齢の上の研究者を採用するため,若手の採用枠が地方では極めて少ない.30 歳代がほとんどいない状

況である.(大学,第 4Ｇ,農学,部長・教授等クラス,男性) 

○ 大学における人的資源はただでさえ硬直化の傾向にあるのが,昨今の国立大学の運営交付金の減額

により,常勤教員の円滑なる流動化が阻害されており,ますます非常勤の形での採用が増え,若手教員の

昇進も滞りがちになっており,是非とも何らかの対策を打って頂きたいと思います.(大学,第 3Ｇ,部長・教

授等クラス,男性) 

○ 運営費交付金の削減に伴い,人件費の削減すなわち,常勤かつ若手の採用枠は極端に減っている.ま

た,昇任が困難な状況である.また,博士後期課程進学者および３０歳前後の若手研究者が減少傾向に

あり,現状では今後の日本の研究力の低下は加速すると考えられる.(大学,第2Ｇ,工学,研究員・助教クラ

ス,男性) 
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論点 1-2 若手研究者の安定したポスト確保が必要である。（自由記述件数：19 件） 

○ 一昔前とは異なり,科学技術の社会実装に対する研究者（とくに若手研究者）の理解や意識は大幅に改

善している.これをさらに推進するためには,若手研究者を安定して確保することが最低限,必要不可欠

な対策である.(公的研究機関,部長・教授等クラス,男性) 

○ 若手研究者への定年制ポストの拡大が非常に重要.ポスドクを何回も重ねていては挑戦的な研究がで

きない.生活保証を30代前半までに付与してチャレンジングな研究を行えるような環境づくりを行うことを

しないと日本の科学技術は先細りしていく.(公的研究機関,部長・教授等クラス,男性) 

 

論点 1-3 シニア研究者と若手研究者で、成果主義の適用の仕方の違いや雇用面等での格差が広が

っている。（自由記述件数：14 件） 

○ 任期付き雇用は研究面では一時的にはよいかもしれないが多くの優秀な若者が研究者離れをきたして

いる原因のひとつである.一方で一度パーマネントポジションについたら全く論文をかかない教授もいる.

基盤的研究費が不足し,雑用に追われる日々では研究どころではなくなるという側面もある.安定な雇用

と業績評価を組みあわせた新たな雇用形態の創出が必要だろう.(大学,第 2Ｇ,保健,部長・教授等クラス,

男性) 

○ 若手研究者に対して研究環境を整えるための準備があるが，資金面で充実はしていない．人手が足り

ない分，教育のエフォートが高くなり，研究エフォートへの影響が出やすい．成果主義が若手にだけか

かっているにもかかわらず，給与体系など配慮が足りない．(大学,第 4Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性) 

○ 優秀な若手研究者の就職先が不足しているため，研究人材が育ちにくい状況だと感じています．その

理由の一つに，地方の国公立大学において研究業績が著しく少ない教授陣が気楽に在籍していること

が問題ではないかと感じます．特に医療系の学部・学科でそのように感じます．(大学,部長・教授等クラ

ス,男性) 

 

論点 1-4 任期付きの若手研究者は、任期後の採用や競争的資金獲得のため、短期的な研究成果を

求める傾向が強く、長期的な視野に立った研究が行えない。（自由記述件数：15 件） 

○ 若手が長期的視野をもって研究に取り組めない（短期成果のみが問われる）．研究以外の教育，社会

奉仕活動に対する評価が全くないに等しく，研究だけ上手にする人だけが評価され，それが日本の科

学技術の発展には必ずしも貢献していると言い難い．(大学,第 4Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男

性) 

○ 多くの大学では,助教,助手ポストが任期制であるため（本学では5年任期で再々任なし）,任期満了が近

づいてくると他機関への転出を模索し始める傾向が強くなり,能力のある優秀な人材が腰を落ち着けて

基礎的な研究に打ち込むことが困難な環境である.また,結果として当該機関から優秀な人材が流出す

ることになり,特に地方の大学においては,人材の流動性の利点より,研究力の低下に繋がるケースが多

いのではないかと思われる.ポスドクでプロジェクト研究に組み込まれている研究者にとって問題はさら

に深刻で,成果を追い求める研究に振り回され,プロジェクトを転々としている間に年齢を重ねる有為な

人材を見るとき,社会的損失が極めて大きいのではないかと憂慮する.(大学,社長・学長等クラス,男性) 

 

論点 1-5 若手研究者が自由な発想で研究を行うためには、大型の競争的資金ではなく、基盤的経費

や科研費の充実（大型資金でなくてもよいので広く配分）が必要である。（自由記述件数：10

件） 

○ 研究資金について,競争的研究資金などの枠が多いと感じる.競争的資金は答えのわかっているような

研究（応用研究等）や,大御所の研究へ流れやすく,つまるところ若手の自由な発想による基盤研究がし

づらい状況になっていると思う.(公的研究機関,研究員・助教クラス,女性) 
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○ 若手もしがらみなく採用されるような萌芽的な研究費も含め,大型でなくても広く配布できる予算などもあ

ると良いかも知れません.(公的研究機関,主任研究員・准教授クラス,男性) 

○ 運営費交付金の削減分を競争的資金に充当しているとの説明について，選択と集中は必要であり，否

定するものでは無いが，経験が少ない若手研究員がそれらの競争的資金を得ることは少額のものを除

けば難しく，最低限の研究費提供は必要であると感じる．(大学,第 2Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性) 

 

論点 1-6 若手研究者が独立した後のサポート（資金、研究時間確保等）が不十分である。（自由記述

件数：10 件） 

○ 若手研究者が独立的なポジションを得ても,教室には自分のポジションしかなく,教員,博士研究員,テク

ニシャン,秘書のポジションがないため,結果として,多くの仕事が自分に降りかかり,研究の効率が非常に

悪くなっている.獲得した研究費から人件費をまかなうとなると,基盤 A（1年間に 600-800万円程度）でさ

えも,博士研究員1名を雇用すると実際の研究に使用できる研究費がほとんど残らないのが現状である.

基盤 B では補助員を雇える程度である.海外のグラントの場合,もともとグラントから人件費を支出する前

提で金額規模が大きく設定されているので,公平だと思うが,日本の現在のシステムだと,もともと教室員

がいる教室では科学研究費をほぼすべて研究消耗品等に使えるのに対し,若手独立ポジションではほ

とんど人件費になってしまう,あるいは人を雇うことすらできないという格差が生じてしまい,問題があると

思う.(大学,第 1Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,男性) 

○ 私の経験上の感想ですが,大学からの内部研究費の大幅な増加が見込めない現状において,研究室を

立ち上げて間もない若手研究者にとっては,立ち上げ資金集めに相当な苦労があります.特に 30 歳前

後の学位取得後間もない研究者にとっては,比較的採択率の高い外部資金（たとえば科研費若手 B や

スタートアップ支援,）に応募して出来るだけ確実に研究費を得ることが必須になるかと思います.私の場

合は,雇用が秋採用であったために科研費のスタートアップに応募できませんでした.また,若手Bをいた

だきましたが,他の科研費と重複受給できないために,分析機器などはなかなか購入できない状況にあり

ます.若手の応募可能な科研費の制限の緩和をしていただけると助かります.(大学,第3Ｇ,理学,研究員・

助教クラス,男性) 

 

（その他の自由記述） 

○ 基礎的な研究に対する研究資金を配分に際して評価のばらつきが大きいと感じます.特に研究成果を

すでに出していないと研究資金は与えられず,萌芽的な研究の場合なかなか資金が得られないように感

じます.本学においては若手に対しても均一に研究費を分配してくれるため,大分助かっております.(大

学,第 4Ｇ,理学,研究員・助教クラス,男性) 

○ 大学のテニュアトラック制度は５年という任期や研究費の支給など,若手研究者の自立を補助する良い

システムであると感じる.一方で近年,優秀だと感じる学生が大学院,特に博士課程進学を敬遠する傾向

がみられる.これは,大学内の教育環境の問題ではなく,博士課程に進み,十分な教育を受けてもそれを

活用する仕事がない現状を,学生たちがよく認識しているためである.この状況が続けば,日本の研究力

は大きく減退する.(大学,第 3Ｇ,理学,研究員・助教クラス,女性) 
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1-2  若手研究者を目指す若手人材の育成の状況 

本中項目に関連する自由記述の約 130 件から、大きく分けて以下の 6つの論点が抽出された。 

 

論点 1-7 若手研究者の危機的な状況を見聞きした学生が研究職に対して希望を持ちにくく、博士課

程後期に進学しない。 

論点 1-8 博士課程後期の学生の指導やポスドクの指導が不十分と感じる。 

論点 1-9 優秀な学生は修士から民間企業へ進む。 

論点 1-10 民間企業が博士課程後期の学生を積極的に評価し、登用することが必要である。 

論点 1-11 博士課程後期の学生に給与を出すべきである。 

論点 1-12 博士課程後期の学生については企業現場を知る機会等、多様な経験を与えるべき。 

 

 

論点 1-7 若手研究者の危機的な状況を見聞きした学生が研究職に対して希望を持ちにくく、博士課

程後期に進学しない。（自由記述件数：24 件） 

○ 現在の私のまわりの若手研究者のほとんど全員が外部資金雇用の特任ポストでの任期付で,失職の不

安を抱えたまま研究を続けている.優れた研究成果を挙げている者ですら安定なポストが得られない状

況を大学院生はしっかりと見ており,そのような状況から殆どの学生はアカデミックポストでの研究職を志

望せず博士課程にも進学しない,また,そのような雇用の状況から,教員は学生に対して博士進学を強く

勧めることをためらう.2000 年前後のポスドク問題から状況は改善されつつあるとはいえ,未だポストが十

分に供給されない為,特に 30ー40 代後半の研究者層はとても厚いとは言えない状況にある. (大学,第 1

Ｇ,主任研究員・准教授クラス,男性) 

○ 国立大学では運営費交付金の削減が続き，大学によっては定員の削減や人事の凍結等が行なわれ，

若手の優秀な研究者や女性教員を新規に採用するポストがない状況が続いている.ニュース等でも最

近盛んにこの大学の危機的状況が叫ばれており，若手の研究者や学生がアカデミックなポジションにつ

く夢を捨てざるをえない状況を引き起こしているように思われる.これが博士課程への進学者の減少の原

因にもなっており，今後の日本の研究力の低下が懸念される危機的な状況を迎えつつあるように思

う.(大学,第 2Ｇ,農学,部長・教授等クラス,男性) 

○ 若手研究者が独立できず,任期付きのポジションが多い.任期無しであっても昇進不可であったり,昇進

時には任期付きに戻るなど,若手研究者にとって不利な制度が横行している.また,その状況を見て優秀

な学生は博士課程への進学を避ける.(大学,第 2Ｇ,保健,研究員・助教クラス,男性) 

 

論点 1-8 博士課程後期の学生の指導やポスドクの指導が不十分と感じる。（自由記述件数：7 件） 

○ 大学での博士後期課程の学生の指導やポスドクの指導が不十分と感じる例が複数見られる.任期付き

が必ずしも悪いとは思わないが,「良い研究」や「地味だが重要な研究」を若手が長期に渡って続けられ

る仕組みは必要.(公的研究機関,部長・教授等クラス,男性) 

○ 社会や産業の変化に応じた研究開発人材(研究者や技術者)の育成は大学が積極的に推進すべきテ

ーマであるが,国の認識と比べて大学の認識が甘すぎ,古すぎると感じている.国にはその点をしっかりと

指導しあるいは予算配分などでコントロールしていただきたい.(大学,第 2Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男

性) 
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○ 博士課程における指導や教育方法が,アメリカ等海外に比べて確立されていません.また,学生本人の自

覚や志も不十分です.学部学生に対しては,数学,物理,化学,生物,コンピュータなどの最低限の教育が

行われていません.(民間企業等,社長・学長等クラス,男性)

論点 1-9 優秀な学生は修士から民間企業へ進む。（自由記述件数：9 件） 

○ 優秀な学生が博士課程に進学しない．優秀な学生が修士課程修了後に就職するよりも博士課程に進

学する方が魅力的（やりがいのある仕事，給与等の待遇）な環境を用意する必要がある．研究機関とし

てというよりは，そのような社会が必要である．(大学,第 1Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

○ 一般的に,博士修了後の研究者の不安定な立場を見た優秀な学生はアカデミックに残ることを嫌い,企

業などに就職が不可能な優秀でない行き場のない学生が博士課程を選択する例が見受けられる.博士

課程への進学者を厳選すると同時に,一端,博士課程で優秀であることが認められたら,大学教員に成れ

ない場合でも,少なくとも公立高校の教員程度の人生は約束されるような仕組みを作るべきだと思う.(大

学,第 1Ｇ,理学,主任研究員・准教授クラス,男性)

論点 1-10 民間企業が博士課程後期の学生を積極的に評価し、登用することが必要である。（自由記

述件数：8 件） 

○ 日本において,望ましい能力を持つ人材が博士課程後期を目指すために一番必要なことは,産業界が

多くの博士課程修了生を積極的に採用することに尽きると考えます.進学が先か採用が先かという,いわ

ば鶏と卵の関係のような議論は常にありますが,個人である個々の学生にとっては,就職が見込めない状

況であれば人生上のリスクが非常に大きいので,ここはまず産業界が歩み寄るべきであると感じます.ま

た,世界的に見ても,特に欧米に限らず東アジアの国々と日本の将来的な競争的環境を考えると,研究

開発や設計業務に携わる高度人材の確保は産業界にとっても今後は非常に重要になると思います.(大

学,第 2Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

○ 博士課程後期への進学率は,産官学すべてのポスト数と相関すると考えられる.特に,民間企業が博士

課程後期の学生を積極的に評価し,登用することが必要である. (大学,第 1Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

論点 1-11 博士課程後期の学生に給与を出すべきである。（自由記述件数：8 件） 

○ 大学院生の研究業務に対して給与を支払わず,院生の無償労働にただ乗りを行って来たのが日本の大

学である.欧米なみに大学院生の研究業務に対して対価を支払うシステムを構築し,早期から大学院生

にプロの研究者としての意識を喚起しする必要がある.企業が研究の即戦力として積極的に採用するよ

うな博士の育成が必要.(公的研究機関,部長・教授等クラス,男性)

○ アメリカ,ドイツ,中国では博士後期課程の院生は給料,あるいは全額奨学金をもらいながら研究を続けて

いるに対して,日本はこの辺のサポートが全然足りない.このままだと人材が海外へ流れてしまい,将来国

際的競争で負けるに違いない.(大学,第 4Ｇ,農学,部長・教授等クラス,男性)

論点 1-12 博士課程後期の学生については企業現場を知る機会等、多様な経験を与えるべき。（自由

記述件数：8 件） 

○ 産学官連携の側面からすると,大学・公的研究機関における研究人材の状況については情報公開があ

まりなく学会やセミナーを参加しない限り把握できないのが現状である.特に,実用化の面からすると企業

の研究者に比べて企業を知る機会が少なく温度差があると感じます.特に,博士課程の研究者について

は企業現場を知る機会を増やす政策も必要であると思います.(民間企業等,部長・教授等クラス,男性)

○ 博士課程に進んだ学生が全て研究職になれるわけではない.それらの学生が,産業界に受け入れられ

るためには,博士課程のカリキュラムの一部に,ビジネスにおけるマーケティング,知財,デザイン,プロモー
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ションなどの学習ができるようになればと思う.MOT,リーディング大学院など.(民間企業等,社長・学長等

クラス,男性)

（その他の自由記述） 

○ 21 世紀 COE 以来 GCOE,卓越研究拠点,リーディングと,女性研究者を含む博士後期へ進学する学生

への支援とそれに見合う進学者が増えつつある.企業からも博士課程修了学生の採用意欲が旺盛にな

ってきている.その状況に大学も対応しているが,この空気は分野によって大きな差が見られる.(大学,第

2Ｇ,その他,男性)

○ 博士学生に対する研究指導は概ね適切に行われており,企業を含めたアカデミックポスト以外への進路

を選ぶ学生も存在する（状況は研究分野に強く依存する.材料系は企業研究者の道を選ぶ学生が比較

的多い）.(大学,第 4Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

○ 産業界から博士後期課程に入学する社会人博士課程大学院生は，企業と大学の研究連携を進める上

で非常に有効である.欧米では，産業界の研究者にとっても，博士号の取得がそれなりに有効であるが，

我が国においては，博士号の取得を勧めない企業も多い.我が国においても，社会人博士課程学生の

増加は，民間企業との連携を勧めると思われる.(大学,第 3Ｇ,社長・学長等クラス,男性)
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1-3  女性研究者の状況 

本中項目に関連する自由記述の約 64 件から、大きく分けて以下の 4つの論点が抽出された。 

 

論点 1-13 女性研究者の数が少ない。 

論点 1-14 女性が研究者を目指す環境作りが必要である。 

論点 1-15 社会全体で男女が平等に活躍できる取組等が求められている。 

論点 1-16 分野の状況に応じた目標設定が必要である。 

 

 

論点 1-13 女性研究者の数が少ない。（自由記述件数：4 件） 

○ 本学の場合,一部の部局を除き,女性の教育者が圧倒的に少ないことが,ライフキャリアのロールモデル

の不足を招来しており,それによって女子学生入学および女性の研究者志望が抑制されていると考えら

れる. (大学,第 1Ｇ,社長・学長等クラス,男性) 

○ 女性研究者の比率については本学部でも課題と感じており，改善に向けて施策を実施していますが，

本学部が目指す改革の方向性に一致する分野において，女性研究者の数が圧倒的に少なく，学部の

目的を達成する上で女性研究員を採用できない事例が発生していると感じています．(大学,第 4Ｇ,工

学,主任研究員・准教授クラス,男性) 

 

論点 1-14 女性が研究者を目指す環境作りが必要である。（自由記述件数：6 件） 

○ 女性研究者を増やすには,女性が大学院に進みやすくなる環境作りから始めるべきである.学位を持っ

た女性の絶対数が少ない中,研究者の数を増やすには限界がある.(大学,第 3Ｇ,理学,部長・教授等クラ

ス,男性) 

○ 女性研究者は歓迎だが,特別枠など設けず,能力重視で採用すべき.どちらかといえば,女性が研究職を

目指す環境づくりの方が重要と考える.母数が増えれば,優秀な人材を採用できるチャンスも増える. (大

学,第 1Ｇ,部長・教授等クラス,男性) 

○ 女性教員の採用は,まだまだ敬遠されているのが実情だと思う.また,女性教員のライフイベントやサバテ

ィカルで学内業務からはずれることができないような状況となっており,妊娠や留学に踏み切れない.(大

学,第 4Ｇ,工学,研究員・助教クラス,女性) 

○ パーマネントポジションについた女性研究者に対する処遇の改善は進んでいるように感じるが,博士課

程在籍中やポスドクである女性研究者がその恩恵を得ているとは言えない.(大学,第 4Ｇ,農学,主任研

究員・准教授クラス,男性) 

 

論点 1-15 社会全体で男女が平等に活躍できる取組等が求められている。（自由記述件数：5 件） 

○ 男性の研究者も育休を十分な期間とる，適切な勤務時間と休暇の取得を実現するなどができなければ，

女性は専業主婦や家事負担を女性に頼る男性研究者との環境の差を埋めることは難しく，女性の研究

者を増やし，活躍してもらうことは困難と思います.(大学,第 1Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性) 

○ 最近,女性研究者が少ないことを声高に問題視するようになったが,無理矢理にでも女性教員の数を増

やそうという取り組みは評価できない.育児のケアなど社会全体で男女が平等に活躍できる取り組みや,

男女問わず効率的で責任感を持った働き方を目指すための意識改革,さらには教員全体の仕事量の

削減を真剣に考えないと,女性研究者の数だけ増やしても活躍できるとは到底思えない.(大学,第 3Ｇ,工

学,主任研究員・准教授クラス,男性) 
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論点 1-16 分野の状況に応じた目標設定が必要である。（自由記述件数：5件） 

○ 女性研究者については,的外れな支援が多すぎます.そもそも女子学生がほとんどいない専攻に対して

も,一律の女性教員比率を課そうとすることはナンセンスです.(大学,第 1Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男

性) 

○ 女性の積極的雇用は大変望ましいが,遷移状態であるゆえか,女性のみしか採用できないポジションが

増えている.分野によっては女性は 5%ほどにしかみたないのにもかかわらず,それを採用しなければなら

ないと決めなければいけない状況は将来的にマイナスであり,今後の平等雇用を進めていく中でもいま

の若手研究者が採用の場に回った際に問題が出てくる可能性がある.(大学,第 2Ｇ,工学,主任研究員・

准教授クラス,男性) 

 

（その他の自由記述） 

○ 女性研究者の支援については,学内に整備された病児保育には非常に助けられている.能力を十分に

発揮出来るための環境整備は重要だと思うが,女性研究者自身も配慮に甘えることなく,性別の枠を超え

た研究成果を挙げられるよう努力することが求められると考えている.(大学,第 1Ｇ,理学,研究員・助教ク

ラス,女性) 
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1-4  外国人研究者の状況 

本中項目に関連する自由記述の約 23 件から、大きく分けて以下の 3つの論点が抽出された。 

 

論点 1-17 優秀な外国人研究者を日本で採用するには給与を欧米並みにする必要がある。 

論点 1-18 外国人研究者を受け入れるための英語対応が不十分である。 

論点 1-19 外国人研究者よりも日本人の若手研究者の雇用が先ではないか。 

 

 

論点 1-17 優秀な外国人研究者を日本で採用するには給与を欧米並みにする必要がある。（自由記述

件数：2 件） 

○ 有期雇用のポストが多すぎて腰を据えた研究がしたくてもできない研究者が多いのは残念.また,IT 関連

では海外で高い給与のポストが多いので,優秀な外国人研究者を日本において採用したいのであれば

工夫が必要である.(公的研究機関,主任研究員・准教授クラス,男性) 

○ 外国人の雇用のために,承継ポストではなく,特定の職務に応じて任期をつけて,欧米並みの給与で雇

用するシステムが必要.大学とのクロスアポイントを行おうとすると,それぞれの教授会での人事選考が必

要になり,フレキシビリティがない.(大学,大学共同利用機関,部長・教授等クラス,男性) 

 

論点 1-18 外国人研究者を受け入れるための英語対応が不十分である。（自由記述件数：3件） 

○ 外国人研究者を受け入れるための事務サポートの欠如.さまざまな文書が日本語なので説明するため

に日本語から英語にしたり,申請するために英語で提出されたものを日本語に翻訳する作業などを事務

では対応できないため,海外の研究者に関わっている研究者が日常的に行っており,時間的にも精神的

にも大きな負担となっている.外国人研究者が外部資金を得る方法が非常に限られているので日本に

滞在する魅力をアピールできない. (大学,第 3Ｇ,部長・教授等クラス,男性) 

○ 特に外国人の研究者の受け入れ体制が整っていない.外国人研究者から○○大で働くという,ある程度

の希望はあるものの,給料から住まいまでほとんどすべての点について,事務体制について「英語」が壁

になっている.英語での説明などはすべて研究室任せで,重要な内容についても誤解が発生する場合も

ある.(大学,第 3Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性) 

 

論点 1-19 外国人研究者よりも日本人の若手研究者の雇用が先ではないか。（自由記述件数：5件） 

○ 「優秀な外国人研究者」の受け入れには否定的な立場である.研究以外の業務では必ずしも日本の環

境で活躍できていない例が回答者の周りでは多く,結果として日本人教員の負担が増している.単に「優

秀な外国人研究者」の受け入れるだけではなく,活躍できるような体制作りも必要であると考えている.ま

た,外国人研究者を優先して受け入れることで日本人研究者のポストが減ることにつながっては,研究者

の育成という観点で望ましくないと思う.(大学,第 3Ｇ,保健,研究員・助教クラス,男性) 

○ 外国人研究者に関しては志望者数と比較して雇用数は十分ではないと感じられるが,日本人の雇用機

会を奪ってまで外国人の数を増やすことは,日本人の若手研究者にとって大きな不利益となる.また,日

本語ができない外国人を雇用すると,日本人の教員への雑務負担が増えることが危惧される.(大学,第 2

Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性) 
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1-5  研究者の業績評価の状況 

本中項目に関連する自由記述の約 55 件から、大きく分けて以下の 3つの論点が抽出された。 

 

論点 1-20 業績評価の結果が研究者の処遇に反映されない。 

論点 1-21 業績評価は依然として論文のみで行われている。 

論点 1-22 産学連携や地域貢献の活動の評価に重みを持たせるなど、ミッションに応じた評価が必要

である。 

 

 

論点 1-20 業績評価の結果が研究者の処遇に反映されない。（自由記述件数：10 件） 

○ 業績評価の結果は研究者の処遇に全く反映されていない.研究ができる研究者は,多くの場合,教育に

も組織運営に対しても有能であるため,学内・学外の様々な業務が集中し,研究時間を確保するのが困

難になっている.業務が集中した際の支援も全く行われていない.(大学,第 4Ｇ,工学,部長・教授等クラス,

男性) 

○ 研究者の業績を多面的に評価する体制作りは進んでいても,それらの評価をもとに現状を改善するシス

テムが整っていないため,高い意欲をもって努力を続ける人材とそうでない人材の二極化が進んでいる

ように思う. (大学,第 4Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性) 

○ 業績評価についてはインパクトファクター偏重のきらいがあるものの，分野内での論文誌の地位なども

考慮されているように思える．ただそもそも近年の予算削減のために，優秀な人材だからと言って待遇

を改善できる状況にはないように見受けられる．(大学,第 2Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性) 

 

論点 1-21 業績評価は依然として論文のみで行われている。（自由記述件数：4件） 

○ 業績評価は論文数に偏りがちであり,将来への不安から論文や研究は質より量という思考になりがちで

あり,将来を見据えた日本の科学技術の発展という観点から見れば,良い状況とは言えない.(公的研究

機関,研究員・助教クラス,女性) 

○ 業績評価は論文のみのため,多くの教員が教育をなおざりにせざるを得ない.もしくは,昇格を諦めて信

念を貫くしか道がない状況がある.(大学,第 4Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,女性) 

 

論点 1-22 産学連携や地域貢献の活動の評価に重みを持たせるなど、ミッションに応じた評価が必要

である。（自由記述件数：3件） 

○ 当研究科は産学連携に熱心な方だと思うが，それは一部の熱意ある教員に依存しているように思う．若

手教員にとっては，産学連携やベンチャー起業の実績が，業績評価において論文発表等と同等以上

の重みづけをされない限り，わざわざ労力を割くことは困難である．この点が解決され，さらに連携先企

業やベンチャーとのクロスアポイントメントを，大学として評価，歓迎する雰囲気が生まれることが，大学

発のイノベーション推進に必要だと考える．(大学,第 1Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性) 

○ 地域の抱える課題が必ずしも従来型のアカデミックな研究と結びついてはいない.このため,業績評価や

学位取得における論文偏重と相まって,ある分野では地域貢献に距離を置いている教員も少なくはな

い.(大学,第 4Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性) 
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Q115. 大学・公的研究機関における研究人材の状況について、ご意見をご自由にお書きください。

女性研究者は歓迎だが,特別枠など設けず,能力重視で採用すべき.どちらかといえば,女性が研究職を目指す環境づくりの方が重
要と考える.母数が増えれば,優秀な人材を採用できるチャンスも増える.近年,大学生が待遇面（給与・労働時間）等で大学を魅力的
な職場とは思っていない.研究には興味があるが,博士の学位は企業に就職してからとればいいと思っている.人員不足で,若手の海
外留学すらままならない現状であり,特にサバティカル制度を活用したという話は聞いたことがない.(大学,第1Ｇ,部長・教授等クラス,
男性)

博士課程に進学する学生の研究分野が偏っていることから，予算，ポスト，人材，および将来の学術領域の発展を阻害している．そ
のような認識が，研究機関にも教員にも欠落し，ひいては学生の広い領域への展開を阻んでいる．(大学,第1Ｇ,部長・教授等クラス,
男性)

プロジェクト研究を進める組織であるが，若手研究者の多くは有期雇用である.プロジェクト終了後の処遇については，（組織の性格
上，やむを得ない部分はあるが，）不安である.(大学,第1Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

博士課程進学者,博士号取得者数が急速に減少しているのは,学位取得後,不安定な短期有期職しかえられないことが最大の原因
です.ここを変化させ,多くの人が博士号取得の意義と価値を認識できるように制度を変更すべきです.(大学,第1Ｇ,部長・教授等クラ
ス,男性)

○多様な人材の育成には,自立的な研究開発のためのポストと講座制のポストの双方が必要である.○恒久ポストでの若手雇用を緊
急かつ最低限に維持するための「財源を伴う措置」を国がとることが必要である.○運営費交付金減少や研究資金獲得等のための学
務負担増加に伴う研究環境の悪化が,主力層を構成する研究者にとってのみならず,若手の研究者,さらにはその候補者となる学生
に対し,ネガティブな影響を与えているように思われる.○博士課程後期への進学率は,産官学すべてのポスト数と相関すると考えられ
る.特に,民間企業が博士課程後期の学生を積極的に評価し,登用することが必要である.○医学系,バイオ系の分野では,博士後期課
程に進学後のポジション・就職についての選択肢が少ないという状況が続いており,学生の間にも後期課程への進学を敬遠するムー
ドがある.現状で研究人材を確保するには,海外からの留学生頼みという状況.○本学の場合,一部の部局を除き,女性の教育者が圧
倒的に少ないことが,ライフキャリアのロールモデルの不足を招来しており,それによって女子学生入学および女性の研究者志望が抑
制されていると考えられる.○若手,女性研究者の人数は絶対的に少数であるが,その潜在的な研究力を引き出すべきである.学問領
域内での発言力やネットワークの上で絶対的に不利である,これら研究者に対して,競争的資金に限らず研究費の確保にむけた支援
を積極的に行うことが研究機関としての役割の一つと考えられる.○日本語という言葉の壁により優秀な人材が獲得できていない状
況がある.事務部も含めて英語を基本とする組織を作り,優秀な国際人材を取りこむような取り組みが一段と広がることが必要.○業績
の評価は論文の数や質で行われることが依然として中心であり,今後の課題と考えられる.○現在の大学組織では,研究を行う人材が
同時に学内行政や組織マネジメントも行わなくてはならない.行政・マネジメント能力を持つ人には行政・マネジメントの負担が大きく
かかってくる一方,研究能力はあるが行政・マネジメント能力に欠如している人には行政・マネジメントの負担はかからない.(大学,第1
Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

大学は様々な取り組みを試みているが,予算の裏付けが不安定なため,施策は限られたものになる.人材の流動性が少ないことも問題
で,これは社会システム（退職金等）が大きな原因と考えられる.年俸制にしても導入には自主努力では限界がある.(大学,第1Ｇ,社長・
学長等クラス,男性)

大学がみずからのニーズに沿ってもっと自由にいろいろ工夫ができる制度設計をしてほしい(大学,第1Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

研究者を取り巻く研究環境，特に研究支援者への配慮が不足．5年ルールが弊害となり，5年で雇用を打ち切らざるを得ない状況と
なっており，熟練した研究支援者が仕事を継続できない．研究の質の低下にも繫がる．現場の状況が分かっていない．(大学,第1Ｇ,
部長・教授等クラス,男性)

多様性を確保するのはいいのですが,Quotaだけ決めて員数あわせをすると,能力のない教員が増え,逆差別などととられかねません.
機会は増やすが,クライテリアはしっかり決めるべきと思います.女性のことばかり主に話題になりますが,他のマイノリティーもいるので,
多様な配慮が必要です.(大学,第1Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

研究人材の減少は急激で有り,社会特に企業が博士など要らないと言うことが大きな問題であり,企業における博士人材の活用と待
遇が改善されるべき,せめて欧米並に評価し待遇すべきであり,機会も与えるべき.世界で学部・修士しか持たない日本人のレベルの
低さは国際化する日本企業で顕著に表れているはず.その指標を政府は計測すべきと思う.また,競争的資金による博士人材への奨
学金やRA雇用をJST等もJSPSのDC1程度まで上げるべきと思う(大学,第1Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

優秀な学生は,企業からの就職勧誘に引かれて修士課程で就職してしまう問題は依然として大きい.また就職活動の為に一番重要な
修士課程１年生の後半から大学生が大学に来なくなり,大学に戻ってくるのが修士課程２年の夏過ぎという事で，まともな研究ができ
ない状況が深刻になってきている.(大学,第1Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

助教5年任期の制度の弊害は大きく,この制度は大学院修士課程レベルで優秀な人材を博士課程に進学する動機を奪っている.そ
の結果,優秀な人材を大学内にとどめることが困難になっている.国力をそぐ結果となるのではないかと懸念している.任期はせめて8
年にすべきである.海外雑誌に投稿した論文の査読には１年を要することもまれではないので.なお,若手には論文執筆の環境だけで
はなく,研究室を自分で立ち上げ,学生を指導するための社会人教育や将来の指導者にふさわしい資質を涵養するための機会を与
えるべきである.(大学,第1Ｇ,部長・教授等クラス,男性)
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国の全体の施策方針が一貫したものになっておらず,予算が不安定であり,大学としても継続的な事業に重きをおききれていないこと
が実情であり,産学官全体で研究人材育成については,喫緊の課題である.(大学,第1Ｇ,その他,男性)

大学等の縮小が図られ,研究人材の定員が減少する状況においては,優れた可能性をもつ若手も研究職を目指さなくなる.評価に
よって無駄な人材を切るのではなく,評価によって研究人材をより活性化できる状況が必要である.(大学,第1Ｇ,理学,部長・教授等ク
ラス,男性)

任期のあるなしに拘わらず,基礎研究者のポストが増えていないのが問題である.また,任期の設定が恣意的で,機関によってばらばら
であり,研究者が落ち着いて研究に集中できる環境が提供できていないケースが多い.(大学,第1Ｇ,理学,部長・教授等クラス,男性)

1. 現在の私のまわりの若手研究者のほとんど全員が外部資金雇用の特任ポストでの任期付で,失職の不安を抱えたまま研究を続け
ている.優れた研究成果を挙げている者ですら安定なポストが得られない状況を大学院生はしっかりと見ており,そのような状況から殆
どの学生はアカデミックポストでの研究職を志望せず博士課程にも進学しない,また,そのような雇用の状況から,教員は学生に対して
博士進学を強く勧めることをためらう.2000年前後のポスドク問題から状況は改善されつつあるとはいえ,未だポストが十分に供給され
ない為,特に30ー40代後半の研究者層はとても厚いとは言えない状況にある.2. 女性の場合は,そもそもの研究者数が少ない状況の
中で,アフォーマティブアクションが進められた結果,全く実力の伴わない者が採用されることも珍しくなく,研究現場は研究の遅延に困
り,男性研究者達の不満も募り......というケースを何度も見たことがある.3. 大学院生の教育は研究活動のなかで実践的に行われるこ
とも必要であるが,外部資金の大型プロジェクトによって研究を推進する場合,期限内の達成目標が厳しく定められているため,熟練し
たスタッフ研究者が作業を進めざるを得ないことも多い.実践教育として大学院生に一つの課題を与え自身の手で達成させる機会を
与えたいのであるが,学生の学習／理解を待っていられないことが多く,大型外部資金のプロジェクト研究は大学院生の教育の機会と
しては不向きな面もあると感じている.(大学,第1Ｇ,主任研究員・准教授クラス,男性)

大学教員の本務（研究教育）以外の雑務が多すぎ,学生は教員がこれに忙殺されている様子を日々目の当たりにしているため,こうし
た状況では優秀な学生がアカデミックポストを希望することは,難しいと思われる.(大学,第1Ｇ,主任研究員・准教授クラス,男性)

・競争的資金で,自らの人件費を支払い,研究に専念することができるような仕組みを設けて欲しい.上限２０％などの制限を設けること
で,過剰な給与の支払い等も防げると思う.(大学,第1Ｇ,主任研究員・准教授クラス,男性)

所属部局では若手研究者への自立と活躍の機会の重要性について理解があるものの,大学全体での定員削減の影響により教員一
人当たりの業務量は増えている.また,そもそも任期付きで更新回数に限りあるため,安定しているとは言い難い.若手研究員らの理解
では”任期を付さないポストの拡充などはすでに誰も信じておらず”,また,文科省から発表される制度”卓越研究員”などは組織にとっ
ては”毒入り餅のような見せかけだけの対応”であると認識している.(大学,第1Ｇ,主任研究員・准教授クラス,男性)

博士課程後期在学者への経済的支援について拡充しなければ，良い人材が残らないと考えます．(大学,第1Ｇ,主任研究員・准教授
クラス,男性)

研究の真贋を見極める絶対的な目が存在し得ない以上,peer reviewするしかありませんが,それが適正に機能する仕組み作りの難し
さを感じます.学内では母数が減るのでなおさらです.(大学,第1Ｇ,主任研究員・准教授クラス,男性)

このように身分が不安定では,裕福な家庭の出身者以外は研究者になれない.日本は給与が安いので,優秀な人材が海外に流れ,海
外から優秀な人材が来ない.(大学,第1Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

もっと海外を目指すべきだと思います(大学,第1Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

常勤のポスト数が不足しているため,ポスドクの高齢化が生じている.40歳前後までポスドクを続けていると就職に不利になってしまい,
非常勤の薄給で暮らしながら研究を続けざるを得ない状況になってしまう.(大学,第1Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

より多様な人材を確保する工夫が必要である．論文の数だけで業績を評価しない工夫，研究プロジェクトを運営する専門の人材の雇
用が必要．(大学,第1Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

女性や外国人研究者や教員採用をエンカレッジするための仕組みが続々と作られているため，該当しない者（日本人男性）が不利
益を被っていると感じる．(大学,第1Ｇ,主任研究員・准教授クラス,男性)

事務職員が少ないのと,雑用が多すぎるのが問題だと思います.以前は,研究業績を必要としない事務職員が雑用をこなしていた側
面がありますが,事務職員数が少なくなり,研究者が多くの雑用をこなさなければならない,という状況があり,この点を改善していただき
たいです.具体的には,事務職員を十分雇えるように運営費交付金を拡充していただきたいです.(大学,第1Ｇ,主任研究員・准教授ク
ラス,男性)

研究・教育能力のない人が,大学院重点化時代に大量に准教授以上のポジションを獲得しているため,現在,その人達の停滞が何十
年も続いている部局が多数存在する.これは,○○大学のような研究大学でも非常に多く,危機的な問題である.この問題が部局・大学
の人事や人件費の問題となっているため,優秀な人材を外から獲得したり,育てたりすることができない.上記のような非効率な大学教
員が大量に存在している状況で,この国の将来を担う次世代のエリートを育てることはできないと思う.この大量に存在する負の人材
を,別の教育機関に移籍させることができるシステムを構築しなければ,限られた予算でできるはずのエリート人材育成も半分以下の
費用対効果しか得られない可能性が極めて高い.大企業は人を子会社に移動させて本体・主力事業の体力が落ちることを自力で防
いでいるが,大学や公的研究機関はそれができないという意味のことを述べている.(大学,第1Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

若手研究者の一部を,広告塔のように集中支援することは危険である.広告塔として利用される分,研究時間が減り,他の若手へも悪影
響である.(大学,第1Ｇ,部長・教授等クラス,男性)
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博士取得者が少なく,若手研究者の雑務負担が大きい.またアカデミックポストに就くことが多いため,産学間の人材の流動性が低い.
こうした課題を突破するためには同分野の海外大学を参考に博士取得者を増やすための企業と連携したプログラムによる経済的支
援の拡充が重要だが,現状の仕組みでは大学を通した学生への経済的支援の上限が低く不十分.また若手研究者に外国人を採用
しても,マネジメントに入る時に大学事務関係が日本語しか対応できないため,外国人教職員の採用は実質的に彼らの日本語読み書
き能力がなければ実現しない.(大学,第1Ｇ,理学,研究員・助教クラス,男性)

学生や若手研究者に対して研究分野が魅力を失いつつある上に将来に希望を持てそうな環境づくりができていないためにこの分野
を目指そうとする若手が非常に少なく,仮にこの分野に加わっても途中で挫折するケースが目につく.(大学,第1Ｇ,理学,主任研究員・
准教授クラス,男性)

卒業後に研究職に残る学生の数が低下しているように思われる.いくつか要因が考えられるが,何名かの学生と話をして感じたのは,
一つには経済的な理由,特にJASSOの奨学金返済の問題が案外大きなインパクトを持っているのではないか,ということである.すなわ
ち,ポスドクなど不安定な職を選択しようとしても,すでにかなりの額の借金（奨学金）を背負っており（数百万円後半）,将来奨学金返済
免除を得られるチャンスがあるわけでもなく,そうであればその借金返済を優先させてしまう心理が強く感じられた.(大学,第1Ｇ,理学,
主任研究員・准教授クラス,男性)

学術論文の発表まで考えた時に,博士後期課程の大学院生が自分でテーマを設定し,完遂できるような状況には殆どの場合にはな
らない.したがって,研究室スタッフが考えたテーマを小分けにして,大学院生が担っている場合が多い.その場合には,なかなかワクワ
クするようなテーマ設定が難しくなり,研究人材を育てる上で良い結果に繋がっていかないことが多いようだ.(大学,第1Ｇ,理学,主任研
究員・准教授クラス,男性)

若手ポスト（任期なしまたはテニュアトラック助教）の減少は,今後の日本の基礎科学分野に対して危機的な状況だと思います.(大学,
第1Ｇ,理学,主任研究員・准教授クラス,女性)

人材確保のためには正しい審査システムが必要.昇進・新規採用を決める客観的な基準を作るべき.審査員も大学内部でなく外部に
委託するべき.ベテラン教員の主観による人事が人材の多様性を無くしている.(大学,第1Ｇ,理学,研究員・助教クラス,男性)

研究業績を反映しない形で（おそらく平均的には十分な業績を達成しているにもかかわらず）助教の平均年齢が上がっていて,教
授・准教授への人材の世代交代が適切に進んでいないのではないかと感じる.(大学,第1Ｇ,理学,研究員・助教クラス,男性)

博士課程に人気がない原因は，教員の指導が不十分なためである．教員は研究以外の業務に追われ，学生の指導時間がとれな
い．学生は自分で研究するしかなく，大学にいても周囲から知的刺激を受けない．企業では，開発も企画でもチームで行動するた
め，新人は常に周囲から刺激を受ける．学生は，博士課程よりも企業の方が学ぶものが多いと考え，就職する．その結果，優秀な助
教がいなくなり，ますます研究指導体制が弱体化していく．(大学,第1Ｇ,理学,部長・教授等クラス,男性)

若手研究者に対する大学の教員職が,最近は任期付きの職が多く,常勤職につけるのが３０代になることが多い.また,最終的に常勤
職につくことができずボロボロになって去っていく若手研究者もよくみられる.彼らの姿は,修士課程学生から見たとき,幸せそうには見
えない.修士課程学生から見て,夢や希望をもつことができるような未来像がないと,良い人材が研究職をめざしてくれないとおもう.(大
学,第1Ｇ,理学,部長・教授等クラス,男性)

トップクラスの博士課程の学生へのインセンティブが足りない.学振や機関レベルの判断ではしばしば不十分なため,多くの意欲,能力
のある学生が正当に評価されにくいことと合わせ,もう少し指導者レベルの判断で卒後も含めた支援を手助けしやすい,融通の効くシ
ステムがあれば良いかと感じます.(大学,第1Ｇ,理学,部長・教授等クラス,男性)

大学では任期なしのポストがとても少なくなっているので,優秀な若手が研究に取り組む意欲を大きく損なっている.それはわたしが若
手であったときよりも,大学院生の数が増えているので,その分ひどくなっていると実感している.(大学,第1Ｇ,理学,部長・教授等クラス,
男性)

一般的に,博士修了後の研究者の不安定な立場を見た優秀な学生はアカデミックに残ることを嫌い,企業などに就職が不可能な優秀
でない行き場のない学生が博士課程を選択する例が見受けられる.博士課程への進学者を厳選すると同時に,一端,博士課程で優
秀であることが認められたら,大学教員に成れない場合でも,少なくとも公立高校の教員程度の人生は約束されるような仕組みを作る
べきだと思う.(大学,第1Ｇ,理学,主任研究員・准教授クラス,男性)

私の所属している研究科では,講座制のため,他の大学に比べ,若手教員（特に准教授クラス）の自立と活躍の機会は少ないと思いま
す.私自身は幸運なことに,その中でも自由に研究をさせてもらっている方ですが,講座制のシステムでも,准教授クラスには教授とは
内容的にも異なる研究をさせる自由度を持たせるべきだと思います.(大学,第1Ｇ,理学,主任研究員・准教授クラス,男性)

基礎科学の発展のためには,若手に限らず任期無しアカデミックポジション純増が必要である.(大学,第1Ｇ,理学,部長・教授等クラス,
男性)

将来の不安から,修士修了,博士号取得とともに就職する人が多く,アカデミアを希望する研究人材は枯渇しつつある.(大学,第1Ｇ,理
学,部長・教授等クラス,男性)

常勤のポストがなく,そこが大学内に漂っている閉塞感の原因だと思います.2-3年で総額5000万円の研究費よりも,10年間1名を安定
して雇用できるような研究費があると,落ち着いて研究が出来ます.(大学,第1Ｇ,理学,部長・教授等クラス,男性)
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Dr進学生や社会人Dｒへの経済的支援の仕組みを充実していただきたい.(大学,第1Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

修士課程の優れた人材が民間企業に就職するケースが多い.給与水準も決して高くはないので優秀な人材が集まりにくい.(大学,第
1Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

女性研究者の数が非常に少ないのが現状である．女性研究者が増加していない現状に対し，その根本原因の理解が遅れていると
感じる．女子学生を中心に女性研究者が増加しない主因に関し調査することが必須であると強く感じる．(大学,第1Ｇ,工学,部長・教
授等クラス,男性)

ポストが不安定なため短期的に成果が出る研究に傾倒しており,極めて深刻である.(大学,第1Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男
性)

優秀な学生が博士課程に進学しない．優秀が学生が修士課程修了後に就職するよりも博士課程に進学する方が魅力的（やりがい
のある仕事，給与等の待遇）な環境を用意する必要がある．研究機関としてというよりは，そのような社会が必要である．(大学,第1Ｇ,
工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

スタッフ人材が少なすぎて,研究者をいかせていない.(大学,第1Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

運営費交付金が減額されたことに伴い，大学の研究が競争的資金によるプロジェクト研究に偏り，一定の研究成果を一定の期間内
にあげる必要があり，学生のアイディアを拾い上げて，学生のペースで研究を進めることが難しくなっている．育児休暇や育児に伴う
時短も，上記の事情から取りにくくなっている．大学としては外国人教員の登用を進めている一方で，事務職員・技術職員の英語研
修などが組織的に行われている様子はなく，日本語で出された指示を，教員が翻訳して外国人教員に伝えている状況である．(大
学,第1Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

周囲を見ると,多面的に極めて優秀というわけでもない人材が要職につき,適切な人材を後継として残せない事例もある.(大学,第1Ｇ,
工学,部長・教授等クラス,男性)

私の分野は，企業の求人が非常に多く，企業の博士学位に対する価値認識が高くないため，博士課程進学への意欲を喚起すること
が難しい．若手研究者にたいする科研などは充実している．しかし，今後定員削減にともなって，外部資金等による任期付きの教員
が今後増えていくことを考えると，博士課程の出口の不安が拡大する．”自立と活躍の機会を与えるための環境の整備”とは，出口の
安定度合いを意味する．スタートアップ資金だけでなく任期を付さないポスト拡充が望まれるが，教員集団としてできることは競争的
資金・外部資金獲得であり，現状で”任期なし”とすることは不可能である．博士課程での研究教育は一定の質を保証していながら，
出口が保証できないというのが現状の最大の問題点である．(大学,第1Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

研究人材を育成するための基盤的教育（科学的方法の活用）が十分に行われていない(大学,第1Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

博士課程を経て研究者となり,生計を立てることができるというビジネスモデルが社会的に確立していない.これに関する不安を取り除
かないと,若い研究者の層を厚くすることはできない.これは雇用の不安定なPDを増やすことではなく,努力すれば安定したポストにつ
けるという見通しを可能にする雇用メカニズムの構築が必要.(大学,第1Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

定員削減のために,構成ポストをどのように減らしていくかについては議論が続いており,場合によっては助教のポストも現状よりも減
少する可能性がある.ポスドク制度は現状で行き詰まりを見せており,現行制度はかつてのオーバードクター問題が40歳前後で再び
起こるという点でより深刻である.今やキャリアの積み重ねは,大学院ー＞ポスドクー＞教員となり,ポスドクが不安定なポストであること
から博士課程に進学するには相当な覚悟が必要となっている.ポスドクにおける活動は,現状ではプロジェクトに完全に依存しており,
ポスドクを渡り歩くために数年スケールで研究内容や場合によっては関係する学会までも大幅に変更せざるを得ない.このような現状
では,大学の自助努力だけでは大学院博士課程に進学する学生を増やすのは困難であると思われる.分野の縮小やポストの膠着化
などの将来的な状況変化にどう対応可能にするかという問題は確かにあるが,大学の予算体力によっては,定員数を独自に増やせる
ようなポストに対する柔軟な施策を行うことが強く望まれる.また,キャリアの行き詰まり年齢が40才台にかかるような,現行のポスドク乱
立状態は改められるべきだと思う.一つの方策として,民間企業が博士号取得者の研究職としての雇用を促進するようなシステムの構
築が望まれる.(大学,第1Ｇ,理学,研究員・助教クラス,男性)

経済的理由により博士課程後期進学を諦めるケースが多々あるように思われる.博士課程進学者への経済的支援の拡充（例えばプ
ロジェクト経費から給料が支出できる,等）が望まれる.(大学,第1Ｇ,理学,研究員・助教クラス,男性)

博士後期課程の学生に対しては,学費免除かつ生計が立てられるくらいの経済支援（少なくとも学振DCの奨励費の7割程度）という
待遇を与えるべきである.そのための予算がないというのなら定員を削減してでも実現すべきである.ポスドクの生産性と給与面の待遇
を基準にすれば,博士後期課程の学生の大部分は上述の待遇に見合った生産活動をしている.これに見合った対価を与えないこと
は労働の搾取である.日本以外のほぼ全ての先進国では,科学分野の博士後期課程の学生は実際そのような待遇を受けており,特に
北米では待遇が悪いとストライキを起こすこともある.日本の学生がおとなしいからといって,無料の労働力として扱われている現状に
は我慢がならない.(大学,第1Ｇ,理学,研究員・助教クラス,男性)

人件費削減などのためにポストが減っているため,基盤的経費で雇用される若手が減っている.(大学,第1Ｇ,理学,研究員・助教クラス,
男性)

若手研究者が安定した中堅のポストに就き,研究に没頭できる環境で長期的な目標を達成し業績を挙げることが,大学・公的研究機
関全体の研究の活性化につながる.しかし,現状では優秀な研究者でも不安定な身分のまま,目先の雑務に追われ,若手の時期を終
えてしまう可能性も高い.このような状況では,次世代を担う大学院生も大きな目標に向かって挑戦することをためらい,優秀な人材が
切磋琢磨し研究者として育っていく土壌が失われていく恐れがあると思われる.女性研究者の支援については,学内に整備された病
児保育には非常に助けられている.能力を十分に発揮出来るための環境整備は重要だと思うが,女性研究者自身も配慮に甘えること
なく,性別の枠を超えた研究成果を挙げられるよう努力することが求められると考えている.(大学,第1Ｇ,理学,研究員・助教クラス,女
性)
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研究も教育も部局運営もしない任期なしの老人の教員を早く辞めさせたい.老人が牛耳る大学運営をやめ,４０代の働きざかりの教員
の意見が通るようにしたい.(大学,第1Ｇ,農学,主任研究員・准教授クラス,男性)

博士課程へ進学を希望する学生が減っている傾向にある.これは研究に対する能力が足りていないわけではなく,学位を取得しても
必ずしも任期無しのポストに就ける訳ではないので,二の足を踏んでいる状況である.ポスドクに関しては,任期付きではあるものの,
様々な研究機関において採用枠があり,比較的足りているように感じる.(大学,第1Ｇ,農学,研究員・助教クラス,男性)

研究機関内の問題以外に社会情勢の影響（不況等）もあるとは思うが,優秀な人材ほど早期に見切りをつけて研究を中断もしくは終
了し,就職への道を選択する傾向にあるように感じている.博士号取得後のキャリアモデルを示し,将来的な就職および経済的自立へ
の道筋を示すことができなければ,バブル景気後に誕生した昨今の堅実志向の学生をつなぎとめることはできないと思う.ポスドク層よ
り年齢的に上の研究員・助教層においても,任期付ポストが多く,まとまった成果を挙げられずに次の就職口が決まらない悪循環に陥
る優秀な人材を多数見てきた.このような状況では学生に進学を勧めることはできない.(大学,第1Ｇ,農学,研究員・助教クラス,女性)

若手研究者の状況が厳しい（任期付きで雇われていることが多く,その採用されたプロジェクトの運営に割く労力と時間が大きいため,
自分の研究を進めることができていない.）.(大学,第1Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

若手研究者への研究費の支援を増やすことも重要であると思いますが，講座制の元で教授から独立した研究室を持てる体制が構
築されなければ，若手研究者の自立は困難と思います.男性の研究者も育休を十分な期間とる，適切な勤務時間と休暇の取得を実
現するなどができなければ，女性は専業主婦や家事負担を女性に頼る男性研究者との環境の差を埋めることは難しく，女性の研究
者を増やし，活躍してもらうことは困難と思います.(大学,第1Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

予算面の問題から一般的に任期付ポストの拡充がはかられている.　これにより流動化,活性化がはかられる一方,長期的視野から基
礎科学や大型設備が必要な物理分野など短期的任期が向かない研究分野があるのも事実である. 任期有り,無しどちらか一方に偏
るのではなく,適材適所で,両者のバランスが必要と思われる.(大学,第1Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

若手研究者に対する研究環境の整備は,テニュアトラック制度や卓越研究員制度などでこれから進展していく可能性を感じてはいる
ものの,数年-十年後にこれらの制度がうまく根付くかどうかは今後の取り組み次第であると思います.(大学,第1Ｇ,工学,研究員・助教
クラス,男性)

パーマネントなポジションがあまりに少なすぎる(大学,第1Ｇ,農学,部長・教授等クラス,男性)

人件費削減と恒常的予算の削減が若手研究者の環境整備を崩壊させている.時限のある競争的資金では若手研究者の環境整備
はできない.博士課程後期進学者を確保するためには,論博制度の廃止,民間の積極的な雇用,博士号の社会的認知の向上などは
必須.(大学,第1Ｇ,農学,部長・教授等クラス,男性)

39歳までを若手研究者ととらえることは,大学・公的研究機関においては自然で,最も創造的な仕事が出来る時期だと思う.しかし一般
社会においては社会の中核たる中堅で,家庭があることも認識し,貴重な人材が社会と大きく隔離しないことも重要である.これはサラ
リーだけでなく,優秀な外国人を定着させるにもつながることではないだろうか.(大学,第1Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

優秀で,研究を指向し,博士後期課程進学を検討する学生は以前と変わらず一定数以上存在するが,結果として進学を選択する者は
明らかに減少している.原因は,大学・公的研究機関における研究職の魅力が,比較対象である民間企業（民間全般を通じた平均で
はなく,このような優秀な学生が一般に選択出来る待遇の良い一部の有名企業）と比べて相対的に減じていることにあると思われる.
具体的には,(1) 給与が低い, (2) 大学・公的研究機関における研究職が任期付きであることが一般的になっており不安定である,(3)
大学・公的研究機関における研究資金が競争的外部資金にシフトしたことにより,民間企業の研究・開発職と比べた明らかな魅力で
あった「自由な研究」の魅力が以前と比べて著しく小さくなっている.(大学,第1Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

優秀な日本人学生が,博士課程に進み難い環境にある.(大学,第1Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

アカデミックポストを目指すということ自体が相当なギャンブルになっていると思います.景気が悪いと学生は安定志向に入るので,あ
えて大学で研究しようとは思わないでしょう.女性研究者については,的外れな支援が多すぎます.そもそも女子学生がほとんどいない
専攻に対しても,一律の女性教員比率を課そうとすることはナンセンスです.研究者の業績評価については,まず給与はインセンティ
ブがほぼない一方で,人事院勧告には従うという不幸な状況です.そして研究環境としては,働く人ほど仕事は増えるが,それに対して
なんらかの措置（人材の追加配置など）が取られることはほぼありません（定員があることを考えると当然）.働けば働くほどワークライフ
バランスは崩れていくのが現在の研究人材の状況ではないでしょうか.(大学,第1Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

アカデミックポスト数が減っていっている以上,何をやっても環境の整備が十分になるとは言えない.(大学,第1Ｇ,工学,研究員・助教ク
ラス,男性)

外部の競争的資金に偏重する現在の状況では,研究環境を維持するために大型プロジェクトを応募し続けざるをえない.大型プロ
ジェクトは短期的な社会的貢献を求める.結果として,長期的に重要となると見込まれる基盤研究を行うことが曲芸的に難しくなってい
るように感じる.faculty memberが各種業務に忙殺されるため,研究の主力としてポスドクに期待せざるをえない状況にある.しかし,ポス
ドク市場は優秀な人ほど早く退出する,あるいはそもそも参入しないという性質を持つ.そのため,若手全体の待遇を悪化させるほど研
究を進めやすくなるという不幸な構造が生じている.私の所属部局は助教でも任期を設けていない.昨今は珍しいことで感謝してい
る.(大学,第1Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

昨今新聞などでも報道されているが,運営費交付金が減少しており,そのせいで研究人材が不足していると感じる.(大学,第1Ｇ,工学,
主任研究員・准教授クラス,男性)
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教育,研究以外の事務仕事に割り振らなければならない時間が多すぎると思います.(大学,第1Ｇ,保健,研究員・助教クラス,男性)

若手は基本的に任期付きで,将来的にも安定的なポストの獲得が極めて困難な不安定な職業となってしまったため,優秀な人はむし
ろ研究職を避ける様になっている様に感じる.（予算的に難しいであろうとおもわれるので）パーマネントの教員の数を増やすのでは
なく,博士課程の枠を大幅に減らして少数精鋭にする代わりに,少なくとも将来的には多くが安定したポストに就ける様にでもしなけれ
ば日本の研究に未来はないと思う.その一方で,安定的なポストで高額な給料を得て財政圧迫の主たる原因となっている教授陣の定
年は延期されているのが実情であることには違和感しか感じない.(大学,第1Ｇ,保健,研究員・助教クラス,男性)

昨今言われていますように,運営交付金が減らされたため,全国的に研究・教育ポストが減っていると感じます.幾つかの大学では,教
員が退官した後,資金不足のため,そのポストは空きのままにされているとのことです.それまで,退官教官とともにこなしていた教育,大
学運営業務などが,人数が減ったままで消化せざるをえない,つまり,一人当たりの研究以外にかける時間が増え,研究時間が減るとい
う状況ですと,研究業績も下落してしまうと考えるのが自然です.国公立大学の教育,研究の質が低下するのをやむ得ずとするか,統廃
合によって乗り切るというのが大局的には簡単に考えられることではありますが,結果研究者の雇用先は減少し,雇用自体も不安定に
なります.限られた資金ではあると思いますが,運営交付金の増額を検討していただければと思います.(大学,第1Ｇ,保健,主任研究
員・准教授クラス,男性)

若手研究者が独立的なポジションを得ても,教室には自分のポジションしかなく,教員,博士研究員,テクニシャン,秘書のポジションが
ないため,結果として,多くの仕事が自分に降りかかり,研究の効率が非常に悪くなっている.獲得した研究費から人件費をまかなうとな
ると,基盤A（1年間に600-800万円程度）でさえも,博士研究員1名を雇用すると実際の研究に使用できる研究費がほとんど残らないの
が現状である.基盤Bでは補助員を雇える程度である.海外のグラントの場合,もともとグラントから人件費を支出する前提で金額規模
が大きく設定されているので,公平だと思うが,日本の現在のシステムだと,もともと教室員がいる教室では科学研究費をほぼすべて研
究消耗品等に使えるのに対し,若手独立ポジションではほとんど人件費になってしまう,あるいは人を雇うことすらできないという格差が
生じてしまい,問題があると思う.(大学,第1Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,男性)

大学への競争原理への導入により,研究できる若手人材は増えていると思うが,研究・教育外業務があまりにも増加し過ぎている現状
で,若手の能力は生かされず,研究業績の大きな伸びはない.(大学,第1Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,男性)

若手人材の育成に関しても,研究者の業績評価は重要であると考えられるが,論文業績のみに偏っており,多様な観点からの評価が
必要である.(大学,第1Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,男性)

歯学部においては全国的に教員の定員削減が進められており,若手が任期なしのポストを得ることがより困難になっている.既に教員
のポストについているシニアには,教員数が減少しても教育,研究に加えて臨床でも前年度を上回る結果を出す（売り上げを上げる）こ
とが求められ,非常に厳しい状況となっている.(大学,第1Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,女性)

若いうちからPIとして活躍できるよう,政府主導で推進すべきと思います.一つはオーサーシップの問題で,「教授がラストオーサー・コ
レスポンディングオーサー」という古くからの慣習は捨てるべきです.また,若手が獲得しやすい研究費を拡充すべきと思います.(大学,
第1Ｇ,保健,研究員・助教クラス,男性)

若い研究者が任期制になるのは仕方ないとしても,研究費全体を増額する,研究者の基本給を上げる,などが必要かと.(大学,第1Ｇ,
保健,部長・教授等クラス,男性)

大学内でも,研究人材の登用,評価昇進などについて,学部間の差異がだいぶあると感じています.(大学,第1Ｇ,保健,部長・教授等ク
ラス,男性)

女性研究者が少数であるという問題は,受け入れ態勢の問題というより,研究者になることを女性自身があまり望んでいないことが主原
因であると思う.もし,女性研究者を増やす必要があるのなら,女性自身の意識改革が重要である.(大学,第1Ｇ,保健,部長・教授等クラ
ス,男性)

若手研究者が研究以外の活動に進んでいる.また出口の見える研究しか支援されない状況もあり,基本的な研究者として必要な資質
や技能のトレーニングが十分行えない環境になりつつある.１０年前と比較しても,若手人材が育てにくい状況になっている（会議や大
学評価のため資料づくりに多大な時間を割かれているため,次世代人材の教育に十分時間を割くことができなくなっている）.(大学,第
1Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男性)

外国人研究者には充分すぎるほどの支援があるのにかかわらず,日本人研究者への支援はかなり不足している.日本国として,日本
人研究者をもっと大切にすべきだと思う.(大学,第1Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男性)

基礎研究分野の若手研究者の養成環境が全く不十分である.この問題の解決には,大学や公的機関の努力はもちろんであるが,国
家としての予算増額が必須であると考える.　また,研究環境や採用・昇進人事システムにおいて男女差は存在せず,研究分野に女性
が少ない最も大きな原因は本邦の社会構造にあると考える.国会議員や高級官僚に占める女性の頻度が増加するように社会構造を
変革すれば,研究者に占める女性の割合は必然的に増加すると確信している.(大学,第1Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男性)

博士課程学生が安心して研究に専念できるようにさらに経済的支援を充実させるべき.(大学,第1Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男性)

運営交付金減少によるポスト減少があまりにも痛い.研究費をとってきても,3年など期間が短く非常勤のポストを雇いにくいという状況
が年々悪化している.研究環境とかが非常に改善しているのに,この部分だけを何とかしてほしい.外国人,女性に対するケアーはもう
十分.実力重視にしないとまじめな研究者のやる気をくじく.グラントの期間を5年以上にするとかいろいろな手があると思う,大学院生
やポスドクがある程度の収入を得て研究に集中できる環境を整えることがきわめて重要と考える.学生の質は決して下がってはいない
にもかかわらず若手日本人男性研究者の生活環境が悪すぎる.(大学,第1Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男性)

将来の希望が持てないと思う.(大学,第1Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男性)
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博士課程進学者は大学外の予想よりはるかに少なくなっている現状をもっと知らしめるべきである.(大学,第2Ｇ,部長・教授等クラス,
男性)

広い意味での人件費削減により，いわゆる雑用が増え，大学の研究者が魅力的な職業になっていない．研究者はもとより，それをサ
ポートする技術職員，事務職員の拡充，キャリアパスの明確化，評価の適正化が重要と考える．(大学,第2Ｇ,部長・教授等クラス,男
性)

若手研究者にとって５～１０年間の任期付きポストの充実は彼らの育成にとって重要.任期なしポストが必要なわけではない(大学,第2
Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

まだまだ日本の大学（少なくとも本学）では残念ながら,サイロ的運営がなされている研究グループが多く見受けられる.より開放的な
運営に踏み切ることが,研究人材育成,思いがけない研究の萌芽や進展にも必要だと思う.(大学,第2Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

工学系の場合,優秀な学生ほど民間企業に就職する.博士課程修了後の就職について,メリットを感じられないことが大きな原因であ
り,実際にパーマネントの研究職に就職できる数は限られている.(大学,第2Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

文部科学省・研究大学強化促進事業を活用して有望な若手・中堅研究者へのインセンティブとなるプログラムを開始したが,量的に
はまだまだ整備できていない.(大学,第2Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

任期制のポジションのため,若手研究者の将来ビジョンが描けず,優秀な人材ほど大学,研究機関から遠ざかっている現実がある.欧
米では,異動するための仕組みとポジションがある程度確立されているので,キャリアパスを描きやすいが,日本ではその仕組みが見え
ない.早急にキャリアパスが描ける体制整備が必要不可欠である.(大学,第2Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

かつての講座制から,准教授を含め,若手の人が独立的に研究できる体制への移行のメリットもあるが,設備,ノウハウ,関係企業との連
携など,教授退職時にゼロリセットされるシステムのデメリットが目立ってきている.プロジェクト型の予算制度重視では,人材育成につ
いても,数年レベルの短期のプロジェクトの予算はあっても,長期の人件費リソースの確保がなければ,優秀な人材育成ができないので
はないか.業績重視のために,若手の人が教育にも熱心になれない部分もある.教育・研究が一体で運営されるためには,論文の数偏
重の評価システムも見直す必要があると考える.(大学,第2Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

私立大学の特性として,給与に反映させる業績評価は組合との関係で難しく,十分ではない状況.インセンティブとして褒章制度など
を充実させてはいるが,まだ不十分.(大学,第2Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

諸外国（特に米国）に比べて,給与等の待遇面において良くない.優秀な人材に対するインセンティブ制度の更なる改善が必要であ
る.(大学,第2Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

大学院博士後期課程への進学者が減少していることが最大の問題です.有能な博士人材を確保するためには,RA経費等によるサ
ポート,学位取得後のキャリアパスを明確に示すことが必要と思います.(大学,第2Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

効率・成果主義的考えが浸透しつつあり,自由で自発的な研究を容認する環境がなくなってきている.(大学,第2Ｇ,社長・学長等クラ
ス,男性)

70歳まで働くことが一般化しつつある現状から考えると,26-30歳頃まで,世界最先端の学問を通した研究力とともに,副専攻としての
プラスアルファの専門性,社会性,英語力,多様な意味の（それぞれに相応しい）リーダーシップマインドを身につける博士課程の位置
付けを高くし,せめて,博士課程後期課程の入学金,授業料は徴取しない制度としてほしい.科学技術への貢献が大きいにも関わらず,
ポスドクの次の門下が閉ざされており,懸命に努力する若者が,30歳半ばで行き場を失うという悲惨な事態が多数生じている.大学教
員も「ブラック企業で働いている感じ」と言いつつ,深夜,土日の勤務もしつつ,現状打破のために努力している.企業側も長期雇用の
中で,博士も人物を見て,積極的に雇用し,活かす道を切り拓いていただきたい.(大学,第2Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

優秀な外国人研究者が集まる環境を構築するための支援が必要.大学の自助努力では限界がある.(大学,第2Ｇ,社長・学長等クラス,
男性)

若手の研究者は,現在の研究環境に依存する傾向が非常に強く独立心を持つものは少ない.その要因は若手研究者自身と研究者
過多などの現代社会特有の問題もあるが,団塊世代の現研究室主宰者の影響もある（例えば,上司の独占欲が強ければ下につくもの
の研究に対する意欲や独自性は確実に失われていく）.近い将来世代交代が生ずるが,将来的に持続して世界的研究レベルを保ち
さらなる上昇を目指すためには,下の独自性を育成・尊重する姿勢は重要であるしそういった姿勢を強く望む.また,女性研究者育成
は家庭を持つ女性研究者を優遇するための制度であり,同一研究室に所属するそれ以外の研究者は当該女性研究者のサポートを
強いられるため負担を増大させている局面の方が大きい.この点において,明らかに公平な育成制度ではない.(大学,第1Ｇ,保健,研
究員・助教クラス,女性)

研究者をサポートする人材が,日本では決定的に不足している.また,若手研究者のポストが減り,将来の研究開発の展望は極めて暗
い.(大学,第2Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

テニュアトラック制度により，一定のパーマネントポジションを増やした方がよいのではないか.(大学,第2Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

若手研究者にとって,５～１０年の任期付きポストの充実が重要.パーマネントポストが絶対必要とは考えられない.(大学,第2Ｇ,社長・
学長等クラス,男性)
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問1-04 は難しい問題だと思います.研究を続けるのは能力も必要ですが,好き・興味・動機などがより重要ではないかと感じます.博
士課程の学生が修士課程の講義を,修士課程の学生が学部生の講義を,学部上級生が下級生の講義を,適度に大きな責任をもって
担当できる環境があれば,若手研究者の育成につながる気がしています.(大学,第2Ｇ,理学,主任研究員・准教授クラス,男性)

経済（就職）状況に因って，理系の博士後期課程への進学者が多くない状況は依然として続いている．その一方で，若手・女性・外
国人の採用を促進する施策が次々と実施されている．このこと自体は好ましいが，中長期的な人事計画や将来構想が蔑ろになっ
て，将来の研究力と教育力の劣化が懸念される．何故なら，上記の採用に際して，業績評価の観点と指標が効率（例えば，KPI値な
ど数値）を重視していることが挙げられる．また，若手や女性研究者に将来の希望（昇進や留学，研究費等）を持たせられる状況にな
い．(大学,第2Ｇ,理学,部長・教授等クラス,男性)

博士後期課程を目指す日本人学生が激減していることは科学技術立国日本にとって致命的である.若い人材が博士後期課程に魅
力を感じ,進学するような環境整備が必須である.アカデミックポストを増やすことが不可能ならば,経産省などとも連携して博士院生の
企業への雇用を促進させる（大企業には一定数の博士院生の採用を義務づけるなど）政策を導入するなどしなければ状況は変わら
ないだろう.(大学,第2Ｇ,理学,部長・教授等クラス,男性)

若手PIへのスタートアップ支援が不足している.(大学,第2Ｇ,理学,部長・教授等クラス,男性)

博士課程学生が大きな研究テーマや挑戦的な研究テーマを選択しにくくなっていると強く感じる.(大学,第2Ｇ,理学,部長・教授等クラ
ス,男性)

超優秀な研究人材が○大・○大などの良好な研究教育環境に集積する構図が定着しつつある.(大学,第2Ｇ,理学,部長・教授等クラ
ス,男性)

任期制の雇用や博士後期学生への長期的経済支援の不足などの不安定要因により研究活動が制限されるのは残念なことであ
る.(大学,第2Ｇ,理学,部長・教授等クラス,男性)

毎年評価することには疑問.短期的な評価しかなく,本当の意味での研究の評価にならない.(大学,第2Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

独法化に伴うマネージメントや研究関連事務・雑務・環境整備に係る時間増などから,実質的な研究時間の確保に影響が出てい
る.(大学,第2Ｇ,部長・教授等クラス,女性)

基本的に人が足りない．人員の削減はされるものの，研究以外の業務は減らない．任期付のポストの有用性は分かるが，任期の前
に有能であれば任期の更新ができるようにして頂きたい．任期がある場合，他の組織に移ることを常に考えているため，所属する大
学への貢献が期待できない．大学の質が落ちる一方である．(大学,第2Ｇ,主任研究員・准教授クラス,男性)

大学に金が無いため,定年退職した教授の補充を行わないことになっていて,研究に使える時間が全員減っていき,このままでは危機
的状態であると考えています.(大学,第2Ｇ,主任研究員・准教授クラス,男性)

21世紀COE以来GCOE,卓越研究拠点,リーディングと,女性研究者を含む博士後期へ進学する学生への支援とそれに見合う進学者
が増えつつある.企業からも博士課程修了学生の採用意欲が旺盛になってきている.その状況に大学も対応しているが,この空気は
分野によって大きな差が見られる.(大学,第2Ｇ,その他,男性)

運営費交付金の減少により,教員・職員・非常勤の数を減らさざるを得ず,人材育成のための教育が困難になりつつある.また,育てた
人材を生かす場の提供も減ってきている.(大学,第2Ｇ,理学,部長・教授等クラス,男性)

研究を支援する人材（プロジェクト申請書類作成の補助，論文作成補助，実験装置の作成や操作の補助等）のポストを増やしていく
ことが，より優れた研究を推進するには必要と考えます．研究者のポストより，研究支援する人材のポストを増やすことが，研究の量・
質の両方を改善する上で効果的だと思います．(大学,第2Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

1.5流の学生が数多く博士課程に進学しており，そのままアカデミアに残ると考えると，次世代育成に危機感を覚える．大学教員の評
価を徹底することが不可欠である．大学教員から非大学へ，逆に，非大学から大学教員へという双方向のパスをもっと重視すべきで
ある．また，教育を主たる業務とするポストに研究志向の人物を配すべきではないし，研究もおこなわせるという大学運営は，二兎を
追うことになり，教育レベル，研究レベルともに下げることとなる．また，人物評価も業務に従って行う必要がある．評価は身内で行う
のではなく，第三者機関で中立性を保ったまま行う必要がある．(大学,第2Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

改革の名目に新たな業務が付加され,ますます時間を削る傾向にある.新たに何かを加えないと改革として受け入れられない状況,さ
らに減員の傾向がますます閉塞感を増し,研究機関としての魅力を失わせている.若手の人材が増えないのは,これらに希望と展望が
見いだせないところにある.(大学,第2Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

運営費交付金の削減に伴い,本学（○○大）でも常勤教員の人事はほぼ凍結に近い状況にある.助教もすべて任期付きになり,常勤
の教員数は急減する傾向にある.このため,研究者を目指す博士課程学生が減少し,また若手の研究者が将来に対して展望を持てな
い状況が続いている.国立大学法人は我が国の将来をになう人材を育てる重要な役割をはたしており,このような運営費交付金の削
減が続けば,有能研究人材の海外流失は必至であり,１０年以内には大学で次の世代を教える教員の確保もできなくなるだろう.科学
技術立国どころか,先進国としての地位も失いかねない状況に陥ると危惧する.(大学,第2Ｇ,部長・教授等クラス,男性)
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日本人の博士後期課程に進学する学生が減少しており，次世代の大学教員の候補者が少なくなっていると思います．進学に興味の
ある学生にとって，任期付きポストや研究環境の悪化は，ネガティブな要因になっていると思います．(大学,第2Ｇ,工学,部長・教授等
クラス,男性)

今のような若手研究者に職がない状況が続くなら,学生は博士には進学しようとは思いませんし,教員も学生さんに勧めることもできま
せん.このままでは,日本のサイエンスは壊滅的な状況となるでしょう.(大学,第2Ｇ,理学,主任研究員・准教授クラス,女性)

財務省の意向で文教予算が削減されている状況で,若手,ベテランを含め研究人材の状況が良いはずがない.(大学,第2Ｇ,理学,研
究員・助教クラス,男性)

若手研究者の状況に関して,指導者の研究を手伝うだけになっている研究者がほとんどであることを危惧している.博士課程後期の
学生からは自分の発案で研究を行うべきであり,それが新たな研究・イノベーションに繋がると考えている.しかし私の経験では,博士
課程後期の学生,ポスドクの研究者は皆,「共同研究を持ちかけると指導者に相談する」必要があり,すでに指導者の研究で時間がと
られているためになかなかこのような研究ができず,さらには指導者の理解が不十分でも共同研究は若手の研究者とではなく指導者
と行うことになる.一方で国際会議で海外の若手ポスドクと議論する場合,簡単にその研究者との共同研究の話が進む.これは独立し
た研究者として研究していることを示していると感じられ,日本の研究者もかくあるべきと思うが,実際には助教であっても独自の研究を
行えない研究者が多いことに深い悲しみを覚える.これは指導者の意識の問題なので世代交代により改善していくと期待できるが,大
学の研究者はほとんどこのことを意識していないように見られる（研究所の研究者はこの問題を認識していると感じる）ため,将来もし
ばらくこの状況は改善しそうにない.(大学,第2Ｇ,理学,研究員・助教クラス,男性)

大学教員は研究・教育以外の業務が多すぎて研究を行う時間がない.研究員を雇用する資金も限られるため研究人材が不足してい
る.学生を主体とした研究では研究のレベルに限界がある.(大学,第2Ｇ,理学,研究員・助教クラス,男性)

博士後期課程へ進学する学生の少なさは危機的状況である．馬のニンジンではないが，科学的興味を解決するというキーワードだ
けで優秀な学生を博士課程に勧誘することはもはや限界に達しつつあると感じている．加えて，そのような要素だけで博士後期課程
へ進学している者は，どちらかというと科学に対する興味はあるが，現実的問題解決能力が低かったり，大学というモラトリアム的な環
境に慣れすぎている例もある．また進学審査基準は曖昧であり，客観的判断で合否を決めるシステムがないことも一因であると思う．
一つの提案としては，RAまたはフェローシップなど成果に対する報酬制度を博士後期課程に学生にも導入し，修士卒で一般企業で
働くことと博士課程進学をある程度同率で選択できる環境は必要と思う．ただし，若く未熟な段階では成果があまり出ていない場合も
あり，研究成果だけではなく，博士課程での修学に対し意欲のある学生を公平に選抜するシステムをつくるなど，必要であると思う．
(大学,第2Ｇ,理学,研究員・助教クラス,男性)

○○○大学は財政難を理由に人件費削減のため大幅な教員数の削減計画を打ち出しており,将来的な研究人材の確保・科学技術
の発展に大きな不安を抱えています.(大学,第2Ｇ,理学,研究員・助教クラス,男性)

中手も含め,若手の研究者の雇用問題は深刻です.国立大学への運営費交付金が減り,競争的資金への依存が強くなっています.任
期なしの職よりも任期付きの職がどんどん増えています.安定した雇用がなければ,基礎研究はできません.2～5年程度の雇用をつな
いで,競争的資金で食いつなぐのは研究にとっても家庭をもつものにとっても厳しい状況です.このような状況の研究者を見てきた大
学院生などが,研究者を職にしたいと思うはずがありません.これからも研究者を目指す人間も激減すると思います.長期的にみれば,
研究は楽しさだけではやっていけません.家庭と職場の安定した環境が重要です.これがないがしろにされれば,長期的には日本の
科学は廃れるでしょう.(大学,第2Ｇ,理学,主任研究員・准教授クラス,男性)

2016年ノーベル生理学・医学賞を大隅良典教授が受賞され,メディアの取材等で折にふれ大学における基礎研究の窮乏状況につ
いて話して頂けたお蔭で,大学の危機的な貧窮に対する社会の認識が広まった感がある.例として,○大の人件費15%カットの計画が
ニュースで取り上げられるなどした.しかし,旧帝大の○大だからニュースに取り上げて貰えるほどのインパクトがあった訳であって,他
大も似たような人件費削減計画があるもののニュースにはして貰えないというだけの話である.私の所属でも向こう10年間で20%の人
件費削減計画が決まっている.これを実施すると,10年間は若手の新規採用も,退職者の補填も,一切できないという規模になる.これ
だけ見れば,状況は破綻寸前の企業と相似し「継続企業の前提に重要な疑義あり」とでもいう状況で,研究人材の状況としては非常に
悪いという他ない.もっとも,このようにして各部局から集めた人件費ポイントの一部は,学長の判断の下でアクティビティの高い研究分
野へ振り向けるための原資に用いられるようなので,いわゆる学長のリーダーシップによる組織改革の一部という事になるのだろう.こ
れらの改革の後に,世の会社で言う所の「V字回復」があるのかどうかは知らない.そもそも単年度会計に縛られ,投資も増資もできない
大学に,急に何か変えるだけの自由度があるものだろうかと思う.願わくば落ち着いた環境下で学究に打ち込みたいが,おそらくその様
な状況は二度と来ないのだろう.延々と,終わりのない組織改変と成果評価と人件費削減をやらされ続けるという組織に,大学はなった
のだと言うしかない.絶望はしないが明るい希望も特にない.研究者の総枠が削減され,かつ個々の研究者の純粋に研究に割けるエ
フォートが低下しているので,研究のアウトプットの総体が向上に転化することは極めて期待薄のように思われる.（予算申請書の準備
や組織運営上の仕事は純粋な研究のエフォートとは言えない.）大学の研究の社会還元が声高に叫ばれ,それはそれで分かる部分
はあるが,つまるところ大学は（法的にも実際的にも）社会の資本や雇用を差配する立場にはない.個々の研究者として負えるのは,せ
いぜい「自分の研究を一生懸命やる」という事であり,それ以上のことについてなかなか責任を負えるものではないのではないか.研究
人材に関しては,まずそもそも人件費削減の状況下,自由度のない状態に見えること,また大学に対するニーズが多岐に分散し,何に
力を集中させるべきかというフォーカスが難しくなっているということを挙げたい.(大学,第2Ｇ,理学,主任研究員・准教授クラス,男性)

大学の基盤経費削減にともない,任期無しポストについても実質削減を余儀なくされている.このため,十分な研究人材が集まらないと
感じる.(大学,第2Ｇ,理学,主任研究員・准教授クラス,男性)

日本の研究力低下は,優秀な人材を博士課程進学へと導く経済的サポートと将来の雇用環境の整備が著しく整っていないことに起
因していると,現場では強く感じている.(大学,第2Ｇ,理学,主任研究員・准教授クラス,男性)

現在博士課程在籍者はほとんどが外国人によって占められている.彼らは優秀であるが,修士までで博士課程に進学しようとしない日
本人学生と我が国の将来の科学水準を思うと不安を感じる.(大学,第2Ｇ,理学,主任研究員・准教授クラス,男性)
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教授に昇進するには，学外経験が原則3年必要との内規があるのと，任期制の普及により不安定な職業との認識が広がり，若い人材
が大学の教員を敬遠する傾向が顕著である．(大学,第2Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

日本において,望ましい能力を持つ人材が博士課程後期を目指すために一番必要なことは,産業界が多くの博士課程修了生を積極
的に採用することに尽きると考えます.進学が先か採用が先かという,いわば鶏と卵の関係のような議論は常にありますが,個人である
個々の学生にとっては,就職が見込めない状況であれば人生上のリスクが非常に大きいので,ここはまず産業界が歩み寄るべきであ
ると感じます.また,世界的に見ても,特に欧米に限らず東アジアの国々と日本の将来的な競争的環境を考えると,研究開発や設計業
務に携わる高度人材の確保は産業界にとっても今後は非常に重要になると思います.(大学,第2Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

若手研究者の育成は大変重要な課題と認識している.しかし,最近のむやみやたらに高額の研究資金を比較的少数の若手研究者に
与える制度は,むしろ有望な若手研究者に短期的成果を求めたり,複数の研究者との共同研究のための運営を強いる危険性があり,
基礎研究に没頭する貴重な時間の確保や,真摯な議論による研鑚の場を形成するのを阻害する可能性が大きい.女性研究者の登
用では,社会的な受け入れ態勢の充実と相まって考える必要がある.女性の博士課程取得者の企業での採用が増えていない中,博
士後期課程への入学する女学生者数の伸びは少ない.このような中で,アカデミックな研究職に進んだ女性博士号取得者は,数多く
の学内や外部の委員会委員に就任することになり,若手研究者と同様に個人の研究時間を確保できない状況にある.大学教育への
企業の進出以上に,企業による博士後期課程学生の雇用による共同研究の推進など抜本的な改革が必要と考える.(大学,第2Ｇ,工
学,部長・教授等クラス,男性)

現在の若手研究者のポジションは任期制が多いので,もっと安心して研究を続けることができるようにテニュアトラックをもうけるなどの
枠組みが必要と思います.また,大学によっては,学術研究員やポスドクへの制限が多いところもある.(大学,第2Ｇ,工学,部長・教授等ク
ラス,男性)

若手の研究者のポストを確保することが必要(大学,第2Ｇ,工学,部長・教授等クラス,女性)

女性の積極的雇用は大変望ましいが,遷移状態であるゆえか,女性のみしか採用できないポジションが増えている.分野によっては女
性は5%ほどにしかみたないのにもかかわらず,それを採用しなければならないと決めなければいけない状況は将来的にマイナスであ
り,今後の平等雇用を進めていく中でもいまの若手研究者が採用の場に回った際に問題が出てくる可能性がある.(大学,第2Ｇ,工学,
主任研究員・准教授クラス,男性)

若手研究者については,安定して研究できる環境が乏しい.外国人研究者をファカルティメンバとする環境は全く整っていない.女性
研究者は絶対数の不足を補う手段が見つからず,長期計画が必要である.(大学,第2Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

短期的に成果を求めすぎると思います.(大学,第2Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

大手国内メーカー（重工,自動車,電機）は博士課程後期の人材を敬遠される傾向にあるため,優秀な学生が博士課程後期に多少の
興味があっても進学しないことが多いです.大学だけではなく,企業を含めたネットワークでキャリアパスの多様性について検討する必
要があると考えます.(大学,第2Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

大学における人件費抑制など,研究者流動の閉塞感が強まっている.(大学,第2Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

女性研究者の割合は外国と比較すると決して多いとは言えないが,博士課程進学やアカデミックを志望する女性の割合を考慮すると
人数は十分に高いと思われる.一方,外国人研究者に関しては志望者数と比較して雇用数は十分ではないと感じられるが,日本人の
雇用機会を奪ってまで外国人の数を増やすことは,日本人の若手研究者にとって大きな不利益となる.また,日本語ができない外国人
を雇用すると,日本人の教員への雑務負担が増えることが危惧される.(大学,第2Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

大学などでは，限られた数のポストしかありません.そこに男女平等の考えを持ち込む必要性はなく，現状において最も適切な人材を
選ぶべきです.数の多い公務員か企業などの労働者に対する基準とは異なります.(大学,第2Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

大学の研究人材は,もっと流動的であるべきと思う.現状では論文や個人の活動など,個人的な指標で,大学が人事をきめていく,という
パターンが多い,私自身は,１０年くらいのスパンで,ある目的をもってそれに必要な人材を集中させ,目的が終われば,また次の場所に
いく,というように,目的に応じて人が流動できればよいと思っている.(大学,第2Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

国立大学法人の運営費交付金の毎年の減額により，運営費交付金がほぼ人件費に消え，新しい人材確保が難しくなっている．その
ため，研究費も減額され大学における若手研究員の研究環境は良好とはいえない．(大学,第2Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

女性教員・研究者数は人口バランスと同程度であることが望ましいと思うが，それが特に多様な研究者の確保につながるとは思えな
い．特に自然科学においては，性別は研究と関係がない．また分野によっては，女性候補者が極端に少ない場合もあり，その中で
無理に女性教員を採用し，昇進させること，女性であることを理由に研究費等の面で優遇すること，などは本来の目的に反しており，
適切でない．一方，外国人教員に関しては，言葉の問題が大きく，特に学部・大学院・大学の組織運営に関わる際に大きな困難を
伴う．教育・研究のみを行う教員を制度的に確立することが重要である．(大学,第2Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

30-40代のポストク,任期付き教員が散見される.概して優秀だが,テニュアポストが少ないので,安心して研究できる状況にない.(大学,
第2Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

若手教員は,講義や研究以外の業務に時間を拘束されることが多くなったと感じている.(大学,第2Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)
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大型機器が増加する傾向にあるが,それらを有効に活用するためにも技術者の任用も必要である.科学者・研究者としての任用のみ
ならず,そのような技術者としての任用にも学位を取得した人材を増やすべきである.(大学,第2Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,女
性)

博士後期課程へ進学する日本人学生が劇的に少ない状況です.これは,日本人学生に対する経済的支援より,留学生支援を重視し
てきた結果だと,個人的には感じています.(大学,第2Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,女性)

若手研究者（助教）は,職位が安定しないため就職活動に追われ,研究に専念できない状況にある.また,助教では独立して研究室を
運営できないため,研究費申請（に記載する研究機関や設備）も含め研究の自由度が制限される.また,助教は研究教育以外の雑用
を事務側から求められることが多く,大学教員としての地位の法的保障が必要である.(大学,第2Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

評価等の仕組みとしては十分なものが整備されつつあるように思いますが,一方で,大学に対する改革の要求があまりに多く,年配の
教員だけでなく,若手教員の多くも,それらの対応で教育・研究に時間を割けなくなっています.(大学,第2Ｇ,工学,主任研究員・准教授
クラス,男性)

大学だと研究室単位・研究機関だと研究グループの縛りが強く,ときによっては研究の自由度が制約されている.大学院生をRAなど
で補助ではなく雇える制度を整えるべきではないか.(大学,第2Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

上記の項目の中で女性研究者，外国人研究者への処遇については分からないことが多いが，全体的にここ数年の周囲の状況は
徐々に良くなってきているように感じられる.ただし，博士課程学生の進路については依然厳しい状況と思われる.(大学,第2Ｇ,工学,
主任研究員・准教授クラス,男性)

企業研究職を含め，博士号取得者の進路が狭く，優秀な学生の進学障害となっている．(大学,第2Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラ
ス,男性)

(1)よく最近，所属大学では，数値目標を課した数年内に到達する「女性教員」「外国人教員」の目標数あるいは目標割合が示される
が，これは大変危ういと感じる．私は留学やポスドクの期間を通じて米国の大学の状況は比較的理解していると思うが，米国は能力
や論文数・生産性によって人事判断していった結果，本当に能力のある人物が性別や国籍に関係なく競争率の高いポストにつき，
ポストに付いた後も生産的に研究を行っているのだと思う．（但し，数十年前は米国でも違ったと聞く．）「今後～年までに，外国人教
員比率を～に，女性教員比率を～割にする」という思考停止的な対外アピールは，欧米が本質的になぜそうなったかの下地を見ず
に，結果だけを真似て「諸外国と同じレベルになった」といわんとしたい欲望から始まったものであり，本質が１８０度異なる，大変危う
い方向性だと思う．(2)_どこの国内大学でも似たような状況なのかもしれないが，ある研究室を博士課程卒業した後，時をおかず（お
いてもせいぜい１～２年）同じ研究室に助教採用，という腐敗人事が，日本の大学では堂々とまかり通っている．こうなると，採用され
た若い教員もその「故郷」の雰囲気に甘えるし，ついさっきまで指導教員だった教授には逆らいようがない．結局，ほとんどの場合，
研究は教授と似たような（しばしば古い）ことをやり，せっかく税金を使って雇う「若手教員（助教）」が，よくて教授の同志，悪い場合は
教授の研究のお手伝い，に堕してしまう．(1)で述べた欧米の結果だけの再現に熱中するより，こちらの問題の方が，遥かに日本の研
究人材をダメにしている根が深い問題だと思う．米国では，博士課程とは別環境のポスドクで数年揉まれた後の28～32才ぐらいから
テニュアトラックに入り，元ボスとは違う研究を必死になって開拓・確立しようとする．若いうちのこのエネルギーと，テニュアトラックを乗
り切るための必死なエネルギーが，その国の「本質的な」研究力の向上の原動力になっている．日本はこの年代で，教授と同じような
ことをやって，雑用をやって，ダメになってゆく．(大学,第2Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

システム化して全体平均化を試みるよりも，日本の本来の強みである徒弟制度的な運用のほうがよいと思いますが，好ましくない状
況に置かれてしまった時に流動できる制度が重要と考えます．(大学,第2Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

学部卒業生や博士前期課程(修士)学生の中で，研究へのやる気や遂行能力もある優秀な学生が，ほとんど博士後期課程に行か
ず，就職してしまう現状がある．これは，博士後期課程に行ってからのキャリアパスの不確定要素が極めて高い状況にあることも一因
かと思う．人口減少に伴い，大学のポストも限られてくる以上，特に，博士後期課程学生を柔軟に受け入れてくれる産業界の仕組み
ができない限り，この傾向は続くものと強く感じられる．(大学,第2Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

任期付きのポストが多すぎると感じる.(大学,第2Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

所属している学科では，教員の定員削減に伴って，教授のポストを減らすのではなく，助教等若手のポストが削減されている．5年，
10年後に現在の教授陣が退官した後の状況を考えると，研究組織として継続的に機能し続けることができるのか，将来に不安を感じ
る．(大学,第2Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

ポスドクの雇用を促進する取り組みが必要だと思います．(大学,第2Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

運営費削減により,研究に使える資金は無いに等しく,また現状の教員数維持すらも不安定な状況にあるため,若手のスタートアップ
資金を捻出することなど到底できない.女性採用に関してはウーマンテニュアトラック制度や早期昇進制度等の積極的導入により進
んできた印象を持っている.本組織の業績評価は,外部資金の額や論文の質が問われず単に件数の積み上げで算出され,学会発表
だけしていてもそれなりに活動しているように見える仕組みであり,研究の質の評価がほとんど無く驚いている.できる人材を持ち上げ
る効果ではなく,できない人材のモチベーションを下げない効果を狙っているようである.(大学,第2Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,
男性)

複数の研究機関を経験したが,人材活用は機関内組織の固着風土に強く依存する.若手向け制度のみ,ではなく任期無しポスト人材
をも含めた定期的な組織編成や役割の組み替え制度などの導入が必要と考える.(大学,第2Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男
性)
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内部昇進の大学と内部昇進を許さない大学があるため,内部昇進を許さない機関から外に出たくてもポストがない状況がある.人事の
流動化を進めるのであれば,全国で一斉に行わないと意味がない.また,不必要に女性や外国人を優遇しており,ただでさえ少ないポ
ストが更に少なくなってしまっている.(大学,第2Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

上記選択肢では意図が十分に伝わらない可能性があるので，こちらに記させていただきます．・若手研究者の状況について(101-
103)101の若手研究者は，科研費などが獲得できていない場合，御存知の通り研究資金が十分でないケースがあります．（あくまで
本部局のケースですが）助教も学生の指導を行うこともありますので，学会などでの学生への発表の機会を与えるという意味でも，サ
ポート体制の充実化が必要と考えます．(大学,第2Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

大学・公的研究機関において人件費など研究者にかけられるリソースは縮小していると思いますが,その中で若手や女性研究者を育
成・増加させようという取り組みを行うことは困難であるように思われます.若手・女性研究者への支援を強化しても,行き着く先が従来
のテニュアポストだということが取り組み自体の足枷になっているのではないでしょうか.(大学,第2Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

テニュアという名の横滑り人事は何のためにあるのか不明.助教テニュアってなんなのか説明すらない.(大学,第2Ｇ,工学,研究員・助
教クラス,男性)

任期付き若手教員の姿をみて,進学を希望する学生の数が減っているのではないかと危惧します.(大学,第2Ｇ,工学,研究員・助教ク
ラス,男性)

現在,助教ですが,准教授など上位ポストにおいても,女性限定公募などが多すぎると感じます.公平な公募といえるかが疑問です.(大
学,第2Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

国立大学教員の定員削減により実績を積んできた若手研究者に対する研究，教育に対する活躍の場が減少傾向にあります．(大学,
第2Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

女性研究者・外国人研究者の拡充が研究力強化につながっているようにはあまり感じられない.検証が必要ではないか.今現在の若
手研究者に対する支援よりも,ポスドク問題が声高に叫ばれていたころの当事者(のうち優秀だけど充分なポストを得ていない人材；30
代後半～40代？)に対する支援の方が必要だと思う.また,生産性の低い高齢教員(50～60代)を排除するシステムがないものがそもそ
もの問題である.この世代にこそ任期制を導入すべき.(大学,第2Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

業績評価の新たなシステムが導入されていますが,分野や職位によって評価の偏りが著しく生じ,公平性に疑問があるシステムとなっ
ています.(大学,第2Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

研究人材については不足していると思うが,その事態を招いたのは,競争資金に重点を置き,交付金を減らしている政策にあると思う.
大学の運営サイドも教員も,このような状態になれば,競争資金をとるために動き,他はおざなりになる.子供でも分かること.(大学,第2Ｇ,
工学,研究員・助教クラス,男性)

運営費交付金の削減に伴い,人件費の削減すなわち,常勤かつ若手の採用枠は極端に減っている.また,昇任が困難な状況である.ま
た,博士後期課程進学者および３０歳前後の若手研究者が減少傾向にあり,現状では今後の日本の研究力の低下は加速すると考え
られる.(大学,第2Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

博士後期に進む学生は優秀な部類ばかりだが，もっと進学率が高くなれば良いとは思う．１研究室に数年に一人では，技術の継承
もままならない．業績評価についてはインパクトファクター偏重のきらいがあるものの，分野内での論文誌の地位なども考慮されてい
るように思える．ただそもそも近年の予算削減のために，優秀な人材だからと言って待遇を改善できる状況にはないように見受けられ
る．(大学,第2Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

博士後期課程に進む学生が少ない主な理由は,「博士後期課程に進むと就職先を探すことが困難になるため」,である.この問題を改
善するには,博士号取得者の就職先を増やす必要がある.例えば,公的研究機関の研究室数を増やす,大学で教育を行わずに研究
のみをする機関を作る（または研究職やポスドク中心だが大学院生も採用できる大学院大学を作る）,といった対策が考えられる.ま
た,すでに科研費申請の補助（研究協力係）などで行われているが,研究職や大学教員と事務職との間をつなぐための博士号を持つ
職員を増やす,といった対策も考えられる.例えば,授業を大学の教員が行うのは当然であるが,授業の時間割や単位数の計算まで教
員が行う必要はない.ある程度授業内容を理解できる博士号を持つ事務員を各分野に配置し,その事務員が時間割等を作り教員側
に提示する,といった職があってもいいのではないだろうか？以上のように博士号取得者の就職先を公的機関に増やすことが博士後
期課程への進学者を増やすことに繋がると考えられる.(大学,第2Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

過去5年間の大学活動の経験から,若手研究者の育成状況としては燦々たるものがある.研究・教育に注力すべき研究者が,研究に
時間を割けるのは全体の時間の10%にも満たない現状がある.競争的資金の確保やそれに伴う業務が非常に多く,研究に注力できな
いばかりでなく,大学の改革や国際連携,アウトリーチ活動等,言うは易しであるが,それに伴う業務が大半を占めるような状況は即座に
改善すべきである.もう一点,課題解決型のもとで,課題設定された研究が多く見られる.しかし,課題を設定することも大学の大きな機
能であり,昨今の課題設定型の研究課題を実施している若手研究者の研究は極めて近視眼的で魅力の低いものになっているように
感じられる.時間の確保,研究の自由を奪われた大学の若手研究者に未来はなく,優れた人材が育っていないと感じる.是非改善され
ることを切に願う.(大学,第2Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

大学において女性研究者が少数であることは確かですが,女性を過度に優遇したポスト(例えば募集対象が女性のみ(もちろん女性
でなければ成り立たないポストであればその限りではない))を用意することは性差別であり不平等かと思われます.研究者の男女比(=
母数)が,例えば7:3で全員が同じ程度の能力を持っている場合,ポストの男女比も7:3となるのが正常であり,これを5:5に補正するのは
妥当ではありません.共に同じ物差しで評価されるべきです.その上でポストの獲得に至ったならば,女性特有の問題に関するサポー
トを実施することが肝要かと思います.性差を埋めるサポートは必須です.(大学,第2Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)
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大学への交付金の削減のあおりで,最も研究活動に勢いのある若手がポジション獲得において一番の被害を被り,研究活動の極めて
低い高齢研究者を切れない現状の打開策がまったく見えず,絶望的な気分にしかなりません.(大学,第2Ｇ,農学,主任研究員・准教授
クラス,男性)

わが国は,技術立国を目指すとしているが,若い人が研究者を目指せる環境が整えられていないのが現状であると思う.他の職業と比
較して,給与を含めた待遇面,研究に専念できる時間や環境,資金の確保の困難さ,を考えると魅力的な職業には見えないであろう.地
方の国立大学では,大学から配分される個人研究費がきわめて少なく,新しい発想の芽吹きを摘んでしまっているように感じる.人材育
成も同様である.人は一朝一夕で育つものではないのだから,十分な資金を投じるべきである.(大学,第2Ｇ,農学,主任研究員・准教授
クラス,男性)

ポスドク問題が深刻化しており,博士後期課程に進学する学生が激減している.(大学,第2Ｇ,農学,部長・教授等クラス,男性)

国立大学では運営費交付金の削減が続き，大学によっては定員の削減や人事の凍結等が行なわれ，若手の優秀な研究者や女性
教員を新規に採用するポストがない状況が続いている.ニュース等でも最近盛んにこの大学の危機的状況が叫ばれており，若手の研
究者や学生がアカデミックなポジションにつく夢を捨てざるをえない状況を引き起こしているように思われる.これが博士課程への進学
者の減少の原因にもなっており，今後の日本の研究力の低下が懸念される危機的な状況を迎えつつあるように思う.(大学,第2Ｇ,農
学,部長・教授等クラス,男性)

やはり,日本人の博士の進学率が低いのは,国立大学の人員削減が効いているのではないかと思われます.最近,やはり大学は教育
機関であるので,研究業績のみの業績主義的な人事はうまくいっていないことが多く見受けられます.その価値観のみで研究室運営
をすると,大学院生は来ない研究室が多いです.(大学,第2Ｇ,農学,部長・教授等クラス,男性)

取り組みのメニューを用意するのではなく,大学等の教員の負担を減らすための定常的な人件費の増大と日常的な教育・研究費の
アップが不可欠.基盤がないところに,いくら特別メニューを並べ立てても無意味.官僚の業績アップにつながるだけで,現場には疲労
をもたらすのみ.(大学,第2Ｇ,農学,部長・教授等クラス,男性)

運営費交付金が年々減少する中で,博士課程学生・若手研究者は将来への不安は大きなものである.特に,国立大学において本当
の意味での理系,文系の分野で生きていこう,世界トップクラスの研究を進めていこうと考える若手にとって,財源・競争的資金・外部資
金等の獲得は,経済的価値のら判断されることからますます困難を極めると考えている.大隅教授が述べているように,基礎科学分野
は国の文化としてとらえるべきで,一般的な価値観からは切り離して考える必要がある.(大学,第2Ｇ,農学,部長・教授等クラス,男性)

104. 望ましい能力を持つ人材,というのが見当たらない.ゆとり教育のせいか？バイタリティがない.112. 優秀であるのは当然だが,どう
してもアジアに偏る.日本を敵国扱いしている中国・韓国からの留学生は拒否すべき.114. それほどフレキシブルな状況は考えにく
い.研究所であるため,学生の層が薄く,研究室もほとんど個人営業のような形なので,サバティカルで抜ける（＝学生だけになってしま
う）というような事態は想定しづらい.給与への反映は,ある程度なされているが,順位付けがほとんど固定化されてしまっており,業績の
悪い人へのエンカレッジにはなっていないのではと思われる.(大学,第2Ｇ,農学,主任研究員・准教授クラス,男性)

学内用務により，プロジェクトの関わる方とご一緒する機会が増えました．博士の学位を持たれているそうですが，1年更新の仕事を
雇用お延長を願いながら続けておられる事を見受けました．博士を修了された方の雇用がとても不安定で，いつも綱渡りをしている
ように見えます．せめて，自分と同じような5年更新の様になって欲しいと思います．また，子育てから戻ってくる方の安定的な理系で
の働き場所が少ないと感じています．大学院に通いながら仕事もして学位を取ろうとされている方の将来（後，20年ぐらいは働けると
思うのですが）がない状況です．生涯学習を総活躍につなげていけると良いのにと思います．(大学,第2Ｇ,工学,研究員・助教クラス,
女性)

増え続ける雑務に対して人員は減らされ続けているので,大学は年々ブラック企業化し続けていると痛感している.いかに雑務負担を
減らすか？という視点を最重要視した運営が望まれる.また,問題の根本的な解決を目指さずに,場当たり的に,見栄えや見かけ上の
数値のみの改善策に終始しているように感じる.そもそもなぜその問題を解決する必要があるのか？というモチベーションの部分が共
有できていないためではないかと思う.(大学,第2Ｇ,工学,研究員・助教クラス,女性)

弱い立場の助教（任期付き）の処遇を,強い立場である教授（任期無し）のみで議論されているのは良くないのでは？と考えます.たと
えば,「昔はもっと厳しかった」や「今の人たちは甘やかされている」などの発言を少なからず聞くことがあり,そういう発言に対して,経験
のない我々は何も発言することはできません.自身の評価者の立場にある上司と,対等に議論することは心的に難しいです.また,女性
研究者の処遇に関する議論も複雑な問題を含んでいると思います.同じ性別というだけで,全ての女性がかならずしも,女性研究者支
援に対して協力的であるとは限りません.なぜなら,今の世代の女性研究者の教授は,そのような処遇無しに今のポジションを築き上げ
た方々ですし,研究者にとってサポートされることが幸せなのかどうか,疑問を持っている方も多いと思います（女性に限らず）.(大学,
第2Ｇ,工学,研究員・助教クラス,女性)

大学の人件費が減り続ける中で,若手研究者の採用が難しくなっている.また,任期制の若手教員ばかりになり,腰を据えた研究ができ
なくなっており,若手教員の精神的ストレスも高まっている.また,評価項目に対応した業績主義になる傾向があり,研究しかやらない教
員も増え続け,教育現場としての大学の機能が低下している.(大学,第2Ｇ,農学,社長・学長等クラス,男性)

女性研究者が一定数存在することは男女共同参画の観点から重要と考えるが,現実には常勤ポストにどういう人材を採用するかにつ
いては,それ以外のファクター（業績,専門分野,人格,年齢等々）が多数あり,それらのファクターの最上位に女性であることをおくべき
かどうかについては,最近のポスト不足による過度な競争の状況を考えると,単純には決められないと感じる.(大学,第2Ｇ,農学,部長・
教授等クラス,男性)

大学院博士後期における発展途上国の留学生が著しく増えている.これを是とするか非とするかは意見がわかれても,国内における
博士進学者の減少と,国際性をあまりにも大学に強要されるためにこのような状況が地方大学に増えている現状は再考すべき点であ
ると思う.(大学,第2Ｇ,農学,部長・教授等クラス,男性)
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若手,女性研究者を育てるには,大学のポジションを増やす努力が必要と思います.現状の国内の経済状態ではなかなか難しいかも
しれませんが.(大学,第2Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男性)

若くて優秀な研究者が,なかなかパーマネントなポストに就けないことが多く,博士課程を修了しても安定した就職がなかなか難しいこ
とが博士課程への進学を妨げている.(大学,第2Ｇ,保健,部長・教授等クラス,女性)

附置研究所ですが,外国人研究者の受け入れにより活性化されています.一方で,スタッフの年齢が高いこともあり博士課程・博士研
究員が活躍できる場はまだまだ少ないと感じます.(大学,第2Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,男性)

大学院修了から助教になるまでのポスドクの予算が不十分.(大学,第2Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男性)

科学研究や技術開発の面白さを若い人に伝えることのできる能力は優秀な研究者を生み出すうえで重要であり,大学や研究機関は
そうした科学リテラシーのある教育者の育成にも注力するべきである.(大学,第2Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男性)

文部科学省の施策と大学の実態とは著しく乖離しており,新規採用の凍結が議論される傍らで,サバティカルの付与が検討されている
といった矛盾した状況が拡大している.海外の研究者にとっては,書類や事務手続きなど英語が使用できない環境が多く,魅力的な研
究環境とは言いがたい.公的資源が十分に投入されていない地方大学では海外研究者,受け入れ側双方に不幸な状態に陥りがちで
ある.(大学,第2Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男性)

任期付き雇用は研究面では一時的にはよいかもしれないが多くの優秀な若者が研究者離れをきたしている原因のひとつである.一
方で一度パーマネントポジションについたら全く論文をかかない教授もいる.基盤的研究費が不足し,雑用に追われる日々では研究
どころではなくなるという側面もある.安定な雇用と業績評価を組みあわせた新たな雇用形態の創出が必要だろう.(大学,第2Ｇ,保健,
部長・教授等クラス,男性)

若手研究者で学位取得をした者の活躍の場が不足していることを実感している.(大学,第2Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男性)

人事の循環が十分とは言えず,能力のある若手研究者へのポストの確保が課題と思われる.(大学,第2Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男
性)

大学の各学科あるいは各研究室における助手や助教の職務範囲が異なっていると感じる.(大学,第2Ｇ,農学,研究員・助教クラス,男
性)

定年の延長によって,教員の高齢化が進行している.それに伴って,なかなかポストが空かないために若手教員の昇進が滞っており,研
究者としてのキャリアパスに不安を感じている.(大学,第2Ｇ,農学,研究員・助教クラス,男性)

若手の大部分は比較的短い任期付きのポストしかなく,腰を据えて長期的な研究を行うのが難しい状況だと思う.次の雇用の不安定さ
を考えると,結婚や育児にも躊躇せざるを得ない状況がある.また,少子化なのに大学院の定員が増える傾向にあり,本来研究に意欲
がほとんどないような学生も「なんとなく」大学院に進学する傾向が強くなっており,指導面でも難しさを感じる.(大学,第2Ｇ,農学,研究
員・助教クラス,女性)

優秀な博士課程学生,外国人留学生,任期付き研究員及び教員（任期有無を問わず）が有力な大学・研究機関に集中する傾向がま
すます強まっている.国主導を含めた種々のテニュアトラック制の導入で若手研究者独立支援体制は改善されているが,国立大学法
人運営費交付金削減による教員ポストの減少のため,それに宛てるテニュア教員ポストが絶対的に不足している.(大学,第2Ｇ,保健,
社長・学長等クラス,男性)

全国的に人事の凍結がおこなわれているが,研究の質を維持することを困難とする要因となっている.(大学,第2Ｇ,保健,部長・教授等
クラス,男性)

博士課程（後期）を目指す人材が極度に低下している.医学・生物学系のnon-MDが少ない.したがって,若手のポストドクターの数も
低下傾向と思える.(大学,第2Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男性)

女性や外国人の採用が望まれているが，能力も無いのに無理矢理採用する必要はない.(大学,第2Ｇ,農学,主任研究員・准教授クラ
ス,男性)

古い価値観を有する,古いタイプの人材が,リーダーシップをとると,なかなか改革が進まない.民間からの登用は,いろいろと問題もある
が,積極的に推進すべきだと思う.非効率的な事務や,組織になりすぎている.そこに,人材の流動性が進まない理由の一つかもしれな
い.スクラップアンドビルドが必要.(大学,第2Ｇ,農学,主任研究員・准教授クラス,男性)

現状はとくに大きな問題はないが，今後，教員数の大幅な減少が懸念されるところである．(大学,第2Ｇ,農学,主任研究員・准教授ク
ラス,男性)

博士後期課程への進学者（日本人）はこの5～10年で大きく減少した.これは私の所属機関のみで起きていることではなく,多くの大学
で起こっていることである.学位取得後に帰国する場合が多い留学生の博士後期課程学生を除いた日本人の進学者数を把握する
必要があり,後期課程の学生数を増やす対策を国としても講じるべきである.研究機関における若手人材（教員）の積極的な採用は行
われているが,所属する研究機関では,現在は全てテニュアトラック制を受ける任期付の形である.テニュアトラック制と言っても,その理
念からは外れて,既存の研究室とつながりを持ち,講義や委員会活動に従事させられるため,それら若手人材が自由意志のもと研究
に専念する状況にはない.所属研究機関（部局）の女性教員の割合は1割程度であるし,外国人の教員はいない.採用の段階で日本
語の募集のみであり,日本語に精通する（日本の大学を卒業した）外国人のみが対象とされている.そもそも部局内で教員数や採用
時期を自由に決定できない（変えられない）.決定権を持つ大学や国が大局を持って人事を決めることには困難と感じており,今後は
個々の部局が必要に応じて人事を執り行えるような仕組みに変えていく必要があるのではないかと考えております.業績評価につい
ては,不透明であると感じている.個々の論文も同じ数で評価されるのであれば,その評価は平等性を失っている.(大学,第2Ｇ,農学,研
究員・助教クラス,男性)
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運営費交付金の削減により,定年退職者の不補充により人員を削減しているが,若手研究者を雇用できないことにより,研究レベルが
急速に悪化する可能性がある.(大学,第3Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

若手研究者の比率が低く,特に人文社会系の若手研究者が少ない状況である.(大学,第3Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

運営費交付金が減少の一途であり,これが止まらない限り,大学において優秀な人材の確保はむずかしい.(大学,第3Ｇ,社長・学長等
クラス,男性)

多様な評価制度が整備され,研究人材の平均的な質は明瞭に向上した.ただ,評価のために時間を割かざるを得なくなり,それにより
研究時間の確保が困難になるといった著しくバランスを欠く事態も出来している.さらに,価値高い研究成果を生み出すためには，研
究者の時間的，心的余裕が不可欠であることを考え合わせると,早急になんらかの適切な施策が望まれる.(大学,第3Ｇ,社長・学長等
クラス,男性)

若手研究者が独立できず,任期付きのポジションが多い.任期無しであっても昇進不可であったり,昇進時には任期付きに戻るなど,若
手研究者にとって不利な制度が横行している.また,その状況を見て優秀な学生は博士課程への進学を避ける.そしてモチベーション
も能力も低い,モラトリアムの延長で進学する学生が相対的に増える（大学院大学という制度上定員を満たす必要があり,こういった学
生の進学を断れない）.そして能力とモチベーションの低い学生の面倒をみるのは時間も労力もかかるので,直接的に指導にあたる若
手研究者の負担が増し,研究業績が減少する.そしてその結果として昇進も難しくなる.そういう悪循環が蔓延している.(大学,第2Ｇ,保
健,研究員・助教クラス,男性)

大学院に進む学生およびポスドクはほとんどおらず,全力で研究に打ち込める人材がほとんどいない.教員は研究に集中できる時間
が極端に少なく,このままでは組織の研究力は一向に高くならない.国内外の優秀な大学院生および研究員が魅力を感じる研究組織
となるべきである.(大学,第2Ｇ,保健,研究員・助教クラス,女性)

研究に携わったとしても,古くからの縦社会的な抑制や,上司による不条理な抑圧,質の高い指導を受けられずに研究が苦痛となる状
況が非常におおい印象です.研究は面白く,価値のある物ではなく,辛くつまらないものと捉え,離れていく人材は少なからずあるかと
思います.雇用環境や,条件も重要な因子ではありますが,公平かつ優秀な指導者の育成,教育が,優秀な若手研究人材の確保につ
ながるのではないかと考えています.(大学,第2Ｇ,保健,研究員・助教クラス,女性)

国家試験の受験資格を付与する学部の教員採用にあたっては,研究能力だけでなく国家資格を有すること,教育能力が高いことなど
が重要となり,研究人材は,学部によってかなりバラツキがあると思います.若手研究者を育てられる研究者が少ないことも優秀な人材
が育ちにくい要因だと考えます.(大学,第2Ｇ,保健,部長・教授等クラス,女性)

運営費交付金の削減により人件費の縮小も余儀なくされ,大学の研究力が低下しつつある.(大学,第3Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

人事をストップさせなければならないような大学財政状況では,若手人材育成,女性や外国人の雇用は難しい.(大学,第3Ｇ,社長・学
長等クラス,男性)

大学院生や若手研究者に将来のポストについての不安が大きく,大学院進学や研究者になることを躊躇う状況があるように感じられ
る.大学院生の環境（学費など）を整えても,その先（就職先など）が見えないことには,簡単に進学できないのではないか？またそのよ
うな状況下では,優秀な学部生らに対し,手放しで大学院進学を勧めることは出来ない.現在の所属では大学院修了後にアカデミック
以外の道（歯科医師）の選択もあるため,他の非医科系の理系学部に比べると,進学を勧めやすい状況ではあるように思う.(大学,第2
Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,男性)

恒常的に雇用できる人件費が,年々減らされている状況で,研究環境の整備とか言っても仕方がないように思われます.(大学,第2Ｇ,
保健,主任研究員・准教授クラス,男性)

若手に明るい未来の希望を持たせられる状況にないと思います.(大学,第2Ｇ,保健,研究員・助教クラス,男性)

博士後期課程後・ポスドク後のポストが圧倒的に不足しているので,人材として優秀であっても,金銭的・年齢的に採用されずにあきら
めざるを得ないケースをよく見ます.(大学,第2Ｇ,保健,研究員・助教クラス,男性)

他国と比較しても,非常に人材が不足していると思われる.やはり人材の確保には,研究者が魅力的であることを示す必要がある.しか
し,現状の雇用研究状況では,ユニークな研究が数多く進展するのはほぼ不可能である.(大学,第2Ｇ,保健,研究員・助教クラス,男性)

小講座制なので,結局のところ若手研究者（准教授,助教）が自分の発想で自由に研究できる環境ではない.エフォートの半分以上は
教授のテーマを学生に指導しながら一緒に実験を進めている.所属講座のポストが空かない限り昇進できないので,業績,研究費がた
くさんある優秀な助教が出ていってしまう.(大学,第2Ｇ,保健,研究員・助教クラス,男性)

優秀な人材であっても,かなりの経済的なリスクを伴わないと,アカデミックの研究職に就けない場合が多い.リスクを個人に負わせるの
ではなく,社会がサポートできる体制が望ましい.(大学,第2Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,男性)

基礎学力が十分でない大学院生が少なからずおり,問題であると感じています.(大学,第2Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,男性)

海外の方が給与体系にメリハリが有り,リスクは有るがリターンがある印象で,日本以外から来る人達に魅力的な状況でないのは問題
優秀な人は海外に流れるという状況が今後でてくるのではないか.女性研究者について,単純数ではなく,割合で議論するべきではな
いだろうか(大学,第2Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,男性)

  パート1_Q115

45



241

242

243

244

245

246

247

248

249

250

251

252

253

254

255

256

教員の研究以外の仕事の負担が大きく増えている.教育では国際化の一環としての英語による専門教育の授業負担増があるが,この
教育は研究と関連するものなので受入れるのは当然である.しかし,国立大学は常に改革を迫られ,部局改組等による書類作成と,制
度変更による教務・入試等の委員会業務も増えている.特に問題なのは,本来であれば優れた業績をあげて活躍できる教員ほど,学
内行政の重要な仕事に就いてしまい,研究の時間が大きく削られているという現実である.現在の国立大学は,日本の研究力を高める
ことができる環境にあるとは到底言えない.(大学,第3Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

国際的な連携研究を進めている研究者の育成やその評価法がないのではないでしょうか.(大学,第3Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

若手研究者等の人材育成については様々な取組みを行っているところであるが,安定的な雇用を実現するには,運営費交付金など
の基盤的経費の継続的な財源措置が必須.(大学,第3Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

・教授層が厚い割に若手研究者のポストが少ないように感じる.また,若手研究者の場合,任期付が目立つのが,機関全体として不公
平なように感じる.・多くの教員が,全体的に研究に割く時間よりも,委員会や調査・報告等のマネジメント的な仕事に追われているよう
に見える.(大学,第3Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

相対的に研究者の数が少ない.(大学,第3Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

女性研究者を増やすべく環境は整備しているが,採用に当たって応募者数が少ない.(大学,第3Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

私立大学の場合,教員は教育と研究のバランスを取ることが重要である.最近では教育に関する業務負担が増大し,学生・若手研究
者との議論・討論する時間が以前より不足していると感じている.また研究人材の育成には,国際学会への参加やアイデアを実現する
ための研究費支援が重要であるが,十分にいきわたっているとはいい難い.特に基礎研究への支援は減少傾向であると感じてい
る.(大学,第3Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

大学主導で採用するテニュアトラック制度や卓越研究員制度を利用して雇用された若手（女性を含む）研究者は,学部を超えて十分
な育成指導や業績評価をする規程が出来上がっているが,学部採用の教員は育成は限られた分野の範囲でしか行われておらず,国
際性や研究の視野がかなり限られ,育成環境がイノベーションを創出するには厳しいと思われる.(大学,第3Ｇ,部長・教授等クラス,男
性)

本学は医療系大学であることより,外国人研究者の数が少ないのは仕方ないが,臨床と研究と教育を行うには,絶対数が少ない.(大学,
第3Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

問1-03 にある，若手研究者の安定雇用の財源確保のための年俸制導入はシニア研究者の給与抑制のためと思われるが，既得権
を有する研究者の給与抑制を目的として当該研究者の年俸制に切り替えることは，非常に困難である.現実としては，実力のある研
究者が年俸制になり財源確保に繋がっていない.年俸制導入者の税金・社会保険等の負担増に対応するため，人件費を増やす結
果となっていると理解している.外部資金による雇用に切り替えても大学としての支出は変わらないので，財源確保には繋がらないと
考える.　キャリアパスを作らず若手研究者を増やした付けが回って来ているのであり，解決には今しばらく時間を要すると思われる.
問1-6にある「博士課程後期教育への産業界の参画促進」は地方大学では難しいものがあります.(大学,第3Ｇ,社長・学長等クラス,男
性)

研究者の採用時期による能力差があり,旧国立大学時代の任期なし採用の人員に対する雇用見直し（処遇変更）などの対応により,
人事評価・処遇の平準化が必要であると思う.(大学,第3Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

特に若手の研究環境の改善,新規雇用の促進を進めるべきであるが,全体の予算が減る中で新規雇用が難しい状況で苦しんでい
る.(大学,第3Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

大学における人的資源はただでさえ硬直化の傾向にあるのが,昨今の国立大学の運営交付金の減額により,常勤教員の円滑なる流
動化が阻害されており,ますます非常勤の形での採用が増え,若手教員の昇進も滞りがちになっており,是非とも何らかの対策を打っ
て頂きたいと思います.(大学,第3Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

若手研究人材の育成に当たり,現状の研究費ならびに設備支援に加えて,シニア研究者が組織的に指導に当たり,より効果的に研究
能力の向上を支援する体制整備が必要と感じている.(大学,第3Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

私立大学では,若手教員が教育や実務（医療系の場合）に時間をとられ,研究に専念できる時間の確保が難しい.(大学,第3Ｇ,社長・
学長等クラス,男性)

自由な発想の元に，自発的に研究を展開する人材が少なくなっている．指導教員に頼りきった大学院生や教授らの意見をそのまま
受け取り，自分で考えることなく研究活動をしている研究者が増えている．また，計画をうまく立てたり，事務的な作業や人との共同作
業には長けているが，個人としての研究における発想と実行力や良い意味での遊び心に乏しい研究者が多くなっている．現状で
は，研究であっても企画立案やその実効性が問われ，スケールの小さい，必ず結果が出るような研究しかできないような環境になっ
ており，研究における楽しさや予想外の展開による新たな発見が生まれにくい環境にあることから，大学院への進学を目指す人材に
ついては小粒になっており，それが研究人材のスケールの小ささにも及んでいる．(大学,第3Ｇ,社長・学長等クラス,男性)
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○○大学のレベルの学生では多くの場合,博士後期への進学にふさわしいような能力・希望を有する学生が少ない.そのため,上記の
若手人材育成の状況に対する質問項目に見られるような取り組みのは多くはあまり効果がなく,当然,取り組み状況も不十分とならざ
るを得ない.また事務職員の削減も進み,外国人研究の受け入れの対応に対処する余裕がない.(大学,第3Ｇ,理学,部長・教授等クラ
ス,男性)

研究室で指導する学生の数に対し,指導者の数が圧倒的に少なく,十分な研究指導が困難である.例えば,准教授の研究室には教員
は准教授本人のみで,研究費の余裕があればポスドクを雇う,それ以外は,学生が学生を指導するというのが本学の一般的な姿であ
る.これでは先進的・独創的な研究は生まれない.(大学,第3Ｇ,理学,部長・教授等クラス,男性)

退職後の定員の凍結,准教授からの昇格人事は基本的に不可など,若手に対する明るい将来がない.このままでは先細りになるのは
目に見えている.(大学,第3Ｇ,理学,部長・教授等クラス,男性)

博士進学者,若手研究者の絶対数が減っている.博士進学率を向上させるためには,その後の将来への希望が見えないといけない.
しかしながら,身近な若手研究者が来年の雇用状況も不安定な中で研究活動をしている様子をみて,敢えて博士進学を希望する学
生は多くない.産業界が博士雇用が一般化すれば変わるかもしれない.30年前は理工系でも学部卒が主流であったが,現在修士卒が
主流となっている.日本の社会・産業界が今後,更に高度な知識を有する人材を要望し,ダイバシティーを受け入れるかに博士人材の
増減は依存すると考える.いまや国のプロジェクトや企業の研究は短期の成果を求められ,数年程度の短期プロジェクトが多い.任期
付きの若手研究者が安心して研究できる環境にはない.国のプロジェクトのポスドク人材の雇用経費に関しては,プロジェクト終了後も
1～２年程度の猶予期間を与えるべきと考える.そうでなければ,次のステップアップへの機会を失い,短期プロジェクトを渡り歩いて成
果がでないポスドクが増加する一方であろう.(大学,第3Ｇ,主任研究員・准教授クラス,男性)

教育と研究のどちらに主軸を置くかを大学教員に選択させる制度，獲得した研究経費の数％までを獲得者個人の給与にできる制度
など，優秀な研究者が集まれる仕組みがほしい．(大学,第3Ｇ,研究員・助教クラス,男性)

評価が論文数のみとなっており，若手が産学官連携・社会貢献・学際研究分野融合的な研究をやってしまうと，（協力には時間がか
かり，逆に論文を書く時間がなくなり，評価されず），昇進評価に対してマイナス効果になってしまっている．(大学,第3Ｇ,研究員・助
教クラス,男性)

優秀な若手人材の確保は望まれるが,予算との兼ね合いもあり満足した人材確保には至っていない現状.(大学,第3Ｇ,その他,男性)

運営費交付金の削減により短期的研究（科研費獲得等を目指した研究）に注力せざるを得ない状況が顕在化している.その様な研
究は論文になりやすい傾向もあるため,安易にその様な研究に流れる研究者が多い.一方,長期的研究の脆弱化は,国力としての研
究力低下のみならず,若手人材が自身の研究アイデアをじっくりと練る機会や思想を奪っている.その結果,短期的研究を視野に入れ
た研究者人口が増え,さらなる悪化へとつながるスパイラルに陥っている気がする.(大学,第3Ｇ,理学,部長・教授等クラス,男性)

本学では大学の予算節約を目的に,退職や他大学への異動に伴う再雇用を一定期間制限している.この状況下で,教育,研究面の全
般で活動が低下しており,若手は異動を自粛する傾向も出て来ている.(大学,第3Ｇ,理学,部長・教授等クラス,男性)

・外国人研究者を受け入れるための事務サポートの欠如.さまざまな文書が日本語なので説明するために日本語から英語にしたり,申
請するために英語で提出されたものを日本語に翻訳する作業などを事務では対応できないため,海外の研究者に関わっている研究
者が日常的に行っており,時間的にも精神的にも大きな負担となっている.・外国人研究者が外部資金を得る方法が非常に限られて
いるので日本に滞在する魅力をアピールできない.・米国では大学院生が研究室に入るには学生が自らコンペに参加して認めてもら
うプロセスがある.認めてもらえなければ,研究室所属できないまま就活に移行したりする.大学院生は給料をもらって教授と共同研究
をするからである.日本は真逆で大学院生は学費を払って教授から言われた研究に従事する.・民間企業からの共同研究を学生や大
学院生を使ってアルバイト代も出さずにしているケースが横行している.企業もそれを知って大学院生やポスドクを雇えない100万円
以下の金額で平気で申し込んでくる.欧米では最低一人雇うことができる1000万円が最低ラインである.・カネの無さと人材育成の劣
悪環境が表裏一体になっている.そこに英文書類未対応,ICT未活用,不透明ガバナンス,研究室毎のマイクロマネジメントなどの非合
理的システムが蔓延し研究機関を疲弊させている.(大学,第3Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

教員数の削減が続いており,特に若手人材が激減している.このため優秀な学生もアカデミックポジションを見据えて進学できない状
況である.教授,准教授,助教がセットになった小講座制ではなく,准教授も独立して研究室運営を行える体制（大講座制）を採用して
いるため,若手が自身のアイデアで自由に研究できる環境は整っているが,若手ポストがあまりに少なく,現在の教員の講義などの教
育負担も増えている.また,活躍している中堅教員も独立して一人で運営しているため,研究規模を拡大できないという問題がある.若
手のうちは独立して運営し,大型予算を獲得するなど活躍している中堅教員には,特別に若手スタッフを補充し,研究規模と研究成果
の拡大を進めるべきである.これらを実現するには,やはり教員の人員削減を停止し,教員数を柔軟に増やすべきである.この柔軟性を
学長の権限で行う方向に時代は進んでいるが,必ずしも学長が現場を把握できていない状況がある.学部長レベルの権限を強化し,
部門ごとにガバナンスを強化する方が,大学全体の研究力の底上げになると考える.(大学,第3Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

どの国立大学でも校費の予算削減が限界にきており,人件費が赤字,新たな雇用が確保できない状況です.若い研究者の未来は日
本にはなく,海外で自立するしか選択肢はないと考えています.たとえば,国立シンガポール大学のサバティカルの充実ぶりは日本で
はまったく考えられず,日本の大学にまったく魅力はなく,世界から取り残されていくと予想しています.国立大学の廃校等抜本的な改
革が必要でしょう.(大学,第3Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

所属部署によっては研究のみならず,学生の教育を行うことが必須の部署もある.教育と研究を両輪として行う部署と,研究を主で行う
センターなどの人材を同じように評価してはいけない.地方大学で若手人材を残す場合,将来的なポジションが約束されなければ,仮
に優秀であってもなかなか残らないのが現状である.(大学,第3Ｇ,部長・教授等クラス,男性)
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運営交付金カットに伴い人事を凍結してしまっているので,どうにもならない.若手も女性も外国人も雇いようがない.(大学,第3Ｇ,理学,
研究員・助教クラス,男性)

問1-14について,職位によって待遇が違う.たとえば,任期付教員の給与へは全く反映されていない.サバティカルの権利はあるもの
の,実際には利用しにくい.(大学,第3Ｇ,理学,研究員・助教クラス,男性)

安定的にラボマネージャーのような研究の現場を知っている人材をポスドクとして長期的に雇えるようなシステムをもっと整備して欲し
い.(大学,第3Ｇ,理学,研究員・助教クラス,男性)

すでに退官された先生方が若手教員より部屋のスペース等優遇されていると感じる．また，退官された先生方の薬品や実験試料・設
備等の処理がきちんとなされていないケースでは，残った教員が個人で行う必要があることがほとんどであり，若手研究者にとって充
実した教育・研究の環境が整備されているとは思えない．(大学,第3Ｇ,理学,研究員・助教クラス,男性)

地方国公立大学に長く在籍しているが,年配教員の人数に対して若手が少ないと感じる.(大学,第3Ｇ,理学,研究員・助教クラス,男性)

私の現在の所属先の話ではありませんが,私が学位を取得した○○大学や研究上の交流で頻繁に訪れている○○大学などでは,博
士課程院生やポスドクに優秀な若手が絶えず進学し籍を置いており,従って総量の多寡はともかくとしても,わが国の学術界として途
切れなく人材育成がなされているという印象があります.しかしながら学位取得後の職は概して潤沢ではなく,優秀でも低月給・短期間
契約のポスドクに甘んじている後輩・同僚が少なくないのが現状であり,分野の性格上基盤Sを含む大型資金獲得者の少ない数学に
おいては,雇用の不安定化に拍車がかかる印象があります.また身近でも例の少なくない科研費雇用ポスドクに関しては,給料が少な
いのみならず,科研費運用ルールの関係上,研究活動に支障が出ている例も散見されます（他資金による出張ができない＝先方負
担による講演依頼や研究滞在のオファーがあっても,受ける事ができないなど）.なお,私の所属先・同分野においては,顕著な研究を
している若手研究者（40歳まで）がいますが,若手研究者の絶対数が少ないため問1-01,02の点数を高くつけませんでした.(大学,第3
Ｇ,理学,研究員・助教クラス,男性)

人事や競争的研究資金の配分においては,必要以上に若手や女性を優遇していると思う.特に女性は上記の質問にあるような理由
で昇進や研究者への道が閉ざされているわけでは必ずしもないので,もともとの博士号取得希望者の人数と実際に取得した人数,そ
の差があるとしたら何が原因かなどをこうしたアンケートなどで調べる方が先だと思う.(大学,第3Ｇ,理学,部長・教授等クラス,男性)

スタートアップで1億円程度提供できる中国,シンガポールに優秀な海外研究者は流れる.お金じゃない魅力を伝えないと（学生の真
面目さ,学生の雇用費不必要など).また,日本人が英語が出来ない以上,家族持ちの海外研究者は比較的英語が通じる都会やつくば
に集中した方がよい.(大学,第3Ｇ,理学,主任研究員・准教授クラス,男性)

博士課程進学を考える学生にとって，研究者としてのロールモデルは直接の指導教員であろうが，決して理想的なモデルになりえな
いのが実情.少ない基盤的資金に喘ぎ外部資金獲得のみを目指し研究に純粋に打ち込めない姿を見て研究者になろうとはしないだ
ろうと思う.誰もが見本たれとまで思わないが，現実感に溢れる昨今の若者に研究者を目指す道を選ぶことはないだろうと思う.女性の
登用に関しては単に限定公募という形でしか現れていない.すでにいる人にとって良い仕事環境をだったり重役へ登用を，ということ
は一切されていないと思う.(大学,第3Ｇ,理学,主任研究員・准教授クラス,男性)

研究人材の状況について問題点は非常に多ですが,これを改善することを理由に現教職員のエフォートを使って対処（会議など）さ
せることは本末転倒で強く反対します.大学への基盤的公費（運営費交付金）が縮小していることや法人化によるトップダウンの体制
が全ての問題につながっていると考えられます.基盤的経費があれば人件費の確保に直接寄与し,事務職員を含め既存の問題に
様々な側面から対処可能な人材を雇用でき,結果として様々な問題が解決できると考えます.(大学,第3Ｇ,理学,主任研究員・准教授
クラス,男性)

評価が論文を主とする業績中心で行われるのはやむを得ないことではありますが,自分のやりたい研究というよりも,業績を上げるため
の小手先のテクニックを身につけることの方に熱心な若手が増えたように思われます.教員の方も,そういう方向に指導するケースもあ
るようです.もちろん,モチベーションも能力も持ち合わせた若手もいますが,経費削減に対応するためには人員を減らさなければなら
ない状況下で,そういう人材がいるとしても獲得するどころではありません.(大学,第3Ｇ,理学,主任研究員・准教授クラス,女性)

学部共通助教であるため,学科長を通して学科教員へつたわる情報が入ってこない.特殊な立場にいる研究員・助教に対してきちん
とした情報伝達のシステムができていないことがある.研究室・学科平等の観点から人材教育が適切でないときがあるとかんじる時が
ある.たとえば,学科が持ち回りで学生の支援があるため,適切な学生がいても支援が受けれない.特定の研究室から連続で支援を受
けるものがでるのは,不平等だからと,能力があっても支援がうけられない.というようなことが審査の時に話がでると聞いた.(大学,第3Ｇ,
理学,研究員・助教クラス,男性)

博士課程を新規に修了する人間にアカデミックな研究職以外の進路も含む多様なキャリアパスを選択できる環境はだいぶ整ってい
るが,ポスドクをしていた人がアカデミックな研究職以外の進路も含む多様なキャリアパスを選択できる環境がまだ整っていないと感じ
る.若手に用意されるアカデミックポジションは,任期付きがほとんどなので,優秀な博士課程修了者が民間を指向する流れが強くなっ
てしまっている.アカデミックポジションへの優秀な人材確保が難しくなっていると感じる.女性研究者を増やすには,女性が大学院に
進みやすくなる環境作りから始めるべきである.学位を持った女性の絶対数が少ない中,研究者の数を増やすには限界がある.(大学,
第3Ｇ,理学,部長・教授等クラス,男性)

十分な人数が確保できているとは言えない(大学,第3Ｇ,理学,部長・教授等クラス,男性)

外国人教員の採用は積極的にされるべきとの認識だが,以前関わった人事において,事務が対応できないなどの理由だと思うが,採
用が見送られた.(大学,第3Ｇ,理学,部長・教授等クラス,男性)
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助教クラスの人材の割合が減っている.(大学,第3Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

研究の本質的な進捗は,個々の研究者の資質によると思いますが,大学・研究機関の環境は,研究設備の充実や事務的な軽減だけ
でなく,非常に大切だと感じています.現在の研究人材の状況については,私個人としては,的確な比較・評価はできません.(大学,第3
Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

大学・公的研究機関における研究人材の状況につきましては,欧米に比べて特に厳しいとは思いませんが,各研究者がモチベーショ
ンを持って,やりがいを感じる研究を遂行する自由は確保してゆく注意が必要かと思われます.ともすれば,純粋な研究以外の実務で,
忙殺されかねない環境であることを,若手研究者も,彼らを取り巻く周囲のベテラン研究者も,よく肝に銘じるべきでしょう.良い研究活動
を行い,それによって優れた人材を育て,その過程で,社会に役立つような研究成果も出てくるのであり,そのためには,多くの時間が必
要であることを,日本社会全体が深く理解してゆく時代になっていると思われます.(大学,第3Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

大学の問題のみではないが，博士課程への補助が少なすぎ，優秀な人材どころか博士課程に進学する人間の方が肩身が狭いのが
現状と思われる．(大学,第3Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

四十以下の若手は悲惨な状況で,ポストを得られるかは一部のコネを除き運不運,得られない時のセイフティネットは皆無.この状況が
広まったため,三十前半以下の世代は博士課程を忌避して企業に進んでいる.同時にさらに上の世代との世代間格差が激しく,研究
能力があまりに異なっている.(大学,第3Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

運営費交付金の縮減に伴い，現在，すべての人事が凍結されている（定年退職者の後任補充，割愛願いによる転出補充，昇任）．
凍結解除の目途は立っていない．基盤経費は限りなくゼロに近い配分に加えて，この人事の凍結，変わらぬ論文数偏重の評価体制
である．人材不足による大学の研究力および教育力の衰退は目に見えて明らかである．日本の国力も当然落ちていると思う．(大学,
第3Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

給与，任期，任期満了後のキャリアパスの整備など，学生が研究者を目指すことに魅力を感じさせる環境にない．また，若手研究者
の能力があっても，短期的な成果を求め，長期的な研究を志向しない状況が続いている．日本の研究全体にとって長期的な低迷を
まねかねない．(大学,第3Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

特に外国人の研究者の受け入れ体制が整っていない.外国人研究者から○○大で働くという,ある程度の希望はあるものの,給料から
住まいまでほとんどすべての点について,事務体制について「英語」が壁になっている.英語での説明などはすべて研究室任せで,重
要な内容についても誤解が発生する場合もある.私は,妻がなくなり父子家庭だが,女性の雇用機会均等や働き方についての支援組
織はあるが,父子家庭への支援は全くない.少しでも良いので支援体制を作って欲しい.(大学,第3Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

業績重視で採用された研究者が，その業績を維持するため，何事においても，あるいはその周囲も近視眼的になっている.結果とし
て，地方大学の若手研究者は有力大学のブランチ機能を果たすことが「活躍」とされる.中小の小売店が大手コンビニに替わるように
研究の寡占化が進んでいる.(大学,第3Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

人件費の大幅な削減によって，人材を確保するうえで非常に問題がある．このままでは優秀な若手が大学の研究者を志望せず，在
籍する若手教員にも意欲を持ってもらうことができない．(大学,第3Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

研究の魅力や研究者人生の魅力を伝えるべきシニア研究者が「ハッピー」を自覚できる状況ではないことが,若者へ夢を与えることが
できないことによる研究人材の枯渇へと繋がっている.少子高齢社会において,運営費交付金の額は減っていくが,大学数をもっと減
らすことで分母を減らせば,もう少し心にゆとりを持った研究者が増え,若者がより研究に携わるようになるのではないか？(大学,第3Ｇ,
工学,部長・教授等クラス,男性)

私の所属する学部は比較的若手雇用や若手支援に関して積極的な方かと思いますが,やはり大学全般（特に地方大学）で言えば,
問1-03(103)の例に挙げられているような対応策も必要ではないかと強く感じております.(大学,第3Ｇ,理学,研究員・助教クラス,男性)

大学のテニュアトラック制度は５年という任期や研究費の支給など,若手研究者の自立を補助する良いシステムであると感じる.一方で
近年,優秀だと感じる学生が大学院,特に博士課程進学を敬遠する傾向がみられる.これは,大学内の教育環境の問題ではなく,博士
課程に進み,十分な教育を受けてもそれを活用する仕事がない現状を,学生たちがよく認識しているためである.この状況が続けば,日
本の研究力は大きく減退する.(大学,第3Ｇ,理学,研究員・助教クラス,女性)

外部資金が取れるようになるまでの期間における研究費が絶対的に不足している.(大学,第3Ｇ,工学,社長・学長等クラス,男性)

若手研究者に対する基礎研究費が貧弱であり,個々人への業務分担が多いので,十分な予算と研究時間確保が急務であると思
う.(大学,第3Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

任期付ポストなどが増えすぎたなどにより，アカデミックな職業の魅力がなくなり，優秀な人材を吸収できなくなっているのが，最大の
問題点であると思う．(大学,第3Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

理系,特に工学系における女性研究者数の問題は小中高の段階で解決すべき課題です.現在いる女性研究者を厚遇しても,少人数
なので男性側から見ると逆差別になっています.若手の支援についても,絶対数と質の低下が問題なので,小中高の段階で,工学に理
解のある教員を増やし,工学への関心を増やしていくしかありません.他国と比較し,工学系の進学数が少ないことに気づき,その根本
的な原因を考察して欲しいです.政策は,結果への手当や即効性を考えるのも大事ですが,問題の本質の根治を始めてください.(大
学,第3Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)
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雑務の増加に反して,人員は減少し補充されないので,負担はますばかりで疲弊している.(大学,第3Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男
性)

本学では予算削減の要請から人員削減が長年にわたって継続されてきた結果,若手教員を採用することができず,そのため若手教
員の不足及び組織の急激な老齢化により研究人材における「少子化」問題が顕在してきた.極めて優秀な若手研究者のみが生き残
れる世界となったため,以前よりむしろ若手研究者間での競争原理が働きにくくなっている.若手研究者のポストに余裕がないため優
秀な学生ほど確実な研究環境が確保されうる企業を選択する.教員の絶対数の不足により,人員が欠けると日常的な組織運営すら困
難になる状況の中で,出産・育児等の多様に環境が変化する女性研究者を支援することが難しい.特に研究室運営を任される立場の
女性研究者において,１年の長期休養は致命的であり共同研究者の存在が必要不可欠である.以上のように,将来を担う若手研究人
材の絶対数の不足が,日本の長期的研究基盤の劣化を引き起こすことが危惧される.(大学,第3Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男
性)

教員の数不足と高齢化に加え,事務作業の複雑化や増加なども相まって,多くの教員が疲弊している.現状では若手研究者にも多く
の負担を強いるしかなく,若手研究人材を育成する環境や雰囲気ではない.(大学,第3Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

若手のポスト不足.研究技官・助手・秘書等の不足による大学教員の忙しさ.研究活動・人材育成における短期成果主義による弊害.
これらはすべからく,国の研究予算不足,文科省の長期的展望の無さ,国会議員（官僚も含む）の科学に対する無理解,によるものと思
われます.(大学,第3Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

私が所属する大学では，人事凍結により，新規採用は保留になり，優秀な若手研究者（任期付）が任期満了により大学を去るなど，
厳しい状況があります.その結果，既存の教員への負担が大きくなっており，研究も教育もとなると難しいです.悪循環におちいってい
くのではないかと懸念しています.(大学,第3Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,女性)

書かないことは論外だが,論文の質ではなく数でいまだに評価されるのは納得できない.低IFの論文をかせいだところで世界では相
手にされない.科研費などの競争的外部資金の採択率が低いシニア教員よりも,資金面でも業績でもアクティブな若手の方が研究力
が低いと判断され,博士後期課程の学生の主指導資格が認められないことにも納得できない.都合のいいところだけ外国の真似をし
て,若手の独立性を煽っても世界と競争はできない(大学,第3Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

ポスドク（Principal Investigator）のポストとそのための予算をもっと充実してほしい(大学,第3Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

昇格の機会が少ない（ポスト数不足）のが目に見えてわかるせいか,若手研究者の数が明らかに減ってきている.(大学,第3Ｇ,工学,主
任研究員・准教授クラス,男性)

近年，大学の役割が多様化する中で，今まで以上にマネージメント業務に学内の多くのヒューマンリソースが費やされていると感じて
いる.また，比較的マネージメント業務の割合が少ない若手研究者の一部は，所属を研究所とする等により業務エフォートの傾斜化を
行って，研究水準の確保を図ろうとしている.結果として，学問分野を成す教育コースや教育課程の運営のためのヒューマンリソース
が減少し，大学として十分なエフォートが不足している状況がある.本来教育を通じた人材育成は大学の基幹的業務であって，柔軟
かつきめ細かい仕組みと運営が必要であるから，おのずとヒューマンリソースが必要になるが，一方で対外的なアピールの観点にお
いては速攻性のある効果的な成果を示しにくい側面がある.組織としての包括的かつ効率的に業務を遂行するための人材配置が，
長期的視点に立つと大学の基幹業務の競争力低下につながるのではないかとの強い懸念がある.(大学,第3Ｇ,工学,主任研究員・准
教授クラス,男性)

運営費交付金が年々減少するなかで，教員数を大幅にカットすることが大学の方針として打ち出されている．どの地方大学も教員数
を少なくする対応を打ち出しているようだが，このような対応を続けていくと，科学技術立国日本の世界での位置付けは大幅に低下
するものと思われる．また，ここ数年で，若手から中堅研究者にとって，急激に研究・教育しづらい環境になっているように思う．(大
学,第3Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

女性研究者に関しては,学科には1名もおられず学部全体でも極めて少ないため,職場環境や採用・昇進等の条件を知る機会が無く,
回答できませんでした.少なくとも小生の学科や研究分野に関しては,女性でないとできないような内容は無いため,現状の人員構成
で問題無いと考えます.(大学,第3Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

○○大学では,全学を通じて教員のポイント制度を導入し人員削減を目標としているために,現在いる若手研究者の昇進や新規の雇
用は難しく,従ってポスト拡充は不可能である.また最近,女性研究者が少ないことを声高に問題視するようになったが,無理矢理にで
も女性教員の数を増やそうという取り組みは評価できない.育児のケアなど社会全体で男女が平等に活躍できる取り組みや,男女問
わず効率的で責任感を持った働き方を目指すための意識改革,さらには教員全体の仕事量の削減を真剣に考えないと,女性研究者
の数だけ増やしても活躍できるとは到底思えない.(大学,第3Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

昔に比べてポスドクや任期付き研究員の枠はあるが,パーマネントの職が減少している.定期的に研究の進捗を評価することは大切
だが,５年スパンで研究を評価する余裕が必要だと思われる.旧帝大と地方大の研究環境の差が,大きくなる一方である.(大学,第3Ｇ,
工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

【所属先について】若手を早期に独立させる状況は実現されているが，一方で，そのサポート（研究費に乏しい，など）が全く無いと
言って等しい.独立だけさせられ，研究費もなく，研究員（院生）もおらず，一方で，多数の教育業務や大学の運営に関わる仕事があ
り，研究がほとんどできない.研究ができない→業績が出せない→科研費が取れない→研究ができない→業績が出せない・・・の負
のらせん階段を強制的に歩かされる状況になっている.【全体を見て思うこと】以前に国家レベルで博士後期課程の学生の増員を推
進したが，学位取得後のポストがないことが話題に上がっているのを目にした.若手研究者の早期独立について，同じようなねじれと
いうか，問題が発生し始めていると感じている.一方で，旧帝大などの国公立では若手の早期独立などは全く進んでないと思うが，個
人的にはそれで良いと思う.日本は，欧米とは異なり講座制が合っている.強制的に若手を独立させる必要はない.(大学,第3Ｇ,工学,
主任研究員・准教授クラス,男性)
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所属機関のミッションや就職状況等に影響され,リサーチマインドを持った学生がいても研究者として学習する場を得られず,大学院
への進学を断念する傾向が増えている様に感じる.(大学,第3Ｇ,農学,部長・教授等クラス,女性)

私の所属している機関は年功序列が蔓延っており,若いうちにいくら業績を出しても昇進できないシステムになっているので不満を感
じております.研究業績を出さないままそのまま居座り続ける教授は問題だと思いますので,降格や任期設定をして,人の入れ替えを
考えてほしいと思ってます.そうすれば若手教員もモチベーションがあがるのではないでしょうか.また.研究業績を出している教員に
は校費の優遇や給与アップをすべきだと思います.(大学,第3Ｇ,農学,主任研究員・准教授クラス,男性)

潜在的に優秀な人材は,学部においては豊富であるが,優秀な学生は将来,研究機関に就職をしようと考えていないように思うので博
士課程には進まないと思う.(大学,第3Ｇ,農学,主任研究員・准教授クラス,男性)

理系研究者にとって論文執筆する能力は必須であると考えられるが,若手に限らずこれができる研究者が日本人では少ないと思わ
れる.このような環境なので,論文執筆や最先端の研究に重きをおかないシニア・中堅研究者の中に置かれた若手研究者も,最先端を
目指して論文執筆に重きを置かないと思われる.恵まれた環境（最先端の研究をするシニア・中堅研究者と近い距離にあるなど）にお
かれた若手研究者以外は,研究人生の早い段階で志を見失うのではないかと思われる.若手研究者には,大学・組織運営へのエ
フォートを最低限にし,海外等への研究修行に身軽にいける環境を整えるべき.さもなくば,大学・組織運営が研究者の仕事と勘違い
しているシニアに使用されて,若い時期を無駄に過ごすのではと感じる.(大学,第3Ｇ,農学,主任研究員・准教授クラス,男性)

文部科学省からの基盤的資金の漸減に伴い，教員の定員削減が激しく，教授退職後の補充がない状態が続いている.さらには教授
退職後の公募人事が滞っている.教員が減るため，大学運営，入試，広報，授業も増える一方で，研究に使える時間が少なくなって
いる.(大学,第3Ｇ,農学,主任研究員・准教授クラス,男性)

研究・教育以外の業務が多すぎて,思考を深めたり学生と向き合うための十分な時間が取れない.取ろうと思うとプライベートな時間を
犠牲にせざるを得ない.基盤的研究費が年々削られており,新たな研究分野開拓のための投資などに使える予算がほとんど無い.そ
の様な予算を獲得するための競争的資金への応募にさらに時間が取られてしまう.(大学,第3Ｇ,農学,主任研究員・准教授クラス,男
性)

人事募集がプロジェクトに際した目的に即しすぎると見受けられる.(大学,第3Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

40歳以上の優秀なポスドクが結構な数いるが,その受け皿があまりにも少なすぎる.(大学,第3Ｇ,農学,部長・教授等クラス,男性)

人件費に余裕がなくむしろ削減せざるをえない状況下では，時間をかけて若手，女性，外国人研究者の割合を徐々に増やしていく
しかないと思う．(大学,第3Ｇ,農学,部長・教授等クラス,男性)

博士後期課程進学希望者がとにかく少ない.博士前期課程1年目くらいまでは後期課程を考えているようだが,2年になると大部分断
念してしまう.(大学,第3Ｇ,農学,部長・教授等クラス,男性)

膨大な事務業務におわれなかなか研究に専念できる時間が確保できていないと思う.また，自由な研究に使用できる研究費は極め
てゼロに近い.(大学,第3Ｇ,農学,部長・教授等クラス,男性)

大学においては,若手研究人材の養成が最重要課題である.特に,博士課程の学生の養成が不可欠であるが,博士課程への進学者
が減少しているのは事実である.その理由は多様であるが,一番大きな理由は,博士修了後のポストの問題だと思う.ポスドクなど任期
付きのポストは,以前に比べて増えているが,常勤（任期無し）のポジションは大きく減少している.将来への不安が,優秀な学生の博士
課程への進学を躊躇させていると考えられる.また,博士課程への進学者への奨学金や特別研究員制度のさらなる充実が必要であ
る.(大学,第3Ｇ,農学,部長・教授等クラス,男性)

研究者の業績評価について，国立大学間で共有される「目安となる基準」の作成を希望します（イギリスでは実施済み）．現在では，
大学・機関ごとに研究業績の評価基準がまちまちです．具体的には，私が研究している情報系（人工知能系）の学問では「国際会議
論文」が「論文誌」よりも高く評価される傾向にあります．前職ではこのことを考慮した業績評価が行われていましたが，現職では行わ
れていないため，この分野の若手研究者は軒並み低評価となっています（具体的には昇進できない）．大学内の評価なので大学内
で解決する課題だとは思いますが，若手研究者では業績に関して意見するのは難しいので，一定の基準を設けていただいたほう
が，若手は幸せになると思っています．(大学,第3Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

本学では若手（30代前半）にも独立して研究室を構える機会を与えているが，博士取得後，十分な実績もないまま研究室を主宰する
ことに成り，資金繰りに苦しんでいる同僚を数多く見かける．幸い私は4年間の下積みを経ており，これまで獲得した寄附金の貯蓄
や，過去の科研費で購入した設備等があるため，今のところ順調な滑り出しであるが，不十分な環境のまま一方的に成果を求められ
ている同僚を見ると心苦しく，何とかならないか心配である．※資金繰りとは，単に十分な資金が配当されていないという意味ではな
く，資材購入に関しての値引き交渉や，複数のメーカーの製品を比較検討するといった，研究者側の経営能力が十分に養成されて
いない点も含まれる．(大学,第3Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

大学・公的研究機関では研究人材として効率的とは言い難い任期が無い人材を今後も雇用し続けなければならないことで,比較的
若い世代の研究者が研究人材として能力を発揮する機会（雇用のチャンス）を与えられていない機関が多くあると思います.(大学,第
3Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

現在,研究人材の数は適当と思われるが,研究課題の重度,実施事項の数量のバランスが不適当になる（特定の研究機関や研究者
に集中する）傾向を感じます.研究者の業績評価については,評価の定量化など客観的な評価が行われているが,評価結果の活用に
ついては改善の余地があるように思われます.(大学,第3Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

現在,退職した教員分,新たに人材を確保しない方針となっており,在職中の教員への仕事負担が一層増すことが予想され,結果とし
て研究を遂行できる人材不足する事態に陥る(陥っている)と思われる.(大学,第3Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)
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基礎分野,特に直接的出口を短期間で求めない（長期展望があっても）研究が必要であり,研究人材が不足している(大学,第3Ｇ,保
健,部長・教授等クラス,男性)

流動性が低い(大学,第3Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男性)

人件費削減のために,従来の任期なしのポストを減らし,代わりに年俸制給与で大幅に安くかつ任期制の職種を増やしている.このよう
なやり方では優秀な人材が集まりにくい.また,権力のある分野がポストの数を増やし,アンバランスな状態を作りつつあることも,将来的
に多彩な研究を行うといった体制に障害となる.基本的に,トップマネージメント制度の弊害が非常にでて,トップの顔色をうかがって,マ
ネージメントや研究を行わないと,お金,ポストなどが減らされるといった体制が浸透し,独創性,創造性などが失われてきている.(大学,
第3Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男性)

運営費交付金が減額され,これに伴い人事の凍結がなされています.個人が頑張っても上位ポジションは与えられず.研究室として頑
張って助教・准教授を栄転させると補充がなされないため,その研究室のアクティビティは激減する,という矛盾が生じています.積極
的には何もせず,ひっそりとしている研究室が結果的に残るという状況を今の施策は作ってしまっています.そのような状況を見て誰が
希望をもってこの世界に入ってくるのでしょうか？特権階級をつくれとは言いませんが,現実的に厳しい競争の世界があるわけで,そ
れを勝ちきったものにある程度のインセンティブを与えないと壊滅的な状況になっていくと危惧しています.どうせすぐに「国民的な同
意が得られがたい」という話になるのでしょうが,インセンティブを受けたものには相応のプレッシャーも加わることをお忘れなく.(大学,
第3Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男性)

現状ではポスドクとアカデミアポスト（助教等の研究教育職）との給与差が大きいと感じる.博士号を取得後,ポスドクを経ることがほぼ
必須である,現在の若手キャリアパスにおいては,研究者という進路を選択する事への魅力を大きく損なっているように感じる.ポスドク
の給料に関しては,間接経費を一部流量可能にするなどの特別措置により,待遇を改善すべきと感じている.(大学,第3Ｇ,保健,主任研
究員・准教授クラス,男性)

研究大学の指定から外れた大学に所属しており,急激な研究環境の悪化を体感している.研究費のみならず,人材が入ってきづらく
なったという印象を持っている.(大学,第3Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,男性)

上記の件,本学では一般のレベルの最低限の支援の試みで,また広く薄く皆に同じ支援か,不透明な経緯で一部に重点支援なされて
いる（研究費を取れない研究者をむしろ支援；研究費がないという理由で）ように見えるため,むしろ阻害になっています.優秀な研究
者をプロモートするインセンティブのある実効性のある仕組みは,大学組織としては全く整備がない状況です.残念ながら,研究費を取
得できる研究者が個人が研究人材確保を努力しているだけというのが現状です.(大学,第3Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男性)

女性問題に関しては,社会としての問題,特に夜間,病気の時の子供をみてくれる制度の問題があります　業績評価は多様化すれば
するだけ公平性が解らなくなるだけで,職に応じて変えるべきですが,その職の順列はしっかりつけるべきと思います(大学,第3Ｇ,保
健,部長・教授等クラス,男性)

医学部基礎系では,特に地方大学では,大学院生の確保が難しい.また近年は,医学部出身で研究を志す人材が少ないので,将来,医
学部基礎系教員の確保にも苦労することが予想されるので,対策が必要である.(大学,第3Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男性)

長年米国大学において,ＮＩＨからの助成を受けて研究室を主催して来ました.日米の環境の違いは,いまだに越えがたいものがありま
す.(大学,第3Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男性)

基盤的経費の削減は人件費の削減,ポジションの減少となっており,結果的に若手の定員内ポジションが無くなっている.また,申請,報
告などの書類書きに追われている教授をみて,研究職に進む意欲を失う若手も多い.結果的に日本のサイエンスは立ちゆかなくなっ
ている.(大学,第3Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男性)

長期的な大きなテーマに取り組める環境の整備,意識の改革が必要(大学,第3Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男性)

組織運営に係る業務はここ数年で大きく増えた.一方,現在所属している組織の採用人事は（人件費削減のため）しばらく凍結される
見通しである.このことより,従来は教授職の方が実施していた講義や組織運営業務を,下位職（准教授および助教）の人間が担わざ
るを得ない状況となっている.研究に観点を置いた若手の採用人事を行っても,採用後は教育と組織運営に費やすエフォートが大き
いため,なかなか研究に専念できない.大学は常に最先端の研究を行い,その成果を教育に還元することで学生を育て,社会へ送り出
す機関であると認識している.しかし若いうちに研究成果を十分に出すことができなければ教育への還元は実現せず,社会の必要と
するレベルの人材を輩出できなくなることを心配している.(大学,第3Ｇ,農学,研究員・助教クラス,男性)

学生たちが研究を志す雰囲気ではない.その理由として,卒業研究よりも臨床教育の強化に力点を置きすぎていること,研究を軽視す
る発言が複数の教員から発せられていることなどが挙げられる.若手研究者（助教クラス）も,臨床教育分野の者は臨床実習及び診療
に追われており,科研費採択率も非常に低く,また論文数も極めて少なく,危機的状況にあると言える.(大学,第3Ｇ,農学,研究員・助教
クラス,男性)

教員数の不足により,研究・教育の両面で全体的に疲弊しているように感じます.(大学,第3Ｇ,農学,研究員・助教クラス,男性)

学生の人数に対する教員の人数が不足している.(大学,第3Ｇ,農学,研究員・助教クラス,男性)

「男女平等の観点を取り入れる」ということをよく目にするが,「女性のみの公募」等の存在意義が不明である.(大学,第3Ｇ,農学,研究
員・助教クラス,男性)

ここ最近のポスドク問題の影響から，優秀な学生ほどアカデミック・ポジションを目指さないという状況に陥っているように思います．
(大学,第3Ｇ,農学,研究員・助教クラス,男性)
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望ましい能力を持つ人材を確保するには,国全体で博士課程入学者を減らし,授業料の無償化,奨学金制度の改革などが必要と思
う.現在の医歯学系では価値のない論文作成が職位の維持やその他の臨床活動にも求められており無駄が多い.結果として論文ね
つ造などにもつながっている.非生産的な研究人口を減らすことで,重点化が必要.メディカルスクール,デンタルスクール化が効率化
の一つ.MD.PhD.,DDS.PhDコースを無償化すること（米国では入学者の５％を確保）は参考になると思う.(大学,第3Ｇ,保健,研究員・
助教クラス,男性)

簡単に解雇できないシステムがいい人材の供給を妨げている.(大学,第3Ｇ,保健,研究員・助教クラス,男性)

ポスドクや大学院生の数に対して大学教員のポストが不足している.さらに大学は教員の数を減少させようとしている.大学院生に大
学以外の進路もあるということを啓蒙することが必要だが,なされているとはいいがたい.(大学,第3Ｇ,保健,研究員・助教クラス,男性)

マンパワー不足状態.(大学,第3Ｇ,保健,研究員・助教クラス,男性)

特に外国人教員を定着させるための取り組みは難しい.アジアの大学院生が学位を取得したあとに,日本に残る為の資金援助を文科
省が行っているが,本学において,英語を教える非常勤の職はあるが,研究職として任期制でも構わないので,研究してきたことを生か
せる環境が整っていない.雇用自体が難しい状況である.日本人の雇用も大変な状況なので,外国人の雇用機会が少ないのは当然と
もいえる.どうにか,日本の大学全体で積極的な対応をお願いしたい.アジア学生はまじめで研究推進に欠かせない存在である.(大学,
第3Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,男性)

博士課程後期の学生に対する経済的な支援は現状かなり不足していると感じます.また,若手研究者に対する海外への学会参加に
対するサポートをもっと積極的に行っても良いと感じます.現状は,学会参加だけではサポートを受けることが出来ず,海外の研究室で
の講演を必須としているので,事業に対しての応募者が少なく,機能しているとは言えないと感じています.(大学,第3Ｇ,保健,主任研究
員・准教授クラス,男性)

研究者の多くが任期切れの不安を抱えており,腰を据えた研究が出来なくなっている.以前のように助教以上の職位は任期なしにした
方が良い.(大学,第3Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,男性)

私の所属する学部では,研究人材は十分ではないと思います.優秀でやる気のある若手はおりますが,優秀な若手ほど大学業務（臨
床,教育,運営）に追われております.また,地方大学のため大学院生が少ないことも,大学業務に追われるため研究が進まない一因で
あるとも考えられます.(大学,第3Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,女性)

現在日本では,大学に尽くし,良い仕事（研究）をしても,なかなか上のポジションに上がれないのが現状だと思います.また,特に地方
大学を中心に毎年経営は苦しくなる一方です.若手研究者にもっと将来の夢をもてる研究機関にして行かなければ,日本は現在の科
学的地位を維持することは難しいのではないでしょうか.(大学,第3Ｇ,保健,研究員・助教クラス,男性)

企業で研究に従事していた方や学際領域が盛んな昨今の事情を鑑みて他分野で研究に従事していた方など多様な人材を受け入
れ,かつサポートを少しでも行うべきだと思います.また,大学・公的研究機関にいる研究人材その人の視点を広げるために,他学部の
事例を理解するためや異分野連携を推進するために短期で他学部に転籍することや,リサーチ・アドミニストレーターなどの研究推進
職に就いたり,様々な事に取り組めるシステムを作ると良いと考えます.(大学,第3Ｇ,保健,研究員・助教クラス,男性)

教育業務の詳細化が研究業務を圧迫していると感じられる.(大学,第3Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,男性)

誰かが定年するまで新しい人材を投入できない仕組みでは,国際競争力を保つことは難しいと思います.また,有能な人は年齢で職を
去るのは惜しい場合もあります.アメリカのようにグラントが取れている間は,大学にポジションを維持できるような仕組みを整備する必
要があるでしょう.若い人材に関しては,博士号をとった人の雇用が,以前よりは改善されたように感じますが,まだ不十分だと思います.
多くの人を大学院へ入れて博士をとらせる仕組みを作ったのですから,その受け皿は,もっと整備されねばならないでしょう.(大学,第3
Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,男性)

１）所属機関が私学のせいか,学生一人当たりの教員の数が少なすぎるため（以前に所属した公立大学に比較して）か,教育事務作
業にかかる時間が多い.そのため,研究と研究教育に割ける時間が少なくなる.いつもあたふたして教育事務作業に追われている教員
の背中を見ている学生にしっかりと研究の魅力を伝えられているかどうかが不安になる.２）１）と重複するが,若い助教の先生は任期
が短いうえに,教育事務作業も多く,自身の研究に集中しきれていないように思われる.そのような姿を見ている学生には,研究人材が
魅力的として感じられないと思われる.３）教育事務作業が多いため,目先のことを処理するのに精一杯であり,将来的にイノベーション
に繫がるような新しい取り組みや,他の研究者との共同研究をする機会も意欲も失われかねない.４）短い任期のため,結婚出産を控え
る若い女性研究者には仕事がやりにくいと思われる.実際,周囲で頑張って仕事をしている女性研究者の多くは未婚の女性が多い気
がする.(大学,第3Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,男性)

講座・教室により教官をどのように採用しているのか不明.採用基準もあいまいであり.採用後の働き具合・生産性を定期的に一定基
準で評価すべきである.生産性の高い研究室に人材を重点配分することも必要である.(大学,第3Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,
男性)

大学における研究者個人の評価は,いわゆる上司（教授,学部長など）によるものに限られており,同僚や学生からなどの評価システム
は殆ど機能していない.また,上司からの評価を人事課が別の角度から検証する仕組みもありません.このように正当に評価を受けられ
ているのかが曖昧な状況において,研究人材のモチベーションを向上させることは困難である.より多面的に研究者の能力を把握して
評価する仕組みが必要だと思われる.(大学,第3Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,男性)

多くの国立大学で人事がほぼ凍結されている状況の改善を求む.学長が何かガバナンスを発揮しているのであれば,その結果が人
事の凍結であっても文科省は推奨しているように見える.(大学,第3Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,男性)
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研究者の割合は若手２,中堅４,シニア４の割合で,法人化前の比率（ほぼ1/3ずつ）に比べて若手が減っている.急に年俸制を導入し
ても流動性は高まらない.若手助教の採用にテニュアトラック制を全面的に導入して6年以上になり,大方テニュアを獲得していくが,そ
の頃は既に中堅に属する年齢に達している.法人化前の比率に戻すことはなかなか難しい.電子・情報・通信・機械系の大学であるた
めか,博士取得後に必ずしもアカデミアに残らずに就職する率がかなり高い.(大学,第4Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

将来の進路を多様化することが,優秀な研究人材の育成にとって重要である.(大学,第4Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

基礎研究や困難な研究を行う研究者が減っている.(大学,第4Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

国立大学法人においては,基盤的な収入となる一般運営費交付金の減少により,教職員の削減等の支出抑制が限界に達しており,畢
竟,研究人材の状況も不十分なものにならざるを得ない.(大学,第4Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

運営費交付金が毎年減額される現状では，現状維持すら難しくなってきている．大学としても他の資金源を見つけなければ生き残
れない時代となっている．(大学,第4Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

年齢構成が高齢化にあり,若手教員（研究中心）が少なく,結果として,大学院進学率（理系における博士課程）が低い.(大学,第4Ｇ,社
長・学長等クラス,男性)

大学における業務が増える一方で予算不足により人員を減らさなければならず，現有の優秀な人材の時間が研究教育以外の面で
そがれてしまい，能力が十分発揮できない状況が続いている.地方大学の研究教育力は上記の理由から落ち続けることが懸念され
る.(大学,第4Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

・基盤的研究経費が不十分.政府及び社会の「高等教育・研究」の必要性に対する理解度の向上が必要.・研究指導者が博士後期
課程修了後の就職のことを考え博士課程学生の引き受けに消極的なことも大きな理由の１つ.アカデミックポジションはもともと競争が
激しく,産業界が「博士の学生は使い難い」という先入観から脱しきれていないことも大きな理由.社会全体で考えていくことが必要.(大
学,第4Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

研究者の員数,研究費そして給与が諸外国に比して著しく低い.その要因は,我が国における研究者に対する社会的・国家的な評価
が低いことにあると考える.優れた研究者育成を促進し,今後も我が国が科学技術立国であり続けるには,基礎・応用研究の意義を社
会に周知し,研究者の社会的評価を高め,研究にかけるマンパワーと時間的余裕を増幅すべきである.現状があと10年持続すれば,我
が国の優秀な若手研究者は現在の危機的状況から壊滅的状況に陥るであろう.その結果,我が国から少なくとも自然科学系のノーベ
ル賞受賞者が輩出できなくなるであろうし,我が国の科学力はアジアの三流国に転落するであろう.外国人研究者を招聘することも重
要ではあるが,日本人の若い研究者を多数育成し,国際交流を活性化することこそが,国家百年の計であろう.また,大学院教育のあり
方を早急に再検討すべきである.(大学,第4Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

若手研究者を確保するための人件費が不足している(大学,第4Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

海外からの有能人材を大学院にもっと受け入れていくことが望ましい.(大学,第4Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

教育に対して国の方針（中教審など）が言われ,評価なども含めて,国際化を推進しようとすることは理解できるが,そのための人材は
全く不足としか言いようがない.研究も教育も現在の大学教員の人数配置でできるはずがない.欧米（特にアメリカ）では,かなりのス
タッフがいて（テニア以外の教職員）,まず,量が違う.国際基準を作り,技術立国を目指し,世界でのリードを維持したいのであれば,もっ
と,大学における教員の待遇や環境を整えてほしい.過剰な評価の遂行は学生にとっても負担を招く.研究をする時間は本当に私的
な時間を犠牲にしなければ到底できない.特に,女性には厳しい環境であるので,よく考えてほしいと思う.(大学,第3Ｇ,保健,部長・教
授等クラス,女性)

学生の実習引率と授業,委員会の仕事,広報活動,学事（入試,入学式,卒業式,学園祭その他）に追われて,研究にわずかな時間しか
集中することができない状態です.また,小さい子どもを育てている時期で,なかなか残業もできず,せっかく科学研究費はもらっていて
も,有効に活用する時間がなく,もったいないと感じています.自分の力を活かしきれていない感じが常にあり,残念です.(大学,第3Ｇ,保
健,主任研究員・准教授クラス,女性)

教育や社会貢献と並行して研究をすすめるにあたり,研究遂行を可能とするマンパワーが圧倒的に不足している状況です.(大学,第3
Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,女性)

人材を削減する方向であるため,退職者があっても補充がなされないのが現状である.そのため,日々の業務に追われ,研究論文等の
業績を作るところまでいかない.(大学,第3Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,女性)

大学の研究人材としては，あまりにも研究に専念できる環境にない.学部教育（私の場合実習対応）や学内運営に割かれる時間が多
すぎる.とても全体の２０％を研究活動に充てることはできない.また研究に専念するための時間の確保だけでなく，事務スタッフと分
担，決済のスピード感，スケジュール共有化のための動きなど企業に比べ10年は遅れている.(大学,第3Ｇ,保健,研究員・助教クラス,
女性)

若手研究者の雇用が不十分(大学,第4Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

「優秀な外国人研究者」の受け入れには否定的な立場である.研究以外の業務では必ずしも日本の環境で活躍できていない例が回
答者の周りでは多く,結果として日本人教員の負担が増している.単に「優秀な外国人研究者」の受け入れるだけではなく,活躍できる
ような体制作りも必要であると考えている.また,外国人研究者を優先して受け入れることで日本人研究者のポストが減ることにつな
がっては,研究者の育成という観点で望ましくないと思う.(大学,第3Ｇ,保健,研究員・助教クラス,男性)

所属機関での女性研究者の実態数は極めて少ない.公表されている女性研究者の数や割合等の数値は支援部門や病院組織に属
する役職 (助教 等) 付きにより大きくかさ上げされていると思う.(大学,第3Ｇ,保健,研究員・助教クラス,女性)
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問1-01：本学では,医学系等を除いて,概して助教にも教授等と同等の研究スペース等の条件があてがわれている.問題はむしろ,そ
うした若手が「自立」して（小さく単独で）研究活動などをすることにより,大きく成長する機会を失っている場合が多いことにあるように
思われる.若手の自立ということを,若手の成長の機会と切り離して云々することは,問題のあり場所から目を逸らしてしまうことに繋がる
のではないかと心配する.問1-13 ＆ 問1-14：そもそも,研究者の業績評価が行われていない.(大学,第4Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

特に医学部においては,新臨床研修制度開始後の地方大学での研究者の人材確保は極めて困難になっている.(大学,第4Ｇ,社長・
学長等クラス,男性)

獣医学分野においては「獣医師」教育に重点を置くあまり,「獣医学」を志す研究人材育成が不十分である.また,学生も「獣医師」志向
が強いため,博士後期課程への進学意欲があまり高くないように見受けられる.将来獣医系大学の教員となり得る人材が不足し,困難
な状況となる可能性が高い.(大学,第4Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

国立大学の運営費交付金予算を削減により,大学の財政は,教員削減をせざるを得ない状況にまで及んでいる.このため,特に若手の
研究者が任期付の者がほとんどで,テニュアへの転換の途も狭くなっている.身分が不安定,将来が見通せない,研究費の配分は年額
３０万円程度といった劣悪な環境の中で,若手は頑張っているが,焦燥感を感じている者が多い.大学として問題は認識しているもの
の,財政的に対応することが不可能である.ノーベル賞の大隅先生も同様の危惧を表明しており,今,国として政策の転換を図らなけれ
ば,今後,優れた研究人材の「失われた何十年」になってしまうことが危惧される.(大学,第4Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

運営費交付金の削減のため，人材育成に十分な予算的措置が難しくなっている．給与などで優遇するよりも，任期なしで雇用出来
る環境をつくる必要がある．その後，研究業績を反映して給与の改善などの取り組みをするなど何らかの対策すれば良いのではない
か？研究者になるのは，給与よりも継続的に働ける環境を与えることが大切なのではないでしょうか？(大学,第4Ｇ,社長・学長等クラ
ス,男性)

ポスドクの就職先が改善されつつあるにもかかわらず，以前にポスドクの就職難がマスコミなどで伝えられてから，日本人学生が博士
後期課程に進学しなくなっている.一方，博士後期課程で多数を占める留学生は民間企業への就職や母国に帰ることを希望すること
が多い.このために，大学や公的研究機関に対して研究人材を十分には供給できていないように思える.(大学,第4Ｇ,社長・学長等ク
ラス,男性)

若年層や青少年の質的低下が顕著に表れており高度に進化した生命社会の不可避な現象であろうが,絶対少数の優秀人材の持続
的確保は必須(大学,第4Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

医学部では教員が教育,研究,臨床系教員の場合にはさらに診療の業務を担わなければならず,適格な人材が不足しており,多様性
の確保にまで手が回らない状況である.(大学,第4Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

教員評価を導入し,育成体制の整備を始めている.(大学,第4Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

古い制度と新しく改革に向けた制度が混在化しており,若手人材の登用は進んでいるとは思えない.博士課程に進学する学生の環境
整備,奨学金制度,将来に向けてのキャリアパス構築に関して十分な対応ができていない.今後,ますます博士課程・後期への進学者
の減少が気にかかる.(大学,第4Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

若手研究者への支援体制や,科研費など外部資金獲得へ向けた取り組みを更に充実させる必要があると感じる.(大学,第4Ｇ,社長・
学長等クラス,男性)

研究者の給料の低さか?ドクターコースの進学率の低さにつながっていると思う.(大学,第4Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

本学は医育機関であり,将来 過疎地域の現場に勤務することが期待される医療従事者の養成に主眼を置いた教育体制を取ってい
る.そのためやむを得ないことではあるが,卒後の早い時期から大学院に進み基礎医学研究の方向を目指す学部在学生が非常に少
ない状況にある.その傾向は,初期研修が必修化されて以来,特に著しい.将来,解剖,生理,生化など基礎医学の教員を,卒業生の中
からリクルートしたり,他大学に送り込んだりすることは,きわめて困難な状況にある.(大学,第4Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

専任教員の定員が少ない．(大学,第4Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

本学は原則として全教員に5年の任期をつけているが,助教も含め再任回数に制限はなく,また再任されなかった事例も出していない
ので,全教員が安心して教育研究に従事できる体制が確立されていると考えている.しかしながら,最近多くの国立大学で40歳以下の
若手教員の6割前後が原則再任無しの任期制のポジションにあると聞いており,これでは,優秀な若手研究者は大学には残らなくなる
と思われる.このような現状を見て,優秀な学生が博士後期課程を目指さなくなっており,わが国の若手研究者の育成に重大な障害に
なっていると危惧する.(大学,第4Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

研究を行うことのmotivationを訴え続けているが,医学部における基礎部門への若手医師の参加が乏しい.(大学,第4Ｇ,社長・学長等
クラス,男性)

医学部附属病院以外の部局ではアカデミックポジションを希望する若手研究者が減少しており,博士号取得後に企業へ就職すること
が一般的になっている.我国の将来的な国際競争力を考える上で極めて重大な課題である.(大学,第4Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

向上心を維持し,一方で人材育成に腰をすえて取り組める仕組みが必要と考える(大学,第4Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

志願者確保のため,入試および教育への教員負担が多く,どうしても研究環境の整備が不十分な状況にせざるを得ないでいるのが現
状です.(大学,第4Ｇ,社長・学長等クラス,男性)

若手の皆さんを任期付きで採用せざるを得ないケースが多い.(大学,第4Ｇ,社長・学長等クラス,男性)
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大学に交付される基礎的資金が枯渇しており,安定的に研究人材を育成できる環境にない.まずは予算化が必要と思われる.(大学,
第4Ｇ,理学,部長・教授等クラス,男性)

極めてお粗末であると言わざるをえない.とくに,基礎研究分野における研究人材が枯渇しており,２０年後の日本の基礎科学は壊滅
的な状態になることを危惧している.(大学,第4Ｇ,理学,部長・教授等クラス,男性)

キャンパス内全体の人口が少ない（研究員が約40名,大学院学生が20名強,事務員が約80名）ので,人間関係の多様性が飽和状態
に達していると感じることが多々あるが,新人の迎え入れ,外部研究者との交流,研究室を超えたジャーナルクラブなどを通じて,少人数
ながらも研究活動は活発に行っており,研究人材の育成に役立っていると思われる.(大学,第4Ｇ,理学,主任研究員・准教授クラス,男
性)

大学や公的研究機関で研究することを指向する学生数は年々減少傾向をたどっているように見える.優秀な人材が目標とする職種
ではなくなってきているように思われる.ただし,大学ごとにその事情は異なっている.(大学,第4Ｇ,主任研究員・准教授クラス,男性)

「評価のための評価」が蔓延しており,機関の成長を支援する評価になっていない.評価尺度が古く,社会の求めるイノベーションに対
応できていない.(大学,第4Ｇ,主任研究員・准教授クラス,男性)

私立大学では国立大学と違い,研究より教育重視で人員配置が行なわれていると強く感じる.(大学,第4Ｇ,理学,部長・教授等クラス,
男性)

若手で研究面で活躍している人が正しく評価されず,年功序列,あるいは大学への社会的な貢献度の高い人がより評価されている.
私立大学なのでそのようにならざるを得ないと思っているが,出来ることなら改善したいと思う.(大学,第4Ｇ,理学,部長・教授等クラス,男
性)

運営費交付金の削減と大学の役割の固定化（序列化に通じる）が最終的には若手研究者を含めた研究者の研究環境も圧迫してい
ると感じます.私は理学部の教員ですが，博士後期課程へ進学した後の就職に関して学生は大いに不安を感じており，これは優秀
な学生の進学を妨げていると感じます.特に理学系の場合には問題が大きく，公立高校教員へ積極的に研究能力のある博士後期課
程修了者を採用する仕組み等が必要だと感じます.（高大連携の場面は非常に多くなっている.）サバティカルは人員数と業務の状況
を考えると，実際には取得がかなり困難な状態です.(大学,第4Ｇ,理学,部長・教授等クラス,男性)

さまざまな研究分野において個性的で優秀な研究者は多く在籍し,かつ一定の評価がなされているが,その評価に対する研究者へ
の処遇が,ほとんど反映されていないように思います.(大学,第4Ｇ,理学,部長・教授等クラス,男性)

若手人材を含めポストにとらわれない雇用形態を拡張していく必要がある.ポスドクや研究員という立場で任期をつけずに雇用した
い.もちろんキャリアパスを考慮して若手人材が研究し実績を積めるような環境を整備する必要がある.従来の助教ポストはもう機能し
ていない.博士課程については,少なくとも授業料を全額免除する,学振を含めた奨学金を増やすなど,大幅な金銭的な補助が必要で
ある.金銭的な問題で博士課程進学を断念する学生は多数いる.(大学,第4Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

研究をがんばっても学内における雑務,教務は同じで,給与もおなじなので,やる気がそがれる教員が多い.がんばっている人は評価
されるシステムが必要.(大学,第4Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

年齢のバランスが悪い.結果,様々な「知」が継承されない状況を生んでいる.(大学,第4Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

職のmobilityが日本にないことが最大の課題.企業は永久就職で採用し,大学・研究機関は任期付き採用でアンバランス.全て任期付
きにして,日本社会のmobilityを出し,activeにすべきではないか.（大学も任期なしを一切やめる）最近未だわからない若手や女性をち
やほやする向きもあるが,これも将来はどうなるかわからない点で課題多い.こういった全てが,mobilityを出し,移ることが当たり前の状
況を創ることで解決するように思う.(大学,第4Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

業績評価は,まったくと言っていいほど行われていない.(大学,第4Ｇ,部長・教授等クラス,女性)

若手の研究者も任期なしのポストでの採用し，人材の流動性を高めた方が将来の研究人材の確保に繋がると考えています．(大学,
第4Ｇ,主任研究員・准教授クラス,男性)

制度上ならびに経済状況の結果であるが,自立的に研究開発を実施している若手研究者の人数が,全体でみるとかなり少なく適切な
対策が必要だが,財源が十分無い状況と捉えている.女性研究者は全体数の上ではかなり増加したが,局所的には著しく低い部署も
ある.(大学,第4Ｇ,社長・学長等クラス,女性)

研究者の育成とともに,研究を支援するＵＲＡの育成配置が必要と思います.　ただし,各大学等により求めるスキルが違います.独自
で育てることも必要だと考えます.(大学,第4Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

国立大学法人全体として過去にミッションの再定義が行われたものの,実際には,研究者は個人主義となっており,研究者自身の研究
戦略が極めて短期なものとなっていると感じている.このため,まず大学としてミッションの再定義を改めて認識し,それを踏まえた各学
部レベルでの研究戦略を確立し,それを踏まえた各研究グループでの戦略と個々の教員の研究ロードマップを構築する体制が必要
と考える.さらに,こういった中長期の戦略を踏まえた上で,各大学において10年間程度のスパンを持った研究人材育成計画を推進し
ていくことが,研究者自身のモチベーションの向上の観点からも必要と考える.(大学,第4Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

競争的資金での雇用の場合,任期が短く立場が不安定になるのが悩みです.もう少し安定的に若手研究者を雇用できるといいと思い
ます.(大学,第4Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

人件費予算と研究事業予算とを切り分けて,研究者の雇用を,研究事業の期間によらずに,もっと自由に雇用できたらよいと思いま
す.(大学,第4Ｇ,部長・教授等クラス,男性)
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優秀な外国人学生を増やして日本人若手研究者に刺激を与えるべき.(大学,第4Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

高価な研究機器類の購入,研究設備が用意されても,それを維持していくための人材が確保できない.(大学,第4Ｇ,工学,部長・教授
等クラス,男性)

大学においての若手研究者を育成するために,国家プロジェクト等に,彼らを組み込める支援体制を充実させる必要があると考えられ
る.(大学,第4Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

短期で結果のでる分野のみが有利な状況,応用に偏った研究費配分は非常に問題があると思う.(大学,第4Ｇ,理学,研究員・助教クラ
ス,男性)

基礎研究の若手研究者が研究を続けにくい状況であるように感じられます.（研究費的な面で）(大学,第4Ｇ,理学,研究員・助教クラス,
男性)

運営交付金の減額によって,新規の中堅教員の採用や若手研究者の昇進等が出来づらい状況になっている.文部科学省国立大学
改革強化推進補助金「特定支援型（優れた若手研究者の採用拡大支援）」事業は,一見,有能な若手研究者のキャリアパスとして重
要に思えるが,現場としては,職位の下位流用等が余儀なくされており,中堅職員のキャリアパスが不透明になっている.(大学,第4Ｇ,理
学,研究員・助教クラス,男性)

大学において教育と研究を全うするには,一研究室または２，３の研究室に一人以上の事務専門員が必要と考えます.また,技術職員
も同様です.PIに対して介護・育児の補佐・補助金などの制度がなされていますが,研究員に対してはありません.現在の日本の状況
では,博士課程の学生から手当てをすべきではないでしょうか.(大学,第4Ｇ,理学,研究員・助教クラス,女性)

優れた研究プロジェクトを立ち上げ,研究を遂行していくためにはそれをサポートする体制が必要だと考えられる.現状では研究補助
員の雇用や博士後期課程学生のRA雇用で研究を補助する体制がとられている.さらに,技術サポートやマネジメントスタッフが補充さ
れることで,より研究が活性化すると思われる.(大学,第4Ｇ,工学,社長・学長等クラス,女性)

広く産学官から人材を集めるべきであるが,業績指標として論文偏重が続いている状況にある.産官の広範な人材を結集して研究が
進められるようにすべきと考えるが,研究人材の状況が法人化後特に硬直化しているように感じる.(大学,第4Ｇ,工学,部長・教授等クラ
ス,男性)

所属大学では教員ポストの大幅な削減が計画されており,若手研究者の採用の機会が今後大幅に制限される可能性が懸念されて
いる.(大学,第4Ｇ,理学,主任研究員・准教授クラス,男性)

子育て中の優秀な業績のある,賞も受賞しているポスドクが,任期のない教員にポジションにつけていないように感じる.子育て経験に
応じて,年齢制限を撤廃すべき.(大学,第4Ｇ,理学,主任研究員・准教授クラス,男性)

現状の給与体系や処遇では，学生に大学院博士後期課程への進学を勧めることができない．理由としては，アカデミアの職が必ず
しも安定な職業でなくなっているだけでなく，安心と余裕をもって研究教育を行うことができる状況ではないためです．研究に関して
は，将来世界を変えるような基礎研究をじっくりと進めることが望まれる一方で，そのための資金集めに時間を費やさざるを得ない状
況となっており，時間的にも資金的にも精神的にも余裕があるとはいえない．将来の社会におけて性別によらず適材適所で働くこと
ができることが望まれているのは理解できるし，そうなるべきであると考えるが，現時点では女性研究者の割合を増やすことのみが独
り歩きしすぎていると考える．(大学,第4Ｇ,理学,主任研究員・准教授クラス,男性)

博士学生の質，量ともに低下しています.もし，自分が大学院生にもどったら，おそらく民間企業への就職を目指すと思います.それぐ
らい，アカデミックの将来性の不安定さが露呈しています.特に，インターネットを介して大学や大学院のネガティブな情報（研究資金
不足，ポスト不足）がながれています.実際，真実であるとも思います.このような情報から，研究活動を本気にやらず修士をとって，民
間へと出ていく状況です.せめて，民間が研究活動をしっかりとした責任感のある人を重視してとってもらえるように変化すると，大学
の雰囲気も変わってくると思います.(大学,第4Ｇ,理学,主任研究員・准教授クラス,男性)

就職が良くなり研究に残る学生が減った.学費が高くサポートが薄い.博士課程の学生を科研費プロジェクトで雇いたい.外国人には
魅力がない.研究費,英語授業などへの対応が貧弱.(大学,第4Ｇ,理学,主任研究員・准教授クラス,男性)

安全地帯にいる研究者と,そうでない人がいる.新規採用だけ「年俸制」といったことは不公平きわまりないと思う.(大学,第4Ｇ,理学,主
任研究員・准教授クラス,女性)

資金に乏しい公立大学では,若手研究者,女性研究者,外国人研究者の雇用枠をなかなか増やせない状況だと思います.雇用枠がな
いので,研究者を目指す優秀な人材も増えにくいと思います.(大学,第4Ｇ,理学,主任研究員・准教授クラス,男性)

当研究科の場合,研究機材は最先端ではないが劣っているとは思わない.しかし,居室や実験スペースが少なく昭和を想像させる老
朽化した暗い環境であり,学生や研究者の研究に対する意欲や向上心は著しく損なわれていると感じる.優れた研究の遂行や研究者
の育成には,研究のために長時間滞在できる（したいと思える）研究室の環境作りは極めて重要だと思う.我が国は女性研究者を増や
す方針であると思うが,当研究科では全国平均を満たしており現時点では問題はないと思う.重要なのは「優秀な女性研究者が子育
てなどを理由に研究者を断念しなくてもよい環境作り」であり単に女性を優遇するべきではない考えている.学位取得後の将来像が
男女ともに描ける環境作りが必要だと思う.さらに,「子育てに参画している男性研究者のサポートシステムの構築」も女性研究者の活
躍の場を作る上で重要だと思う.当研究科にはサバティカル制度はあるが,その間の授業サポートや学生指導などのシステムが不十
分であり活用できていない.良い研究と優れた研究者の育成には最新の研究手法や新しい知見を指導者が知る必要がある.そのた
めにもサバティカルを積極的に実施するためのサポート（授業や学生を指導する講師の雇用費用）を是非実施して欲しい.(大学,第4
Ｇ,理学,主任研究員・准教授クラス,男性)

絶対的に定年制の研究職のポストは不足している.優秀な若手PDが職に就けない（つきずらい）現状をみて博士課程の学生がアカ
デミックポストに進むのを諦める傾向がある.(大学,第4Ｇ,理学,主任研究員・准教授クラス,男性)
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若手や女性教員,外国人教員に対する支援は,まだ不足している.同時に,彼らや彼女らをサポートするべき中堅以上の教員も,研究
費確保や学務・社会貢献など多くの活動を要求され,疲弊感があると思う.(大学,第4Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

金銭的負担（と保守的な思考）により,修士課程進学を躊躇する学部学生が多い印象を受ける.(大学,第4Ｇ,工学,部長・教授等クラス,
男性)

大学院博士後期課程を修了した大学院生に関して,任期の無い,すなわち,落ち着いて研究活動に専念できる,研究者としての就職
先を用意すべきだと考えます.(大学,第4Ｇ,工学,部長・教授等クラス,女性)

国立大学では運営交付金の削減が継続された結果,定年・疾病・プロモーションによる異動が有っても,その人材の補完が直ぐに出
来ない状況や外部からの採用や昇進も困難であるような状況になっている.また,研究者の業績を多面的に評価する体制作りは進ん
でいても,それらの評価をもとに現状を改善するシステムが整っていないため,高い意欲をもって努力を続ける人材とそうでない人材
の二極化が進んでいるように思う.これらのような状況のため,若手研究者が安心して研究に取り組めるポジションを確保することは困
難な状況が続いている.また,学生も,在学時にこのような状況を目の当たりにし続けるため,大学等公的研究機関の研究者になること
に対して希望を持ちにくい状況になってしまっていると思われる.(大学,第4Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

地方国立大学では,助教や研究員クラスの若手研究者のためのポストがほとんどない.助教は大講座制で,独立して研究教育を勧め
ているが,若手研究者を適切に指導できるシニア研究者が少ない（ほとんどの教員は,事実上研究を行っていない）.博士学生に対す
る研究指導は概ね適切に行われており,企業を含めたアカデミックポスト以外への進路を選ぶ学生も存在する（状況は研究分野に強
く依存する.材料系は企業研究者の道を選ぶ学生が比較的多い）.女性研究者に対しては,財政的支援がきわめて貧弱であるが,そ
れ以上に問題なのは,女性研究者に対して,適切な助言・支援を行う能力を有するシニア教員が非常に少ないことである.業績の評価
については,論文以外に社会貢献,大学運営に対する貢献,地域貢献が考慮されている.しかし,多面的な評価は,逆に,研究も教育も
出来ない教員の逃げ道になっている側面がある.また,業績評価の結果は研究者の処遇に全く反映されていない.研究ができる研究
者は,多くの場合,教育にも組織運営に対しても有能であるため,学内・学外の様々な業務が集中し,研究時間を確保するのが困難に
なっている.業務が集中した際の支援も全く行われていない.(大学,第4Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

研究者の平均年齢が上がり，若手の登用が少ない．(大学,第4Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

・アカデミックポストにおける需要と供給のアンバランスは,旧来と変わらないどころか,博士学位取得者が増えている一方でポストは減
らされている状況がそれを助長している.(大学,第4Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

若手の大胆な登用は是非とも必要.ポジションが人を育てると考える.(大学,第4Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

アクティビティの高い研究者への要求が集中しすぎるため,夜間,休日におけるデスクワークが必須な状態である.そのため若手研究
者や学生への指導の時間が十分に持てない.また,本国における大学公的研究機関の研究教育職は同程度の実績・経歴を持つ一
般企業の７割弱しかなく,欧米の同等の研究者と比較しても給料が低すぎることから,高学歴の学生は大学・公的研究機関へ就職す
ることを警戒している.そのため人材不足が慢性化しており,本国の科学技術の将来に多大な悪影響を与えているのが現状.(大学,第
4Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

大学の予算削減にともない，研究者が研究業務以外に多くの時間を割かざるを得ない状況が年々増えている.(大学,第4Ｇ,工学,部
長・教授等クラス,男性)

若手研究者，女性研究者，外国人研究者等多様な人材を受け入れるための体制整備は積極的に行われており，その実績もある．
ただし，本質的な必要性と期待される人材の需要と供給の乖離がある．博士後期課程に進学する学生に対する社会的なフォロー体
制が必要不可欠と思われる．(大学,第4Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

基礎研究を行う博士後期課程，ポスドクを雇用するための人件費が圧倒的に不足している．競争的資金が採択されないリスクから雇
用の安定化が図れない．(大学,第4Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

現在本学では研究員の任期は5年となっているが，これは雇用側，被雇用側双方にとって有用であるとは思えない．任期を各大学，
研究機関の判断に委ねることなく一律に研究員の任期は最低10年と定めることが必要である．(大学,第4Ｇ,工学,部長・教授等クラス,
男性)

若手研究者とシニア研究者がそれぞれ個別に研究室を持つよりも，若手研究者とシニア研究者がチームを組むことを進める方が良
い．旧来の小講座制というのではなく，閉鎖的にならないような方法をうまく考える必要がある．(大学,第4Ｇ,工学,部長・教授等クラス,
男性)

研究教育以外の雑務,事務作業,評価等に関する負担が多いため,本来行うべき（時間を割くべき）業務活動が十分に行えていないと
感じる.(大学,第4Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

博士課程修了者の就職に対して,産業界の対応が不十分.給付型の奨学金の充実が必要.(大学,第4Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男
性)

アカデミックポストが少なく,若手研究者の研究人材への動機付けが無いように思います.(大学,第4Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)

抜群に優秀な（それこそノーベル賞級の）人材であれば，それなりのポストが確保されていると思う．ただそれ以外の，普通に優秀な
（例えば地方大学で准教授を務められるクラス）の研究者については，彼らがアカデミックな，そしてパーマネントなポストを得る確率
は宝くじ並みのように思う．このような状況で，若いときに芽を出すことができなければ大学においてポストを得ることは難しく，結果と
して地味で個性的な，そしてなかなか芽がでない分野の研究者は冷遇され，結果として（もしかすると将来花咲くかもしれない）研究
を進めることが困難になっていると感じる．結果として派手な研究ばかりもてはやされ，それが「○○○」のような前代未聞の恥ずべき
事件を引き起こしたように思う．(大学,第4Ｇ,工学,部長・教授等クラス,男性)
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科学技術基本計画において長らく流動化推進が掲げられている.漸減する長期雇用の財源のため,よりよい待遇の提示による流動化
は行われず,もっぱら新規雇用を任期付きにすることで流動化が行われている.この施策は全体利益のために行われるものであるが,
そのコストは任期付き雇用者が支払っている.これは不健全な状態であり,彼らの負担とリスクの軽減が不可欠である.この状況を踏ま
え,大学・研究機関が行っている任期付き雇用者に対する認識と支援体制について実態調査を是非とも行って頂きたい.特に：（１）度
重なる居住地移動,家族との別離を強いられる彼らのライフプラン・ライフイベントをどのように想定しているのか.（２）失業のリスクに見
合う給与待遇を与えているか？与えることはできるのか？(大学,第4Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

大学の予算は毎年1%削減されているので，毎年2,3人分の人件費は削減されているので，安定した人材確保は望めない．(大学,第4
Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

若手の人材を雇用できる形態にない.先を保証できないので，登用もしにくい.そもそも採用されている人材ですら研究助成金の処
理，無駄に長い会議などに時間を取られすぎている.専門的能力を活かす時間を最大化する仕組みが必要.(大学,第4Ｇ,工学,主任
研究員・准教授クラス,女性)

博士課程に進学する人材の質の低下から，大学教員の質の低下をまねいている可能性が高い.(大学,第4Ｇ,工学,主任研究員・准教
授クラス,男性)

自ら新たな研究を立ち上げることができる人材が少ないように思う.(大学,第4Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

地方大学の現状として書けば，時間が経てば経つほど，多くの教員が論文が書けなくなり，外部資金の獲得も出来なくなってしまうな
ど，業績が出なくなってしまいます（理由は多数あると思います）.そのため，准教授から教授への昇進が滞ってしまうため，必然的に
助教から准教授への昇進が異様な競争率になってしまっています（50代の助教問題が出始めています）.20代～30代前半の若手は
大学院進学率も低いため，競争はそれほど激化しておらず，大学へのポスト獲得も容易だと思います（実際に，所属大学において
も，助教の公募の競争率は低いです）.公的資金の投資は，若手や年配教員よりも，若手から中堅への投資が必須だと感じています.
現在，国公立大学の定年は引き上げられており，若手教員のポストはほとんどが任期制であって，特に35歳から45歳の教員は，ポス
ドク1万人計画もあって，高い競争にさらされており，成果を十分に出していても，ろくなポストがない状態であり，何らかの対策を打っ
て出る必要があるように思います.(大学,第4Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

最近,研究以外のことに時間を取られています.組織などの工夫により,時間の確保が必要ではと思います.(大学,第4Ｇ,工学,主任研
究員・准教授クラス,男性)

本来は（書類上）は独立した研究をできる立場にあるのだが,研究グループの枠組みの中で（上から）強い拘束があり,自由に個人の
研究ができないことがあるように思う.(大学,第4Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

定年により開いたポストが埋められないままになっており，教育研究が十分に行えない状況になりつつある．(大学,第4Ｇ,工学,主任
研究員・准教授クラス,男性)

問104について.博士後期課程の学生に対する望ましい環境整備,教育等はあると思いますが,（104）の”望ましい能力を持つ人材”が
何を指しているのかいまいちよくわかりません.大学院は教育機関なので”望ましい能力”という表現はそぐわないように思います.それ
よりも大学院での能力開発について考えるべきだと思いました.また,質問の内容が大規模大学を対象にしているように感じます.資
金,資源的に制限がある中小の大学ではそれだけで結果が変わるように感じました.(大学,第4Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男
性)

女性研究者の比率については本学部でも課題と感じており，改善に向けて施策を実施していますが，本学部が目指す改革の方向
性に一致する分野において，女性研究者の数が圧倒的に少なく，学部の目的を達成する上で女性研究員を採用できない事例が発
生していると感じています．(大学,第4Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

準備・授業に時間や手間のかかる講義の担当や学内の雑務の増加に伴い，研究や学生の指導にあてられる時間の確保が年々難し
くなっている．運営費交付金が年々削減されている現状では，多様な研究人材を雇用する余裕すらなく，むしろ，空いたポストの補
充を凍結し，現役の研究者に無理をさせる，という傾向に拍車がかかっていくと思われる．(大学,第4Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラ
ス,男性)

直属の教授が他大学に移る，早期退職をするなどで受け入れ先に困る助教がおり，これらの人が実績を挙げられないため昇進でき
なかったり他機関へ移れないということが時々見られます．助教でも独立して業績を挙げられる環境が整備できるとよいと思います．
(大学,第4Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

まとまった時間を確保することが大変難しくなっており,時間の合間を縫って,細切れの時間で研究を進めないといけません.自分自身
の努力を含め,こうした状況は改善していきたいと考えております.(大学,第4Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

研究教育以外の業務の削減や業務遂行時間の融通が必要です．男性研究者にもライフステージに応じた支援がないと，その配偶
者に負担がかかる．(大学,第4Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

・任期なしのポストになかなかつながらないため，博士課程に進む学生が少ないのは自明と考える（先が見えない）．・研究資金が得
にくい古典的な分野には人材が集まらず，研究分野に偏りが生じている．(大学,第4Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

若手が長期的視野をもって研究に取り組めない（短期成果のみが問われる）．研究以外の教育，社会奉仕活動に対する評価が全く
ないに等しく，研究だけ上手にする人だけが評価され，それが日本の科学技術の発展には必ずしも貢献していると言い難い．(大学,
第4Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,男性)

本学ではサバティカル制度が整っていない点が不満です.しかし，研究，教育（授業）以外の業務がかなり増えています.(大学,第4Ｇ,
工学,主任研究員・准教授クラス,男性)
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博士前期課程修了者で優秀な学生は博士後期課程を目指さず,就職が決まらなかった学生が仕方なく行くような状況がある.優秀な
学生を後期課程へ進学させるプログラムが必要と考えられる.また,女性教員については,あまりに拙速に女性のフォローアップを進め
るために,男性教員との差別（逆差別）が生じているような気がする.性別ではなく,教育・研究業績で評価されるべき.特に本学におい
ては,助教から准教授に昇進する可能性は極めて低く,公募制にしているので,人事権を強硬に働かせ,自分の研究に使える外部人
材を登用することがあった.公募制とは名ばかりで結局このような人事権を持ちたい教員にとって使いやすいツールになっているだけ
である.これでは,人材は育たない.かといって,学部・学科単位ではなく,大学単位の選考・採用にしても同じようなことは十分起こりえる
と考えられるので,非常に難しい問題だ.本学では助教の年齢が高すぎる現状があり,助教は助教として一生を使い切らせる風土があ
る.(大学,第4Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

個人的な意見になるが，意欲のある若手研究者は多いと思われる．しかし，運営交付金の削減に伴なう教員数減により個々の業務
が多様化多忙化していることから，満足な研究時間を確保できない状況がある．これにより実質的な研究人材の不足が生じつつある
ように感じる．また，新たな研究人材になりえる大学院生は，大学のそのような現状を普段から見ているため，博士後期への進学より
も企業への就職を選択するケースが見られる．つまり，将来的に研究人材が今以上に不足することが予想される．(大学,第4Ｇ,工学,
研究員・助教クラス,男性)

任期付きの助教でも,研究以外の雑務に時間を大きく取られる.次のポストへ申請する場合,上のような経験の多寡は特に考慮されな
いように感じる.仕事の分量に対して,研究や教育に割くことができる時間は少ないため,裁量労働制という制度のもとで,深夜までの残
業や土日休日返上が当然のこととしておこなわれている.有給取得率や代休取得率は低いと思われる.平日に学生が来ているけど,
教員が有給や代休で休みます,というのはやりづらい.(大学,第4Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

財源不足により若手の新規採用が少なくなり,教員全体が高齢化しつつある.最新の研究テーマ,実験装置等を熟知している若い教
員がいないため,研究内容が「時代おくれ」になっている研究室が散見される.(大学,第4Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

現在所属している機関ではなく任期付きのため他の大学・公的研究機関での公募を見ることが多いが,給与が明確でないことが多い
ため見込の年収で進退を決める必要があるため,家庭を持つために研究職を離れる人が少なくありません.公募時には賃金に関する
明確な情報提示が必要かと思います.また大学によって異なるのは当然かと思いますが,任期付き職員の再雇用のための審査を任
期が切れる半年前には行っていただけると大変有り難いです.人によっては再雇用のためのポイントが水準を満たさないことを直前で
知り更新ができないなどのケースがあります.半年前であれば必須項目への対処や他の公募等に応募することが可能になります.もち
ろん職員自身が意識を持って取り組むことで防げることが多いのですが,基準が曖昧な場合や全体会議に間に合わないなどの不手
際のために職を失うケースを防ぐことができれば,テニュアトラック前の任期付き職員は研究に集中できる環境になるのではないでしょ
うか.(大学,第4Ｇ,工学,研究員・助教クラス,女性)

積極的に働きかければ,それなりに組織は若手研究者のために,研究環境を整備してくれるかと思いますが,何も言わなければ,研究
スペース等の確保は,議論されない.強力な傘下に入っていない若手は,肩身が狭いのが現状だと思う.ただ,その中でも隙間を見つけ
て,研究を続けて,成果を上げていくくらいの力が必要だと思う.(大学,第4Ｇ,工学,研究員・助教クラス,女性)

一般的に,就職した後の待遇（給与や職の任期の有無等）に関して,博士後期課程まで進学し学位を取り大学・公的研究機関に就職
した場合と,修士課程を卒業して一般企業に就職した場合を比較すると,後者のほうが安定している傾向にある.そのため,優秀な人材
の確保という面からみると,現状はまだ問題があるように思う.(大学,第4Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

所属機関では，各教員の得意とする評価軸での，業績評価を行っており，それの給与（ボーナス）への反映がなされるなど，刺激的
でかつ，面白く，研究・教育活動ができる環境だと感じている.(大学,第4Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

実用化研究は人事評価しないと言われて困っている．JSTのプロジェクトを行っているので実用化は必須なのだが，実用化を進めた
結果，２つの製品化を行うものの，人事評価はされず大変困っている．女性の登用はよいが，それにより，男子学生や男性教員がポ
ストを奪われてしまっている．実力競争でなく，女性限定のポストが増えてしまい，応募すらできない状況である．博士課程の男子学
生はこのとで，アカデミックポストを諦めようとしている．(大学,第4Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

理系研究者が不安定な身分というイメージが世間に定着しつつあり,子供の理科離れを加速させている.不安定な生活基盤の現在の
若手研究者を見て,子供たちは研究者を志すであろうか？もし, 放逐前提で若手研究者の雇用を行う大学・研究機関があれば,問題
と思う.(大学,第4Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

若手研究者に対して研究環境を整えるための準備があるが，資金面で充実はしていない．人手が足りない分，教育のエフォートが
高くなり，研究エフォートへの影響が出やすい．成果主義が若手にだけかかっているにもかかわらず，給与体系など配慮が足りな
い．(大学,第4Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

長期的な視点に立って若手研究者を育成しようというシステムが存在しない.現状だと,数年間の任期を更新するがために,１年程度
の短期的な研究プロジェクトで結果を出さざるを得ないので,疲弊している若手も多い.(大学,第4Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

自分が所属する学部には女性教員は自分1人のため，問1-09,10,11の「多様な」や「より多く」という言葉が適しておらず，答えようが
なかった．理工系は他の分野に比べて，そもそも女性の割合が低いことは承知している．所属学部の環境や人事システムが不十分
だという理由で女性研究者が少なくなっているとは思わない．(大学,第4Ｇ,工学,主任研究員・准教授クラス,女性)

ものづくりやハードウェアを使用した研究といった基礎研究を実施する環境は,予算的にも人的にも厳しい状況にあると思われま
す.(大学,第4Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)

人事について,大学上層部と教授陣との間に合意が得られておらず,混乱しているように思える.そのため,不明確で,二転三転する指
示に,准教授以下の教員や若手が振り回されている感がある.(大学,第4Ｇ,工学,研究員・助教クラス,男性)
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まず,本学のように地方大学の具体的特徴・問題を見て欲しい.優秀な学生が集まりにくく,大学院生が少ないため研究室の活性が高
くなりにくい.今現在,外国人研究員,学振研究員,大学院生を「擁することのできている研究室」であっても,ひとしく落ちこぼれ学生の
面倒を見るために（むしろこういう研究室の教員のほうが手厚く面倒を見る）,研究以外のことばかりに時間をとられてしまう.研究室運
営の実績を反映させ,選択と集中により研究中心研究室（優秀な人材を伸ばせる環境を維持）,落ちこぼれ専門（レメディアル教育）研
究室と役割分担をしっかりつくり,大学としての全体のバランス・競争力を維持していく必要があると,特に地方大学においてはこういっ
た政策が本気で必要であると考えている.今の仕組みであれば何でも二極化が加速し,必然的に地方大学と都市部有名大学との差
が広がってゆく一方であり,地方大学の優秀な研究室も,大学とともに下へと引きずられてしまう（持続的発展性がない）.地方大学の
中でも分野をけん引する優秀な研究室があり,「地方重点研究室」として認定してポスドク等人件費の支援をしてあげるということを国
が率先して行ってくれるような新しい政策が必要である.そういった判断を各大学に任せれば,おそらく内部的な遠慮等もあってなか
なか研究室の差別化・選抜ができない.こういう政策こそ国がトップダウン式にリーダーシップを発揮して取り組んでもらいたい.地方大
学発,国際レベルの研究を推進でき,あるいは国際大会を誘致することにもなり,地方の活性化をも促進できるはずである！(大学,第4
Ｇ,農学,主任研究員・准教授クラス,男性)

パーマネントポジションについた女性研究者に対する処遇の改善は進んでいるように感じるが,博士課程在籍中やポスドクである女
性研究者がその恩恵を得ているとは言えない.(大学,第4Ｇ,農学,主任研究員・准教授クラス,男性)

若手教員が少ないために,研究・教育以外の業務（雑用）負担が大きくなっている.(大学,第4Ｇ,農学,主任研究員・准教授クラス,男
性)

官庁や企業において,実力（研究実績とそこから判断できる専門業務の遂行能力）にもとづいた中途採用がもっと進めば,大学・公的
研究機関・企業間の人材流動も進むと思う.博士号取得者の就職への道ももっと広がると思います.大学教員への就職は基本公募で
実力主義（中途採用）ですが,企業は新卒一括採用,官庁も年齢制限のある公務員試験による採用という年功序列をベースにした雇
用と給与体系がいぜん主流です.実力・即戦力性重視の中途採用が増えれば,博士取得者もそちらへの就職を意識した行動をもっと
とるでしょう.(大学,第4Ｇ,農学,部長・教授等クラス,男性)

任期制の導入により,研究・教育以外の業務に対する評価とのバランスが難しくなってきている.研究評価があるにもかかわらず,組織
内の委員など他業務が多く課せられ,若手研究員にとっては研究に費やす時間が削られていると感じられ,それを見ている院生に将
来像を描かせることは難しいのではないかと感じる.(大学,第4Ｇ,農学,部長・教授等クラス,男性)

所属する大学の固有の事情だが，無意味な規制が多く，教員の教育研究のための時間が十分に確保されていない.異常な状態で
ある.(大学,第4Ｇ,農学,部長・教授等クラス,男性)

予算削減で人事が凍結されている.仮に採用できても即戦力の人材を要求するため,業績の上がった年齢の上の研究者を採用する
ため,若手の採用枠が地方では極めて少ない.30歳代がほとんどいない状況である.(大学,第4Ｇ,農学,部長・教授等クラス,男性)

ポストや人事のためのポイントが恒常的に不足しており,アカデミアのポストを目指している若手研究者が安心して研究に打ち込める
状況になっていない.また,大学側としても若手教員にも教育や地域貢献の負担をかけざるを得ない状況である.(大学,第4Ｇ,農学,部
長・教授等クラス,男性)

退職教員の補充が行われず,かつ非常勤教員の雇用も削減されているため,講義,雑務の負担が急激に上昇していると考えます.(大
学,第4Ｇ,農学,主任研究員・准教授クラス,男性)

博士後期課程へ進学する学生の絶対数が減っている様に感じています.学位取得後のポスト，さらにその先の安定したポストが不十
分であることが原因の一つではないでしょうか.また，女性研究者の数が現状で十分であるとは思いませんが，優秀でなくても，女性
であることを理由にポストを得ているケースが散見されます.男女平等に優秀な研究者が正当に評価されることを願います.(大学,第4
Ｇ,工学,研究員・助教クラス,女性)

女性教員の採用は,まだまだ敬遠されているのが実情だと思う.また,女性教員のライフイベントやサバティカルで学内業務からはずれ
ることができないような状況となっており,妊娠や留学に踏み切れない.(大学,第4Ｇ,工学,研究員・助教クラス,女性)

外国人の受け入れをサポートする仕組みがなく,受け入れが負担として受け止められる.サポートする事務職員など雇用にも補助が必
要である.(大学,第4Ｇ,農学,社長・学長等クラス,女性)

大学の研究人材は,若手に限らず数の面で業務量に対して圧倒的に不足している.様々な要請に応えるために新たな試みを実行す
ることは良いことであるし必要だが,そのために古い事業をスクラップできていないことが業務・人材のアンバランスの根源的な問題で
はないかと思う.このような状況を横目で見ながら博士課程で研究を行う院生が,自分の将来の職業（とくに大学）に夢を描けるか甚だ
疑問である.このことは,優秀な若手人材が研究以外の道を選択する大きな要因の一つになっているように思われる.(大学,第4Ｇ,農
学,部長・教授等クラス,男性)

教員が研究以外の業務に追われ,大学教員が学生には魅力ある職業には見えないと思う.女性教員は数が依然として少ないが,これ
は過去,女性を採用しなかった結果であり,現在退職の近い男性教授陣が退職しない限りは大きくは改善しないと思われる（新規雇用
で増やすのは限界がある）.なお,現在同じ能力であると判断されると女性を優先的に採用する動きがあるが,これはこれで男性差別
のようにも感じられる.(大学,第4Ｇ,農学,部長・教授等クラス,男性)

博士後期課程の大学院生は年齢的にも,社会的にもご両親から独立しているので,本学では高い学費を払いながら国際レベルの研
究（国際誌）をやり遂げるには非常に難しい.アメリカ,ドイツ,中国では博士後期課程の院生は給料,あるいは全額奨学金をもらいなが
ら研究を続けているに対して,日本はこの辺のサポートが全然足りない.このままだと人材が海外へ流れてしまい,将来国際的競争で
負けるに違いない.また優秀な人材を日本の大学や研究機関へ呼ぶことが難しい.特に地方の私立大学はもっと厳しい！！！(大学,
第4Ｇ,農学,部長・教授等クラス,男性)
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研究・教育が大学教員の活動の両輪であるはずなのに,教育への負担が大きくなりすぎて,研究への時間的・人的余力が非常に乏し
くなってしまっている.(大学,第4Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男性)

地方国公立大では大学院生数が少なく,若手研究者がマネジメントのトレーニングをする機会が少ないと感じています.研究や人材
の多様性を考えても,大都市圏以外の大学院に進む学生へのインセンティブが必要ではないでしょうか.(大学,第4Ｇ,保健,主任研究
員・准教授クラス,男性)

地方大学の医学部では,専門医制度があるためと思われるが,臨床医はそちらの道を選ぶ場合がほとんどである.優れた人材がいる
のに,それで研究をしないのはもったいないと思う.臨床医の確保は,地方大学の医学部および附属病院では死活問題になる.医学部
生の時から,一本釣りのような感じで,基礎研究への興味を持たせている状況である.そのため,大学レベルではなく,国家的に対策を
練らないと,科学の衰退を招く可能性がある.再任ができるのであれば,「任期付き」（少なくとも５年程度は必要で,３年では短すぎる）で
も十分である.ただし,その評価をしっかりとおこなえるシステム作りが必須である.(大学,第4Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男性)

薬学教育は６年制となり,私学薬学部では薬剤師国家試験合格率の上昇が最大の課題となっている.また,偏差値の低い薬学部で
は,教員は学生の教育および多くの委員会活動に時間を費やされ,教員が研究に費やす時間が減少している.さらに,学部学生は,４
年次の薬学共用試験対策勉強,５年次の実務実習,６年次の国家試験対策勉強に重きを置き,十分に卒業研究などの研究に時間を
費やせない.教員,学生などの研究人材の研究環境は厳しい.一方,研究補助員を雇うには多くの研究費が必要となるが,研究業績が
なければ,研究費は確保できないのが現状である.(大学,第4Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男性)

歯学部という特殊性もあると思うが，将来の基礎系講座への希望者が年々減少していることから，人材育成の取り組みについて，根
本的に考える時期であると思われる.(大学,第4Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男性)

薬学基礎領域において,今後薬剤師の資格を有しながら博士号を持つ教員が不足するのではないかと懸念します.(大学,第4Ｇ,保
健,部長・教授等クラス,男性)

臨床があまりに忙しすぎる.大学の給与が民間および公的病院よりも低すぎ,生活のためバイトに行くので,ますます時間が無くなって
いる.(大学,第4Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男性)

医学部では,臨床もあるため研究を遂行するためには,休みを削る必要がでてくる.(大学,第4Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男性)

大学教員の人員が削減され，特に助教ポストが全国的に少なくなっていることに危機感を感じます．過去に，研究者としてのポテン
シャルを有する優秀な学生が存在するにもかかわらず，自立した研究者としての将来設計が立たずに研究者の道を断念したケース
を良く見てきました．このままでは優秀な若手研究者が育成されず，日本の科学研究は退化するリスクが極めて高いと感じます．(大
学,第4Ｇ,農学,主任研究員・准教授クラス,女性)

最近,女性限定の大学教員公募をよく見かける.しかし,博士課程に進学する女性が少ないのにその後のポストの競争が女性優遇とな
るのは不公平ではないかと感じる.業績や能力が同等なら女性優遇はまだわかるが,公募時点で男性を排除するのはいかがなものか
（男女雇用機会均等法に抵触しないのか？）.能力が劣ってでも女性教員を増やしたいのか,真に優秀な人材を教員として残したい
のか,再検討すべきなのではと思います.(大学,第4Ｇ,農学,研究員・助教クラス,男性)

人材育成には,相応の時間が必要です.しかし,制度変更が頻繁すぎる,と考えます.霞が関の人事異動のサイクルである2年間や,国
会議員の任期の4年程度で,変更があるように思います.ある国の機関では,就職をしようとした時に以下のように言われました.「4年の
時,(人事担当者曰く)『修士号が必要』.修士修了時,(人事担当者曰く)『博士号が必要』.博士修了時,(人事担当者曰く)『専門が合致
する博士号取得者(残念ながら完全には合致せず)か,4年を希望.』」.10年程度の長期計画に基づいて人材育成を実施していただき
たいです.(大学,第4Ｇ,農学,研究員・助教クラス,男性)

○○大学ではこれまでテニュアトラックによって若手研究者を確保する努力をしていることは良い点であると考えられる.しかし,大学か
ら給付される資金は減額の一途であり,実習等の教育に使用することも考えると,今後ますます外部資金がないと十分な研究費用が
確保できないことになる.かといって運営費確保のために今後人事凍結が進むと新たな人材確保が困難になることが懸念される.(大
学,第4Ｇ,農学,研究員・助教クラス,女性)

教育義務が多く,研究のための十分な時間がとれない(大学,第4Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男性)

研究に対する多角的評価が不十分である．(大学,第4Ｇ,保健,部長・教授等クラス,男性)

全ての人間が研究者を目指すことは現実的ではないが,研究者として能力を発揮できる素質を持った人が将来に不安を持たずに希
望を持って博士課程への進学が目指せる環境が必要.能力があっても,博士課程進学を諦めて企業に就職する人もいる.そのために
も,学位取得後,ある程度安心して働ける環境の整備（大学ポストや企業での博士号取得者のためのポストの充実）する必要があ
る.(大学,第4Ｇ,農学,主任研究員・准教授クラス,男性)

女性や若手の研究者の任用に取り組む例や取り組みを促す通知が,5年前と比較し明らかに多くなったと実感している.(大学,第4Ｇ,
農学,主任研究員・准教授クラス,男性)

国際的な研究教育環境を日本の大学に導入する方法として,大学が外国人ポスドクを雇用する予算をつけたらどうでしょうか？もちろ
ん,テニュアトラック的な制度にして必要であれば任期なしで雇用することも念頭にいれて.最近,文科省が進める国際交流は,研究者
に丸投げするだけでなく,大学にそのような予算をつけて運営するのも大事ではないでしょうか？女性の採用はもちろん大事なことだ
と思いますが,最近,行き過ぎの面も見えます.同等の能力なら女性をとる,あるいは女性限定とか,これこそ差別ではありませんか？女
性研究者が入っていないと申請できない研究費というのも先日知ってびっくりです.そのようなサポートで庇護されると,本当に能力の
ある女性研究者に失礼な気がします.男女差別のない研究者の環境と作るというのは,もっと社会全体の構造を変えないと無理だと思
います.(大学,第4Ｇ,農学,主任研究員・准教授クラス,男性)
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研究活動はもっぱら外部資金に依存しています.医学部では臨床研修制度の変更に伴って特に基礎医学系講座の大学院に進学
する者はほとんどいなくなりました.臨床系講座は寄付金等があるのでまだマシですが,将来の医学研究（特に基礎系）を担う人材の
育成はほぼできていない状況と言わざるを得ません.医師免許を有する基礎研究者は絶滅危惧種です.(大学,第4Ｇ,保健,主任研究
員・准教授クラス,男性)

小・中・高等学校,大学事務,官公庁等において博士号必須のポストを創出して,中堅・シニア研究者を含めた「全て」の博士号取得者
の流動性をまず高めることが必要ではないかと思われる.(大学,第4Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,男性)

大学では雑業務も多く,研究費獲得などの使命もあり,心理的ストレスも多い.そのうえ給料も安いので,あまり人材が集まらないのが現
状かと思う.(大学,第4Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,女性)

自身の所属機関では,論文業績が十分に評価されず,教育業績に重点が置かれています.実際には,所属研究室が担当する教育課
程によって,担当する授業数は決まってくるので,これで評価されるのは不当だと感じています.アカデミアの標準的な業績評価法があ
ればよいと思うのですが（あるのでしょうか？）.(大学,第4Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,女性)

私立大学で,また国家試験のある学部であるため,研究よりも教育に力を入れなければ,国試合格率の低下,入学希望者の学力低下と
いった悪循環に陥入り,定員割れ,教員削減,給与削減となります.私立大は,国公立大学よりも学力の高い学生が集まりにくいため,問
題意識の高い教授の講座では,教育に関する業務が多いように感じます.今後,医療の需要が減るわけではないので,私立大出身の
医療者のレベルの維持も,大切であると思います.かといって,その講座の教員が研究に関心がない訳ではありません.ジレンマを感じ
ております.(大学,第4Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,女性)

学振研究員の受け入れを増やしたい(大学,第4Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,男性)

①定年の引き上げと②運営費交付金の削減により,人事が停滞し,若手研究者の任期無しポストが不足するのは必然です.運営費交
付金の削減の対応策として,人事の凍結などを行う大学が多くあり,研究者の世代交代が上手く運ばなくなっているのが現状です.場
当たり的に特任教員を増やしても問題の先送りにしかならず,5年10年先を見越した人事戦略をとることが重要と考えます.例えば,5年
後に3人の退職者が見込まれている場合,5年後にその人事枠を引き継ぐという条件で2人分の人件費を5年間文科省が支援し,もう1
人分の人事枠は凍結するというような学術政策を数年間とれば,比較的痛みが少なく世代交代と人員削減が図れるかもしれませ
ん.(大学,第4Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,男性)

特に国立大学で人材の削減が行われているようである.このまま教員の削減が続くことになれば,大学において高度な教育を提供す
ることが困難になる.それは将来の日本にとって大きな問題となるであろう.(大学,第4Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,男性)

本当に優秀な人材は,せいぜい修士までしか進学しないし,現在の状況で,博士課程への進学は奨励しずらい.(大学,第4Ｇ,保健,主
任研究員・准教授クラス,男性)

薬学部が6年制になったせいもあるだろうが,大学院へ進む学生はほとんどいない.研究は楽しいと思っていても,6年の後のさらに4年
間はハードルが高い.それに,優秀な学生は国公立大学の大学院へ流れる.(大学,第4Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,男性)

私立大学では,経済的に教育用の人材を確保するのが精一杯であり（それすらも近年は削減されている）,研究用の人材を確保する
ことは不可能である.本邦における研究の多様性を維持するためには,国立大学だけでなく私立大学を含めた多様な組織における研
究を維持する必要がある.私立大学向けの競争的研究資金は存在するが,研究用人材を確保できる規模ではない.私立大学でも研
究用人材を十分確保できる様な,競争的研究資金の導入が必要である.(大学,第4Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,男性)

予算がひっ迫しており,あまり研究にお金を費やせない状態かと思います.(大学,第4Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,男性)

現状の研究者に対する評価や研究環境があまりにも偏りや締め付け（評価の偏り,研究費配分の偏り,実験計画を策定するとき煩雑
で時間を有する許可申請,それらに伴う講習会の増加など）が増大するばかりで,研究の環境が圧迫されている.私の周囲で博士課程
への進学を考えている学生には,ポスドクでは就職先も一気になくなるので修士でやめて就職する事をすすめている.(大学,第4Ｇ,保
健,主任研究員・准教授クラス,男性)

業績・人物ともにこれからその大学・研究機関に貢献してくれると考えられる人にはテニュアトラックを提案しても良いと思います.また,
本当に有能な研究者でまだ研究や教育業務を望む人には,定年を迎えた後に同じ大学内で教授職以外でポストを用意しても良いと
思います.　研究に向く人・教育に向く人・大学の運営に向く人は重ならないというより,違う能力をもった人間だと感じています.海外の
ように例えば「研究のエフォートが中心の教員」「教育のエフォートが中心の教員」「（医学部医学科であれば）診療と医学生の教育が
エフォートの中心となる教員」を分けたポストで採用しても良いように思います.実際に一部の私立大学医学部にはそういった雇われ
方をされている教授がかなりおられるようです.教員確保の予算を割いて,能力により違う雇い方をすることで日本の研究の国際競争
力が増すように思います.日本の大学にはそこまで経済的余裕がないのが現状だろうと思いますが,このまま研究・教育・マネジメント
と何でもこなす研究者個人個人の頑張りに頼っていることは日本の研究全体のためにも,その頑張っている研究者の健康と人生のた
めにも良い事にならないと思います.また一方,そうして予算を掛けて教員を能力別に分けて採用するならば,本当にその能力に長け
た人を大学側が採用する努力をしないと,現状のようにそうした頑張ってしまう研究者に仕事の負担が偏り,適所に配置されず能力を
発揮できていない研究者が大学と研究室に十分貢献しないことになってしまうとも思います.(大学,第4Ｇ,保健,主任研究員・准教授ク
ラス,男性)

研究に対する評価が適切に行われていない印象を受ける.特に臨床と研究を行っていることに対してはなんの考慮もされていないと
感じる.(大学,第4Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,男性)
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財政面の制約が大きいために,理想的な研究人材の育成を行うことに限界がある.(大学,大学共同利用機関,社長・学長等クラス,男
性)

現在所属する研究機関は,大型施設を抱え,大学を中心とする施設利用,共同利用が行われており,基本的にはスタッフに任期は付
いていない.しかし,そのスタッフだけでは施設運営,研究業務が成り立たない現状で,若手の任期付き研究者を採用せざるを得ない
状況が続いている.現状では任期のないポスト数が限られているため,実績を積んだ任期付き若手研究者の大半が,パーマネントポス
トに就くことが大変困難になっている.アメリカのように就職数年後に,本人の能力に応じて任期を付さないポストに移行できるように組
織として取り組む必要があるが,そのためには,現職員に任期を付ける必要がある.その際,同じ職位でも,職務内容が,研究者から技術
者的なものまで幅広いため,評価基準の設定が難しく,組織としての取組は十分出来ていない.(大学,大学共同利用機関,部長・教授
等クラス,男性)

外部資金等における助成金の獲得を増やし,幅広くかつ専門的な分野での研究が行われるようなシステム作りの構築が必要である.
また,卒業後の優秀な人材の活用方法としてＣＯＩ等の新しい分野でのイノベーションへの人材登用を積極的に行うべきである.(大学,
第4Ｇ,部長・教授等クラス,男性)

研究費の配分が一極集中型に偏らないように,小規模の研究課題への配分を増やし,選択肢の幅を広げるべき.(大学,第4Ｇ,保健,部
長・教授等クラス,男性)

研究者の流動化を図るために,任期付き,業績評価,年俸制等が推奨されているが,それにより研究者の身分が不安定である印象が与
えられ,博士課程への進学の意欲が低下しているように見受けられる.結果として,研究者を目指す望ましい能力を持つ若手人材の博
士課程への志望が減少しているのではないか.(大学,大学共同利用機関,社長・学長等クラス,男性)

増加したポスドクが定着できる職場が決定的に不足している.それを知っている学生が博士課程への進学を躊躇するようになってお
り,将来の学術を支える基盤が崩れ掛かっている.さらに危機的なのは,国として対応を考えるべき問題であるという意識が共有されて
いないことである.(大学,大学共同利用機関,社長・学長等クラス,男性)

博士取得後の若手研究者の処遇（ポストや研究テーマ選定等）に大きな問題を抱えていると思う.経費の削減等の理由により,本当に
優秀な人材を確保することが難しくなり,また研究テーマの選定もすぐに認められるようなものを選ぶ傾向が強くなっている.一方人員
削減のあおりは最終的には若手研究者に波及する事になり,本当に興味あるテーマを種々の困難な要素を排除して見出し実施して
いく若手研究者は,ほんの少数しかいなくなったと言ってよいのではないか.訓練期間,成長期間としてのポスドクは必要だが,不安定
な生活を長期間若手研究者に強いる現状はよくないと思う.(大学,大学共同利用機関,社長・学長等クラス,男性)

研究に専念すべき若手人材に十分な時間を与えるように心がけているが,近年,研究以外の仕事にかける時間が増えていることが心
配.(大学,大学共同利用機関,社長・学長等クラス,男性)

博士号取得者のほとんどが外部資金で雇用される任期付ポジションで仕事をするようになり,非常に短期間で成果を上げることが求
められる.その中で短期間で目覚ましい成果を上げた限られた一部の者のみ予算やポジションの獲得において著しく優位な状況に
なる.以前に比べこのような能力のある若手が独立ポジションを獲得できるようになってきたのは望ましいことだが,その一方通常の成
果が出るまでに5年以上かかるような息の長い研究に若手が取り組めなくなってきている.プロジェクトが任期途中で発表できずに終
わってしまった場合,社会的には成果は０と同じである.大局的な観点からするとまとまった成果までたどり着けない無駄な研究が多数
生まれていると感じられる.博士号取得者のポジション獲得状況が厳しいことが知れ渡る一方,学部修士卒の就職状況が好況なことも
あり,博士課程進学者はここ数年減少し続けている.研究分野や領域で高いアクティビティーを保つためには相応の研究者数が必要
であり,日本では今後こうしたアカデミックなコミュニティーが維持できるのか気がかりである.(大学,第4Ｇ,保健,研究員・助教クラス,男
性)

年齢構成が非常に歪であると感じている.教授の定年が遅く,また,定年後も嘱託としているため,ポストが空かず,准教授の年齢が４０
代から５０代後半という状態であり,上が詰まっているため,内部からの昇級が難しくなっている.その一方で,外から教授として赴任して
きた先生方の年齢層は若い印象を受ける.(大学,第4Ｇ,保健,研究員・助教クラス,男性)

任期制を増加させる流れが，優秀な若手研究者の安定雇用に悪影響を及ぼしている．早いうちから責任を持ち，研究だけでなく教
育や研究室・研究プロジェクトマネジメントの能力を身につけるためには，任期無し採用の増枠が必要であると考える．(大学,第4Ｇ,
保健,研究員・助教クラス,男性)

学長ガバナンスという制度のもとにおいて,学長の意向に従うものが学部長,学部教員へと人選されるため,実質の学部教育に必要あ
るいは適材である人材が不足している状況が強化される傾向にある.独裁状況は強固になりつつあり,改善の希望は持てない.学長
は,教育に力を入れよと発言はされるが,業績評価は論文のみのため,多くの教員が教育をなおざりにせざるを得ない.もしくは,昇格を
諦めて信念を貫くしか道がない状況がある.本学は医学部が強く,学長も医学部であるため文系学部の人材の発展が危惧される.研
究人材は偏って配分される.(大学,第4Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,女性)

研究を遂行できる能力を持った人を活かすような組織での活用がうまくなされていない.また研究に取り組む姿勢を評価する後ろ盾も
ない.(大学,第4Ｇ,保健,主任研究員・准教授クラス,女性)

上司（講師）が博士論文を書くために病欠にしていたりと本当に許せません.上位の上司は私の想いも理解されていると思いますが,
表面上は容認されている形になってしまっており,講師が自由にやっている感じです.また,講師は研究をやるために病欠や家族の介
護を理由にし,教育をおろそかにしている様子です.研究機関であるものの,教育機関であることも理解してほしいです.(大学,第4Ｇ,保
健,研究員・助教クラス,女性)

本学部は医師を養成する学部ですので,研究者を目指すことは少なく,研究に対する比重も小さいと感じています.博士後期課程修
了後はほとんどが医師として活躍の場がありますので,アカデミックな研究職に就くことは少ないです.(大学,第4Ｇ,保健,研究員・助教
クラス,男性)
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若手研究者に比較的自由を与えている代わりに,方向性を見失い,若くしてやる気を失ってしまう若手研究者が非常に多い.次の二点
が原因と思われる.（１）若手人材に対するシニア研究者のマネージメントができておらず,研究の議論の相手も少なく,方向性を見
失ってしまう.（２）優秀な若手人材の不足により,若手研究者間での競争が少なく,意欲が沸かない.特に後者は若手研究者の人材不
足であるが,その実態は,採用ポストが少ないことよりも,そもそも研究者を志す博士課程学生が少なく,競争が鈍化していることが問題
である.私自身,若手の枠に入るが,全く張り合いのない研究人生を送っており,日々憂鬱である.また,核融合分野のような大規模プロ
ジェクトの研究分野では,目的達成のために非常に多くの研究課題があるために,若手研究者の各々が異なる研究技術開発を担当
しているため,直接的なライバル関係が少なく,競争が鈍化する.(大学,大学共同利用機関,主任研究員・准教授クラス,男性)

私の米国研究機関の客員研究をつとめているので頻繁に米国の研究機関を訪れるが,中国やインド出身の若手研究者の質が年々
向上していることを肌で感じる.反面,日本からの留学生の「数」の減少を痛感するだけでなく,「質」の面でも,日本はもはやアジアナン
バーワンといえないという危機感を強く感じている.日本は内向きの高等教育を抜本的に改革する必要が有る.教員採用における女
性優遇（たとえば女性枠限定公募）の制度には反対である.科学の世界は性別・人種関係なく,研究者としての資質と実力で判断す
べきである.一方,ライフステージに応じたはたらきやすさ向上の工夫は積極的に推進すべきである.(大学,大学共同利用機関,主任研
究員・准教授クラス,男性)

基盤財源の不足(運営費交付金削減等)に起因すると思われる人員不足を強く感じている.(大学,大学共同利用機関,主任研究員・准
教授クラス,男性)

業績や貢献で大きな差がついていても,処遇には殆ど差がない.特に組織運営について,やってくれる人に偏っているが,そのインセ
ンティブはない.本来,研究や教育で貢献すべき（出来る）人が他の業務に大きく時間を取られる状況になってしまっている.(大学,大
学共同利用機関,主任研究員・准教授クラス,男性)

人件費削減でどんどん研究者の数が減って来ている.(大学,大学共同利用機関,主任研究員・准教授クラス,男性)

・博士課程へ進む学生の減少に伴う若手研究者の不足・上記問題の深刻さを上層部は理解していない(大学,大学共同利用機関,主
任研究員・准教授クラス,男性)

人材供給源である大学と大学院において，博士課程進学希望者が少ない現状が，数年後に大きな問題となると思われる.またそれ
が大学における学生の囲い込みにつながっている点も問題である.大学・公的研究機関における安定的な承継ポストの削減がその
大きな原因の一つであると考える.最近は改善の傾向もあるが，企業等が博士学位取得者の採用をさらに増加させることも，裾野を広
げることで全体の水準を押し上げることにつながり，重要と考える.(大学,大学共同利用機関,部長・教授等クラス,男性)

人件費を毎年削減されているため,新規採用がとても困難な状況になっている.(大学,大学共同利用機関,部長・教授等クラス,男性)

運営費交付金の減少や定年の延長（＝ポスト減少）により,研究職が若手に魅力のないものになっており,危機的状況である.また,こ
のままでは教授世代も海外などの転出が加速する恐れがある.(大学,大学共同利用機関,部長・教授等クラス,男性)

・当方の所属組織では多くの外国人大学院生を受け入れており，多くの大学院生が学位を取得している．当方の所属組織で学位を
取得した学生の大半は他国または自国で研究者になるだけではなく，彼らが指導している学生が大学院生として当方の所属組織に
所属し，学位を取得するといった持続型の国際交流につながっている．一方で，国内の大学の大半は講義などのカリキュラムが英語
対応していないため，外国人大学院生の受入れ（入学）ができない状況であり，国際交流につながらないといった問題がある．国内
大学（私学を含めて）のカリキュラムの英語対応は喫緊の課題と考える．・当方の所属組織では任期付き教員に対しても育休制度な
どのサポートは充実しているが，国内の一部大学では任期付き教員は単年度の契約更新であるため，育休取得が事実上不可能で
あるため，結婚や出産をためらうケースが存在する．国内の全ての大学において，このような理不尽な制度設計がないように，中央か
らの積極的な働きかけが必要と考える．(大学,大学共同利用機関,部長・教授等クラス,男性)

産学連携，世界トップレベルの研究成果，全てを行うことはできない．分野によって研究スタイルが異なるため，統一的な方針はな
い．産学連携を目指すのなら企業の予算を研究機関に入れるべきだし，世界トップレベルの研究を目指すのなら研究者の自由を増
やすべきだ．情報・工学系では若手のPDへの予算は，研究内容の自由度がない短期のものしかない．それでうまくまわる分野もある
が，そうではない分野もある．(大学,大学共同利用機関,部長・教授等クラス,男性)

研究者になろうという人材はまだいるのであるが,最終的に研究室を主催できるような地位につける人は少ない.そのため,研究者を諦
める人は多い.全ての人が研究室を主催できるような地位を望んでいるわけではない.生涯に渡って安定に研究できるような地位を望
んでいるだけの人も多い.そのような人材を確保し,その研究能力を生かすような制度がない.(大学,大学共同利用機関,部長・教授等
クラス,男性)

海外からの招聘などを考えると,制度的・給与面での制約が多く,抜本的な改革が必要である.(大学,大学共同利用機関,部長・教授等
クラス,男性)

外国人の雇用のために,承継ポストではなく,特定の職務に応じて任期をつけて,欧米並みの給与で雇用するシステムが必要大学との
クロスアポイントを行おうとすると,それぞれの教授会での人事選考が必要になり,フレキシビリティがない.(大学,大学共同利用機関,部
長・教授等クラス,男性)

他の研究機関の状況は把握しかねますが,私の所属する機関では,研究人材の採用の仕方や配置に,あまり戦略があるようには見え
ません,短期的なニーズのみを見るのではなく,長期的な戦略に基づく人員計画が必要だと感じます.(大学,大学共同利用機関,部
長・教授等クラス,男性)

無期転換ルールによって,技術支援員などの非常勤職員を５年以上雇用できず,研究に大きな支障となっている.(大学,大学共同利
用機関,部長・教授等クラス,男性)
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私自身の研究分野が文学部系に属しますので,文系の研究人材について記します.大学院重点化等の施策により,研究をさほど志さ
ない学生が多数,大学院（M・Ｄ）に進学してきます.かつて少数精鋭だった時代とは異なり,大学院が大衆化してしまったため,彼らを
研究人材としてトレーニングできない状況にあります.本来,研究人材として育つべき（優秀で熱心な）院生をスポイルしています.大学
院を大衆化しない,あるいは研究大学院と教育大学院をはっきり分ける施策を希望します.(大学,社長・学長等クラス,男性)

任期付きのポストが増えても,優秀な人材を確保することはできない.将来有望な若手が大学等の（不安定な）ポストに魅力を感じなく
なっている.（不安定な身分で競争させるようなシステムでは優れた成果は生み出せない.）(大学,社長・学長等クラス,男性)

有期雇用の研究者が多く,研究成果を出すプレッシャーを常に感じている.異分野融合研究などにチャレンジしてほしいが,現実には
難しい.(大学,社長・学長等クラス,男性)

特に理系に関して,博士前期課程修了までの就学希望者は女性も含めて非常に多いものの,博士後期課程への進学者,さらにはア
カデミックポジションを希望する博士課程修了者の比率は明らかに減少している.博士号取得後の企業への新規就職が10～20年前
よりはるかに容易になり,収入・待遇が大学等と比較し,明らかに良好のためと思われる.(大学,社長・学長等クラス,男性)

多くの大学では,助教,助手ポストが任期制であるため（本学では5年任期で再々任なし）,任期満了が近づいてくると他機関への転出
を模索し始める傾向が強くなり,能力のある優秀な人材が腰を落ち着けて基礎的な研究に打ち込むことが困難な環境である.また,結
果として当該機関から優秀な人材が流出することになり,特に地方の大学においては,人材の流動性の利点より,研究力の低下に繋が
るケースが多いのではないかと思われる.ポスドクでプロジェクト研究に組み込まれている研究者にとって問題はさらに深刻で,成果を
追い求める研究に振り回され,プロジェクトを転々としている間に年齢を重ねる有為な人材を見るとき,社会的損失が極めて大きいの
ではないかと憂慮する.(大学,社長・学長等クラス,男性)

教員削減により,大学における研究人材は不足している.(大学,社長・学長等クラス,男性)

歴史のある大学において,従来型の研究人材の育成がなされている大学が多いように感じる.その結果,ポスドク問題が発生している
と思われます.逞しさ,主体性,国際感覚のなさ,企業で生き抜く能力の欠如した大学院生が多いように思われます.その結果,博士課程
への進学者数の減少にもつながっていると思われます.(大学,社長・学長等クラス,男性)

研究の成果ばかりでなく，研究活動そのものが人材育成の機能を有すると考えている.大学院における学生教育においては,基礎的
な研究手法や計画，技術などの点で必須となる項目については教育が可能となるが，共同研究など企業等との連携した活動によ
り，基礎的研究の必要性や事業化を目指した取り組みの相互理解も不可欠と思われる.高等教育機関においては，研究の実施支援
体制が弱くなっている状況にあり，相互の連携・協働を深めるためには各機関の努力ばかりでなく，国としての支援も必要な状況に
なっている.(大学,社長・学長等クラス,男性)

若手研究者の比率が低く,特に人文社会系の若手研究者が少ない状況である.(大学,社長・学長等クラス,男性)

高度な研究能力を持った人材が不足しているが,運営費校費が年々減少しており,雇用することができない,(大学,社長・学長等クラ
ス,男性)

工学に関して言えば,脱サイロ化・脱たこつぼ化が依然大きな課題といえる.卓越研究員制度によって,産業側の人材ニーズの顕在化
や,若手人材の全国一括選考などがなされたのは,実際にかかわってみて良い方向と実感できた.工科系大学における研究環境の点
では,研究費の問題はさておき,研究スペースや研究支援人材の確保の点で解決すべき点がいまだ多い.装置・設備の共用化による
基盤的な研究環境の整備の徹底,スペースチャージ制の徹底などが急務と思う.既得権にとらわれず,明快な基準をもってグルーピン
グやスクラップアンドビルドできる仕組みの確立が,工科系では重要であり実行可能と思う.また,間接経費等の活用による研究支援要
員（事務補佐,技術保守サポート）の拡充が急務と思う.限定的であるが,勤務先の大学で拡充を進めている.前記の共用化やスペー
スの適切配分と合わせて,せっかく芽吹いてきた意欲ある若手・中堅教員の動きを側面支援する仕組みとして重要である.さらに,将来
の研究者となる学生・大学院生については,各教員の研究室に均等割りに配属させるなど,旧態依然な扱いが根深く残っている.脱サ
イロ化・脱たこつぼ化を念頭に,意欲ある学生・大学院生を育てる観点での政策誘導が必要と思われる.(大学,社長・学長等クラス,男
性)

業績評価の基準が不透明,不明確.(大学,大学共同利用機関,主任研究員・准教授クラス,男性)

若手研究者のほとんどが任期付きポジションであるため,長期的なテーマに取り組みづらいことが問題だと感じます.女性研究者の確
保のための施策として,技術専門員など育児休暇中などをサポートする人的配置の検討がより進むと良いと思います.(大学,大学共
同利用機関,主任研究員・准教授クラス,女性)

学生は,若手研究者（ポスドク・助教）が業績を上げてもポスト探し（大学・民間含めて）に苦労している状況を見ている.博士後期課程
の進学率が低下している原因には,若手研究者の雇用環境の劣悪な状況が伝わっているからである.つまり,若手研究者の職業環境
を改善しないかぎり,博士後期課程の進学率は改善できないのではないでしょうか.(大学,大学共同利用機関,研究員・助教クラス,男
性)

全国的な大学等の人件費およびポスト削減が若手研究者のポスト不足に波及している.このため,優秀な若手研究者の確保が難しい
状況になりつつある.(大学,大学共同利用機関,研究員・助教クラス,男性)

慢性的な人材不足である.研究所には優れた研究環境があるにもかかわらず,優れた学生が集まらないのは少し勿体無いように思
う.(大学,大学共同利用機関,研究員・助教クラス,男性)

若手の自立,女性,外国人研究者の割合を増加させる余裕が現場に無いように思われる.事務や運営,安全管理等のサポートの拡充,
特に技術職員の拡充でもない限り,現場は仕事でオーバーフローしており,環境整備に不可欠な上記のような研究者とのコミュニケー
ションがとれない.スタートアップ資金が充実しても孤独に置かれてしまえば,複雑な事務手続き等に右往左往する時間が長く上手く
組織に溶け込んで活躍できない.(大学,大学共同利用機関,研究員・助教クラス,男性)
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研究を活用するための産業界との橋渡しに難があると感じます.実効性の期待できるコーディネータが必要と思います.(大学,部長・
教授等クラス,男性)

新聞報道にもあるように，任期制のポジションは短期に成果の出る研究しか進められない状況を作り出し，基礎的かつ長期的な研究
を枯渇させる方向に向かっている．同様のことは，シニアの教授にも起きていて，大学からの定常的な研究資金が細る中，短期的に
アピールの強い研究計画を作って外部資金を獲得せざるをえない状況がある．これでは，長期的な目でものごとの根幹に迫る研究
人材は育たないし，そのような研究も継続できない．(大学,部長・教授等クラス,男性)

ポスドクへの経済的援助制度が不備.(大学,部長・教授等クラス,男性)

学生のモチベーションが,研究する人生を送りたいという感覚にはなっていない.今の大学生について,安全で安心な人生を送りたい
という感覚が強くあるように思います.よって,研究する人材がかなり少なくなっていると思います.(大学,部長・教授等クラス,男性)

若手研究者の比率が増えると良い.その後,民間企業への転出（研究シーズと共に）も考えられる.(大学,部長・教授等クラス,男性)

科研費等の基礎研究資金が不足していること,および,任期制による不安定さによって,若手研究者が腰を据えて基礎研究に取り組め
る環境が減少している.(大学,部長・教授等クラス,男性)

大学,特に私学においては少子化による学生減の状況に対する対応が急務であり,それぞれの機関の特徴をアピールしながら教育・
研究活動を進め研究人材を育成することは極めて厳しい状況にあると感じる.特に当然ではあるが,ガイドラインの改正等によりより公
正・的確な研究のための人材育成は当たり前であるが,今さらながら,しっかりやらねばならないという遅れた事態に情けなさを感じる.
ノーベル賞を獲得するほどの素晴らしい研究をしている一方で,不正の認識が薄い実態が存在する現状を一刻も早く改善し,有能な
研究人材を育成しなければならないと感じる.(大学,部長・教授等クラス,男性)

かつては大学院生やポスドクが多く,ポストが不足していたが,少なくとも○○○○大学においては現在,ポストはあっても良い人材が
集まらなくなっている.(大学,部長・教授等クラス,男性)

身分の安定ができず,将来的に大学等で研究者を目指す高度頭脳の確保が困難になってきている(大学,部長・教授等クラス,男性)

運営費交付金が毎年削減される中,不安的な身分に置かれたり,外部資金を取ってくることが研究能力であるとの間違った認識が蔓
延している.(大学,部長・教授等クラス,男性)

近年は以前より短期間で結果が求められ,本当の意味の基礎研究をめざす人材は育たなくなっている(大学,部長・教授等クラス,男
性)

自ら主動的に研究に取り組む姿勢が強い方と弱い方の二極化が進んでいるように感じる.これは,雇用,研究費,事務雑務の多さ等の
研究・教育活動に係る閉塞感に起因しているのではないかと思っている.(大学,部長・教授等クラス,男性)

国内全般的に,大学院（前期,後期）の定員が過剰で,研究にそれほど情熱がない学生の比率が上がっている.研究そのものと情熱を
高める必要があろう.(大学,部長・教授等クラス,男性)

職が少ない(大学,部長・教授等クラス,男性)

(*) 若手の人材（ポスドククラス）に有期のポジションしか提供できない状況は,好ましくない.「腰を落ち着けた研究」が少なくなる一方,
「すばらしい成果を出せた研究」が教育・共同研究を通じて院生・学生にトランスファーすることも難しくなっている.一方で,澱んだ人
材が居続けることを防ぐ面もある.(*) 私立大学においては,全体の定員が「学納金」によって制約される面が強く,流動性・緊急性のあ
る人事を起こしにくい.有期・無期とは別に,あらたな雇用・所属の形態が必要かもしれない.(大学,社長・学長等クラス,男性)

特に,理工系では,従来に比べ,研究スタッフの不足が見られる.また,大学教員の定数の減少や,博士後期課程への進学者も減少傾
向にあり,研究人材の層の厚さにも影響が出てきている.(大学,社長・学長等クラス,男性)

若い研究員の多くは2～3年の任期付きであり，生活上の長期展望を持てない.そのこと自体は，若手研究者が鍛えられることを考え
ると，科学の発展にとって必ずしも悪いことでは無い.しかしながら，指導者が長期的に大きく発展する研究の展望を持ち，それを若
い研究者に伝えることができないと，不安定な生活に耐えられず，精神的に動揺し，選ぶ研究課題は短期間で達成されるものに偏
る.さらに不幸なのはその短期間に達成できそうな課題が実は若い研究者には容易に達成できない場合が多いことであり，この点に
おいても研究の見通しに優れた指導者が必要である.すなわち，研究人材の問題は優れた研究指導者の育成の問題である.(大学,
社長・学長等クラス,男性)

大学や公的研究機関の研究人材が,企業などの社会との接点をもっと持つべきであり,また交流を行う場を増やすべきである.(大学,
部長・教授等クラス,男性)

本学は医学部の特殊性のためか,自由研究や独自学習に費やしうる時間的な余地がすくない.カリキュラムが詰め込まれている.医師
になるための専門学校化しているように思える.他大学の状況はあまりわからない.(大学,部長・教授等クラス,男性)

任期付き雇用が多く,研究者自身の長期ビジョンに基づいて研究を行うことは不可能な状態である.(大学,部長・教授等クラス,男性)

博士後期課程への進学が減少しているのが気がかりである.(大学,社長・学長等クラス,男性)
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理学系の博士課程修了直後の若手研究者が任期の無いポストに就くことが難しい状況がある.多様なキャリアパスを作る必要があ
る.(大学,部長・教授等クラス,男性)

非医学系分野での研究人材の質の低下を懸念（大学進学時に，理系のトップクラスが医学部に進学する状態．必然的に，非医学系
分野で，研究人材の質が低下するのは必然）．(大学,部長・教授等クラス,男性)

現在は研究人材は学生本人の意思によって大学に残った人材の中から選抜せざるを得ない.つまり,必ずしも最良の人材が選択され
ているわけではない.民間企業との取り合いになった際に大学や公的研究機関に最良の人材が残ってくれるだけの研究環境（設備
や俸給）を用意する必要がある.(大学,部長・教授等クラス,男性)

入試改革が議論されているが,入試うんぬんよりも卒業改革をすべきである（テストだけで選抜するため,多様性を無視するなど問題
はあるが,入試自体は概ね比較的うまく行ってると思う）.私自身が米国の大学と大学院で教育を受けてきたため,違いが分かるが,日
本の卒業は簡単すぎる.もっと厳しくすべきである.(大学,部長・教授等クラス,男性)

高度専門人材の育成には体系的な指導とともに,実際の研究プロジェクトを通した体験が必須である.しかしそのために教員が割ける
リソースが少なすぎる.学内外の会議などのエフォートを下げることと連動させない限り,改善しないだろう.これはGlobal COEなどの施
策は逆効果で,申請書・報告書などで更なるリソースの削減にしかつながっていない.(大学,部長・教授等クラス,男性)

医学部（だけとはかぎらないかもしれないが）の若手の研究人材の枯渇は深刻な状況にある.まず医学部卒のものは大学院に来て基
礎研究を行わない.将来の基礎医学研究者の不足が懸念される.(大学,部長・教授等クラス,男性)

私立大学では，教育にまず注力することとなり，研究人材を雇用し研究開発を推進することは，現在，不十分な状況である.私立大学
への公的な研究支援をさらに充実することが望まれる.(大学,部長・教授等クラス,男性)

近年のイノベーションは基礎的研究だけでなく，技術の組み合わせによる新しい価値観の創出という形でなされるものが増えてきた．
にもかかわらず，大学の理工学系の分野では未だ論文至上主義となっており，新規性ばかりを求め，中途半端な段階で研究を終え
てしまい，多くの研究成果が社会実装されずに消えていっている．また，学位授与の条件や人事の書類審査を突破するために論文
数を増やすため重箱の隅をつつく研究も増えている．その結果，論文を通しやすい分野に人材が集中しやすく，真にイノベーション
を求める研究者が激減している．社会で役に立つ人材を育てるという視点から，学位及び人事評価基準，強いては大学の評価基準
を根本的に見直す必要があると考える．(大学,部長・教授等クラス,男性)

企業との共同研究に学生を今以上に積極的に関与させていくべきと考えている.(大学,部長・教授等クラス,男性)

博士課程修了者は多くなったが,博士の学位を持っていることと研究能力があることは別であると感じている.能力のある若手を発掘し
て育てることが必要.問1-01は学部学生への教育者に問題があるとも言える.問1-02は学生の資質にも大きく依存する.(大学,部長・
教授等クラス,男性)

3分野,A:産業と無関係だが未知の分野が多数ある（理学,地球惑星など）,B:産業は小さいが,研究が活発に行われている（バイオ,先
端医療,ナノテク,有機合成など）,C:基幹産業を支える,基礎原理,（逆に）複雑系（工学基礎,化学工学,土木など）に分けてみる.Aには
優秀な人材が集まるが,予算やポストのリスクが大きく,キャリアパスの壁は高い.Bにも優秀な人材が集まるが,狭い専門に集中しすぎる
感があり,技術を俯瞰する力が弱い.Cに関連する研究室が（論文数評価のため）大学内で力を失っており,重要であるにもかかわら
ず,優秀な研究者が出にくい.(大学,部長・教授等クラス,男性)

私立大学の特性として,給与に反映させる業績評価は組合との関係で難しく,十分ではない状況.インセンティブとして報奨制度など
を充実させてはいるが,まだ不十分.(大学,部長・教授等クラス,男性)

常勤研究者のポストが少なすぎる(大学,部長・教授等クラス,男性)

研究人材は着実に育ってきていますが,欧米諸国,特に米国と比較した場合,博士課程学生への基礎教育のスクーリング（例：破壊靭
性に取り組む学生に必須の「破壊力学」全般における知識と実践）がまだ不足しているものと感じています.(大学,部長・教授等クラス,
男性)

ポスドク等の就職難と言われている一方で,求人広告に対するレスポンスは悪い.多くの求人募集が期限付きであることが理由か.(大
学,部長・教授等クラス,男性)

研究人材を育成するメカニズム（仕組み）が,多くの大学で構築されていない.とりわけ,研究支援人材（URA等）の育成について,外部
機関に育成を依拠するのではなく,自前での育成手法も積極的に構築するべきである.(大学,部長・教授等クラス,男性)

アクティブラーニングの主役は学生であるはずであるが，教員側のスキルや努力目標に留まっている感が強い.(大学,部長・教授等ク
ラス,男性)

大学における博士課程学生などの若手研究者に対する指導は,担当教員の指導力の有無や人間性に大きく左右され,運不運が大き
い.組織的な研究人材育成が望まれる.(大学,部長・教授等クラス,男性)

研究費で研究人材を雇用するには,大型研究費の獲得が必須であり,法人の雇用枠は限られている現状がある.従って,研究人材の
確保は困難な状況にある.(大学,部長・教授等クラス,男性)

長期にわたる研究展開が難しい成果主義である.(大学,部長・教授等クラス,男性)

イノベーションを生み出す人材の不足が叫ばれて久しいが,それに対して具体的対策が取られていることは実感出来ない(大学,部
長・教授等クラス,男性)
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ＵＲＡ等を設置して産業界との橋渡しをしているが不十分.もっと企業において経営に携わった人材を入れるべきである.(大学,部長・
教授等クラス,男性)

大学院博士後期課程進学者が少ないのは，大学・研究機関に残ってポストを得るまでの不確定要素（長期間の任期付ポストでの労
働など）が多すぎることが原因と思われるが，企業への就職に関しても，国の施策として奨励する（ルートを作る）ような方策は可能か
どうか検討頂きたい.(大学,部長・教授等クラス,女性)

現在40歳前後（ポスドク1万人計画の頃）の年代は過当競争,それより下の年代は人材不足で,年代によってアンバランスになっている
ように感じられます.博士課程進学率の低下は研究力低下に直結すると懸念されます.(大学,部長・教授等クラス,女性)

教授が定年退職しても,後任人事が成されずに,ポストが廃止になるケースが多く,新しい人材の育成が難しくなっている.(大学,主任
研究員・准教授クラス,男性)

日本では,工学の専門教育に特化しすぎており,基礎研究こそまだ国際競争力はあるが,産業界におけるイノベーション人材,ビジネス
を牽引する人材としての育成ができる環境にない.(大学,主任研究員・准教授クラス,男性)

優秀な若手研究者の就職先が不足しているため，研究人材が育ちにくい状況だと感じています．その理由の一つに，地方の国公立
大学において研究業績が著しく少ない教授陣が気楽に在籍していることが問題ではないかと感じます．特に医療系の学部・学科で
そのように感じます．(大学,部長・教授等クラス,男性)

私立大学教員は,学部教育に多くの時間を割かなければいけないので,大学院博士後期の学生の指導をする時間があまりないのが
現状である.(大学,部長・教授等クラス,男性)

博士課程入学希望者が減少しつつある.アカデミアに任期つきでなく就職できる割合いが増えないと,将来計画が描けないからであ
ろう.(大学,部長・教授等クラス,男性)

若手の研究者に自らの研究を通して,研究の哲学や最終ゴールを明確にした真の意味のメンターが少なくなっている.(大学,部長・教
授等クラス,男性)

自ら研究テーマを見つけることなどについての拘束は大きくない.ただ，自らの研究分野に対しての知識レベルは高いが，関連分野
やリベラルアーツ分野の知識が乏しく，そのような教育体系になっていない.(大学,部長・教授等クラス,男性)

予算の面から若手研究人材を多数育成することが困難であると思われる.(大学,部長・教授等クラス,男性)

研究テーマに偏りがある.新しい研究テーマに積極的に取り組まない(大学,部長・教授等クラス,男性)

大学でのポストを得ることで,研究を行わなくなる傾向が見られる（特に,教授昇任後）(大学,部長・教授等クラス,男性)

官・学・民の間の人材の相互交流を活発にすべき(大学,部長・教授等クラス,男性)

特に若手研究者にあたえる固定ポストが少なく,研究者を育成する為には条件が悪いと考えられる.(大学,部長・教授等クラス,男性)

大学院のレベルが落ちており,真に研究をするのであれば,研究補助員やポスドクを雇用する必要がある.地方大学にはポスドクは集
まりにくい.(大学,部長・教授等クラス,男性)

上記問いの問1-02については,もう少し博士課程の学生の自主性が活かされる方向も必要であると共に,博士課程の学生自身にも,
そのような気持ちや考えが必要と思う.（修士課程までの教育も見直す必要があるとも感じている.）(大学,部長・教授等クラス,男性)

研究費や生活費の確保が大変で,研究に専念できない部分があるのが問題.(大学,部長・教授等クラス,男性)

1日1回のコンタクトアワーもない場合のある学生も多く指導体制が極めて深刻.きっちり指導すれば伸びる人材は多数いるのですが,
指導する立場のレベルが低く,指導者数も少ないと思います.(大学,部長・教授等クラス,男性)

若手に関して任期制の弊害が現れてきている.論文を稼げるような研究課題,研究スタイルに流れて,問題の本質をじっくり捉える,分
野境界型の新分野に挑戦する,所属組織の将来について構想するといったことが疎かにされる傾向が強い.(大学,部長・教授等クラ
ス,男性)

研究を行う人材が不足している.博士課程の進学者の減少,ポスドクの確保が難しい.(大学,部長・教授等クラス,男性)

成果の迅速な公開が求められる分野では,研究プロジェクトの実施には研究に専念できるポスドク,博士課程学生などの人材が不可
欠である.しかし,経験を積んだ任期付き研究者に相応しいポストが十分でない,あるいは欧米のような若手研究者の流動性が低いた
め,柔軟に若手研究者を確保,育成することが難しい.(大学,部長・教授等クラス,男性)

大学の世界しか知らない教員では，企業のおける研究開発の問題発見や解決のプロセスを教えることには限界がある.(大学,部長・
教授等クラス,男性)

他機関（海外）との交流を一層推進する必要がある.(大学,部長・教授等クラス,男性)

  パート1_Q115

69

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































361



362



363







366



367



回答者名簿 (敬称略、回答者グループ毎に氏名の五十音順で示している) 

所属等 氏名

京都薬科大学 副学長 赤路 健一

北陸先端科学技術大学院大学 学長 浅野 哲夫
長岡技術科学大学 学長 東 信彦
順天堂大学 学長 新井 一
大阪市立大学 理事長；学長 荒川 哲男
宮崎大学 学長 池ノ上 克
宇都宮大学 学長 石田 朋靖
鶴見大学 学長 伊藤 克子
北里大学 学長 伊藤 智夫
奈良女子大学 学長 今岡 春樹
大学共同利用機関法人自然科学研究機構生理学研究所 所長 井本 敬二
岩手大学 学長 岩渕 明
名古屋工業大学 学長 鵜飼 裕之
富山大学 学長 遠藤 俊郎
京都産業大学 学長 大城 光正
琉球大学 学長 大城 肇
豊橋技術科学大学 学長 大西 隆
愛媛大学 学長 大橋 裕一
山口大学 学長 岡 正朗
会津大学 理事長；学長 岡 嶐一
奈良先端科学技術大学院大学 学長 小笠原 直毅
総合研究大学院大学 学長 岡田 泰伸
帯広畜産大学 学長 奥田 潔
広島大学 学長 越智 光夫
長崎大学 学長 片峰 茂
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立遺伝学研究所 所長 桂 勲
早稲田大学 総長 鎌田 薫
大学共同利用機関法人自然科学研究機構分子科学研究所 所長 川合 眞紀
福島県立医科大学 理事長；学長 菊地 臣一
大分大学 学長 北野 正剛
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立情報学研究所 所長 喜連川 優
徳島文理大学 学長 桐野 豊
室蘭工業大学 学長 空閑 良壽
九州大学 総長 久保 千春
横浜市立大学 学長 窪田 吉信
大阪教育大学 学長 栗林 澄夫
名古屋市立大学 学長 郡 健二郎
東京大学 総長 五神 真
秋田県立大学 学長 小間 篤
三重大学 学長 駒田 美弘
千葉工業大学 学長 小宮 一仁
山形大学 学長 小山 清人
浜松医科大学 学長 今野 弘之
大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構共通基盤研究施設 施設長 佐々木 慎一
弘前大学 学長 佐藤 敬
東北大学 総長 里見 進
山梨大学 学長 島田 眞路
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立極地研究所 所長 白石 和行
城西大学 学長 白幡 晶
慶應義塾大学 塾長 清家 篤
新潟大学 学長 髙橋 姿
北見工業大学 学長 髙橋 信夫
和歌山大学 学長 瀧 寛和
大学共同利用機関法人自然科学研究機構核融合科学研究所 所長 竹入 康彦
東京海洋大学 学長 竹内 俊郎
神戸大学 学長 武田 廣
酪農学園大学 学長 竹花 一成
星薬科大学 学長 田中 隆治
札幌医科大学 理事長；学長 塚本 泰司
大阪府立大学 理事長 辻 洋
東京学芸大学 学長 出口 利定
鳥取大学 学長 豐島 良太
大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構素粒子原子核研究所 所長 徳宿 克夫
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所属等 氏名

千葉大学 学長 徳久 剛史

香川大学 学長 長尾 省吾
甲南大学 学長 長坂 悦敬
大阪大学 総長 西尾 章治郎
徳島大学 学長 野地 澄晴
島根大学 学長 服部 泰直
信州大学 学長 濱田 州博
大学共同利用機関法人自然科学研究機構国立天文台 理事・台長 林 正彦
九州工業大学 理事（研究・産学連携担当） 早瀬 修二
熊本大学 学長 原田 信志
産業医科大学 学長 東 敏昭
電気通信大学 学長 福田 喬
東京理科大学 学長 藤嶋 昭
京都工芸繊維大学 学長 古山 正雄
鹿児島大学 学長 前田 芳實
同志社大学 学長 松岡 敬
東京慈恵会医科大学 学長 松藤 千弥
福井大学 学長 眞弓 光文
東京工業大学 学長 三島 良直
茨城大学 学長 三村 信男
佐賀大学 学長 宮﨑 耕治
芝浦工業大学 学長 村上 雅人
お茶の水女子大学 学長 室伏 きみ子
岐阜大学 学長 森脇 久隆
東京電機大学 学長 安田 浩
京都大学 総長 山極 壽一
北海道大学 総長 山口 佳三
埼玉大学 学長 山口 宏樹
大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構加速器研究施設 施設長 山口 誠哉
金沢大学 学長 山崎 光悦
中部大学 学長 山下 興亜
大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構物質構造科学研究所 所長 山田 和芳
東海大学 学長 山田 清志
岡山大学 研究担当理事 山本 進一
秋田大学 学長 山本 文雄
大学共同利用機関法人自然科学研究機構基礎生物学研究所 所長 山本 正幸
東京医科歯科大学 学長 吉澤 靖之
旭川医科大学 学長 吉田 晃敏
龍谷大学文学部 副学長 若原 雄昭
高知大学 学長 脇口 宏
島根大学 理事（企画・学術研究担当副学長） 秋重 幸邦
城西大学経営学部 経営学部長 新井 浅浩
北里大学研究支援センター事務室 係長 伊倉 亮
宇都宮大学学術研究部 部長 池田 宰
大阪大学経営企画オフィス 副オフィス長 池田 雅夫
徳島文理大学教務部 教務部長 石川 好文
東京海洋大学学術研究院 副学長；教授；産学・地域連携推進機構長；三陸サテライ
ト長

和泉 充

札幌医科大学産学・地域連携センター 副センター長 市川 晶一
千葉大学 副理事（研究推進）；教授 伊藤 智義
東京理科大学事務総局 大学企画部 大学企画部長 伊藤 真紀子
帯広畜産大学 理事；副学長（研究・国際連携担当） 井上 昇
情報・システム研究機構国立情報学研究所 研究戦略室 シニア・リサーチ・アドミニ
ストレーター 特任教授

今井 和雄

東京慈恵会医科大学法人事務局経営企画部 部長 植松 美知男
福島県立医科大学 理事；副学長（研究・地域医療担当） 宇川 義一
徳島大学インスティトゥーショナル・リサーチ室 学長補佐；室長 大家 隆弘
浜松医科大学研究協力課 課長 太田 正人
鹿児島大学 学長補佐 太田 一郎
滋賀医科大学 理事（研究・企画評価等担当） 小笠原 一誠
北里大学 常任理事（総務担当） 緒方 武比古
久留米大学経営企画部 部長 小河 和弘
秋田大学役員 理事（地方創生・研究担当） 小川 信明
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所属等 氏名

神戸大学 理事（研究・産学連携担当）；副学長 小川 真人

お茶の水女子大学学長戦略機構 理事；副学長 小川 温子
千葉工業大学研究支援部 部長 小田寺 茂則
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立極地研究所 企画グループ総務担
当 チームリーダー

小濱 広美

上智大学学術情報局 局長 大日方 聖信
徳島大学研究支援・産官学連携センター 副理事；センター長 織田 聡
浜松医科大学企画評価課 課長 葛山 雅弘
旭川医科大学研究支援課 課長 加藤 政昭
大分大学 理事（研究・社会連携・国際担当） 門田 淳一
筑波大学国際産学連携本部 大学執行役員（産学連携担当） 金保 安則
横浜国立大学研究推進機構 教授；産学官連携推進部門長 金子 直哉
総合研究大学院大学国際・社会連携課 国際・社会連携課長 亀井 武志
大阪府立大学産学官研究連携戦略室 室長 川口 剛司
東京電機大学研究推進社会連携センター研究推進部 課長 川瀬 清志
北海道大学 理事 川端 和重
会津大学事務局企画連携課 課長 菅野 健一
お茶の水女子大学知的財産本部 講師 北岡 タマ子
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構統計数理研究所 運営企画本部ＵＲＡ
ステーション シニア・リサーチ・アドミニストレーター

北村 浩三

静岡大学イノベーション社会連携推進機構 研究・社会産学連携担当理事；副学長 木村 雅和
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構 国立遺伝学研究所国立遺伝学研究所 
リサーチ・アドミニストレーター室 リサーチ・アドミニストレーター

来栖 光彦

東京大学研究推進部 研究推進部長 桑田 悟
弘前大学 理事（研究担当） 郡 千寿子
大学共同利用機関法人自然科学研究機構国立天文台 副台長（財務担当） 小林 秀行
秋田大学 理事（総務・情報・病院経営担当） 近藤 克幸
東京農工大学研究推進部 部長 齋藤 徳彦
東京電機大学研究推進社会連携センター産学官交流センター 課長 齋藤 裕也
芝浦工業大学研究推進室 室長 坂井 直道
和歌山大学産学連携・研究支援センター センター長 坂本 英文
大阪市立大学総務課 理事兼副学長 櫻木 弘之
横浜国立大学研究推進機構 プログラム・ディレクター（ＰＤ） 佐藤 清隆
星薬科大学総務部 課長 佐藤 史朗
山口大学学術研究部 部長 重本 隆之
富山大学研究推進機構 研究戦略室長 柴柳 敏哉
名古屋工業大学ＵＲＡオフィス リサーチ・アドミニストレーション・オフィス長 白木 邦明
宮崎大学 理事；副学長（研究・企画担当） 水光 正仁
岐阜大学 理事（企画・評価・基金担当） 杉戸 真太
城西大学 薬学研究科長;常務理事 杉林 堅次
旭川医科大学 副学長 高井 章
室蘭工業大学総務広報課研究協力室 室長 髙木 朋美
大阪府立大学高等教育推進機構 学長補佐・副機構長 高橋 哲也
山形大学企画部 部長 高橋 正敏
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立情報学研究所 総務部企画課 企画
課長

武川 利代已

酪農学園大学学務部研究支援課 主任主事 玉田 哲也
愛媛大学研究支援部研究支援課 課長 千々松 範朗
室蘭工業大学経営企画課 課長 辻 賢司
順天堂大学情報戦略ＩＲ推進室 次長 土田 博文
北陸先端科学技術大学院大学産学官連携総合推進センター センター長 寺野 稔
佐賀大学総務部企画評価課 課長 寺町 孝章
東京海洋大学学術研究院 理事・副学長 東海 正
札幌医科大学事務局経営企画課 課長 所 健一郎
東海大学大学運営本部 副本部長 利根川 昭
山形大学エンロールメント・マネジメント部 部長 長岡 祐治
滋賀医科大学研究協力課 課長 中島 賢也
鳥取大学産学・地域連携推進機構 准教授 長島 正明
大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構物質構造科学研究所 特別事務専
門職

永田 直美

電気通信大学研究推進課 課長 中田 嘉範
東京慈恵会医科大学教育センター・教育ＩＲ部門 教授 中村 真理子
大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構共通基盤研究施設 放射線科学セ
ンター センター長

波戸 芳仁
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所属等 氏名

芝浦工業大学ＳＩＴ総合研究所 所長 西川 宏之

琉球大学 研究・企画戦略担当理事 西田 睦
三重大学 副学長（社会連携担当）；教授 西村 訓弘
東京学芸大学教育学部自然科学系 学系長 新田 英雄
秋田県立大学企画・広報本部 副理事長；事務局長；企画・広報本部長 野田 敏明
山梨大学ＵＲＡ室 室長 服部 康弘
群馬大学高度研究戦略室 室長 花屋 実
山梨大学研究推進・社会連携機構 理事（学術研究担当） 早川 正幸
星薬科大学総務部 部長 林 明夫
熊本大学国際先端科学技術研究機構 機構長；シニアＵＲＡ 檜山 隆
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立極地研究所極地研・統数研統合事
務部企画グループ（極地研担当） チームリーダー（学術振興担当）

平山 均

岐阜大学 理事（学術研究・情報担当） 福士 秀人
長崎大学 理事（研究担当） 福永 博俊
名古屋大学 副理事・教授 藤巻 朗
九州大学 副理事；学術研究・産学官連携本部 副本部長 古川 勝彦
九州大学企画部 部長 堀池 幸浩
名古屋大学 副総長 前島 正義
鶴見大学 副学長 前田 伸子
岩手大学学術研究推進部 研究推進課長 前田 洋介
慶應義塾大学 常任理事 真壁 利明
鶴見大学教育研究支援センター 課長 牧 幸男
奈良女子大学学長調査戦略室 副室長 松岡 由貴
香川大学研究戦略室 副室長 松木 則夫
千葉大学 理事（研究担当）；教授 松元 亮治
東京工業大学 理事；副学長（教育・国際担当） 丸山 俊夫
大学共同利用機関法人自然科学研究機構生理学研究所 特任准教授 丸山 めぐみ
筑波大学 副学長；理事（研究担当） 三明 康郎
神戸大学 理事（企画評価担当）；総括副学長 水谷 文俊
奈良先端科学技術大学院大学研究推進機構研究推進部門 部門長 湊 小太郎
京都大学 理事 湊 長博
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構統計数理研究所 統計科学技術セン
ター情報資源室 技術職員

宮園 法明

鹿児島大学医歯学総合研究科 学長補佐；教授 宮田 篤郎
金沢大学 先端科学・イノベーション推進機構長•理事•副学長 向 智里
早稲田大学研究戦略センター 所長 棟近 雅彦
大学共同利用機関法人自然科学研究機構核融合科学研究所 副所長 室賀 健夫
京都工芸繊維大学 理事；副学長 森 肇
電気通信大学研究推進機構研究推進センター研究企画室 副室長 ＵＲＡ（特任教授） 森倉 晋
東京医科歯科大学 研究・国際展開担当理事 森田 育男
昭和大学総務部企画課 係員 森本 照美
佐賀大学本部 理事（研究・社会貢献担当） 門出 政則
福井大学総合戦略部門研究推進課 課長 山口 光男
琉球大学研究推進課 課長 山田 学
岡山大学 研究担当理事 山本 進一
大学共同利用機関法人自然科学研究機構分子科学研究所 教授 山本 浩史
同志社大学研究開発推進機構 機構長 横川 隆一
茨城大学大学戦略・ＩＲ室 大学戦略・ＩＲ室長 横木 裕宗
名古屋市立大学学術課 課長 吉井 一浩
東北大学ＩＲ室 室長 米澤 彰純
龍谷大学研究部 研究部長 脇田 健一
東京理科大学研究推進部 研究推進部長 渡辺 賢二
大学共同利用機関法人自然科学研究機構国立天文台 副台長（総務担当） 渡部 潤一
埼玉大学 理事（総務・財務担当）；事務局長 渡邊 淳平
新潟大学研究企画推進部 部長 渡部 慎二
東京医科歯科大学研究・産学連携推進機構 事務長 渡邉 剛志
東北大学総長室 主任経営企画スタッフ 菊田 克也
東海大学研究推進部 部長 山口 滋
宮崎大学工学部 教授 ティティ ズイン
東京工業大学物質理工学院 助教 相川 光介
東京理科大学理工学部 工業化学科 嘱託助教 相見 晃久
東京医科歯科大学歯学部 准教授 青木 和広
大阪府立大学生命環境科学研究科 教授 青木 考
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東京理科大学薬学部 生命創薬科学科 教授 青木 伸

京都大学基礎物理学研究所 教授 青木 慎也
東北医科薬科大学薬学部 助教 青木 空眞
北海道大学大学院情報科学研究科 助教 青木 直史
金沢大学理工研究域 数物科学系 准教授 青木 真由美
岐阜大学医学部 准教授 青木 光広
福島県立医科大学ふくしま国際医療科学センター 先端臨床研究センター 助手 粟生木 美穂
名古屋市立大学システム自然科学研究科 准教授 青柳 忍
北陸先端科学技術大学院大学情報科学系 教授 赤木 正人
横浜市立大学大学院生命医科学研究科 准教授 明石 知子
富山大学薬学部 助教 赤沼 伸乙
東京農工大学大学院生物システム応用科学府 教授 秋澤 淳
千葉大学大学院薬学研究院 教授 秋田 英万
香川大学農学部 教授 秋光 和也
東京理科大学薬学部 生命創薬科学科 准教授 秋本 和憲
京都産業大学コンピュータ理工学部 准教授 秋山 豊和
岐阜大学医学部 教授 秋山 治彦
神戸大学海事科学部・大学院海事科学研究科 助教 浅岡 聡
千葉大学大学院理学研究科 講師 朝川 毅守
弘前大学大学院医学研究科 神経解剖・細胞組織学講座 助教 浅野 義哉
岐阜大学工学部 助教 朝原 誠
大阪大学蛋白質研究所 助教 朝比奈 雄也
札幌医科大学保健医療学部 助教 浅利 剛史
信州大学医学部 皮膚科学 助教 芦田 敦子
崇城大学工学部 建築学科 教授 東 康二
東京医科歯科大学歯学部 教授 東 みゆき
東北大学工学部・工学研究科 機械機能創成専攻 教授 足立 幸志
新潟大学大学院自然科学研究科 教授 安部 隆
富山大学薬学部 准教授 阿部 肇
大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構物質構造科学研究所 准教授 阿部 仁
山形大学大学院理工学研究科 教授 阿部 宏之
広島大学大学院医歯薬保健学研究院応用生命科学部門先端歯科補綴学研究室 准教授 阿部 泰彦
北見工業大学工学部 教授 阿部 良夫
鹿児島大学医歯学総合研究科・保健学研究科・医学部・歯学部（附属病院） 助教 棈松 昌彦
東京農業大学農学部 農学科 教授 雨木 若慶
千葉大学大学院園芸学研究科 教授 天知 誠吾
慶應義塾大学理工学部 教授 天野 英晴
北海道大学歯学部・歯学研究科 教授 網塚 憲生
富山大学工学部 准教授 飴井 賢治
京都大学フィールド科学教育研究センター 教授 荒井 修亮
香川大学医学部 准教授 新井 明治
名古屋大学未来材料・システム研究所 助教 洗平 昌晃
神戸大学大学院保健学研究科 准教授 荒川 高光
奈良先端科学技術大学院大学情報科学研究科 准教授 荒川 豊
早稲田大学創造理工学部 総合機械工学科 助教 有江 浩明
名古屋大学大学院情報科学研究科 教授 有田 隆也
北海道大学大学院情報科学研究科 准教授 有田 正志
新潟大学大学院自然科学研究科 特任助教 有波 裕貴
大阪市立大学工学部 准教授 有吉 欽吾
東北大学工学部・工学研究科 助教 安藤 大輔
崇城大学薬学部 准教授 安楽 誠
信州大学工学部 機械システム工学科 准教授 飯尾 昭一郎
新潟大学工学部 准教授 飯島 淳彦
京都大学再生医科学研究所 再生増殖制御学分野 助教 飯田 敦夫
千葉大学看護学部 助教 飯野 理恵
京都大学学術情報メディアセンター 准教授 飯山 将晃
大学共同利用機関法人自然科学研究機構国立天文台 准教授 伊王野 大介
酪農学園大学獣医学群 助教 五十嵐 寛高
九州大学先導物質化学研究所 助教 井川 和宣
久留米大学医学部泌尿器科 教授 井川 掌
東京大学大学院情報理工学系研究科 講師 池内 真志
早稲田大学大学院情報生産システム研究科 助教 池沢 聡
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構統計数理研究所 数理・推論研究系 教
授

池田 思朗
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広島大学大学院先端物質科学研究科 助教 池田 丈

北海道大学北方生物圏フィールド科学センター 厚岸臨海実験所 助教 伊佐田 智規
琉球大学農学部 助教 石井 貴広
東北大学大学院医学系研究科 免疫学分野 教授 石井 直人
京都大学大学院エネルギー科学研究科 助教 石井 裕剛
京都大学工学研究科 電子工学専攻 助教 石井 良太
筑波大学生命環境系 助教 石川 香
静岡大学情報学部 助教 石川 翔吾
新潟大学理学部 物理学科 准教授 石川 文洋
東京農業大学応用生物科学部 准教授 石川 森夫
横浜市立大学医学部 医学研究科循環制御医学 教授 石川 義弘
弘前大学農学生命科学部 教授 石川 隆二
高知大学自然科学系 理学部門 助教 石黒 克也
山形大学理学部 助教 石﨑 学
広島大学大学院医歯薬保健学研究院 講師 石田 万里
広島大学総合科学研究科 教授 石田 敦彦
徳島大学大学院医歯薬学研究部 教授 石田 竜弘
北海道大学農学部 准教授 石塚 敏
長崎大学工学部・工学研究科 准教授 石塚 洋一
北海道大学獣医学部・獣医学研究科 教授 石塚 真由美
東海大学健康科学部 教授 石野 知子
東京歯科大学歯学部 教授 石原 和幸
東北大学多元物質科学研究所 助教 石原 真吾
熊本大学理学部 助教 石丸 聡子
富山大学大学院医学薬学研究部 助教 石本 哲也
秋田県立大学システム科学技術学部 機械知能システム学科 准教授 石本 志高
神戸大学医学部・医学研究科 助教 伊集院 壮
九州大学生体防御医学研究所 准教授 和泉 自泰
京都大学フィールド科学教育研究センター 准教授 伊勢 武史
大阪市立大学医学部 寄生虫学 講師 五十棲 理恵
京都大学基礎物理学研究所 准教授 板垣 直之
昭和大学薬学部 生物化学 教授 板部 洋之
京都大学大学院理学研究科 物理学・宇宙物理学専攻 准教授 市川 温子
信州大学理学部 教授 市野 隆雄
九州大学応用力学研究所 教授 出射 浩
日本大学生物資源科学部 海洋生物資源科学科 准教授 糸井 史朗
大学共同利用機関法人自然科学研究機構核融合科学研究所 准教授 伊藤 篤史
東北大学大学院情報科学研究科 助教 伊藤 康一
宮崎大学農学部 森林緑地環境科学科 教授 伊藤 哲
名古屋工業大学工学部 教授 伊藤 孝行
和歌山大学システム工学部 教授 伊東 千尋
昭和薬科大学薬学部 准教授 伊藤 俊将
熊本大学大学院先端科学研究部 助教 伊藤 紘晃
神戸大学農学部・大学院農学研究科 准教授 伊藤 博通
名古屋大学医学部 神経遺伝情報学 助教 伊藤 美佳子
北里大学理学部 准教授 伊藤 道彦
鹿児島大学大学院理工学研究科 教授 伊東 祐二
北海道大学大学院医学研究科 医学統計学分野 准教授 伊藤 陽一
秋田県立大学システム科学技術学部 電子情報システム学科 助教 伊東 良太
岐阜大学応用生物科学部 助教 稲垣 瑞穂
埼玉大学工学部 助教 稲田 優貴
東海大学情報理工学部 教授 稲葉 毅
新潟大学脳研究所 特別研究員 稲葉 洋芳
大阪府立大学生命環境科学域応用生命科学類 教授 乾 隆
茨城大学工学部 教授 乾 正知
山梨大学大学院総合研究部医学域臨床検査医学 教授 井上 克枝
高知大学医療学系 教授 井上 啓史
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立極地研究所 准教授 猪上 淳
大阪大学免疫学フロンティア研究センター 助教 井上 毅
福島県立医科大学医学部 准教授 井上 直和
東京農業大学応用生物科学部 助教 井上 博文
東京電機大学未来科学部 助教 井上 淳
京都大学再生医科学研究所 バイオメカニクス分野 准教授 井上 康博
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東京工業大学理学院 助教 井上 遼太郎

奈良先端科学技術大学院大学情報科学研究科 助教 伊原 彰紀
鳥取大学大学院工学研究科 准教授 伊福 伸介
愛媛大学プロテオサイエンスセンター 教授 今井 祐記
埼玉大学理学部 助教 今井 剛樹
東北大学未来科学技術共同研究センター 助教 今泉 文伸
香川大学医学部 助教 今大路 治之
九州工業大学大学院工学研究院電気電子工学研究系 助教 今給黎 明大
大阪大学歯学部・大学院歯学研究科 教授；副研究科長 今里 聡
京都大学ｉＰＳ細胞研究所 特定拠点助教 今村 恵子
東京大学医科学研究所 教授 井元 清哉
山形大学医学部 放射線腫瘍学講座 プロジェクト教員 岩井 岳夫
大阪府立大学生命環境科学部 助教 岩崎 忠
岐阜大学医学部 助教 岩下 拓司
千葉工業大学社会システム科学部 教授 岩下 基
大阪府立大学総合リハビリテーション学研究科 准教授 岩田 晃
三重大学大学院医学系研究科 医動物・感染医学分野 准教授 岩永 史朗
福井大学医学系部門医学領域 分子生理学分野 助教 岩本 真幸
金沢医科大学総合医学研究所・生命科学研究領域 教授 岩脇 隆夫
日本大学生物資源科学部 応用生物科学科 教授 上田 賢志
大阪府立大学生命環境科学域 助教 上田 昇平
筑波大学生命環境系 教授 植田 宏昭
京都大学生存圏研究所 助教 上田 義勝
山口大学工学部 助教 上野 和英
酪農学園大学農食環境学群 准教授 上野 敬司
山口大学大学院創成科学研究科 准教授 上野 秀一
名古屋大学工学研究科 助教 上野 智永
北海道大学水産学部 准教授 上野 洋路
横浜市立大学医学部 医学研究科臓器再生医学 助教 上野 康晴
崇城大学情報学部 助教 植村 匠
大阪府立大学生命環境科学部 准教授 植山 雅仁
熊本大学工学部 学部長；大学院自然科学研究科長；大学院先端科学研究部長；教授 宇佐川 毅
日本大学生産工学部 教授 鵜澤 正美
大阪大学工学部・大学院工学研究科 准教授 牛尾 知雄
名古屋大学未来材料・システム研究所 教授 宇治原 徹
新潟大学理学部 教授 内海 利男
東京農業大学応用生物科学部 生物応用化学科 教授 内野 昌孝
東京大学宇宙線研究所 重力波観測研究施設 准教授 内山 隆
東京農業大学国際食料情報学部 国際バイオビジネス学科 教授 内山 智裕
千葉工業大学創造工学部 都市環境工学科 教授 内海 秀幸
大阪府立大学大学院工学研究科 知能情報工学分野 助教 生方 誠希
東京医科大学医学科 高齢総合医学 准教授 馬原 孝彦
名古屋市立大学薬学部 准教授 梅澤 直樹
名古屋大学宇宙地球環境研究所 講師 梅田 隆行
北陸先端科学技術大学院大学知識科学系 助教 浦 正広
奈良女子大学理学部 准教授 浦 康之
大阪薬科大学薬学部 教授 浦田 秀仁
大阪大学サイバーメディアセンター 准教授 浦西 友樹
島根大学医学部 教授 浦野 健
広島大学大学院生物圏科学研究科 副学長；教授 江坂 宗春
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立情報学研究所 コンテンツ科学研
究系 教授

越前 功

筑波大学遺伝子実験センター センター長；教授 江面 浩
大学共同利用機関法人自然科学研究機構生理学研究所 生体恒常性発達研究部門 助教 江藤 圭
名古屋大学大学院情報科学研究科 助教 榎堀 優
東京大学医学部・分子病理学 特任准教授 江幡 正悟
金沢大学がん進展制御研究所 准教授 衣斐 寛倫
上智大学理工学部 教授；研究推進センター長 江馬 一弘
愛媛大学大学院理工学研究科 情報工学コース 特任講師 遠藤 慶一
酪農学園大学獣医学群 教授 遠藤 大二
東京工業大学理学院 教授 遠藤 久顕
熊本大学大学院生命科学研究部 助教 遠藤 元誉
広島大学歯学部 助教 應原 一久

374



所属等 氏名

愛知学院大学薬学部 准教授 大井 義明

室蘭工業大学もの創造系領域 助教 大石 義彦
広島大学医学部 准教授 大上 直秀
九州大学病院 助教 大内田 研宙
工学院大学建築学部 建築デザイン学科 准教授 大内田 史郎
日本大学生産工学部 助教 大江 秋津
昭和大学保健医療学部 准教授 大木 友美
近畿大学産業理工学部 教授 大木 優
九州大学芸術工学部・大学院芸術工学研究院・芸術工学府 助教 大草 孝介
東京大学農学部・農学生命科学研究科 准教授 大久保 範聡
佐賀大学大学院工学系研究科 特任助教 大島 孝仁
鶴見大学歯学部 口腔微生物学講座 学内教授 大島 朋子
金沢大学がん進展制御研究所 准教授 大島 浩子
岡山大学大学院医歯薬学総合研究科 助教 大島 正充
大学共同利用機関法人自然科学研究機構国立天文台 天文シミュレーションプロジェ
クト／理論研究部 助教

大須賀 健

名古屋大学理学部・理学研究科 教授 大隅 圭太
奈良先端科学技術大学院大学物質創成科学研究科 教授 太田 淳
北里大学医学部 准教授 太田 博樹
千葉大学工学部・大学院工学研究科 准教授 太田 匡則
近畿大学産業理工学部 講師 太田 壮哉
順天堂大学医療看護学部 助教 大田 康江
大分大学工学部 准教授 大竹 哲史
新潟大学教育研究院自然科学系 特任助教 大谷 真広
東京工業大学生命理工学院 教授；副学院長 太田 啓之
龍谷大学理工学部 准教授 大津 広敬
早稲田大学先進理工学部 物理学科 助教 大塚 啓
東京工業大学物質理工学院 応用化学系 教授 大塚 英幸
名古屋大学宇宙地球環境研究所 准教授 大塚 雄一
熊本大学大学院生命科学研究部（薬学系） 教授 大塚 雅巳
京都大学数理解析研究所 教授 大槻 知忠
近畿大学理工学部 機械工学科 准教授 大坪 義一
産業医科大学医学部 准教授 大津山 彰
京都大学大学院情報学研究科 教授 大手 信人
神戸大学大学院理学研究科 教授 大西 洋
日本大学理工学部 電気工学科 教授 大貫 進一郎
久留米大学医学部 生物学 准教授 大沼 雅明
東京医科大学医学科 分子病理学 助教 大野 慎一郎
鹿児島大学工学部 助教 大野 裕史
京都大学ウイルス・再生医科学研究所 教授 大野 睦人
新潟大学歯学部 教授 大峡 淳
日本大学歯学部 解剖学第Ⅰ講座 助教 大橋 晶子
大学共同利用機関法人自然科学研究機構国立天文台 教授 大橋 永芳
金沢大学理工研究域 物質科学系 助教 大橋 竜太郎
札幌医科大学保健医療学部 学部長；教授 大日向 輝美
東京医科大学医学科 呼吸器・甲状腺外科学 教授 大平 達夫
東京理科大学理工学部 建築学科 教授 大宮 喜文
北海道大学医学部 助教 大村 優
京都大学生存圏研究所 教授 大村 善治
大阪大学蛋白質研究所 准教授 大森 義裕
東北大学電気通信研究所 助教 大脇 大
崇城大学生物生命学部 応用微生物工学科 准教授 岡 祐二
近畿大学工学部 ロボティクス学科 教授 岡 正人
弘前大学理工学部 教授 岡﨑 雅明
東北大学加齢医学研究所 教授 小笠原 康悦
長岡技術科学大学工学部 教授 小笠原 渉
京都大学医学部・医学研究科 准教授 岡島 英明
北里大学獣医学部 動物生態学 准教授 岡田 あゆみ
岡山大学大学院環境生命科学研究科 助教 岡田 賢祐
信州大学工学部 物質工学科 准教授 岡田 友彦
九州大学基幹教育院 教授 緒方 広明
鳥取大学医学部 生命科学科 教授 岡田 太
大阪大学微生物病研究所 教授 岡田 雅人

375



所属等 氏名

大阪大学薬学部・大学院薬学研究科 准教授 岡田 欣晃

日本大学松戸歯学部 教授 小方 頼昌
東京大学薬学部 准教授 岡田 正弘
徳島大学大学院理工学研究部 助教 岡村 康弘
大学共同利用機関法人自然科学研究機構分子科学研究所 教授 岡本 裕巳
大阪府立大学看護学部 准教授 岡本 双美子
福島県立医科大学会津医療センター 耳鼻咽喉科学講座 教授 小川 洋
東京大学生産技術研究所 教授 沖 大幹
大阪大学基礎工学部・大学院基礎工学研究科 准教授 荻 博次
日本大学生物資源科学部 応用生物科学科 助教 沖 嘉尚
名古屋市立大学システム自然科学研究科 講師 奥津 光晴
徳島大学薬学部 准教授 奥平 桂一郞
岡山大学大学院自然科学研究科 助教 御輿 真穂
愛知学院大学歯学部 有床義歯学講座 教授 尾澤 昌悟
神戸大学海事科学部・大学院海事科学研究科 教授 小田 啓二
秋田大学大学院理工学研究科 生命科学専攻生命科学コース 教授 尾髙 雅文
神戸大学大学院理学研究科 准教授 越智 敦彦
東北大学大学院医学系研究科 生物化学分野 助教 落合 恭子
北里大学獣医学部 栄養生理学 助教 落合 優
広島大学大学院先端物質科学研究科 准教授 鬼丸 孝博
千葉工業大学社会システム科学部 助教 小野 浩之
東海大学農学部 バイオサイエンス学科 教授 小野 政輝
工学院大学建築学部 建築学科 教授 小野里 憲一
新潟大学脳研究所 教授 小野寺 理
東京理科大学生命医科学研究所 嘱託講師 小幡 裕希
東北大学流体科学研究所 教授 小原 拓

秋田大学大学院国際資源学研究科 准教授
オブラクタ スティー
ブン

福島県立医科大学ふくしま国際医療科学センター 先端臨床研究センター 教授 織内 昇
東北大学金属材料研究所 教授 折茂 慎一
北海道大学電子科学研究所 准教授 海住 英生
信州大学学術研究院農学系 教授 鏡味 裕
東北大学多元物質科学研究所 教授；副所長（共同研究担当） 垣花 眞人
北海道大学理学部・理学院・理学研究院 准教授 角五 彰
慶應義塾大学医学部 准教授 掛川 渉
京都大学薬学部・薬学研究科 教授 掛谷 秀昭
北海道大学低温科学研究所 准教授 笠原 康裕
東京大学物性研究所 助教 笠松 秀輔
東京大学宇宙線研究所 所長；教授 梶田 隆章
近畿大学工学部 情報学科 講師 加島 智子
日本大学生産工学部 応用分子化学科 教授 柏田 歩
近畿大学工学部 情報学科 准教授 片岡 隆之
神戸大学医学部・医学研究科 教授 片岡 徹
島根大学総合理工学部 助教 片岡 祐介
甲南大学理工学部 助教 片桐 幸輔
熊本大学薬学部 薬物活性学 教授 香月 博志
鳥取大学大学院医学系研究科 准教授 香月 康宏
東京大学医学部・医学系研究科 分子病理学 助教 勝野 蓉子
岡山大学資源植物科学研究所 准教授 且原 真木
三重大学工学部・工学研究科 准教授 勝又 英之
京都大学大学院地球環境学堂・学舎 教授 勝見 武
東京大学地震研究所 准教授 加藤 愛太郎
北海道大学理学部・理学院・理学研究院 准教授 加藤 徹
東北大学多元物質科学研究所 准教授 加藤 英樹
大阪府立大学高等教育推進機構 教授 加藤 幹男
徳島文理大学香川薬学部 教授；学科長 加藤 善久
お茶の水女子大学大学院人間文化創成科学研究科 教授 加藤 美砂子
京都大学薬学部・薬学研究科 助教 加藤 洋平
広島大学大学院先端物質科学研究科 教授 角屋 豊
北里大学看護学部 准教授 香取 洋子
信州大学繊維学部 准教授 金井 博幸
慶應義塾大学薬学部 教授 金澤 秀子
大分大学医学部 教授 兼板 佳孝
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北陸先端科学技術大学院大学マテリアルサイエンス系 教授 金子 達雄

札幌医科大学保健医療学部理学療法学科 准教授 金子 文成
大阪市立大学工学研究科 教授 兼子 佳久
名古屋市立大学大学院医学研究科 再生医学分野 講師 金子 奈穂子
九州大学大学院数理学研究院・数理学府 教授 金子 昌信
東北大学歯学部・歯学研究科 准教授 金高 弘恭
静岡大学情報学部 准教授 狩野 芳伸
筑波大学数理物質系 准教授 加納 英明
琉球大学医学部附属病院 麻酔科 助教 神里 興太
琉球大学工学部 准教授 神谷 大介
北海道大学大学院環境科学院・地球環境科学院 教授 神谷 裕一
愛知学院大学歯学部 歯周病学講座 助教 神谷 洋介
大分大学医学部 助教 神山 長慶
酪農学園大学農食環境学群 助教 亀岡 笑
東北大学電気通信研究所 准教授 亀田 卓
千葉工業大学先進工学部 生命科学科 教授 河合 剛太
名古屋大学大学院情報科学研究科 准教授 川合 伸幸
広島大学原爆放射線医科学研究所 助教 河合 秀彦
東北医科薬科大学医学部 教授 河合 佳子
京都大学医学部・医学研究科 教授 川上 浩司
順天堂大学保健看護学部 教授 川口 千鶴
徳島大学大学院理工学研究部 准教授 河口 洋一
佐賀大学医学部 助教 川久保 善智
富山大学大学院理工学研究部（理学） 助教 川﨑 一雄
近畿大学農学部 教授 川﨑 努
北里大学理学部 物理学科 教授 川崎 健夫
群馬大学理工学府知能機械創製部門 助教 川島 久宜
秋田県立大学システム科学技術学部 経営システム工学科 准教授 川島 洋人
大阪市立大学大学院医学研究科 肝胆膵病態内科学 教授 河田 則文
大阪府立大学理学部・理学系研究科 准教授 川西 優喜
慶應義塾大学医学部 助教 川野 義長
九州工業大学工学部 准教授 河野 英昭
近畿大学薬学部 教授 川畑 篤史
九州工業大学大学院生命体工学研究科 准教授 川原 知洋
山口大学大学院創成科学研究科 教授 川俣 純
東京大学大気海洋研究所 国際沿岸海洋研究センター センタ－長；教授 河村 知彦
京都大学ウイルス・再生医科学研究所 再生免疫学分野 教授 河本 宏
中部大学生命健康科学部 准教授 川本 善之
東海大学健康科学部 准教授 菅野 和恵
北里大学海洋生命科学部 学部長 菅野 信弘
京都大学大学院生命科学研究科 准教授 神戸 大朋
早稲田大学理工学術院 電気・情報生命工学科 教授 木賀 大介
東京農工大学大学院生物システム応用科学府 助教 菊田 真吾
和歌山大学システム工学部 助教 菊地 邦友
千葉大学大学院園芸学研究科 助教 菊池 真司
東北大学薬学部・薬学研究科 准教授 菊地 晴久
佐賀大学医学部 講師 菊池 泰弘
東京工業大学科学技術創成研究院 未来産業技術研究所 都市防災研究コア 准教授 吉敷 祥一
東北大学大学院理学研究科・理学部 准教授 岸本 直樹
東京工業大学情報理工学院 情報工学系 准教授 吉瀬 謙二
九州大学応用力学研究所 准教授 木田 新一郎
名古屋大学理学部・理学研究科 准教授 北口 雅暁
東京海洋大学海洋システム観測研究センター 特任教授 北里 洋
茨城大学理学部 教授 北出 理
北海道大学大学院生命科学院・先端生命科学研究院 助教 北村 朗
東京理科大学生命医科学研究所 教授；研究科長 北村 大介
甲南大学知能情報学部 教授 北村 達也
北海道大学遺伝子病制御研究所 免疫機能学分野 准教授 北村 秀光
神戸大学大学院工学研究科 助教 北山 雄己哉
東京大学医学部・生体構造学 教授 吉川 雅英
大分大学工学部 助教 衣本 太郎
弘前大学大学院医学研究科 統合機能生理学講座 准教授 木下 正治
北海道大学薬学部・薬学研究院 教授 木原 章雄
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大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立遺伝学研究所 構造遺伝学研究セ
ンター細胞建築研究室 助教

木村 健二

城西大学薬学部 助教 木村 聡一郎
東北大学多元物質科学研究所 教授 木村 宏之
城西大学薬学部 准教授 木村 光利
信州大学繊維学部 教授 木村 睦
龍谷大学理工学部 電子情報学科 教授 木村 睦
琉球大学大学院医学研究科 人体解剖学講座 准教授 木村 亮介
名古屋大学医学部 分子病原細菌学 准教授 木村 幸司
芝浦工業大学工学部 通信情報学群情報工学科 教授 木村 昌臣
長崎大学大学院工学研究科 電気・情報科学部門 教授 喜安 千弥
神戸大学先端融合研究環重点研究部 助教 清杉 孝司
鳥取大学大学院工学研究科 助教 櫛田 大輔
日本大学生産工学部 電気電子工学科 准教授 工藤 祐輔
岩手大学農学部 准教授 國崎 貴嗣
徳島文理大学理工学部 教授 國本 崇
甲南大学理工学部 准教授 久原 篤
東京工業大学科学技術創成研究院 先導原子力研究所 助教 グバレビッチ・アンナ
筑波大学数理物質系 講師 久保 敦
高知大学医療学系 講師 久保 亨
大学共同利用機関法人自然科学研究機構生理学研究所 教授 研究総主幹 久保 義弘
熊本大学工学部・大学院先端科学研究部（工学系） 准教授 久保田 章亀
名古屋市立大学医学部 腎・泌尿器科学分野 講師 窪田 泰江
大阪大学大学院歯学研究科 准教授 久保庭 雅恵
東北大学大学院環境科学研究科 助教 熊谷 将吾
山梨大学工学部 教授 熊田 伸弘
佐賀大学医学部 教授 倉岡 晃夫
北海道大学大学院地球環境科学研究院・大学院環境科学院 准教授 藏崎 正明
九州大学大学院システム情報科学研究院・同学府 副院長；教授 倉爪 亮
富山大学理学部 教授 倉光 英樹
徳島文理大学香川薬学部 講師 栗生 俊彦
弘前大学農学生命科学部 助教 栗田 大輔
岡山大学大学院自然科学研究科 准教授 栗林 稔
東北大学大学院医工学研究科 教授 厨川 常元
順天堂大学保健看護学部 助教 黒川 佳子
徳島大学先端酵素学研究所 次世代酵素学研究領域 助教 黒木 俊介
北里大学医療衛生学部 助教 黒崎 祥史
山梨大学生命環境学部 学部長 黒澤 尋
東京大学大気海洋研究所 准教授 黒田 潤一郎
名古屋大学未来材料・システム研究所 准教授 桒原 真人
東京工業大学情報理工学院 助教 欅 惇志
東京工業大学科学技術創成研究院化学生命科学研究所 助教 小池 隆司
神戸大学大学院医学研究科附属動物実験施設 助教 小池 智也
同志社大学生命医科学部 医工学科 教授 小泉 範子
東北大学金属材料研究所 准教授 小泉 雄一郎
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立情報学研究所 アーキテクチャ科
学研究系 准教授

鯉渕 道紘

旭川医科大学医学部 解剖学講座 准教授 甲賀 大輔
信州大学繊維学部 助教 高坂 泰弘
東北大学金属材料研究所 助教 高坂 亘
日本大学松戸歯学部 助教 河野 哲朗
京都薬科大学薬学部 助教 河渕 真治
東京大学医科学研究所 准教授 合山 進
山口大学大学院創成科学研究科農学系学域 助教 肥塚 崇男
お茶の水女子大学大学院人間文化創成科学研究科 准教授 郡 宏
昭和大学医学部 衛生学公衆衛生学講座公衆衛生学部門 教授 小風 暁
城西大学理学部数学科 教授 小木曽 岳義
産業医科大学医学部 助教 國分 啓司
北里大学医療衛生学部 准教授 小久保 謙一
千葉大学薬学部・薬学研究院 創成薬学研究部門 助教 小暮 紀行
徳島大学大学院医歯薬学研究部（薬学系） 衛生薬学分野 教授 小暮 健太朗
鹿児島大学医歯学総合研究科・保健学研究科・医学部・歯学部（附属病院） 教授 小戝 健一郎
お茶の水女子大学大学院人間文化創成科学研究科 助教 小﨑 美希
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福島県立医科大学医学部 講師 腰塚 哲朗

埼玉大学工学部 教授 小柴 健史
横浜国立大学工学研究院 教授 児嶋 長次郎
熊本大学理学部・大学院先端科学研究部 准教授 小島 知子
東京理科大学生命医科学研究所 准教授 小園 晴生
神戸大学大学院保健学研究科 助教 小瀧 将裕
日本大学工学部 生命応用化学科 准教授 児玉 大輔
島根大学生物資源科学部 生物科学科 准教授 児玉 有紀
豊橋技術科学大学大学院工学研究科電気・電子情報工学系 助教 後藤 太一
大阪大学蛋白質研究所 教授 後藤 祐児
徳島文理大学理工学部 准教授 小林 郁典
弘前大学農学生命科学部 准教授 小林 一也
岩手大学農学部 助教 小林 沙織
山口大学大学院創成科学研究科 教授 小林 淳
茨城大学工学部 助教 小林 純也
京都大学ウイルス研究所 細胞生物学研究部門 助教 小林 妙子
徳島文理大学香川薬学部 助教 小林 隆信
広島大学医学部 教授 小林 敏生
岐阜大学工学部 准教授 小林 信介
札幌医科大学医学部 衛生学講座 教授；副医学部長 小林 宣道
東海大学医学部 副学部長；教授 小林 広幸
鹿児島大学学術研究院理工学域理学系 准教授 小林 励司
鹿児島大学共同獣医学部 教授 小原 恭子
北里大学海洋生命科学部 准教授 小檜山 篤志
神戸大学大学院保健学研究科 准教授 駒井 浩一郎
鹿児島大学水産学部 准教授 小松 正治
東京大学大学院工学系研究科附属レジリエンス工学研究センター 准教授 小宮山 涼一
北里大学薬学部 微生物薬品製造学教室 助教 小山 信裕
京都大学学術情報メディアセンター 教授 小山田 耕二
京都大学大学院理学研究科 地球惑星科学専攻 助教 根田 昌典
千葉大学大学院園芸学研究科 教授 近藤 悟
大阪府立大学生命環境科学部 助教 近藤 友宏
長崎大学水産学部 助教 近藤 能子
大阪大学大学院生命機能研究科 研究科長；教授 近藤 滋
群馬大学医学部 講師 今野 歩
琉球大学農学部 准教授 金野 俊洋
京都大学大学院地球環境学堂・学舎 准教授 西前 出
信州大学農学部 准教授 斉藤 勝晴
埼玉大学工学部 准教授 齋藤 伸吾
東京理科大学理学部 応用物理学科 教授 齋藤 智彦
熊本大学発生医学研究所 准教授 斉藤 典子
北海道大学理学部・理学院・理学研究院 教授 齋藤 睦
近畿大学農学部 准教授 財満 信宏
北陸先端科学技術大学院大学マテリアルサイエンス系 助教 酒井 平祐
鹿児島大学農学部 教授；副学部長 境 雅夫
北里大学医学部 教授 堺 隆一
千葉大学看護学研究科 附属専門職連携教育研究センター 教授 兼 センター長 酒井 郁子
京都大学化学研究所 助教 榊原 圭太
早稲田大学創造理工学部 社会環境工学科 教授 榊原 豊
徳島大学先端酵素学研究所 次世代酵素学研究領域神経変性病態学分野 教授 坂口 末廣
大阪大学免疫学フロンティア研究センター 事務部門長；特任教授 阪口 薫雄
鳥取大学大学院工学研究科 教授 坂口 裕樹
岡山大学医学部 准教授 阪口 政清
長崎大学水産・環境科学総合研究科 教授 阪倉 良孝
東北大学大学院医工学研究科 助教 坂田 洋之
徳島大学大学院医歯薬学研究部 生化学分野 助教 坂根 亜由子
千葉大学大学院融合科学研究科 教授 坂本 一之
岡山大学資源植物科学研究所 教授 坂本 亘
大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構物質構造科学研究所 放射光科学
第二研究系 准教授

佐賀山 基

近畿大学工学部建築学科 准教授 崎野 良比呂
東北大学東北メディカルメガバンク機構 非常勤講師 櫻井 美佳
順天堂大学医療看護学部 教授 櫻井 しのぶ
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島根大学総合理工学部 准教授 笹井 亮

東京工業大学科学技術創成研究院フロンティア材料研究所 准教授 笹川 崇男
北里大学理学部 助教 佐々木 伸
群馬大学生体調節研究所 准教授 佐々木 努
岩手大学理工学部 助教 佐々木 誠
九州大学応用力学研究所 助教 佐々木 真
東京大学大学院数理科学研究科 准教授 佐々田 槙子
東北大学薬学部・薬学研究科 助教 笹野 裕介
秋田県立大学生物資源科学部 アグリビジネス学科 助教 佐藤 勝祥
香川大学工学部 助教 佐藤 敬子
群馬大学生体調節研究所 教授 佐藤 健
熊本大学薬学部 生命分析化学 助教 佐藤 卓史
秋田県立大学生物資源科学部 准教授 佐藤 孝
千葉大学大学院理学研究科 教授 佐藤 利典
九州大学大学院農学研究院 教授 佐藤 匡央
昭和大学保健医療学部 理学療法学科 教授 佐藤 満
京都大学理学部 助教 佐藤 康彦
宇都宮大学農学部 助教 佐藤 祐介
広島大学総合科学研究科 准教授 佐藤 明子
広島大学原爆放射線医科学研究所 計量生物研究分野 准教授 佐藤 健一
山口大学共同獣医学部 教授 佐藤 晃一
北里大学医学部 助教 佐藤 雅
京都大学防災研究所 准教授 佐山 敬洋
豊橋技術科学大学電気・電子情報工学系 教授；エレクトロニクス先端融合研究所所
長

澤田 和明

山梨大学大学院総合研究部 医学域泌尿器科学講座 講師 澤田 智史
岡山大学薬学部 教授 澤田 大介
東京医科歯科大学難治疾患研究所 エピジェネティクス分野 助教 志浦 寛相
東北大学電気通信研究所 教授 塩入 諭
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立極地研究所 助教 塩見 こずえ
横浜国立大学大学院環境情報研究院・環境情報学府 教授 四方 順司
東京農工大学工学部 助教 敷中 一洋
鹿児島大学学術研究院理工学域理学系 助教 重田 出
大学共同利用機関法人自然科学研究機構基礎生物学研究所 准教授 重信 秀治
鶴見大学歯学部 クラウンブリッジ補綴学講座 講師 重本 修伺
札幌医科大学医学部 神経科学講座 助教 篠﨑 淳
岩手大学理工学部 応用化学科 准教授 芝崎 祐二
昭和大学歯学部 歯科理工学講座 講師 柴田 陽
東京大学物性研究所 教授 柴山 充弘
秋田大学大学院国際資源学研究科 教授 柴山 敦
東京歯科大学歯学部 准教授 澁川 義幸
大阪府立大学生命環境科学部 准教授 渋谷 俊夫
大阪大学核物理研究センター 准教授 嶋 達志
三重大学大学院医学系研究科 分子病態学分野 教授 島岡 要
九州大学基幹教育院 自然科学理論系部門 准教授 島田 敬士
東京大学農学部・農学生命科学研究科 教授 嶋田 透
三重大学医学系研究科 薬理学 助教 島田 康人
東海大学健康科学部 助教 島本 さと子
鹿児島大学農学部 准教授 清水 圭一
大阪大学レーザーエネルギー学研究センター 助教 清水 俊彦
九州大学大学院農学研究院 准教授 清水 邦義
京都大学ウイルス・再生医科学研究所 助教 志村 和也
中部大学生命健康科学部 教授 下内 章人
金沢大学理工研究域 教授 下川 智嗣
大阪大学サイバーメディアセンター センター長；教授 下條 真司
新潟大学脳研究所 准教授 下畑 享良
北海道大学低温科学研究所 助教 下山 宏
広島大学大学院医歯薬保健学研究院 基礎生命科学部門 生体分子機能学 教授 宿南 知佐
熊本大学大学院生命科学研究部（薬学系） 准教授 首藤 剛
信州大学理学部 化学科 助教 庄子 卓
徳島文理大学薬学部 助教 庄司 正樹
東京大学医科学研究所 助教 城村 由和
東北大学加齢医学研究所 准教授 白石 泰之
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しらい未来科学技術共同研究センター 特任教授 白井 泰雪

東北大学大学院農学研究科 生物産業創成科学専攻 准教授 白川 仁
東北大学加齢医学研究所 助教 白川 龍太郎
昭和大学医学部 衛生学公衆衛生学講座 公衆衛生学部門 講師 白澤 貴子
九州大学薬学部・薬学研究院・薬学府 助教 白石 充典
大阪大学核物理研究センター 助教 白鳥 昂太郎
電気通信大学情報理工学研究科 教授 新 誠一
奈良先端科学技術大学院大学バイオサイエンス研究科 教授 新藏 礼子
名古屋市立大学医学部 遺伝子制御学分野 助教 新城 恵子
岡山大学大学院環境生命科学研究科 副研究科長 水藤 寛
筑波大学数理物質系 教授 末木 啓介
大阪大学微生物病研究所 准教授 末永 忠広
徳島文理大学薬学部 助教 末永 みどり
東京女子医科大学医学部 生理学（第二） 助教 末廣 勇司
九州大学応用力学研究所 助教 末吉 誠
千葉工業大学工学部 機械電子創成工学科 助教 菅 洋志
富山大学工学部 助教 須加 実
奈良女子大学理学部 准教授 杉浦 真由美
新潟大学大学院自然科学研究科 准教授 杉本 華幸
静岡大学情報学部 教授 杉山 岳弘
広島大学大学院工学研究院 教授 菅田 淳
筑波大学遺伝子実験センター 准教授 寿崎 拓哉
大阪大学免疫学フロンティア研究センター 准教授 鈴木 一博
信州大学農学部 助教 鈴木 俊介
山口大学大学院理工学研究科 講師 鈴木 祐麻
芝浦工業大学システム理工学部 教授 鈴木 達夫
広島大学薬学部 助教 鈴木 哲矢
東北大学医学部 ラジオアイソトープセンター 講師 鈴木 未来子
城西大学理学部化学科 助教 鈴木 光明
長崎大学熱帯医学研究所 助教 鈴木 基
山梨大学生命環境学部 准教授 鈴木 保任
大阪府立大学大学院工学研究科 電気情報システム工学分野 准教授 薄 良彦
茨城大学農学部 教授；学長特別補佐 鈴木 義人
山口大学大学院創成科学研究科農学系学域 准教授 鈴木 賢士
福島県立医科大学会津医療センター附属研究所 漢方医学研究室 准教授 鈴木 雅雄
徳島文理大学薬学部 准教授 角 大悟
中部大学応用生物学部 助教 墨 泰孝
東海大学医学部 講師 隅山 香織
九州大学生体防御医学研究所 教授 須山 幹太
鳥取大学農学部・共同獣医学科 准教授 寸田 祐嗣
東京大学大気海洋研究所 助教 清家 弘治
京都産業大学理学部 教授 瀬川 耕司
東京理科大学基礎工学部 生物工学科 准教授 瀬木 恵里
城西大学薬学部 教授 関 俊暢
近畿大学薬学部 准教授 関口 富美子
慶應義塾大学理工学部 専任講師 関口 康爾
東北大学加齢医学研究所 助教 関根 弘樹
京都大学原子炉実験所 教授 瀬戸 誠
芝浦工業大学工学部 助教 芹澤 愛
東京工業大学環境・社会理工学院 イノベーション科学系 准教授 仙石 慎太郎
熊本大学医学部 准教授 千住 覚
琉球大学工学部 教授 千住 智信
広島大学大学院工学研究院 准教授 造賀 芳文
東京農業大学生物産業学部 生物生産学科 教授 相馬 幸作
近畿大学理工学部 応用化学科 講師 副島 哲朗
宮崎大学農学部 獣医学科 助教 園田 紘子
東京医科歯科大学医学部 腎臓内科学分野 准教授 蘇原 映誠
京都大学大学院農学研究科 応用生物科学専攻 教授 大門 高明
徳島大学大学院理工学研究部 教授 高岩 昌弘
北海道大学北方生物圏フィールド科学センター 天塩研究林 准教授 高木 健太郎
広島大学理学研究科 助教 高木 隆吉
旭川医科大学医学部 脳機能工学研究センター センター長；教授 高草木 薫
北海道大学触媒科学研究所 准教授 高草木 達
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東北大学大学院農学研究科 国際開発学分野 助教 高篠 仁奈

愛媛大学プロテオサイエンスセンター 准教授 高島 英造
大阪大学大学院医学系研究科 医化学教室 教授 高島 成二
長崎大学環境科学部 助教 高巣 裕之
岡山大学薬学部 准教授 高杉 展正
京都薬科大学薬学部 准教授 高田 和幸
大阪大学大学院理学研究科 生物科学専攻 助教 高田 忍
大学共同利用機関法人自然科学研究機構核融合科学研究所 助教 高田 卓
九州大学大学院数理学研究院・数理学府 准教授 高田 敏恵
九州大学芸術工学研究院 准教授 高田 正幸
東北大学流体科学研究所 准教授 高奈 秀匡
東海大学工学部 動力機械工学科 准教授 高橋 俊
京都大学ｉＰＳ細胞研究所 教授 髙橋 淳
大阪大学医学部・大学院医学系研究科 消化器外科学Ⅱ講座 助教 髙橋 剛
千葉大学真菌医学研究センター 准教授 高橋 弘喜
愛媛大学プロテオサイエンスセンター 助教 高橋 宏隆
信州大学理学部 助教 髙橋 史樹
東京農業大学生物産業学部 アクアバイオ学科 助教 高橋 潤
札幌医科大学医学部 医化学講座 准教授 高橋 素子
同志社大学理工学部 准教授 高橋 康人
九州大学工学部・工学研究院・工学府 助教 髙橋 幸奈
秋田大学大学院国際資源学研究科 助教 高橋 亮平
早稲田大学情報生産システム研究科 准教授 髙畑 清人
熊本大学工学部・大学院先端科学研究部 准教授 高藤 誠
日本大学薬学部 薬学科 助教 髙宮 知子
熊本大学理学部 教授 高宮 正之
近畿大学医学部免疫学 講師 高村 史記
金沢大学医薬保健研究域医学系 教授 篁 俊成
東海大学情報通信学部 教授 高山 佳久
群馬大学大学院医学系研究科小児科 准教授 滝沢 琢己
東京大学宇宙線研究所 教授 瀧田 正人
慶應義塾大学看護医療学部 助教 瀧田 結香
崇城大学生物生命学部 応用微生物工学科 教授 田口 久貴
総合研究大学院大学先導科学研究科 助教 宅野 将平
同志社大学理工学部 機械システム工学科 教授 多久和 英樹
金沢大学医薬保健研究域医学系 助教 武市 敏明
東京工業大学科学技術創成研究院化学生命科学研究所 准教授 竹内 大介
城西大学薬学部 助教 武内 智春
大阪大学歯学部・大学院歯学研究科 助教 竹内 洋輝
京都大学大学院農学研究科 地域環境科学専攻 助教 竹内 祐子
東京大学生産技術研究所 准教授 竹内 渉
大学共同利用機関法人自然科学研究機構分子科学研究所 助教 武田 俊太郎
東北大学工学部・工学研究科 准教授 竹田 陽一
大阪大学歯学部 口腔科学専攻 助教 竹立 匡秀
新潟大学医学部 解剖学第二教室 教授 竹林 浩秀
近畿大学理工学部 教授 竹原 幸生
京都大学数理解析研究所 准教授 竹広 真一
東京女子医科大学医学部 総合研究所 准教授 竹宮 孝子
埼玉大学大学院理工学研究科 教授 田代 信
山形大学大学院理工学研究科 准教授 多田隈 理一郎
大阪大学薬学部・大学院薬学研究科 助教 立花 雅史
東京農業大学地域環境科学部 森林総合科学科 准教授 橘 隆一
大阪府立大学大学院工学研究科 研究科長；教授 辰巳砂 昌弘
順天堂大学医療看護学部 准教授 立石 彩美
名古屋市立大学看護学部 助教 田中 泉香
東北大学大学院情報科学研究科 教授 田中 和之
長岡技術科学大学工学部 准教授 田中 久仁彦
岡山大学大学院医歯薬学総合研究科 教授 田中 智之
広島大学工学部 助教 田中 智行
日本大学工学部 助教 田中 三郎
京都大学防災研究所 水資源環境研究センター 教授 田中 茂信
愛媛大学医学部 教授 田中 潤也
東京医科歯科大学医学部 分子腫瘍医学分野 教授 田中 真二
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熊本大学発生医学研究所 助教 田中 翼

鹿児島大学共同獣医学部 准教授 田仲 哲也
信州大学大学院医学系研究科 代謝制御学 准教授 田中 直樹
岡山大学異分野基礎科学研究所 教授 田中 秀樹
京都大学原子炉実験所 准教授 田中 浩基
名古屋大学環境医学研究所 助教 田中 都
名古屋市立大学大学院医学研究科 ウイルス学分野 教授 田中 靖人
東京農業大学地域環境科学部 造園科学科 助教 田中 聡
名古屋大学物質科学国際研究センター 助教 田中 慎二
東北大学大学院工学研究科 准教授 田邉 匡生
日本大学歯学部 生化学講座 准教授 田邉 奈津子
総合研究大学院大学先導科学研究科 准教授 田辺 秀之
新潟大学工学部 学部長；教授 田邊 裕治
岡山大学資源植物科学研究所 准教授 谷 明生
大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構素粒子原子核研究所 助教 谷口 七重
九州大学薬学部・薬学研究院・薬学府 准教授 谷口 陽祐
高知大学医療学系 助教 谷口 義典
広島大学原爆放射線医科学研究所 放射線医療開発研究分野 助教 谷本 圭司
日本大学松戸歯学部 准教授 谷本 安浩
大分大学工学部 教授 田上 公俊
信州大学医学部 分子細胞生理学 教授 田渕 克彦
香川大学農学部 准教授 田淵 光昭
東京農工大学農学部 講師 天竺桂 弘子
北海道大学工学部・大学院工学研究院・大学院工学院 准教授 田部 豊
新潟大学歯学部 助教 多部田 康一
東京医科歯科大学生体材料工学研究所 助教 田村 篤志
昭和薬科大学薬学部 教授 田村 修
鳥取大学農学部 学部長；教授 田村 文男
徳島大学大学院医歯薬学研究部 （薬科学部門） 助教 田良島 典子
大阪大学サイバーメディアセンター 助教 樽谷 優弥
芝浦工業大学工学部 機械学群機械工学科 准教授 丹下 学
京都大学基礎物理学研究所 助教 段下 一平
大学共同利用機関法人自然科学研究機構生理学研究所 准教授 近添 淳一
京都産業大学総合生命科学部 准教授 千葉 志信
福井大学医学部 准教授 千原 一泰
高知大学自然科学系 理学部門 教授 津江 保彦
奈良先端科学技術大学院大学バイオサイエンス研究科 准教授 塚﨑 智也
新潟大学脳研究所 助教 塚野 浩明
東京工業大学先導原子力研究所 准教授 塚原 剛彦
北海道大学大学院農学研究院 助教 津釜 大侑
東京海洋大学学術研究院 教授 塚本 達郎
徳島大学大学院医歯薬学研究部 助教 辻 大輔
琉球大学農学部 教授 辻 瑞樹
新潟大学歯学部 准教授 辻村 恭憲
筑波大学数理物質系 助教 辻本 学
中部大学応用生物学部 教授 津田 孝範
筑波大学遺伝子実験センター 助教 津田 麻衣
名古屋大学農学部・生命農学研究科 教授 土川 覚
九州大学生体防御医学研究所 助教 土本 大介
昭和薬科大学薬学部 講師 土屋 幸弘
東北大学大学院環境科学研究科 教授 土屋 範芳
大阪大学薬学部・大学院薬学研究科 研究科長；学部長；教授 堤 康央
東京電機大学情報環境学部 助教 堤 智昭
群馬大学大学院理工学府 教授 角田 欣一
愛媛大学理学部 准教授 鍔本 武久
東京大学大学院数理科学研究科 教授 坪井 俊
大阪府立大学理学部・理学系研究科 助教 津留崎 陽大
東京電機大学未来科学部 教授 鉄谷 信二
会津大学コンピュータ理工学部 教授 出村 裕英
埼玉大学大学院理工学研究科 特別研究員 寺井 琢也
新潟大学工学部 化学システム工学科 助教 寺口 昌宏
名古屋市立大学芸術工学部 助教 寺嶋 利治
埼玉大学理学部 准教授 寺田 幸功
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徳島大学歯学部 助教 寺町 順平

東海大学医学部 講師 寺山 隼人
愛媛大学大学院農学研究科 准教授 当真 要
大阪大学レーザーエネルギー学研究センター 講師 時田 茂樹
京都大学化学研究所 所長；教授 時任 宣博
佐賀大学農学部 准教授 徳田 誠
東京大学物性研究所 准教授 徳永 将史
名古屋大学宇宙地球環境研究所 教授 徳丸 宗利
室蘭工業大学くらし環境系領域 准教授 徳樂 清孝
広島大学大学院総合科学研究科 教授 戸田 昭彦
鶴見大学歯学部 助教 戸田（徳山） 麗子
千葉大学薬学部・薬学研究院 助教 殿城 亜矢子
東京電機大学情報環境学部 教授 土肥 紳一
東京大学理学部・理学系研究科 助教 富岡 征大
会津大学コンピュータ理工学部 准教授 富岡 洋一
東京大学大学院新領域創成科学研究科 准教授 富田 野乃
九州大学大学院総合理工学研究院 融合創造理工学部門 助教 冨永 亜希
福島県立医科大学ふくしま国際医療科学センター 先端臨床研究センター 准教授 富永 英之
東京農工大学大学院生物システム応用科学府 准教授 富永 洋一
徳島文理大学神経科学研究所 准教授 冨永 貴志
九州大学芸術工学部 教授 富松 潔
北海道大学触媒科学研究所 助教 鳥屋尾 隆
名古屋大学医学部 生体反応病理学 教授 豊國 伸哉
三重大学大学院地域イノベーション学研究科 教授 鳥飼 直也
奈良先端科学技術大学院大学バイオサイエンス研究科 助教 鳥山 道則
愛媛大学理学部 教授 内藤 俊雄
近畿大学薬学部 講師 長井 紀章
北陸先端科学技術大学院大学先端科学技術研究科 知識科学系 副学長；知識科学系
長；教授

永井 由佳里

中部大学生命健康科学部 助教 中井 隆介
九州工業大学工学部 教授 中尾 基
東京農工大学農学部 准教授 永岡 謙太郎
岐阜大学応用生物科学部 教授 長岡 利
日本大学理工学部 電子工学科 教授 中川 活二
長崎大学環境科学部 教授 中川 啓
大学共同利用機関法人自然科学研究機構基礎生物学研究所 助教 中川 俊徳
九州工業大学大学院情報工学研究院 システム創成情報工学研究系 准教授 中茎 隆
愛知学院大学薬学部 助教 中島 健一
大阪大学理学部・大学院理学研究科 助教 中嶋 大
奈良先端科学技術大学院大学物質創成科学研究科 准教授 中嶋 琢也
大阪府立大学２１世紀科学研究機構 ナノ科学・材料研究センター 特別講師 中瀬 生彦
鳥取大学医学部 保健学科 助教 仲宗根 眞恵
大阪大学医学部・大学院医学系研究科 細胞応答制御学分野 独立准教授 中田 慎一郎
東京工業大学物質理工学院 材料系 准教授 中田 伸生
甲南大学知能情報学部 准教授 永田 亮
大阪大学産業科学研究所 所長；教授 中谷 和彦
昭和大学薬学部 社会健康薬学講座衛生薬学部門 准教授 中谷 良人
北海道大学工学部・大学院工学研究院・大学院工学院 物質化学部門先端材料化学研
究室 助教

中西 貴之

大阪市立大学工学部 講師 中西 猛
九州大学医学部・医学研究院・医学系学府 教授 中西 洋一
京都大学フィールド科学教育研究センター 瀬戸臨海実験所 助教 中野 智之
北海道大学獣医学部・獣医学研究科 准教授 永野 昌志
徳島文理大学薬学部 教授；学科長 永浜 政博
崇城大学情報学部 教授 中原 正俊
東京電機大学理工学部 生命理工学系 教授 長原 礼宗
北里大学薬学部 教授 長光 亨
奈良先端科学技術大学院大学情報科学研究科 教授 中村 哲
九州大学大学院システム情報科学研究院電気システム工学部門 准教授 中村 大輔
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立極地研究所 教授；副所長 中村 卓司
熊本大学大学院先導機構 准教授 中村 照也
熊本大学大学院先端科学研究部（工学系） 准教授 中村 徹
久留米大学医学部 内科学講座（消化器内科部門） 助教 中村 徹
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京都大学原子炉実験所 助教 中村 秀仁

器官解剖学大学院医学系研究科医学専攻 器官解剖学講座 教授 中村 教泰
東京大学大学院数理科学研究科 助教 中村 勇哉
山口大学医学部附属病院 第三内科 助教 中邑 幸伸
東京慈恵会医科大学薬理学講座 助教 中村 行宏
崇城大学薬学部 助教 中村 仁美
豊橋技術科学大学機械工学系 准教授 中村 祐二
大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構共通基盤研究施設 超伝導低温工
学センター 教授

中本 建志

京都産業大学コンピュータ理工学部 助教 永谷 直久
島根大学医学部 准教授 中山 健太郎
東京大学宇宙線研究所附属神岡宇宙素粒子研究施設 助教 中山 祥英
千葉大学大学院看護学研究科 准教授 中山 登志子
大阪府立大学看護学部 教授 中山 美由紀
崇城大学生物生命学部 応用微生物工学科 准教授 中山 泰宗
京都薬科大学薬学部 教授 中山 祐治
久留米大学医学部 内科学講座腎臓内科部門 助教 中山 陽介
山口大学工学部 教授 中山 雅晴
東京農業大学国際食料情報学部 国際農業開発学科 教授；大学院農学研究科長；副学
長

夏秋 啓子

九州工業大学大学院生命体工学研究科 副研究科長；教授 夏目 季代久
山形大学理学部 教授 並河 英紀
愛媛大学医学部 助教 鍋加 浩明
東京医科歯科大学医学部 皮膚科学分野 講師 並木 剛
電気通信大学情報理工学研究科 教授 成見 哲
北海道大学工学部・大学院工学研究院・大学院工学院 教授；部局長 名和 豊春
九州大学大学院農学研究院（併任：農学部・農学研究院・生物資源環境科学府） 教
授

南石 晃明

大学共同利用機関法人自然科学研究機構基礎生物学研究所 進化多様性生物学領域 教
授

新美 輝幸

京都産業大学コンピュータ理工学部 学部長 新實 治男
大阪大学大学院理学研究科 物理学専攻 准教授 新見 康洋
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立遺伝学研究所 系統生物研究セン
ター原核生物遺伝研究室 教授

仁木 宏典

北海道大学電子科学研究所 所長；教授 西井 準治
名古屋大学農学部・生命農学研究科 助教 西内 俊策
近畿大学医学部ゲノム生物学 教授 西尾 和人
宮崎大学工学部 教授 西岡 賢祐
山口大学共同獣医学部 准教授 西垣 一男
長崎大学工学部・工学研究科 助教 西川 貴文
大阪大学接合科学研究所 准教授 西川 宏
京都大学薬学部・薬学研究科 准教授 西川 元也
長岡技術科学大学工学部 助教 西川 雅美
大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構素粒子原子核研究所 准教授 西口 創
徳島大学疾患酵素学研究センター 免疫病態研究部門 助教 西嶋 仁
岡山大学大学院医歯薬学総合研究科 准教授 西田 崇
名古屋大学大学院情報科学研究科 情報システム学専攻 准教授 西田 直樹
東京医科歯科大学難治疾患研究所 発生再生生物学分野 教授 仁科 博史
熊本大学発生医学研究所 所長；教授 西中村 隆一
九州大学大学院総合理工学研究院・総合理工学府 准教授 西堀 麻衣子
京都大学薬学部・薬学研究科 医薬創成情報科学専攻 助教 西村 慎一
北海道大学大学院生命科学院・先端生命科学研究院 教授 西村 紳一郎
和歌山大学システム工学部 助教 西村 竜一
京都大学霊長類研究所 准教授 西村 剛
佐賀大学大学院工学系研究科 電気電子工学専攻 助教 西山 英輔
名古屋大学元工学研究科 名古屋大学名誉教授；非常勤講師 西山 久雄
筑波大学生命環境系 准教授 丹羽 隆介
静岡大学工学部 准教授 庭山 雅嗣
新潟大学医学部 生理学第二教室 准教授 任 書晃
宮崎大学工学部 助教 糠澤 桂
東海大学工学部 航空宇宙学科航空宇宙学専攻 講師 沼田 大樹
岡山大学大学院環境生命科学研究科 准教授 能年 義輝
大阪大学産業科学研究所 セルロースナノファイバー材料研究分野 准教授 能木 雅也
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慶應義塾大学薬学部 准教授 野口 耕司

北海道大学農学部 生物環境工学科 教授 野口 伸
琉球大学大学院医学研究科 再生医学講座 教授 野口 洋文
東京農業大学農学部 農学科 助教 野口 有里紗
秋田県立大学生物資源科学部 助教 野下 浩二
山口大学理学部 助教 野﨑 隆之
三重大学生物資源学部・大学院生物資源学研究科 准教授 野中 寛
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立遺伝学研究所 実験圃場 准教授 野々村 賢一
東京医科歯科大学難治疾患研究所 幹細胞制御分野 准教授 信久 幾夫
京都大学大学院エネルギー科学研究科 准教授 袴田 昌高
千葉大学大学院理学研究科 准教授 萩原 学
京都大学大学院エネルギー科学研究科 教授 萩原 理加
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構統計数理研究所 データ科学研究系 助
教

朴 堯星

京都大学生存圏研究所 准教授 橋口 浩之
日本大学薬学部 准教授 橋崎 要
三重大学生物資源学部・大学院生物資源学研究科 教授 橋本 篤
東北大学金属材料研究所 助教 橋本 顕一郎
名古屋工業大学工学部 准教授 橋本 忍
福島県立医科大学医学部 助教 橋本 仁志
高知大学理学部 准教授 橋本 善孝
早稲田大学創造理工学部 経営システム工学科 准教授 蓮池 隆
九州工業大学大学院生命体工学研究科 助教 長谷川 一徳
中部大学応用生物学部 准教授 長谷川 浩一
広島大学総合科学研究科 助教 長谷川 巧
秋田県立大学システム科学技術学部 建築環境システム学科 教授 長谷川 兼一
大学共同利用機関法人自然科学研究機構基礎生物学研究所 教授 長谷部 光泰
日本大学理工学部 建築学科 准教授 秦 一平
東京工業大学生命理工学院 准教授 秦 猛志
北海道大学大学院医学研究科 医化学分野 教授 畠山 鎮次
近畿大学理工学部 助教 畑中 美穂
東京工業大学科学技術創成研究院 未来産業技術研究所 教授 初澤 毅
大阪大学産業科学研究所 ナノ機能材料デバイス研究分野 助教 服部 梓
京都大学大学院生命科学研究科 助教 服部 佑佳子
大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構素粒子原子核研究所 教授 花垣 和則
慶應義塾大学薬学部 助教 花屋 賢悟
名古屋市立大学芸術工学部 准教授 塙 大
千葉大学医学部・医学研究院 助教 馬場 敦
東京大学地震研究所 助教 馬場 聖至
京都大学生存圏研究所 助教 馬場 啓一
金沢大学がん進展制御研究所 助教 馬場 智久
京都大学大学院エネルギー科学研究科 准教授 浜 孝之
室蘭工業大学くらし環境系領域 教授 濱 幸雄
徳島大学歯学部 教授 浜田 賢一
鶴見大学歯学部 教授 早川 徹
佐賀大学農学部 教授 早川 洋一
長崎大学熱帯医学研究所 准教授 早坂 大輔
京都大学霊長類研究所 助教 林 美里
愛媛大学大学院理工学研究科 応用化学コース 准教授 林 実
奈良女子大学理学部 学部長；教授 林井 久樹
東京工業大学科学技術創成研究院 准教授 林崎 規託
東京大学大学院工学系研究科社会基盤学専攻 助教 原 祐輔
日本薬科大学薬学部 薬学科薬品創製化学分野 教授 原口 一広
名古屋市立大学看護学部 准教授 原沢 優子
島根大学医学部 助教 原嶋 奈々江
崇城大学薬学部 教授 原武 衛
京都大学大学院地球環境学堂・学舎 助教 原田 英典
日本大学工学部 生命応用化学科 教授 春木 満
神戸大学理学部・大学院理学研究科 助教 春名 太一
信州大学工学部 学部長；教授 半田 志郎
北里大学医療衛生学部 教授 半田 知也
静岡大学理学部 准教授 阪東 一毅
大阪大学薬学部・大学院薬学研究科 助教 東阪 和馬
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京都産業大学理学部 助教 東谷 章弘

大阪大学情報科学研究科 コンピュータサイエンス専攻 准教授 肥後 芳樹
広島大学総合科学研究科 准教授 彦坂 暁
筑波大学医学医療系 教授 久武 幸司
大阪大学基礎工学部・大学院基礎工学研究科 助教 久武 信太郎
京都大学ウイルス・再生医科学研究所 准教授 土方 誠
愛媛大学社会連携推進機構 紙産業イノベーションセンター 講師 秀野 晃大
鳥取大学農学部 助教 美藤 友博
東京大学医学部・神経生化学 教授 尾藤 晴彦
京都大学原子炉実験所 准教授 日野 正裕
金沢大学医薬保健研究域薬学系 准教授 檜井 栄一
龍谷大学理工学部 助教 兵藤 憲吾
京都大学学術情報メディアセンター 助教 平石 拓
大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構共通基盤研究施設 機械工学セン
ター 准教授

平木 雅彦

東北大学薬学部・薬学研究科 教授 平澤 典保
名古屋市立大学薬学部 教授 平嶋 尚英
北海道大学歯学研究科・歯学部 助教 平田 恵理
東京工業大学工学院 助教 平田 慎之介
東北大学原子分子材料科学高等研究機構 教授 平野 愛弓
香川大学医学部 教授 平野 勝也
東京大学薬学部・薬学系研究科 助教 平野 圭一
東京農業大学農学部 畜産学科 准教授 平野 貴
千葉大学医学部・医学研究院 准教授 平原 潔
長崎大学熱帯医学研究所 教授 平山 謙二
鹿児島大学大学院理工学研究科 助教 平山 斉
同志社大学生命医科学部 医情報学科 准教授 飛龍 志津子
北陸先端科学技術大学院大学情報科学系 准教授 廣川 直
横浜市立大学医学部 医学研究科分子細胞生物学 講師 廣瀬 智威
広島大学大学院先端物質科学研究科 助教 廣田 隆一
同志社大学生命医科学部 助教 日和 悟
愛媛大学理学部 助教 福井 眞生子
北海道大学触媒科学研究所 教授 福岡 淳
山形大学大学院有機材料システム研究科 助教 福島 和樹
芝浦工業大学システム理工学部 助教 福田 亜希子
大阪大学微生物病研究所 助教 福原 崇介
東北大学歯学部・歯学研究科 教授 福本 敏
九州大学歯学部・歯学研究院・歯学府 助教 藤井 慎介
長崎大学環境科学部 准教授 藤井 秀道
福井大学医学系部門医学領域 耳鼻咽頭科・頭頸部外科学分野 教授 藤枝 重治
順天堂大学保健看護学部 准教授 藤尾 祐子
大阪大学レーザーエネルギー学研究センター 教授 藤岡 慎介
北海道大学電子科学研究所 助教 藤岡 正弥
工学院大学建築学部 まちづくり学科 助教 藤賀 雅人
福井大学学術研究院工学系部門 教授 藤垣 元治
琉球大学工学部 助教 藤川 正毅
九州大学マス・フォア・インダストリ研究所 教授 藤澤 克樹
岩手大学理工学部 物理・材料理工学科 教授 藤代 博之
京都産業大学総合生命科学部 研究助教 藤田 明子
名古屋大学農学部・生命農学研究科 教授 藤田 祐一
名古屋大学宇宙地球環境研究所 講師 藤波 初木
山口大学大学院医学系研究科保健学専攻 地域・老年看護学講座 准教授 藤村 一美
大阪薬科大学薬学部 准教授 藤森 功
茨城大学理学部 助教 藤谷 渉
大阪府立大学理学部 助教 藤原 大佑
北里大学薬学部 薬剤学教室 講師 藤原 亮一
大阪府立大学高等教育推進機構 教育拠点形成教員 二木 昌宏
東京農工大学農学部 教授；大学院連合農学研究科研究科長 船田 良
東京大学薬学部・薬学系研究科 教授 船津 高志
香川大学工学部 教授 舟橋 正浩
同志社大学生命医科学部 医生命システム学科 准教授 舟本 聡

新潟大学工学部 助教
プラムディタ ジョナ
ス
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筑波大学医学医療系医学医療系 准教授 古川 宏

北里大学海洋生命科学部 助教 古川 史也
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立情報学研究所 情報社会相関研究
系 助教

古川 雅子

東北大学理学部・大学院理学研究科 地学専攻 助教 古川 善博
東京理科大学理学部 応用化学科 准教授 古海 誓一
北里大学看護学部 助教 古屋 悦世
上智大学理工学部 准教授；音楽医科学研究センター長 古屋 晋一
東京医科歯科大学歯学部 助教 保坂 啓一
東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授 保坂 寛
秋田県立大学生物資源科学部 応用生物科学科 教授 穂坂 正博
神戸大学大学院医学研究科 内科学講座消化器内科学分野 助教 星 奈美子
千葉大学薬学部・薬学研究院 准教授 星野 忠次
酪農学園大学農食環境学群 教授 星野 仏方
広島大学生物圏科学研究科 助教 星野 由美
京都大学数理解析研究所 助教 星野 直彦
大阪大学工学部・大学院工学研究科 助教 細井 卓治
東海大学情報通信学部 准教授 程島 奈緒
群馬大学生体調節研究所 助教 堀居 拓郞
弘前大学理工学部 助教 堀内 一穂
京都大学工学研究科 電子工学専攻 特定助教 堀田 昌宏
崇城大学情報学部 准教授 堀部 典子
北陸先端科学技術大学院大学情報科学系 助教 本郷 研太
宮崎大学農学部 植物生産環境科学科 准教授 本勝 千歳
徳島大学歯学部 教授 誉田 栄一
日本大学歯学部 歯科放射線学講座 教授 本田 和也
慶應義塾大学理工学部 物理情報工学科 教授 本多 敏
愛知学院大学歯学部 口腔解剖学講座 教授 本田 雅規
芝浦工業大学工学部 電気電子学群 電子工学科 教授 本間 哲哉
鹿児島大学学術研究院理工学域工学系 教授 本間 俊雄
徳島大学先端酵素学研究所 次世代酵素学研究領域 准教授 真板 宣夫
富山大学理学部 准教授 前川 清人
宇都宮大学農学部 准教授 前田 勇
九州大学歯学部・歯学研究院・歯学府 教授 前田 英史
昭和大学薬学部 臨床薬学講座感染制御薬学部門 助教 前田 真之
静岡大学工学部 助教 前原 貴憲
琉球大学理学部 教授 眞榮平 孝裕
北里大学看護学部 教授 眞茅 みゆき
電気通信大学大学院情報理工学研究科 助教 牧 昌次郎
東北大学農学部 応用生命科学専攻 教授 牧野 周
東京大学分子細胞生物学研究所 助教 牧野 吉倫
大学共同利用機関法人自然科学研究機構分子科学研究所 准教授 正岡 重行
鹿児島大学共同獣医学部 特任助教 正谷 達謄
東北大学大学院医学系研究科 消化器病態学分野 准教授 正宗 淳
京都大学エネルギー理工学研究所 准教授 増田 開
徳島大学大学院医歯薬学研究部 人類遺伝学分野 准教授 増田 清士
近畿大学産業理工学部 准教授 益田 信也
東京海洋大学大学院海洋工学系 准教授 増田 光弘
名古屋大学環境医学研究所 准教授 増田 雄司
芝浦工業大学システム理工学部 准教授 増田 幸宏
東京大学理学部・理学系研究科 教授 升本 順夫
千葉大学大学院理学研究科 助教 間瀬 圭一
東京電機大学理工学部 情報システムデザイン学系 助教 松井 加奈絵
京都大学医学部・医学研究科 助教 松井 亮介
山形大学理学部 准教授 松井 淳
滋賀医科大学医学部 バイオメディカル・イノベーションセンター 特任教授 松浦 昌宏
近畿大学薬学部 助教 松尾 一彦
三重大学生物資源学部・大学院生物資源学研究科 講師 松尾 奈緒子
鹿児島大学医歯学総合研究科・保健学研究科・医学部・歯学部（附属病院） 准教授 松尾 美樹
神戸大学大学院医学研究科 内科学講座腫瘍・血液内科学分野 准教授 松岡 広
熊本大学血液内科学 教授 松岡 雅雄
中部大学工学部 都市建設工学科 教授 松尾 直規
岡山大学医学部 教授 松川 昭博

388



所属等 氏名

九州大学大学院総合理工学研究院・総合理工学府 助教 松清 修一

星薬科大学薬学部 助教 松澤 彰信
東京工業大学物質理工学院 材料系 准教授 松下 伸広
徳島文理大学理工学部 教授 松田 和典
京都大学エネルギー理工学研究所 教授 松田 一成
東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授 松田 浩一
九州大学工学部・工学研究院・工学府 准教授 松永 久生
京都大学工学部 マイクロエンジニアリング専攻 教授 松原 厚
神戸大学大学院システム情報学研究科 助教 松原 崇
大阪市立大学大学院医学研究科 機能細胞形態学 准教授 松原 勤
神戸大学理学部・大学院理学研究科 准教授 松原 亮介
島根大学生物資源科学部 教授 松本 真悟
星薬科大学薬学部 講師 松本 貴之
慶應義塾大学理工学部 准教授 松本 緑
金沢大学がん進展制御研究所 教授 松本 邦夫
東京大学大学院農学生命科学研究科獣医学専攻 助教 松脇 貴志
大阪府立大学理学部・理学系研究科 教授 丸田 辰哉
横浜市立大学国際総合科学部 助教 丸山 大輔
広島大学理学部 教授 圓山 裕
新潟大学理学部 助教 三浦 智明
九州大学工学研究院 化学工学部門 教授 三浦 佳子
東京電機大学情報環境学部 准教授 見正 秀彦
東海大学工学部 航空宇宙学科航空宇宙学専攻 教授 水書 稔治
富山大学薬学部 教授 水口 峰之
総合研究大学院大学先導科学研究科 助教 水島 希
北海道大学大学院環境科学院・地球環境科学院 助教 水田 元太
東海大学情報理工学部 准教授 水谷 賢史
新潟大学医学部 解剖学第三教室 助教 水谷 祐輔
九州大学農学部・農学研究院・生物資源環境科学府 助教 水野谷 航
東北医科薬科大学薬学部 准教授 溝口 広一
三重大学工学部・工学研究科 助教 溝田 功
東京大学生産技術研究所 助教 美谷 周二朗
東京女子医科大学医学部 生理学（第二） 教授；講座主任 三谷 昌平
新潟大学農学部 応用生物化学科 教授 三ツ井 敏明
静岡大学理学部 助教 三井 雄太
昭和大学保健医療学部 講師 三橋 幸聖
北海道大学水産学部 助教 美野 さやか
東北大学流体科学研究所 助教 宮内 優
北見工業大学工学部 助教 宮﨑 健輔
会津大学コンピュータ理工学部 教授 宮崎 敏明
北海道大学低温科学研究所 助教 宮﨑 雄三
高知大学自然科学系 農学部門 准教授 宮崎 彰
大阪大学大学院生命機能研究科 助教 宮澤 清太
北海道大学大学院水産科学研究院 教授 宮下 和夫
酪農学園大学獣医学群 獣医保健看護学類 講師 宮庄 拓
旭川医科大学医学部 生理学講座 助教 宮園 貞治
筑波大学医学医療系 助教 宮寺 浩子
神戸大学農学部・大学院農学研究科 教授；研究科長 宮野 隆
広島大学理学部 准教授 宮原 正明
東京医科歯科大学生体材料工学研究所 教授 宮原 裕二
東京電機大学情報環境学部 教授 宮保 憲治
信州大学理学部 物理科学科 准教授 宮丸 文章
山梨大学工学部 助教 宮本 崇
九州大学大学院医学研究院 准教授 宮本 敏浩
香川大学工学部 講師 宮本 慎宏
東京工業大学工学院 電気電子系 教授 宮本 恭幸
昭和大学歯学部 口腔生化学講座 准教授 宮本 洋一
慶應義塾大学看護医療学部 教授 宮脇 美保子
徳島大学歯学部 准教授 三好 圭子
徳島文理大学理工学部 講師 三好 真千
神戸大学先端融合研究環 教授 向井 敏司
東京理科大学理学部 化学科 助教 武藤 雄一郎
北海道大学大学院情報科学研究科 助教 棟方 渚
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岐阜大学工学部 教授；副学部長 村井 利昭

群馬大学理工学府 准教授 村岡 貴子
京都大学大学院農学研究科 食品生物科学専攻 准教授 村上 一馬
富山県立大学工学部 教授 村上 達也
大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構物質構造科学研究所 副所長 村上 洋一
東京工業大学工学院 准教授 村上 陽一
北海道大学遺伝子病制御研究所 所長；教授 村上 正晃
九州大学大学院数理学研究院・数理学府 助教 村川 秀樹
名古屋大学工学部・工学研究科 機械理工学専攻 助教 村島 基之
北海道大学獣医学部・獣医学研究科 助教 村田 史郎
大阪大学大学院理学研究科 化学専攻 教授 村田 道雄
大阪大学情報科学研究科 情報ネットワーク学専攻 教授 村田 正幸
信州大学工学部 助教 村松 寛之
北海道大学大学院情報科学研究科 教授 村山 明宏
東京工業大学生命理工学院 細胞制御工学ユニット 助教 村山 泰斗
京都大学大学院情報学研究科 助教 村脇 有吾
愛媛大学大学院医学系研究科医学部 准教授 茂木 正樹
名古屋大学大学院環境学研究科 准教授 持田 陸宏
信州大学医学部附属病院 耳鼻いんこう科 講師 茂木 英明
神戸大学海事科学部・大学院海事科学研究科 准教授 元井 直樹
京都産業大学総合生命科学部 教授 本橋 健
千葉大学医学部・医学研究院 教授 本橋 新一郎
名古屋工業大学工学部 助教 本林 健太
東京大学理学部・理学系研究科 准教授 本原 顕太郞
北海道大学北方生物圏フィールド科学センター センター長 本村 泰三
崇城大学工学部 機械工学科 准教授 森 昭寿
富山大学大学院医学薬学研究部 教授 森 寿
龍谷大学理工学部 機械システム工学科 講師 森 正和
近畿大学薬学総合研究所 教授 森川 敏生
広島大学大学院理学研究科 助教 森下 文浩
工学院大学工学部 電気電子工学科 教授 森下 明平
東京海洋大学海洋工学部 助教 盛田 元彰
千葉大学薬学部・薬学研究院 教授 森部 久仁一
産業医科大学医学部 第２解剖学 教授 森本 景之
名古屋大学大学院環境学研究科 助教 諸田 智克
千葉大学工学部・大学院工学研究科 准教授 矢貝 史樹
慶應義塾大学看護医療学部 准教授 矢ヶ崎 香
名古屋市立大学薬学部 講師 矢木 宏和
神戸大学大学院システム情報学研究科 准教授 谷口 隆晴
旭川医科大学医学部 講師 矢澤 隆志
千葉工業大学工学部 応用化学科 准教授 矢沢 勇樹
東京工業大学科学技術創成研究院フロンティア材料研究所 助教 安井 伸太郎
岡山大学薬学部 助教 安井 典久
名古屋市立大学薬学部 助教 保嶋 智也
東海大学農学部 バイオサイエンス学科 准教授 安田 伸
広島大学原爆放射線医科学研究所 線量測定評価研究分野 教授 保田 浩志
北海道大学歯学研究科・歯学部 准教授 安田 元昭
九州大学大学院農学研究院 環境農学部門 准教授 安武 大輔
徳島大学大学院医歯薬学研究部 医学科長 安友 康二
奈良先端科学技術大学院大学物質創成科学研究科 助教 安原 主馬
愛媛大学大学院理工学研究科 環境建設工学コース 教授 安原 英明
大阪府立大学大学院看護学研究科 助教 安本 理抄
弘前大学理工学部 准教授 谷田貝 亜紀代
大阪大学大学院情報科学研究科 助教 矢内 直人
広島大学生物生産学部 准教授 矢中 規之
山梨大学工学部 教授 柳 博
広島大学医学部 助教 柳瀬 雄輝
川崎医療短期大学放射線技術科 准教授 矢納 陽
岐阜大学応用生物科学部 教授 矢部 富雄
大阪府立大学看護学部 講師 山内 加絵
神戸大学農学部・大学院農学研究科 助教 山内 靖雄
愛媛大学大学院農学研究科 教授 山内 聡
茨城大学 准教授 山口 央
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近畿大学農学部 助教 山口 公志

北陸先端科学技術大学院大学マテリアルサイエンス系 准教授 山口 拓実
名古屋大学工学部・工学研究科 マイクロ・ナノシステム工学専攻 准教授 山口 浩樹
早稲田大学先進理工学部 応用化学科 准教授 山口 潤一郎
東京電機大学理工学部 電子・機械工学系 准教授 山崎 敬則
東京大学大学院情報理工学系研究科 准教授 山崎 俊彦
日本大学理工学部 助教 山﨑 政彦
岩手大学農学部・共同獣医学科 教授 山崎 真大
山梨大学生命環境学部 助教 山下 さやか
新潟大学農学部 農業生産科学科 助教 山城 秀昭
東京電機大学未来科学部 准教授 山田 あすか
名古屋市立大学看護学部 教授 山田 紀代美
九州大学薬学部・薬学研究院・薬学府 教授 山田 健一
大分大学医学部 准教授 山田 健太郎
東京農業大学国際食料情報学部 助教 山田 崇裕
琉球大学理学部 准教授 山田 広幸
京都大学防災研究所 助教 山田 真澄
近畿大学建築学部 助教 山田 宮土理
千葉大学大学院工学研究科 共生応用化学専攻 助教 山田 泰弘
東京大学大学院工学部・工学系研究科 助教 山田 裕貴
北海道大学薬学部・薬学研究院 准教授 山田 勇磨
名古屋大学環境医学研究所 所長；教授 山中 宏二
日本大学薬学部 教授 山中 健三
東京工業大学大学院総合理工学研究科 環境・社会理工学院 教授 山中 浩明
宇都宮大学農学部 教授 山根 健治
京都大学農学研究科 講師 山根 久代
広島大学薬学部 准教授 山野 幸子
昭和大学医学部 衛生学公衆衛生学講座公衆衛生学部門 准教授 山野 優子
静岡大学理学部 教授 山本 歩
中部大学工学部 電気システム工学科 准教授 山本 和男
鹿児島大学工学部 准教授 山元 和哉
東京大学医学部・医学系研究科 システム生理学 講師 山本 希美子
京都大学エネルギー理工学研究所 助教 山本 聡
近畿大学工学部 情報学科 助教 山元 翔
横浜国立大学大学院環境情報研究院・環境情報学府 准教授 山本 伸次
愛知学院大学薬学部 製剤学講座 教授 山本 浩充
東北医科薬科大学薬学部 教授 山本 文彦
昭和大学歯学部 歯周病学講座 教授 山本 松男
北里大学獣医学部 獣医薬理学 教授 山脇 英之
北陸先端科学技術大学院大学知識科学系 准教授 由井薗 隆也
佐賀大学農学部 准教授 弓削 こずえ
群馬大学理工学府電子情報部門 准教授 弓仲 康史
京都大学霊長類研究所 所長；教授 湯本 貴和
中部大学工学部 都市建設工学科 助教 余川 弘至
大阪府立大学工学部 助教 余越 伸彦
山梨大学大学院総合研究部 医学域社会医学講座 准教授 横道 洋司
東京慈恵会医科大学医学部 内科学講座腎臓・高血圧内科 准教授 横山 啓太郎
鹿児島大学水産学部 助教 横山 佐一郎
九州大学先導物質化学研究所 教授 横山 士吉
東京工業大学理学院 准教授 横山 哲也
名古屋市立大学大学院芸術工学研究科 教授 横山 清子
九州大学芸術工学部 准教授 吉岡 智和
東京工業大学科学技術創成研究院 未来産業技術研究所 准教授 吉岡 勇人
九州大学大学院システム情報科学研究院・同学府 助教 吉岡 宏晃
島根大学生物資源科学部 助教 吉岡 秀和
新潟大学農学部 生産環境科学科 准教授 吉川 夏樹
京都大学大学院情報学研究科 准教授 吉川 仁
岩手大学農学部 副学長（研究担当）；教授 吉川 信幸
長崎大学水産・環境科学総合研究科 准教授 吉田 朝美
東京慈恵会医科大学生化学講座 教授 吉田 清嗣
新潟大学自然科学研究科 助教 吉田 賢市
茨城大学農学部 准教授 吉田 貢士
東京医科歯科大学生体材料工学研究所 准教授 吉田 優
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福井大学工学部 機械工学専攻 助教 吉田 達哉

富山大学大学院医学薬学研究部 准教授 吉田 知之
秋田大学大学院理工学研究科 数理・電気電子情報学専攻電気電子工学コース 助教 吉田 征弘
京都大学ｉＰＳ細胞研究所 准教授 吉田 善紀
九州大学歯学部・歯学研究院・歯学府 准教授 吉田 竜介
大学共同利用機関法人 情報・システム研究機構統計数理研究所 モデリング研究系 
准教授

吉田 亮

愛知学院大学歯学部 口腔病理学講座 講師 吉田 和加
京都大学農学研究科 応用生命科学専攻 助教 吉永 直子
北海道大学薬学部・薬学研究院 助教 吉野 達彦
東京農工大学工学部 准教授 吉野 知子
香川大学農学部 助教 吉原 明秀
福井大学工学部 生物応用化学専攻 准教授 吉見 泰治
秋田大学大学院理工学研究科 附属理工学研究センター 准教授 吉村 哲
北海道大学理学部・理学院・理学研究院 助教 吉村 俊平
慶應義塾大学医学部 教授 吉村 昭彦
大阪市立大学工学部 助教 吉本 佳世
高知大学理学部 教授 米村 俊昭
大阪薬科大学薬学部 助教 米山 弘樹
早稲田大学情報生産システム研究科 教授 李 羲頡
岡山大学資源植物科学研究所 助教 力石 和英
崇城大学工学部 機械工学科 助教 劉 陽
九州大学先導物質化学研究所 助教 龍﨑 奏
広島大学生物生産学部 助教 若林 香織
弘前大学大学院医学研究科 脳神経病理学講座 教授 若林 孝一
京都大学化学研究所 准教授 若宮 淳志
近畿大学建築学部 教授 脇田 祥尚
福島県立医科大学医学部 教授 和栗 聡
岡山大学医学部 助教 和氣 秀徳
長崎大学水産・環境科学総合研究科 教授 和田 実
東京大学大学院新領域創成科学研究科 助教 和田 良太
日本大学薬学部 助教 和田 平
東北医科薬科大学薬学部 講師 渡邉 一弘
山口大学共同獣医学部 助教 渡邉 健太
大阪大学微生物病研究所 准教授 渡邉 すぎ子
京都産業大学理学部 准教授 渡辺 達也
京都大学大学院地球環境学堂・学舎 助教 渡邉 哲弘
京都大学大学院生命科学研究科 教授 渡邊 直樹
東北大学大学院環境科学研究科 准教授 渡邉 則昭
東京農業大学地域環境科学部 生産環境工学科 教授 渡邉 文雄
大阪大学大学院生命機能研究科 准教授 渡邉 正勝
東京海洋大学学術研究院 准教授 渡部 大輔
北海道大学低温科学研究所 教授 渡部 直樹
佐賀大学大学院工学系研究科 先端融合工学専攻 教授 渡 孝則
九州大学先導物質化学研究所 准教授 則永 行庸
和歌山大学システム工学部 准教授 大平 雅雄
慶應義塾大学理工学部 システムデザイン工学科 教授 青山 英樹
芝浦工業大学工学部 教授 赤津 観
中京大学スポーツ科学部 スポーツ健康科学科 教授 荒牧 勇
東京農工大学大学院工学研究院 先端物理工学部門 准教授 生嶋 健司
摂南大学理工学部 建築学科 教授 池内 淳子
奈良先端科学技術大学院大学情報科学研究科 情報科学専攻 教授 池田 和司
立命館大学スポーツ健康科学部 学部長；教授 伊坂 忠夫
慶應義塾大学理工学部 機械工学科総合デザイン工学専攻 専任講師 石上 玄也
大阪大学大学院基礎工学研究科 システム創成専攻 教授 石黒 浩
筑波大学生命環境系 教授 礒田 博子
東北大学未来科学技術共同研究センター 特任教授 磯村 明宏
山形大学大学院有機材料システム研究科 高分子精密加工研究室 教授 伊藤 浩志
京都大学情報学研究科 知能情報学専攻 助教 糸山 克寿
大学共同利用機関法人自然科学研究機構生理学研究所 統合生理研究部門 准教授 乾 幸二
東京大学生産技術研究所 物質・環境系部門 教授 井上 博之
京都大学原子炉実験所 原子力基礎科学研究本部原子力基礎工学研究部門 助教 上原 章寛
金沢工業大学革新複合材料研究開発センター 所長；教授 鵜澤 潔
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大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立情報学研究所 情報学プリンシプ
ル研究系 特任准教授

宇都宮 聖子

東京大学生産技術研究所 革新的シミュレーション研究センター 准教授 梅野 宜崇
京都工芸繊維大学工芸科学部 生命物質科学域 教授 浦山 健治
京都大学大学院工学研究科 物質エネルギー化学専攻 教授 江口 浩一
東北大学大学院工学研究科 応用物理学専攻 准教授 大兼 幹彦
東京工業大学大学院理工学研究科 化学工学専攻 教授 大河内 美奈
筑波大学生命環境系 生物圏資源科学専攻 教授 大澤 良
東北大学未来科学技術共同研究センター 准教授 大野 和則
東北大学大学院情報科学研究科 知能ロボティクス学講座 教授 岡谷 貴之
早稲田大学理工学術院 教授（任期付） 奥乃 博
お茶の水女子大学基幹研究院 自然科学系、人間文化創成科学研究科 理学専攻 教授 奥村 剛
大阪大学 脳情報通信融合研究センター脳情報通信融合研究センター 主任研究員 苧阪 満里子
横浜国立大学大学院工学研究院 システムの創生部門 准教授 尾崎 伸吾
東京工業大学環境・社会理工学院 建築学系 教授 大佛 俊泰
東京大学大学院工学系研究科 電気系工学専攻 准教授 小関 泰之
東京工業大学科学技術創成研究院未来産業研究所 教授 小田 俊理
北里大学東洋医学総合研究所 所長 小田口 浩
九州大学情報基盤研究開発センター学際計算科学研究部門 教授 小野 謙二
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立情報学研究所 情報学プリンシプ
ル研究系 准教授

小野 順貴

神戸大学システム情報学研究科 システム科学専攻 教授 貝原 俊也
東京大学大学院工学系研究科 機械工学専攻 教授 金子 成彦
香川大学四国危機管理教育研究・地域連携推進機構 地域強靱化研究センター 特任教
授；学長特別補佐

金田 義行

奈良先端科学技術大学院大学物質創成科学研究科 分子複合系科学研究室 准教授 上久保 裕生
岡山大学大学院自然科学研究科 産業創成工学専攻知能機械システム学講座 准教授 神田 岳文
麻布大学獣医学部 動物応用科学科 教授 菊水 健史
大阪大学大学院基礎工学研究科 物質創成専攻物性物理工学領域 教授 木村 剛
長岡技術科学大学大学院技術経営研究科 システム安全専攻 准教授 木村 哲也
首都大学東京システムデザイン研究科 教授 久保田 直行
京都大学大学院医学研究科 医学専攻 教授 黒田 知宏
広島大学先進機能物質研究センター 教授 小島 由継
東京大学大学院工学系研究科 マテリアル工学専攻 教授； 副学長 小関 敏彦
京都大学大学院工学研究科 マイクロエンジニアリング専攻 教授 小寺 秀俊
東京大学空間情報科学研究センター 講師 小林 博樹
東北大学原子分子材料科学高等研究機構 教授 齊藤 英治
金沢大学新学術創成研究機構 教授 坂本 二郎
長岡技術科学大学工学部 電気電子情報工学専攻 准教授 佐々木 徹
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立情報学研究所 コンテンツ科学研
究系 教授

佐藤 いまり

関西学院大学理工学部 先進エネルギーナノ工学科 教授 鹿田 真一
早稲田大学先進理工学部 教授 柴田 重信
東京大学大学院理学系研究科 附属原子核科学研究センター 教授 下浦 享
神戸大学工学研究科 機械工学専攻 教授 白瀬 敬一
大阪大学大学院工学研究科 マテリアル生産科学専攻 准教授 白土 優
大阪大学大学院工学研究科 知能・機能創成工学専攻 准教授 杉原 知道
長岡技術科学大学大学院工学研究科 原子力システム安全工学専攻 教授 鈴木 達也
早稲田大学高等研究所 助教 鈴木 太郎
京都大学大学院工学研究科 電子工学専攻 准教授 須田 淳
大阪府立大学工学域 機械系学類 教授 砂田 茂
東京工業大学科学技術創成研究院 先導原子力研究所 准教授 鷹尾 康一朗
広島大学大学院工学研究院 システムサイバネティクス専攻 准教授 高木 健
愛媛大学大学院理工学研究科 物質生命工学専攻 教授 武部 博倫
早稲田大学大学院情報生産システム研究科 情報生産システム研究センター 教授 巽 宏平
東北大学情報科学研究科 教授；ＩｍＰＡＣＴプログラムマネージャー 田所 諭
北陸先端科学技術大学院大学マテリアルサイエンス系 物質化学領域領域 准教授 谷池 俊明
東北大学電気通信研究所 誘電ナノデバイス研究室 教授 長 康雄
九州大学工学研究院 機械工学部門 教授 津﨑 兼彰
東京大学工学系研究科 バイオエンジニアリング専攻・医学系研究科 疾患生命工学セ
ンター（兼務） 教授

鄭 雄一

京都大学大学院医学研究科 医学専攻外科学講座乳腺外科学 教授 戸井 雅和
金沢大学理工研究域 機械工学系 准教授 得竹 浩
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九州大学大学院システム情報科学研究院 情報エレクトロニクス部門 主幹教授 都甲 潔

東京工業大学物質理工学院 応用化学系 教授 中嶋 健
関西学院大学理工学部 人間システム工学科 教授 長田 典子
東京工業大学工学院 システム制御系 特定教授 中臺 一博
東北大学未来科学技術共同研究センター フィールドロボティクス研究室 准教授 永谷 圭司
筑波大学計算科学研究センター 数理物質系物理学域 教授 中務 孝
東京工業大学大学院理学院物理学系 教授 中村 隆司
京都府立医科大学大学院医学研究科 精神機能病態学 教授 成本 迅
京都大学大学院工学研究科 機械理工学専攻 教授 西脇 眞二
東北大学大学院工学研究科 知能デバイス材料学専攻 教授 新田 淳作
筑波大学医学医療系 臨床医学域（精神医学） 准教授 根本 清貴
近畿大学理工学部 電気電子工学科 教授 野上 雅伸
京都大学エネルギー理工学研究所 エネルギー利用過程研究部門 教授 野平 俊之
名古屋大学大学院工学研究科 マイクロ・ナノシステム工学専攻 教授 秦 誠一
名古屋大学大学院工学研究科 先端ナノバイオデバイス研究センター センター長；教
授

馬場 嘉信

大阪大学大学院基礎工学研究科 システム創成専攻 教授 浜屋 宏平
京都大学大学院工学研究科 電気工学専攻 教授 引原 隆士
東京大学情報理工学系研究科 コンピュータ科学専攻 教授 平木 敬
岩手大学理工学部 教授 平原 英俊
大阪大学大学院工学研究科 マテリアル生産科学専攻 教授 廣瀬 明夫
芝浦工業大学工学部 機械機能工学科 准教授 廣瀬 敏也
大阪大学核物理研究センター 加速器研究部門 教授 福田 光宏
早稲田大学理工学術院 総合機械工学科 名誉教授 藤江 正克
山形大学理工学研究科 ライフ・３Ｄプリンタ創成センター 教授；センター長 古川 英光
大阪大学大学院工学研究科 戦略支援部 准教授 細貝 知直
大阪大学大学院情報科学研究科 バイオ情報工学専攻 教授 前田 太郎
東北大学大学院環境科学研究科 環境科学専攻 教授 末永 智一
岐阜大学工学部 機械工学科 助教 松下 光次郎
大阪大学産業科学研究所 教授 松本 和彦
東京工業大学工学院 情報通信系 准教授 松本 隆太郎
横浜国立大学大学院工学研究院 システムの創生部門 教授 丸尾 昭二
静岡大学学術院工学領域 機械工学系列 教授 三浦 憲二郎
京都大学大学院工学研究科 材料化学専攻 教授 三浦 清貴
東北大学原子分子材料科学高等研究機構 教授 水上 成美
東京藝術大学大学院美術研究科 文化財保存学専攻 教授 宮廻 正明
兵庫県立大学高度産業科学技術研究所 教授 宮本 修治
慶應義塾大学環境情報学部 教授 村井 純
岐阜大学工学部 社会基盤工学科 教授 八嶋 厚
大阪大学大学院工学研究科 マテリアル生産科学専攻 教授 安田 弘行
東京工業大学工学院 物質理工学院 教授 矢野 哲司
信州大学工学部 機械システム工学科 助教 山崎 公俊
千葉大学大学院融合科学研究科 ナノサイエンス専攻 准教授 山田 豊和
金沢工業大学工学部 機械工学科 教授 山部 昌
大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構物質構造科学研究所 放射光科学
第一研究系 教授

山本 樹

新潟大学産学地域連携推進機構 ＣＯＩ－ｓ生体液バイオマーカーセンター（ＢＢ－
Ｃ） 特任教授

山本 格

広島大学大学院医歯薬保健学研究院 精神神経医科学 教授；ＣＯＩ感性イノベーショ
ン拠点研究リーダー

山脇 成人

福井大学産学官連携本部 教授 米沢 晋
千葉大学大学院工学研究科 人工システム科学専攻 教授 劉 浩
九州大学 理事；副学長 若山 正人
九州大学大学院総合理工学研究院 エネルギー理工学部門 教授 渡辺 幸信
国立研究開発法人国立成育医療研究センター 理事長 五十嵐 隆
国立研究開発法人国際農林水産業研究センター 理事長 岩永 勝
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構 理事長 井邊 時雄
国立研究開発法人土木研究所 理事長 魚本 健人
国立研究開発法人国立循環器病研究センター理事長 理事長 小川 久雄
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 理事長 奥村 直樹
国立研究開発法人国立国際医療研究センター 理事長 春日 雅人
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 理事長 児玉 敏雄
国立研究開発法人理化学研究所 理事 小安 重夫
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国立研究開発法人情報通信研究機構 理事長 坂内 正夫

国立研究開発法人建築研究所 理事長 坂本 雄三
国立研究開発法人森林総合研究所 理事長 沢田 治雄
国立研究開発法人国立環境研究所理事室 理事長 住 明正
国立研究開発法人海洋研究開発機構 理事長 平 朝彦
国立研究開発法人産業技術総合研究所 理事長 中鉢 良治
国立研究開発法人防災科学技術研究所 理事長 林 春男
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 理事長 平野 俊夫
国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター 理事長 水澤 英洋
国立研究開発法人水産研究・教育機構本部 理事長 宮原 正典
国立研究開発法人国立環境研究所企画部 研究推進室長 青野 光子
国立研究開発法人防災科学技術研究所企画部 部長 阿部 浩一
国立研究開発法人建築研究所企画部企画調査課 副参事 今井 勝
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構イノベーションセンター センター長 内堀 幸夫
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構事業計画統括部 部長 大井川 宏之
国立研究開発法人森林総合研究所企画部研究企画科 企画室長 加賀谷 悦子
国立研究開発法人国立成育医療研究センター 病院長 賀藤 均
国立研究開発法人土木研究所寒地土木研究所企画室 室長 近藤 勝俊
国立研究開発法人国際農林水産業研究センター企画連携部 企画連携部長 齋藤 昌義
国立研究開発法人理化学研究所経営企画部 部長 坂口 昭一郎
国立研究開発法人水産研究・教育機構経営企画部 部長 佐々木 拓
国立研究開発法人国立循環器病研究センター研究推進支援部 部長 宍戸 稔聡
国立研究開発法人物質・材料研究機構経営企画部門経営戦略室 室長代理 菅谷 武志
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構総務部総務課 課長 須藤 勝也
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構企画調整部 部長 住田 弘一
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構経営戦略室 室長 髙橋 清也
国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター神経研究所 所長 武田 伸一
国立研究開発法人国際農林水産業研究センター環境・資源管理プログラム プログラ
ムディレクター

飛田 哲

国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所 所長 中込 和幸
国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所戦略企画部戦略企画課 課長 西森 和寛
国立研究開発法人水産研究・教育機構研究推進部 部長 檜山 義明
国立研究開発法人防災科学技術研究所企画部企画課 課長 平田 容章
国立研究開発法人国立国際医療研究センター企画経営部 研究医療課長 峯 有佳
国立研究開発法人国立循環器病研究センター研究所 副所長 望月 直樹
国立研究開発法人森林総合研究所企画部 研究企画科長 桃原 郁夫
国立研究開発法人情報通信研究機構経営企画部 執行役；部長 矢野 博之
国立研究開発法人海洋研究開発機構イノベーション事業推進部 部長 山田 康夫
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構経営企画部 部長 吉田 聡
国立研究開発法人産業技術総合研究所企画本部総合企画室 総括企画主幹 和田 有司
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構畜産研究部門 家畜育種繁殖研究
領域家畜胚生産ユニット 上級研究員

赤木 悟史

国立研究開発法人産業技術総合研究所中国センター 材料・化学領域機能化学研究部
門 研究職

秋田 紘長

国立研究開発法人理化学研究所計算科学研究機構 複合系気候科学研究チーム 研究員 足立 幸穂
国立研究開発法人産業技術総合研究所生命工学領域創薬分子プロファイリング研究セ
ンター 機能プロテオミクスチーム 研究員

足達 俊吾

国立研究開発法人情報通信研究機構ユニバーサルコミュニケーション研究所 研究統
括

淡路 祥成

国立研究開発法人国立国際医療研究センター臨床研究センター 室長 飯山 達雄
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構宇宙科学研究所 学際科学研究系 教授 石川 毅彦
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構東北農業研究センター 所長 石黒 潔
国立研究開発法人国際農林水産業研究センター農村開発領域 主任研究員 泉 太郎
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究部門 先端基礎研究セン
ター 研究員

伊藤 孝

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構航空技術部門次世代航空イノベーションハブ 
ハブマネージャ

伊藤 健

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構研究開発部門 システム技術ユニット長 稲場 典康
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構畜産研究部門 飼養管理技術研究
領域作業技術ユニット 主任研究員

井上 秀彦

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構東北農業研究センター 企画部企
画室 企画チーム長

今﨑 伊織

国立研究開発法人国立成育医療研究センター研究所 高度先進医療研究室 独立室長 今留 謙一
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国立研究開発法人理化学研究所統合生命医科学研究センター 研究員 伊豫田 智典

国立研究開発法人理化学研究所仁科加速器研究センター 主任研究員 上野 秀樹
国立研究開発法人理化学研究所計算科学研究機構 副機構長 宇川 彰
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構農業環境変動研究センター ユ
ニット長

江口 定夫

国立研究開発法人物質・材料研究機構機能性材料研究拠点 主任研究員 江口 美陽
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構安全研究・防災支援部門 安全研究セン
ター保障措置分析化学研究グループ 研究主幹

江坂 文孝

国立研究開発法人産業技術総合研究所東北センター 化学プロセス研究部門 首席研究
員

蛯名 武雄

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構九州沖縄農業研究センター 園芸
研究領域 研究員

遠藤 みのり

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構九州沖縄農業研究センター 研究
領域長

老田 茂

国立研究開発法人産業技術総合研究所四国センター、（兼）健康工学研究部門 所長
代理、（兼）副研究部門長

大家 利彦

国立研究開発法人産業技術総合研究所北海道センター 生物プロセス研究部門 副研究
部門長

扇谷 悟

国立研究開発法人海洋研究開発機構海洋生命理工学研究開発センター グループリー
ダー代理

大田 ゆかり

国立研究開発法人理化学研究所光量子工学研究領域 中性子ビーム技術開発チーム 
チームリーダー

大竹 淑恵

国立研究開発法人物質・材料研究機構構造材料研究拠点 構造材料基礎科学分野計算
構造材料設計グループ 主席研究員

大塚 秀幸

国立研究開発法人土木研究所寒地土木研究所 寒地木圏研究グループ寒冷沿岸域チー
ム 主任研究員

大塚 淳一

国立研究開発法人森林総合研究所戦略研究部門 震災復興・放射性物質研究拠点 研究
員

大橋 伸太

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構量子ビーム科学研究部門 高崎量子応用
研究所 研究員

大山 智子

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構第一宇宙技術部門 地球観測研究センター 研
究開発員

大吉 慶

国立研究開発法人森林総合研究所森林研究部門 森林防災研究領域気象研究室 室長 岡野 通明
国立研究開発法人森林総合研究所戦略研究部門 生物多様性研究拠点 拠点長 岡部 貴美子
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構物質科学研究センター グループリーダー 岡本 芳浩
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究部門 原子力基礎工学研究
センター 研究員

小川 達彦

国立研究開発法人産業技術総合研究所中部センター 材料・化学領域磁性粉末冶金研
究センター センター長

尾崎 公洋

国立研究開発法人物質・材料研究機構磁性・スピントロニクス材料研究拠点 主任研
究員

葛西 伸哉

国立研究開発法人理化学研究所脳科学総合研究センター 精神疾患動態研究チーム 副
チームリーダー

笠原 和起

産業技術総合研究所中部センター 材料・化学領域無機機能材料研究部門 副研究部門
長

加藤 且也

国立研究開発法人理化学研究所脳科学総合研究センター 精神疾患動態研究チーム 
チームリーダー；副センター長

加藤 忠史

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構核燃料サイクル工学研究所 環境技術開発
センター基盤技術研究開発部システム性能研究グループ 研究副主幹

加藤 智子

国立研究開発法人土木研究所土砂管理研究グループ 雪崩・地すべり研究センター 研
究員

金澤 瑛

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構次世代高速炉サイクル研究開発センター 
センター長

上出 英樹

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究部門 照射試験炉センター 
材料試験炉部 部長

神永 雅紀

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所バックエンド技術部 放
射性廃棄物管理技術課 課長

亀尾 裕

国立研究開発法人国立環境研究所社会環境システム研究センター 副センター長 亀山 康子
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構研究開発部門第４ユニット 研究領域上席 苅田 丈士
国立研究開発法人産業技術総合研究所製造技術研究部門 主任研究員 菊永 和也
国立研究開発法人国立循環器病研究センター研究開発基盤センター 臨床研究部長 北風 政史
国立研究開発法人物質・材料研究機構機能性材料研究拠点 副拠点長 北口 仁
国立研究開発法人物質・材料研究機構先端材料解析研究拠点 副拠点長 北澤 英明
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国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構食品研究部門 主任研究員 北澤 裕明

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究部門 原子力基礎工学研究
センター グループリーダー；研究主幹

北辻 章浩

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構バックエンド研究開発部門 原子炉廃止措
置研究開発センター技術開発部 次長

北村 髙一

国立研究開発法人産業技術総合研究所関西センター エネルギー環境領域電池技術研
究部門 研究員

橘田 晃宜

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究部門 原子力基礎工学研究
センター 研究副主幹

木村 敦

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構福島研究開発部門 廃炉国際共同研究セン
ター センター長代理

木村 貴海

国立研究開発法人国立国際医療研究センター研究所 糖尿病研究センター臓器障害研
究部 室長

久保田 浩之

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構核融合エネルギー研究開発部門 那珂核
融合研究所 所長

栗原 研一

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構西日本農業研究センター 傾斜地
園芸研究領域園芸環境工学グループ グループ長

黒瀬 義孝

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構量子ビーム科学研究部門 関西光科学研
究所 グループリーダー

河野 秀俊

国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所電子航法研究所 主幹研究員 河村 暁子
国立研究開発法人国立がん研究センター社会と健康研究センター 疫学研究部 室長 後藤 温
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究部門 高温ガス炉水素・熱
利用研究センター 研究主幹

後藤 実

国立研究開発法人放射線医学総合研究所放射線障害治療研究部 主任研究員 小西 輝昭
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構バックエンド研究開発部門 廃棄物対策・
埋設事業統括部 部長

小林 健太郎

国立研究開発法人情報通信研究機構未来ＩＣＴ研究所 プランニングマネージャー 小林 昇平
国立研究開発法人国立成育医療研究センター臨床研究開発センター 室長 小林 徹
国立研究開発法人国立国際医療研究センター研究所 糖尿病研究センター分子糖尿病
医学研究部 上級研究員

小林 直樹

国立研究開発法人物質・材料研究機構機能性材料研究拠点 主幹研究員 小林 由佳
国立研究開発法人産業技術総合研究所北海道センター 生物プロセス研究部門 研究グ
ループ長

小松 康雄

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構高速炉研究開発部門 もんじゅ運営計画・
研究開発センタープラント技術支援部自然現象評価グループ 研究員

小松 哲也

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構量子ビーム科学研究部門 関西光科学研
究所 部長

近藤 公伯

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構量子ビーム科学研究部門 関西光科学研
究所 主任研究員

近藤 康太郎

国立研究開発法人国立成育医療研究センター臨床研究開発センター 部長 斉藤 和幸
国立研究開発法人森林総合研究所林業研究部門 研究室長 齊藤 哲
国立研究開発法人理化学研究所脳科学総合研究センター 細胞機能探索研究チーム 研
究員

阪上 朝子

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構農業環境変動研究センター 主任
研究員

坂本 利弘

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構中央農業研究センター 虫・鳥獣
害研究領域 上級研究員

櫻井 民人

国立研究開発法人国立環境研究所地域環境研究センター 主任研究員 佐藤 圭
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構バックエンド研究開発部門 原子炉廃止措
置研究開発センター技術開発部 技術主幹

佐野 一哉

国立研究開発法人理化学研究所放射光科学総合研究センター 研究員 澤田 桂
国立研究開発法人土木研究所地質・地盤研究グループ 施工技術チーム 主任研究員 澤松 俊寿
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構東北農業研究センター 生産基盤
研究領域 研究員

篠遠 善哉

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構安全研究センター 研究主幹 柴本 泰照
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構果樹茶業研究部門 カンキツ研究
領域カンキツゲノムユニット ユニット長

島田 武彦

国立研究開発法人産業技術総合研究所中部センター 材料・化学領域構造材料研究部
門 研究員

島本 太介

国立研究開発法人情報通信研究機構ネットワークシステム研究所 フォトニックネッ
トワークシステム研究室 主任研究員

清水 智

国立研究開発法人物質・材料研究機構先端材料解析研究拠点 主任研究員 清水 智子
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構先端基礎研究センター 研究副主幹 下条 晃司郎
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国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構放射線医学総合研究所 加速器工学部 部
長

白井 敏之

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構有人宇宙技術部門 きぼう利用センター 主幹
研究開発員

白川 正輝

国立研究開発法人理化学研究所環境資源科学研究センター グループディレクター 白須 賢
国立研究開発法人情報通信研究機構先進的音声翻訳研究開発推進センター 主任研究
員

杉浦 孔明

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構北海道農業研究センター 芽室研
究拠点 主任研究員

杉浦 綾

国立研究開発法人国立がん研究センター先端医療開発センター ゲノムＴＲ分野 研究
員

鈴木 絢子

国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所港湾空港技術研究所 海洋研究領域耐
波研究グループ グループ長

鈴木 高二朗

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構高速炉研究開発部門 もんじゅ運営計画・
研究開発センタープラント安全評価部 部長

鈴木 隆之

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究部門 物質科学研究セン
ター中性子材料解析ディビジョン応用評価技術研究グループ 研究副主幹

鈴木 裕士

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構北海道農業研究センター 酪農研
究領域 グループ長

須藤 賢司

国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所監視通信領域 副領域長 住谷 泰人
国立研究開発法人情報通信研究機構未来ＩＣＴ研究所・フロンティア創造総合研究室 
研究マネージャー

関根 徳彦

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構核融合エネルギー研究開発部門 六ヶ所
核融合研究所核融合炉システム研究開発部核融合炉システム研究グループ 主任研究
員

染谷 洋二

国立研究開発法人情報通信研究機構電磁波研究所 研究所長 平 和昌
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構放射線医学総合研究所 計測・線量評価
部 研究員

高島 良生

国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所港湾空港技術研究所 地盤研究領域地
盤改良研究グループ 主任研究官

高野 大樹

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究部門 原子力基礎工学研究
センター グループリーダー；研究主幹

高野 公秀

国立研究開発法人建築研究所建築生産研究グループ 主席研究監 高橋 暁
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構野菜花き研究部門 野菜生産シス
テム研究領域 研究員

高橋 徳

国立研究開発法人理化学研究所光量子工学研究領域 アト秒科学研究チーム 専任研究
員

高橋 栄治

国立研究開発法人森林総合研究所戦略研究部門 森林災害・被害研究拠点 チーム長 高橋 正義
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究部門 照射試験炉センター 
研究副主幹

武内 伴照

国立研究開発法人国立国際医療研究センターメディカルゲノムセンター 室長 竹内 史比古
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構放射線医学総合研究所 放射線障害治療
研究部 主幹研究員

武田 志乃

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構核融合エネルギー研究開発部門 研究企
画室 室長代理

竹永 秀信

国立研究開発法人国立循環器病研究センター研究開発基盤センター トレーニングセ
ンター長

武輪 能明

国立研究開発法人情報通信研究機構未来ＩＣＴ研究所 研究マネージャー 田中 秀吉
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構次世代作物開発研究センター 基
盤研究領域育種法開発ユニット 上級研究員

田中 淳一

国立研究開発法人理化学研究所放射光科学総合研究センター グループディレクター 田中 均
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構生物機能利用研究部門 ユニット
長

田中 博光

国立研究開発法人産業技術総合研究所関西センター 産学官連携推進室 総括主幹 谷垣 宣孝
国立研究開発法人産業技術総合研究所四国センター 研究員 田部井 陽介
国立研究開発法人理化学研究所仁科加速器研究センター 准主任研究員 玉川 徹
国立研究開発法人産業技術総合研究所生物プロセス研究部門 研究部門長 田村 具博
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構次世代原子力システム研究開発部門 研究
主幹

近澤 佳隆

国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所港湾空港技術研究所 海洋情報・津波
研究領域津波・高潮研究グループ 研究官

千田 優

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構量子ビーム科学研究部門 部門長 茅野 政道
国立研究開発法人物質・材料研究機構構造材料研究拠点 研究員 千葉 亜耶
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国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構農業技術革新工学研究センター 
総合機械化研究領域野菜生産工学ユニット 研究員

千葉 大基

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構放射線医学総合研究所標識薬剤開発部 
部長

張 明栄

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構中央農業研究センター 領域長 津田 新哉
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構航空技術部門 研究開発員 津田 宏果
国立研究開発法人国立がん研究センター先端医療開発センター ゲノムＴＲ分野 分野
長

土原 一哉

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究部門 照射試験炉センター 
課長

土谷 邦彦

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構生物機能利用研究部門 主任研究
員

坪田 拓也

国立研究開発法人産業技術総合研究所環境管理研究部門反応場設計研究グループ 主
任研究員

寺本 慶之

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構核融合エネルギー研究開発部門 那珂核
融合研究所ＩＴＥＲプロジェクト部計測開発Ｇ 主任研究員

東條 寛

国立研究開発法人森林総合研究所木材研究部門 複合材料研究領域 領域長 塔村 真一郎
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構果樹茶業研究部門 生産・流通研
究領域虫害ユニット 上級研究員

𡈽田 聡

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構核融合エネルギー研究開発部門 六ヶ所
核融合研究所核融合炉システム研究開発部 部長

飛田 健次

国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所電子航法研究所 任期付研究員
ナヴィンダ キトマル 
ビクラマシンハ

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構放射線医学総合研究所 放射線影響研究
部 チームリーダー

中島 徹夫

国立研究開発法人物質・材料研究機構磁性・スピントロニクス材料研究拠点 主任研
究員

中谷 友也

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構福島研究開発部門 福島環境安全センター
環境動態研究グループ 研究副主幹

中西 貴宏

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構野菜花き研究部門 野菜生産シス
テム研究領域 主任研究員

中野 有加

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構九州沖縄農業研究センター 筑
後・久留米研究拠点 グループ長

中村 和弘

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構バックエンド研究開発部門 原子炉廃止措
置研究開発センター技術開発課 主査

中村 保之

国立研究開発法人理化学研究所計算科学研究機構 連続系場の理論研究チーム 研究員 中村 宜文
国立研究開発法人理化学研究所環境資源科学研究センター チームリーダ 中村 龍平
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構野菜花き研究部門 花き生産流通
研究領域 領域長

中山 真義

国立研究開発法人情報通信研究機構脳情報通信融合研究センター 副室長 成瀬 康
国立研究開発法人土木研究所寒地土木研究所 寒地基礎技術研究グループ寒地構造
チーム 上席研究員

西 弘明

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構果樹茶業研究部門 品種育成研究
領域ナシ・クリ育種ユニット 主任研究員

西尾 聡悟

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構航空技術部門 主任研究開発員 西沢 啓
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究部門 高温ガス炉水素・熱
利用研究センター 研究員

野口 弘喜

国立研究開発法人森林総合研究所森林研究部門 北海道支所植物土壌系研究グループ 
主任研究員

橋本 徹

国立研究開発法人物質・材料研究機構先端材料解析研究拠点 主任研究員 橋本 綾子
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構農業技術革新工学研究センター 
ＩＣＴ管理役

八谷 満

国立研究開発法人産業技術総合研究所材料・化学領域研究戦略部 部長 花岡 隆昌
国立研究開発法人情報通信研究機構電磁波研究所 時空標準研究室 研究室長 花土 ゆう子
国立研究開発法人建築研究所環境研究グループ 主任研究員 羽原 宏美
国立研究開発法人理化学研究所放射光科学総合研究センター チームリーダー 原 徹
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構有人宇宙技術部門 きぼう利用センター 主任
研究開発員

東端 晃

国立研究開発法人国立がん研究センター社会と健康研究センター 疫学研究部 研究員 日高 章寿
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構農業技術革新工学研究センター 
土地利用型システム研究領域収穫・乾燥調整システムユニット ユニット長

日髙 靖之

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構バックエンド研究開発部門 研究員 平野 史生
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構高速炉研究開発部門 もんじゅ運営計画・
研究開発センタープラント安全評価部プラント安全評価グループ グループリーダー

深野 義隆
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国立研究開発法人国立成育医療研究センター研究所 研究部 部長 深見 真紀

国立研究開発法人情報通信研究機構電磁波研究所 電磁環境研究室 研究マネージャー 藤井 勝巳
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構量子ビーム科学研究部門 東海量子ビー
ム応用研究センター 上席研究員

藤井 健太郎

国立研究開発法人産業技術総合研究所化学プロセス研究部門 研究員 藤井 達也
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構宇宙科学研究所 准教授 船木 一幸
国立研究開発法人国際農林水産業研究センター社会科学領域 プロジェクトリーダー 古家 淳
国立研究開発法人情報通信研究機構未来ＩＣＴ研究所 研究所長 寳迫 巌
国立研究開発法人物質・材料研究機構磁性・スピントロニクス材料研究拠点 セン
ター長

宝野 和博

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構核融合エネルギー研究開発部門 六ヶ所
核融合研究所 ブランケット研究開発部 増殖機能材料開発グループ 上席研究員

星野 毅

国立研究開発法人産業技術総合研究所関西センター 生命工学領域バイオメディカル
研究部門 主任研究員

細川 千絵

国立研究開発法人水産研究・教育機構水産工学研究所 所長 前野 幸男
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構北海道農業研究センター 生産環
境研究領域長

眞岡 哲夫

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構中央農業研究センター 研究員 牧 夏海
国立研究開発法人産業技術総合研究所東北センター 連携主幹 増田 善雄
国立研究開発法人国立がん研究センター社会と健康研究センター 健康支援研究部 部
長

松岡 豊

国立研究開発法人国際農林水産業研究センター生産環境・畜産領域 研究員 松川 みずき
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構九州沖縄農業研究センター 主任
研究員

松倉 啓一郎

国立研究開発法人産業技術総合研究所中国センター 材料・化学領域機能化学研究部
門 研究職

松鹿 昭則

国立研究開発法人国立国際医療研究センター研究所 糖尿病研究センター分子代謝制
御研究部 部長

松本 道宏

国立研究開発法人土木研究所寒地土木研究所 寒地道路研究グループ寒地道路保全
チーム 総括主任研究員

丸山 記美雄

国立研究開発法人国立長寿医療研究センター研究所 副所長 丸山 光生
国立研究開発法人国立成育医療研究センター臨床研究開発センター 専門職 三上 剛史
国立研究開発法人建築研究所構造研究グループ 研究員 三木 徳人
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構研究開発部門 第２研究ユニット主任研究開
発員

水谷 忠均

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構宇宙科学研究所 教授 満田 和久
国立研究開発法人産業技術総合研究所生物プロセス研究部門植物機能制御研究グルー
プ 主任研究員

光田 展隆

国立研究開発法人情報通信研究機構ネットワークシステム研究所 ネットワーク基盤
研究所 主任研究員

宮澤 高也

国立研究開発法人産業技術総合研究所情報・人間工学領域 人間情報研究部門デジタ
ルヒューマン研究グループ 主任研究員

宮田 なつき

国立研究開発法人水産研究・教育機構中央水産研究所 内水面研究センター 資源増殖
グループ研究員

宮本 幸太

国立研究開発法人国立国際医療研究センターメディカルゲノムセンター ゲノム医療
支援部門長

美代 賢吾

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構航空技術部門事業推進部 部長 村上 哲
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構研究開発部門 第１研究ユニット研究開発員 村上 尚美
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構畜産研究部門 家畜代謝栄養研究
領域代謝栄養ユニット ユニット長

村上 斉

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構第一宇宙技術部門 地球観測研究センター 研
究領域主幹

村上 浩

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構西日本農業研究センター 生産環
境研究領域土壌管理グループ 上級研究員

望月 秀俊

国立研究開発法人放射線医学総合研究所重粒子医科学センター チームリーダー 森 慎一郎
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構核燃料サイクル工学研究所 プルトニウム
燃料技術開発センター燃料技術部燃料技術開発課 研究主幹

森本 恭一

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構中央農業研究センター 病害研究
領域 上級研究員

安田 伸子

国立研究開発法人国立成育医療研究センター研究所 研究部 研究員 柳 久美子
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構量子ビーム科学研究部門 高崎量子応用
研究所 上席研究員

八巻 徹也

国立研究開発法人国立がん研究センター先端医療開発センター 機能診断開発分野 ユ
ニット長

山口 雅之
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国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構次世代作物開発研究センター 稲
研究領域長

山口 誠之

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構安全研究・防災支援部門 安全研究セン
ター構造健全性評価研究グループ 研究員

山口 義仁

国立研究開発法人国立長寿医療研究センター研究所 室長 山越 貴水
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構西日本農業研究センター 営農生
産体系研究領域転換畑多収栽培グループ 研究員

山崎 諒

国立研究開発法人水産研究・教育機構北海道区水産研究所資源管理部 浮魚資源グ
ループ長

山下 紀生

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構次世代作物開発研究センター 畑
作物研究領域大豆育種ユニット 主任研究員

山田 哲也

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構福島研究開発部門 楢葉遠隔技術開発セン
ター利用技術開発部ホット試験技術開発室 研究員

山田 知典

国立研究開発法人産業技術総合研究所四国センター 主任研究員 山村 昌平
国立研究開発法人国立国際医療研究センターメディカルゲノムセンター 主任研究員 山本 圭一郎
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構食品研究部門 研究領域長 山本（前田） 万里
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構宇宙科学研究所 助教 横田 勝一郎
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構放射線医学総合研究所 分子イメージン
グ診断治療研究部 主任研究員

吉井 幸恵

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構生物機能利用研究部門 企画チー
ム長

吉川 学

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構農業環境変動研究センター 気候
変動対応研究領域 主任研究員

吉田 ひろえ

国立研究開発法人産業技術総合研究所中国センター 材料・化学領域機能化学研究部
門 副部門長

吉田 勝

国立研究開発法人国立環境研究所生物・生態系環境研究センター 主任研究員 吉田 勝彦
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構北海道農業研究センター 主任研
究員

吉田 晋一

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構放射線医学総合研究所 加速器工学部 
チームリーダー

米内 俊祐

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構高速炉研究開発部門 次世代高速炉サイク
ル研究開発センター安全技術部 研究員

渡壁 智祥

国立研究開発法人物質・材料研究機構構造材料研究拠点 主任研究員 渡邊 育夢
国立研究開発法人土木研究所先端材料資源研究センター 材料資源研究グループ 研究
グループ長

渡辺 博志

国立研究開発法人理化学研究所仁科加速器研究センター 応用研究開発室 応用研究開
発室長

阿部 知子

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構動物衛生研究部門 病態研究領域 
上級研究員

新井 鐘蔵

国立研究開発法人土木研究所構造物メンテナンス研究センター 橋梁構造研究グルー
プ 上席研究員

石田 雅博

国立研究開発法人水産研究・教育機構中央水産研究所 主任研究員 石原 賢司
国立研究開発法人産業技術総合研究所スピントロニクス研究センター 研究チーム長 今村 裕志
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力基礎工学研究センター 核工学・炉
工学ディビジョン核データ研究グループ グループリーダー

岩本 修

国立研究開発法人産業技術総合研究所イノベーション推進本部 イノベーション推進
企画室 企画主幹

江渡 浩一郎

国立研究開発法人産業技術総合研究所ナノエレクトロニクス研究部門 グループ長 遠藤 和彦
国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所港湾空港技術研究所 構造研究領域構
造研究グループ グループ長

加藤 絵万

国立研究開発法人産業技術総合研究所知能システム研究部門 ヒューマノイド研究グ
ループ 研究グループ長

金広 文男

国立研究開発法人理化学研究所仁科加速器研究センター 加速器基盤研究部 部長 上垣外 修一
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構新素材開発ユニット ユニット長 亀田 恒徳
茨城工業高等専門学校 校長 喜多 英治
国立研究開発法人理化学研究所脳科学総合研究センター 脳リズム情報処理連携ユ
ニット ユニットリーダー

北城 圭一

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構Ｊ－ＰＡＲＣセンター 加速器ディビジョ
ン 副ディビジョン長

金正 倫計

国立研究開発法人物質・材料研究機構構機能性材料研究拠点 電気・電子分野ワイド
バンドギャップ材料グループ 主幹研究員

小泉 聡

国立研究開発法人産業技術総合研究所スピントロニクス研究センター 半導体スピン
トロニクスチーム チーム長

齋藤 秀和
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国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構量子ビーム科学研究部門 関西光科学研
究所 上席研究員

榊 泰直

国立研究開発法人理化学研究所仁科加速器研究センター 櫻井ＲＩ物理研究室 主任研
究員

櫻井 博儀

国立研究開発法人海洋研究開発機構地球情報基盤センター センタ－長 高橋 桂子
国立研究開発法人理化学研究所創発物性科学研究センター 超分子機能化学部門創発
分子機能研究グループ グループディレクター

瀧宮 和男

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構大洗研究開発センター 福島燃料材料試験
部 課長代理

舘 義昭

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構航空技術部門 主任研究開発員 田辺 安忠
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構農村工学研究部門 水利システム
ユニット ユニット長

樽屋 啓之

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力基礎工学研究センター 分離変換技
術開発ディビジョン ディビジョン長

辻本 和文

国立研究開発法人産業技術総合研究所製造技術研究部門 総括研究主幹 手塚 明
国立研究開発法人理化学研究所創発物性科学研究センター 副センター長 永長 直人
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構農業環境変動研究センター 気候
変動対応研究領域・温暖化適応策 ユニット長

中川 博視

国立研究開発法人理化学研究所環境資源科学研究センター バイオマス工学研究部門
酵素研究チーム チームリーダー

沼田 圭司

国立研究開発法人情報通信研究機構未来ＩＣＴ研究所 グリーンＩＣＴデバイス先端
開発センター センター長

東脇 正高

国立研究開発法人防災科学技術研究所レジリエント防災・減災研究推進センター セ
ンター長

藤原 広行

国立研究開発法人物質・材料研究機構磁性・スピントロニクス材料研究拠点 スピン
トロニクスグループ グループリーダー

三谷 誠司

国立研究開発法人森林総合研究所森林資源化学研究領域 木材化学研究室 室長 山田 竜彦
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構技術戦略研究センター 研究
員

山本 知幸

国立研究開発法人物質・材料研究機構構造材料研究拠点 構造材料基盤技術分野積層
スマート材料グループ グループリーダー

渡邊 誠

東京工業大学 名誉教授 秋鹿 研一
先進モビリティ株式会社 代表取締役兼技術部長 青木 啓二
株式会社ブリヂストン材料・製品評価品質保証部 部長 青山 美奈
本田技研工業株式会社 取締役執行役員；二輪事業本部長 青山 真二
東京工業大学『以心電心』ハピネス共創研究推進機構 機構長 秋葉 重幸
株式会社ベンチャー・アカデミア 代表取締役 朝倉 祝治
ＧＥインターナショナル・インクグローバルリサーチセンター 日本代表 浅倉 眞司
株式会社東芝原子力先端システム設計部 グループ長 浅野 和仁
株式会社オーテックメカニカル 取締役会長 芦澤 邦秀
セルジェンテック株式会社 代表取締役社長 麻生 雅是
京都大学産官学連携本部 本部長 阿曽沼 慎司
有限責任監査法人トーマツアドバイザリー事業本部 シニアマネジャー 吾妻 勝浩
一般財団法人バイオインダストリー協会先端技術・開発部 部長 穴澤 秀治
協和発酵バイオ株式会社生産技術研究所 所長 阿部 哲也
海内工業株式会社 代表取締役 海内 美和
信州大学学術研究院工学系 教授 天野 良彦
早稲田大学人間科学学術院 教授 天野 正博
企業組合北見産学医協働センター 代表理事 有田 敏彦
株式会社リューテック 代表取締役 粟井 郁雄
サントリーホールディングス株式会社生産研究企画部 部長 安東 範之
アイシン・エィ・ダブリュ株式会社生産技術本部 常務 安藤 敏行
国立研究開発法人科学技術振興機構イノベーション拠点推進部 地域イノベーション
グループ マッチングプランナー

安保 繁

東京医科歯科大学産学連携研究センター センター長；研究産学連携推進機構教授 飯田 香緒里
株式会社ナノコントロール 代表取締役社長 飯田 克彦
東京大学大学院農学生命科学研究科 生物・環境工学専攻 准教授 飯田 俊彰
国立研究開発法人科学技術振興機構イノベーション拠点推進部 地域イノベーション
グループ マッチングプランナー

飯田 喜之

株式会社ライステック社長室 代表取締役社長 飯沼 一元
ＪＩＰテクノサイエンス株式会社 取締役；インフラソリューション事業部長 家入 正隆
ヤンマー株式会社中央研究所 基盤技術研究部 部長 伊賀 淳郎
ＪＸエネルギー株式会社中央技術研究所 先進エネルギー研究所 プリンシバルリサー
チャー

壱岐 英
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大鵬薬品工業株式会社創薬企画推進部 創薬推進課 課長 生澤 公一

東京大学自分で守る健康社会 ＣＯＩ拠点機構長 池浦 富久
三菱重工業株式会社技術戦略推進室 技術企画部 開発計画グループ グループ長 池田 和史
日本化薬株式会社研究開発本部 研究企画部 参事 池田 浩一
株式会社ＳＵＭＣＯ 執行役員；技術本部 評価・基盤技術部長 池田 直紀
エス・エルテック株式会社 代表取締役 池田 幹友
大和ハウス工業株式会社総合技術研究所 フロンティア技術研究室 室長 池端 正一
株式会社プロアシスト 代表取締役社長 生駒 京子
積水ハウス株式会社総合住宅研究所 執行役員；所長 石井 正義
株式会社テクノフェイス 代表取締役 石田 崇
一般社団法人日本アクアスペース 副理事長 石塚 悟史
株式会社エマオス京都研究開発部 代表取締役 石塚 紀生
ＤＢＪキャピタル株式会社投資部 インベストメントマネージャー 石元 良武
国立研究開発法人科学技術振興機構イノベーション拠点推進部 地域イノベーション
グループ 仙台オフィス マッチングプランナー

磯江 準一

ヒュービットジェノミクス株式会社 代表取締役社長 一圓 剛
県立広島大学地域連携センター センター長 市村 匠
富士電子工業株式会社 取締役 製造技術担当 井出 千明
株式会社ＩＨＩ技術開発本部 副本部長 伊東 章雄
国立研究開発法人科学技術振興機構イノベーション拠点推進部 地域イノベーション
グループ マッチングプランナー

伊藤 公裕

ヤマハ株式会社楽器・音響開発本部 執行役員；楽器開発統括部長 伊藤 公保
レンゴー株式会社中央研究所 所長 伊藤 健一
農工大ティー・エル・オー株式会社 代表取締役社長 伊藤 伸
株式会社豊田自動織機技術開発本部 常務役員 伊藤 天
カヤバ工業株式会社技術本部基盤技術研究所 要素技術研究室 室長 伊藤 隆
株式会社マスターオブサイエンス 代表取締役 伊藤 信英
シャープ株式会社ディスプレイデバイスカンパニー開発本部 本部長 伊藤 康尚
京セラ株式会社研究開発本部 執行役員；研究開発本部長 稲垣 正祥
東京医科大学医学総合研究所 トランスレーショナルリサーチ推進部門 教授 稲津 正人
よこはまティーエルオー株式会社 代表取締役 井上 誠一
光洋シーリングテクノ株式会社 取締役 井上 昌弘
株式会社島津製作所医用機器事業部技術部 副部長 井上 芳浩
学校法人日本医科大学知的財産推進センター 知財センター長 猪口 孝一
大阪府立大学 理事兼地域連携研究機構長兼学術情報センター長 今井 良彦
株式会社森林経済工学研究所 代表取締役 今井 克彦
名古屋市立大学大学院薬学研究科 教授；理事；副学長 今泉 祐治
日清紡ホールディングス株式会社新規事業開発本部 新規事業開発室長 今城 靖雄
同志社大学リエゾンオフィス 所長  岩井 誠人
株式会社デンソー技術企画部 室長 岩城 隆雄
株式会社ブラテック 代表取締役社長 岩崎 正明
京都大学再生医科学研究所 名誉教授 岩田 博夫
高知工科大学 研究統括長 岩田 誠
キヤノン株式会社デジタルシステム開発本部 執行役員；デジタルシステム開発本部
副本部長

岩渕 洋一

日本電信電話株式会社セキュアプラットフォーム研究所 主任研究員 岩村 誠
株式会社大和総研 専務理事 引頭 麻実
国立研究開発法人科学技術振興機構東京オフィス マッチングプランナー 植木 千尋
株式会社日立製作所産業・水業務統括本部 技術最高顧問 上田 新次郎
株式会社ジェイテクト研究開発本部研究企画部 主担当 上田 武史
株式会社ＩＨＩエアロスペース宇宙技術部 宇宙利用技術室 室長 上田 幸寛
ダイハツ工業株式会社技術開発センター 先行技術開発室 室長 上西 真里
焼津水産化学工業株式会社開発本部開発センター 開発センター長 上野 友哉
東洋紡株式会社研究開発管理部 執行役員 上乃 均
三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社政策研究事業本部経済政策部 主任
研究員

上野 裕子

矢崎総業株式会社 技術研究所副所長；研究企画部長 植松 彰一
タクボエンジニアリング株式会社技術本部 シニアマネージャー 上村 一之
協和機電工業株式会社事業開発部 水処理プロジェクトＧ グループ長 上山 哲郎
トクデン株式会社総務部 部長 魚住 敏治
高知大学地域連携推進センター センター長 受田 浩之
ＫＤＤＩ株式会社技術統括本部 技術開発本部長 宇佐見 正士
東京電力ホールディングス株式会社経営技術戦略研究所 技術開発部耐震技術グルー
プ スペシャリスト（地震動評価技術）

植竹 富一
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内浜化成株式会社技術部 部長 内田 和広

奈良女子大学社会連携センター センター長；文学部教授；学長補佐；教育研究評議
員

内田 忠賢

株式会社ケイエスピー 代表取締役社長 内田 裕久
京都大学こころの未来研究センター 准教授 内田 由紀子
ＪＮＣ株式会社研究開発本部 次席企画員 内野 正純
新日鐵住金株式会社技術開発本部技術開発企画部技術企画室 室長 内原 正人
株式会社東洋シート 取締役執行役員 内本 大介
凸版印刷株式会社事業開発センター 担当部長 宇山 晴夫
一般財団法人国際資源開発研修センター 顧問 浦辺 徹郎
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構イノベーション推進部 統括
主幹

江口 弘一

ＮＴＴエレクトロニクス株式会社 副本部長；厚木センタ長 榎木 孝知
コニカミノルタ株式会社開発統括本部 技術戦略部 部長 榎本 洋道
カジナイロン株式会社グループ新規事業推進室 常務取締役；室長 遠藤 隆平
Ｉｎｃｒｅｍｅｎｔｓ株式会社 プロダクトマネージャー 及川 卓也
テクノロジーシードインキュベーション株式会社本社 代表取締役 徃西 裕之
モリタ宮田工業株式会社生産統括本部 本部長 近江 俊典
日本電鍍工業株式会社技術部技術課 大石 華子
富士通テン株式会社 技監 大川 徹
株式会社信州ＴＬＯ 代表取締役社長 大澤 住夫
ジヤトコ株式会社 ＶＰ 大曽根 竜也
中部大学 副学長 太田 明徳
兵庫県立大学産学連携・研究推進機構 機構長；理事；副学長 太田 勲
江南化工株式会社 代表取締役社長 大谷 淨治
株式会社ＪＴＢコミュニケーションデザイン 常務取締役営業企画部長 大塚 雅樹
新潟医療福祉大学医療技術学部／運動機能医科学研究所 学部長／教授 大西 秀明
富士重工業株式会社スバル第一技術本部 常務執行役員；スバル第一技術本部長 大拔 哲雄
山形大学知的財産本部 本部長 大場 好弘
ＴＯＴＯ株式会社総合研究所 研究企画部 部長 大橋 英子
オルガノ株式会社開発センター 企画管理グループリーダー 大橋 伸一
ヒューマン・メタボローム・テクノロジーズ株式会社研究本部；事業開発室 取締役
研究本部長；事業開発室長

大橋 由明

信州大学医学部 特任教授 大橋 俊夫
千葉工業大学研究支援部 産官学融合課 課長 大平 一哉
朝日新聞社 論説委員 大牟田 透
玉川大学学術研究所 所長 大森 隆司
三菱電機株式会社開発本部 主席技監 大森 達夫
株式会社ルネッサンス・エナジー・リサーチ 代表取締役 社長 岡田 治
三菱電機株式会社 社友 尾形 仁士
熊本大学マーケティング推進部社会連携課 係長 尾方 富美代
王子ホールディングス株式会社イノベーション推進本部 総務室 主幹 岡田 比斗志
中外製薬株式会社研究本部 上席執行役員；研究本部長 岡部 尚文
株式会社Trigence Semiconductor 代表取締役 岡村 淳一
順天堂大学研究推進センター 産学官研究連携推進室 室長 岡本 暉公彦
株式会社日立国際電気電子機械事業部 執行役 小川 雲龍
オリンパステルモバイオマテリアル株式会社 代表取締役社長 小川 哲朗
株式会社ダイナックス開発本部 取締役上級執行役員；本部長 小川 真
株式会社日本総合研究所 副理事長 翁 百合
バイオ・サイト・キャピタル株式会社インキュベーションビジネス部 チーフイン
キュベーションマネージャー

荻野 真一

株式会社東芝技術統括部技術企画室 参事 沖野 剛史
日本たばこ産業株式会社医薬総合研究所 副所長 奥 良也
パイオニア株式会社研究開発部研究企画部 部長 小黒 貫太
福島大学研究推進機構本部 本部長；理事；副学長 小沢 喜仁
京都府立大学地域連携センター センター長 小沢 修司
井関農機株式会社 開発ソリューション推進部長 小田 治
帯広畜産大学地域連携推進センター センター長 小田 有二
上村工業株式会社中央研究所 所長 小田 幸典
工学院大学先進工学部応用化学科 無機表面化学研究室 名誉教授；客員研究員 小野 幸子
長岡技術科学大学知的財産センター センター長 小野 浩司
パナソニック株式会社先端研究本部 水素・エネルギーＰＪ室 室長 小原 英夫
東京大学大学院工学系研究科 教授 香川 豊
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住友林業株式会社筑波研究所 チームマネージャー 掛上 恭

東京大学協創プラットフォーム開発株式会社協創推進部 部長 筧 一彦
株式会社エヌ・ティ・ティ・データ技術開発本部 本部長 風間 博之
川崎重工業株式会社技術研究所 熱システム研究部 部長 餝 雅英
東京工業大学環境・社会理工学院 准教授 梶川 裕矢
川崎医科大学医用工学科 名誉教授 梶谷 文彦
古野電気株式会社技術研究所 研究部長 柏 卓夫
日本工機株式会社研究開発部 研究開発部長 鹿住 孝
株式会社トリマティス管理グループ 取締役ＣＦＯ管理統括マネージャー 加増 光日出
東京海洋大学産学・地域連携推進機構 准教授 勝川 俊雄
松谷化学工業株式会社研究所 部長 勝田 康夫
中央大学経営システム工学科 教授；副学長 加藤 俊一
金沢医科大学研究推進センター センター長 加藤 伸郎
有限会社パパラボ 代表取締役 加藤 誠
特許機器株式会社人事・総務課 課長 加藤 祐一
日本電気硝子株式会社技術本部 技術統括部 執行役員；技術統括部長 角見 昌昭
オーピーバイオファクトリー株式会社代表 代表取締役 金本 昭彦
ＪＦＥスチール株式会社研究企画部 主任部員 金子 真次郎
日本電産トーソク株式会社開発本部、ＰＸ室 取締役常務執行役員；開発本部長 金子 晃
株式会社ＳＰＤ研究所 代表取締役 金子 正治
株式会社ジェノミックス 代表取締役社長 金崎 努
富士ゼロックス株式会社Ｒ＆Ｄ企画管理部 部長 金澤 祥雄
株式会社宮崎太陽キャピタル業務部 主任 金丸 直史
滋賀大学大学院教育学研究科 准教授 加納 圭
ＮＵ－Ｒｅｉ株式会社 技術顧問 加納 浩之
東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授 鎌田 実
大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構機構；研究支援戦略推進部 理
事；部長

神谷 幸秀

国立研究開発法人科学技術振興機構イノベーション拠点推進部 東京オフィス マッチ
ングプランナー

神谷 靖雄

グローリー株式会社研究開発センター センター長 亀山 博史
エムビーエルベンチャーキャピタル株式会社 代表取締役 桂山 靖代
金沢工業大学産学連携局 局長 河合 儀昌
ＤＯＷＡエコシステム株式会社環境ソリューション室 室長 川上 智
東京ガス株式会社基盤技術部研究企画グループ企画チーム チームリーダー 川口 忍
浜松ホトニクス株式会社中央研究所 産業開発研究センター 副センター長 川嶋 利幸
有限会社超音波材料診断研究所研究部 所長 川嶋 紘一郎
ＪＳＲ株式会社研究開発担当 取締役常務執行役員 川橋 信夫
株式会社フジコー技術開発センター 副センター長 姜 孝京
新日鐵住金株式会社技術開発本部 フェロー 菅野 良一
株式会社ＡＣＲ研究開発部 取締役・技監 岸下 敬治
広島工業大学共同研究機構 機構長 岸田 隆夫
三菱化学株式会社経営戦略部門 ＲＤ戦略室 部長 北川 雅基
セイコーエプソン株式会社第一技術開発本部 副本部長 北原 強
トヨタ紡織株式会社 常務役員；先端研究開発本部長 鬼頭 修
株式会社サイバー創研 代表取締役社長 木下 研作
京都リサーチパーク株式会社 執行役員 木村 千恵子
株式会社ファストトラックイニシアティブ代表取締役マネージングパートナー 代表
取締役マネージングパートナー

木村 廣道

株式会社京三製作所開発センター 開発センター長 木村 陽一
トヨタ自動車株式会社先進技術統括部 車両安全企画 ＣＳＴＯ補佐 葛巻 清吾
日本アイ・ビー・エム株式会社研究開発 執行役員（研究開発） 久世 和資
曙ブレーキ工業株式会社 技監 工藤 高
マルマンコンピュータサービス株式会社 常務取締役 工藤 寿彦
富士通オプティカルコンポーネンツ株式会社 代表取締役社長 國兼 達郎
東レ・メディカル株式会社本社 顧問 國友 哲之輔
久野金属工業株式会社経営技術 代表取締役副会長 久野 修
奈良先端科学技術大学院大学産官学連携推進部門 部門長；教授 久保 浩三
日本経済新聞社編集局経済解説部 編集委員室 編集委員兼論説委員 久保田 啓介
龍谷大学龍谷エクステンションセンター（ＲＥＣ） ＲＥＣ事務部 部長 熊谷 睦史
株式会社富士通研究所 取締役 久門 耕一
藤田保健衛生大学産学連携推進センター センター長 倉橋 浩樹
三菱電機株式会社先端技術総合研究所 メカトロニクス技術部 部長室専任 栗重 正彦
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住友化学株式会社エネルギー・機能材料研究所 所長 栗本 勲

千葉大学学術研究推進機構 産業連携研究推進ステーション 知財管理移転室室長 黒岩 眞吾
島田理化工業株式会社生産本部 取締役；生産本部長 黒川 孝
トヨタ自動車株式会社未来創生センター 未来開拓室 担当部長 畔柳 滋
和田精密歯研株式会社バイオニック事業部 次長 桑折 欣也
株式会社ＴＮＰパートナーズ 代表取締役社長 呉 雅俊
古河電気工業株式会社研究開発本部 企画部 主査 小相澤 久
株式会社マテリアル・コンセプト 代表取締役社長 小池 美穂
株式会社ビークル本社 代表取締役社長 郷 保正
味の素株式会社イノベーション研究所 次長 幸田 徹
東京大学大学院理学系研究科 教授 合田 圭介
香川大学社会連携・知的財産センター センター長 合谷 祥一
自然免疫応用技研株式会社代表取締役 代表取締役 河内 千恵
株式会社リコー経済社会研究所 所長 神津 多可思
森ビル株式会社 取締役常務執行役員 河野 雄一郎
株式会社ソフセラ技術開発センター センター長 小粥 康充
住化プラステック株式会社 取締役 小島 啓太郎
日揮株式会社インフラ統括本部 技術イノベーション本部 技術イノベーションセン
ター部長代行

小島 秀藏

株式会社日立ソリューションズダイバーシティ推進センタ 部長 小嶋 美代子
久留米大学産学官連携戦略本部 副本部長 児島 将康
王子ホールディングス株式会社 取締役常務グループ経営委員 小関 良樹
国立研究開発法人科学技術振興機構イノベーション拠点推進部 マッチングプラン
ナー

小谷 章二

株式会社アミノアップ化学生物化学研究室 室長 後藤 一法
一般社団法人つくばグローバル・イノベーション推進機構 統括マネージャ 小沼 和夫
株式会社グリーンエレメンツ 代表取締役 小橋 克史
本多電子株式会社研究部 部長 小林 和人
立命館大学理工学部 名誉教授；研究機構シニアアドバイザー 小林 紘士
住友電気工業株式会社研究開発本部 伝送デバイス研究所 執行役員；研究開発本部副
本部長

小林 正宏

京都大学経営管理大学院 経営管理研究センター センター長；教授 小林 潔司
関東学院大学 副学長 小松 督
キッコーマン株式会社研究開発推進部 部長 五味 恵子
ＴＤＫ株式会社経営企画グループ 課長 小室 栄樹
国立研究開発法人科学技術振興機構イノベーション拠点推進部 マッチングプラン
ナー

近藤 慶子

スタンレー電気株式会社研究開発センター 研究開発管理課 専任課長 齋田 隆浩
東京放送報道局 解説委員 齋藤 泉
株式会社東芝 執行役上席常務 斉藤 史郎
株式会社グリーン＆ライフ・イノベーション技術開発部 顧問 齊藤 誠一
株式会社東芝研究開発センター 研究主幹 齋藤 好昭
エス・アイ・ピー株式会社 代表取締役社長 齋藤 茂樹
クアーズテック株式会社技術開発センター 技術管理担当 道祖本 正
日本信号株式会社研究開発センター 技術開発本部研究開発センター長 坂井 正善
日本碍子株式会社研究開発本部 執行役員；研究開発本部副本部長 酒井 均
株式会社システック 執行役員 坂田 全弘
独立行政法人自動車技術総合機構交通安全環境研究所 国際調和推進部長 坂本 一朗
鹿島建設株式会社土木営業本部 常務執行役員；土木営業本部長 坂本 好謙
有限会社ファイバーアイ本社 代表取締役 桜井 哲真
首都大学東京産学公連携センター 副センター長 桜井 政考
バンドー化学株式会社Ｒ＆Ｄセンター 副センター長 迫 康浩
東京農業大学総合研究所 教授 佐々木 卓治
ちばぎんキャピタル株式会社 取締役社長 佐々木 英憲
日本戦略投資株式会社 代表取締役 佐々木 美樹
カルソニックカンセイ株式会社グローバル開発本部 ＆ マーケッティング 常務執行
役員

佐藤 和浩

株式会社キャンパスクリエイト技術開発部 取締役 佐藤 公俊
三菱レイヨン株式会社 執行役員；大竹研究所長 佐藤 晴基
東電設計株式会社新領域研究開発推進室 執行役員 佐藤 正行
株式会社フジ・スタートアップ・ベンチャーズ 佐藤 勇一
Ｖ・ＴＥＣ株式会社 代表取締役社長 佐藤 祐作
積水化学工業株式会社Ｒ＆Ｄセンター Ｒ＆Ｄ戦略室 部長 佐藤 洋一
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国立研究開発法人科学技術振興機構イノベーション拠点推進部 マッチングプラン
ナー

佐藤 利雄

株式会社ジェイ・エム・エス中央研究所 取締役；研究開発統括部長 佐藤 雅文
株式会社プロジェクトアイ 代表取締役 佐橋 昭
テルモ株式会社ハートシート事業室 執行役員；ハートシート事業室長 鮫島 正
国立研究開発法人科学技術振興機構産学連携展開部 Ａ－ＳＴＥＰ第１分野ＰＯ 澤 源太郎
国立研究開発法人科学技術振興機構先端計測グループ 開発総括 澤田 嗣郎
札幌医科大学附属産学・地域連携センター センター長 澤田 典均
住友化学株式会社気候変動対応推進室 主幹 塩沢 文朗
いすゞ自動車株式会社開発技術企画部 技術企画グループ グループリーダー 志賀 正樹
先端フォトニクス株式会社 代表取締役会長 重松 誠
花王株式会社開発研究第２セクター 研究開発部門セクター長 志田 純
シグマ株式会社 取締役社長 下中 利孝
株式会社ジャパン・ティッシュ・エンジニアリング研究開発部 部長 篠原力
株式会社タムラ製作所電子化学実装事業本部 電子化学開発本部 本部長 柴田 誠治
秋田大学産学連携推進機構 機構長 渋谷 嗣
強化土エンジニヤリング株式会社 代表取締役社長 島田 励介
リンナイ株式会社 執行役員；開発本部技術開発部長 清水 正則
首都大学東京大学院システムデザイン研究科 教授 下村 芳樹
株式会社ハウインターナショナル 代表取締役社長 正田 英樹
東レ株式会社研究・開発企画部 担当部長 白井 真
慶応義塾大学大学院システムデザイン・マネジメント研究科 准教授 白坂 成功
ｉＰＳアカデミアジャパン株式会社 代表取締役社長 白橋 光臣
東京工業大学大学院リベラルアーツ研究教育院 教授 調 麻佐志
酪農学園大学学務部 研究支援担当部長 新 政文
株式会社ＰＦＵエンベデッドビジネスユニット、共通技術部門 執行役員；共通技術
部門長、エンベデッドビジネスユニット長

新出 浩丈

株式会社タニタ事業戦略本部 企画開発部 生産戦略本部 体重科学研究所 執行役員 新藤 幹雄
日本電子株式会社経営戦略室オープンイノベーション推進室 室長 杉沢 寿志
アサヒグループホールディングス株式会社研究開発部門 マネージャー 杉山 洋
国立研究開発法人科学技術振興機構イノベーション拠点推進部 マッチングプラン
ナー

鈴木 貴明

中京大学教学部研究支援課 係長 鈴木 哲造
株式会社日立製作所研究開発グループ 執行役常務 鈴木 教洋
グンゼ株式会社ＱＯＬ研究所 執行役員；ＱＯＬ研究所長 鈴木 昌和
株式会社ＫＤＤＩ総合研究所 主席特別研究員 鈴木 正敏
公益財団法人高輝度光科学研究センター利用研究促進部門 分光物性Ｉグループ 主幹
研究員；ＭＣＤチームリーダー

鈴木 基寛

株式会社ＷＥＬＣＯＮ役員 代表取締役社長 鈴木 裕
デノラ・ペルメレック株式会社人事総務グループ 鈴木 智久
鹿児島大学大学院理工学研究科 教授 隅田 泰生
株式会社ペルセウスプロテオミクス 代表取締役 須藤 幸夫
株式会社国際電気通信基礎技術研究所石黒浩特別研究所 グループリーダー 住岡 英信
株式会社国際電気通信基礎技術研究所（ＡＴＲ）脳情報通信総合研究所 室長 須山 敬之
株式会社ワイピーシステム技術部 取締役技術部長 須山 泰敬
株式会社ノエビアグループ総合研究開発部 執行役員；グループ総合研究開発部担当
部長；薬理研究開発グループ課長

関 泰三

株式会社トクヤマライフアメニティー部門 ＭＡグループ 主幹 関 雅彦
株式会社オハラ 取締役；専務執行役員 関戸 仁
株式会社ユーディット 会長；シニアフェロー 関根 千佳
五洋建設株式会社技術研究所 技術研究所長 関本 恒浩
日本電気株式会社研究企画本部 シニアマネージャー 仙田 修司
前橋工科大学地域連携推進センター センター長；生物工学科教授 善野 修平
自然免疫制御技術研究組合 代表理事 杣 源一郎
日産自動車株式会社電子技術・システム技術開発本部 ＡＤ＆ＡＤＡＳ開発部 チーム
リーダー

高江 康彦

国立研究開発法人科学技術振興機構 マッチングプランナー 髙木 宏幸
大阪大学微生物病研究所情報伝達分野 教授 高倉 伸幸
株式会社エンジニア 代表取締役社長 高崎 充弘
髙田技術コンサルタント事務所 代表 髙田 忠彦
広栄化学工業株式会社研究所 部長 田形 剛
株式会社インスパイア 代表取締役社長 高槻 亮輔
つくばテクノロジー株式会社研究開発部 取締役ＣＴＯ 高坪 純治
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株式会社資生堂 グループマネージャー 高野 ルリ子

株式会社リバネス 代表取締役社長ＣＯＯ 高橋 修一郎
株式会社ウエノ総務課 課長 高橋 純人
いよぎんキャピタル株式会社 代表取締役 高橋 利幸
東京工業大学産学連携推進本部 技術移転部門長 高橋 秀実
新潟大学地域創生推進機構 機構長 高橋 均
トヨタ自動車株式会社未来開拓室 担当部長 髙原 勇
特定非営利活動法人国際レスキューシステム研究機構 理事 高森 年
株式会社ロム 代表取締役 高谷 範子
株式会社 東芝ソリューション開発センター ライフサイエンス推進部 部長 高山 卓三
ウエルインベストメント株式会社 代表取締役社長 瀧口 匡
株式会社魁半導体 代表取締役 田口 貢士
神奈川大学研究支援部産官学連携推進課 次長 田口 澄也
株式会社ＮＴＴデータ経営研究所社会環境戦略コンサルティングユニット シニアマ
ネージャー

竹内 敬治

株式会社カネカ 執行役員；新規事業開発部長 武岡 慶樹
コランダムイノベーション株式会社 取締役ＣＴＯ 武田 健二
京都薬科大学知的財産・産学官連携センター 産学官連携コーディネーター 武野 薫
日本電信電話株式会社未来ねっと研究所 ユビキタスサービスシステム研究部 主幹研
究員

武本 充治

福井大学産学官連携本部 准教授 竹本 拓治
オリンパス株式会社技術開発部門技術開発統括本部 課長 田島 信芳
十六リース株式会社キャピタル営業部 部長 舘 清太郎
東芝メディカルシステムズ株式会社医用システム研究開発センター 常務執行役員；
センター長

立崎 寿

株式会社パスコパスコ総合研究所 所長 橘 菊生
伊東電機株式会社技術本部 執行役員；技術本部副本部長 橘 俊之
株式会社システム・ジェイディー 代表取締役 伊達 博
ＤＸアンテナ株式会社開発本部 取締役開発本部長 楯川 清隆
株式会社三菱ケミカルホールディングスＲ＆Ｄ戦略室 グループマネジャー 田中 克二
三菱電機株式会社開発本部 役員技監 田中 健一
キユーピー株式会社研究開発本部技術研究所 主任研究員 田中 敏治
エスペック株式会社開発本部 本部長 田中 浩和
国立研究開発法人日本医療研究開発機構医療分野研究成果展開事業 研究成果最適展
開支援プログラム プログラムオフィサー

田邉 進

関西大学産学官連携センター センター長 谷 弘詞
三井住友建設株式会社技術研究所 技術研究所長 谷垣 正治
株式会社日立ハイテクノロジーズ医用システム営業本部 本部長 谷口 昌弘
早稲田大学ナノ・ライフ創新研究機構 研究院 客員教授 谷下 一夫
公益財団法人京都高度技術研究所産学公連携事業本部 京都市ライフイノベーション
創出支援センター センター長

谷田 清一

一般財団法人阪大微生物病研究会研究開発部門 研究部 基礎研究課 課長 谷本 武史
日本ケミコン株式会社基礎研究センター センター長 玉光 賢次
株式会社商工組合中央金庫ソリューション事業部 主任調査役 田丸 純一
株式会社ヘリオス神戸研究所 取締役研究・生産領域管掌；所長 田村 康一
国立研究開発法人科学技術振興機構イノベーション拠点推進部 地域イノベーション
グループ マッチングプランナー

丹野 史典

キャタピラージャパン株式会社渉外・広報室 執行役員；渉外・広報室長 塚本 恵
日本電信電話株式会社ネットワーク基盤技術研究所 所長 辻 ゆかり
三井住友海上キャピタル株式会社投資開発部 パートナー 辻川 大
岩手大学研究推進機構プロジェクト推進部門 副機構長；教授 対馬 正秋
共同通信社編集委員室 編集委員兼論説委員 辻村 達哉
日本放送協会解説委員室 解説委員 土屋 敏之
アズビル株式会社技術開発本部 技術戦略担当部長 筒井 宏明
株式会社安川電機技術開発本部 副本部長；開発研究所長 筒井 幸雄
山口大学創成科学研究科 教授 堤 宏守
オーエヌ工業株式会社技術本部 取締役技術本部長 常藤 和治
一丸ファルコス株式会社開発部 執行役員；開発部長 坪井 誠
三重大学地域イノベーション推進機構 理事；副学長 鶴岡 信治
三菱重工業株式会社総合研究所 主席研究員 鶴我 薫典
北海道大学産学・地域協働推進機構 産学推進本部 特任教授 寺内 伊久郎
富士通株式会社政策渉外室 シニアマネージャー 寺田 透
東京工業大学情報理工学院 情報工学コース 教授 寺野 隆雄
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山八歯材工業株式会社 代表取締役社長 遠山 昌志

時田シーブイディーシステムズ株式会社本社 代表取締役 時田 修二
大同大学工学部 機械工学科 教授 徳納 一成
株式会社東芝エネルギーシステムソリューション社 電力・社会システム技術開発セ
ンタープラントサービス・応用技術開発部 部長

戸坂 泰造

有限会社Ａ－ＨＩＴＢｉｏ本社 代表取締役社長 冨田 房男
明治大学明治大学大学院グローバル・ビジネス研究科 教授 戸谷 圭子
株式会社ゲノム創薬研究所総務部 総務部長 外山 繁勝
浜松ホトニクス株式会社中央研究所 研究主幹 豊田 晴義
大阪大学男女協働推進センター 特任教授 豊田 政男
株式会社創造化学研究所 所長 鳥居 滋
九州産業大学学術研究推進機構 産学連携支援室 室長 永井 浩一
日新イオン機器株式会社社長 代表取締役社長 長井 宣夫
東海光学株式会社開発部 部長 長尾 淳司
ジェイ・ボンド東短証券株式会社総務部 部長 永尾 和哉
国立研究開発法人科学技術振興機構イノベーション拠点推進部 マッチングプラン
ナー

長岡 由起

ファインテック株式会社 代表取締役会長 中川 威雄
パナソニック株式会社ＡＶＣネットワークス社 イノベーションセンター 主幹 中川 洋一
早稲田大学産学官研究推進センター センター長 中川 義英
山梨大学研究推進課 係長 永倉 潤治
大正製薬株式会社 シニアリサーチスペシャリスト 中里 篤郎
弘前大学大学院医学研究科 教授 中路 重之
日揮触媒化成株式会社北九州事業所 取締役北九州事業所長；Ｒ＆Ｄセンター長 中島 昭
大成建設株式会社技術センター 建築技術研究所 所長 長島 一郎
アーキタイプ株式会社 代表取締役 中嶋 淳
日本航空電子工業株式会社商品開発センター 技術統括エグゼクティブマネージャ；
分析評価室長

中島 伸一郎

オムロン株式会社技術・知財本部 技術専門職 中嶋 宏
明治大学研究活用知財本部 本部長 長嶋 比呂志
古河電気工業株式会社コア技術融合研究所 主査 中島 康雄
九州大学大学院科学技術イノベーション政策教育研究センター 経済学研究院 教授 永田 晃也
ゴールデンダンス株式会社 開発部長 中谷 任徳
有限会社プレシステム 代表取締役 永藤 直行
帝京大学知的財産センター 副センター長 中西 穂高
東洋インキＳＣホールディングス株式会社グループテクノロジーセンター センター
長

中野 仁貴

伊藤忠テクノロジーベンチャーズ株式会社 代表取締役社長 中野 慎三
明治大学研究活用知財本部 知的資産センター センター長 中別府 修
岡山理科大学研究連携支援センター 教授 中村 修
信州大学学術研究・産学官連携推進機構 機構長；理事 中村 宗一郎
兵庫医科大学学術研究支援部 次長 中村 高志
日本電気株式会社システムプラットフォーム研究所 所長 中村 祐一
株式会社イオックス 代表取締役 中村 克弘
株式会社ツーセル 取締役 中村 大吉
株式会社ＩＨＩ建材工業次世代開発部 技術グループ部長 中山 壮一郎
株式会社アルバック技術企画室開発推進課 課長 中山 高博
京都大学大学院医学研究科 社会健康医学系専攻健康情報学分野 教授 中山 健夫
国立研究開発法人科学技術振興機構研究開発戦略センター 企画運営室長 中山 智弘
テクノハマ株式会社技術部 次長 中山 有希
富山大学研究推進機構 機構長 二階堂 敏雄
国立研究開発法人科学技術振興機構イノベーション拠点推進部 地域イノベーション
グループ マッチングプランナー

二階堂 知己

北海道大学大学院医学研究科 教授 西浦 博
株式会社国際電気通信基礎技術研究所（ＡＴＲ）石黒浩特別研究所 主幹研究員 西尾 修一
法政大学生命科学部 教授 西尾 健
国立研究開発法人科学技術振興機構起業支援室 推進プログラムオフィサー 西澤 民夫
持田製薬株式会社医薬開発本部 フェロー 西島 和三
株式会社植物ハイテック研究所 代表取締役 西永 正博
日本大学研究推進部知財課 課長補佐 西山 博孝
前田建設工業株式会社技術戦略室 グループ長 仁ノ平 栄
株式会社ＬＩＸＩＬ Technology Research本部 専務役員、Technology Research本部 
本部長

二瓶 亮
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大学共同利用機関法人情報・システム研究機構戦略企画本部 機構長補佐；戦略企画
本部副本部長；シニア・リサーチ・アドミニストレーター

丹羽 邦彦

グリーベンチャーズ株式会社 インベストメントマネージャー 根岸 奈津美
株式会社Ｗｉｌｌ－Ｅ 代表取締役社長 根本 英希
マツダ株式会社技術研究所 技監 農沢 隆秀
セーレン株式会社研究開発センター 企画業務部 部長代行 野形 明広
立命館大学産学官連携戦略本部 副本部長；研究部事務部長 野口 義文
株式会社タイテム 代表取締役社長 野崎 敏雄
東京大学工学研究科 応用化学専攻 教授 野地 博行
アドバンスト・ソフトマテリアルズ株式会社 代表取締役 野田 結実樹
ＪＤＣ株式会社 代表取締役社長 橋川 直人
オリックス株式会社グループ ＩｏＴ 事業部 課長 橋場 尚樹
葵機工株式会社業務部 課長 橋本 敬介
ミッドメディア有限会社ビジネス開発事業部 代表取締役；ビジネスプロデューサー 橋本 英重
武田薬品工業株式会社医薬研究本部 本部長室 主席部員 蓮岡 淳
滋賀医科大学研究協力課 産学連携係長 服部 央
三井化学株式会社Ｒ＆Ｄ戦略室 主席部員 花田 汐理
室蘭工業大学社会連携統括本部 本部長；理事 馬場 直志
小野薬品工業株式会社研究本部 執行役員；研究本部長 巾下 広
横浜国立大学工学研究院 教授 濱上 知樹
株式会社クボタ研究開発本部 副本部長；マテリアルセンター所長 濱田 薫
住友精密工業株式会社 専務取締役 濵田 克彦
ＤＯＷＡ ＩＰクリエイション株式会社キャリア開発部 主任研究員 濱田 心
ルネサスエレクトロニクス株式会社生産本部 生産統括部 部長 浜田 裕之
株式会社熊谷組技術研究所 副所長 濱田 真
オー・エイチ・ティー株式会社 代表取締役社長 羽森 寛
独立行政法人大学改革支援・学位授与機構研究開発部 教授 林 隆之
株式会社槌屋技術開発本部 副部長 林 宏明
株式会社村田製作所技術管理部 部長 林 幹生
国立研究開発法人科学技術振興機構産学連携担当 開発主監 林 善夫
株式会社音力発電研究開発部 代表取締役 速水 浩平
国立研究開発法人科学技術振興機構ＩｍＰＡＣＴ室 ＩｍＰＡＣＴプログラムマネー
ジャー

原田 香奈子

九州大学学術研究・産学官連携本部 本部長補佐；教授 原田 裕一
株式会社ニデック探索研究部 部長 原田 宜久
国立研究開発法人科学技術振興機構東京オフィス マッチングプランナー 板東 嘉彦
東レエンジニアリング株式会社開発部門企画管理部 専門主査 馬場 美貴男
学校法人北里研究所知的資産センター センター長 東原 正明
株式会社小糸製作所研究所 執行役員 東 祐司
清水建設株式会社土木技術本部 副本部長 樋口 義弘
マツダ株式会社技術研究所、パワートレイン開発、統合制御システム開発担当 常務
執行役員

人見 光夫

大分ベンチャーキャピタル株式会社総務部 部長 日野 靖之
株式会社ビー・エム・エル先端医療開発部 課長 平井 博之
太陽誘電株式会社開発研究所分析グループ 部長 平國 正一郎
東京大学地震研究所 教授 平田 直
ナミックス株式会社技術開発本部 グループマネージャー 平田 康一
国立研究開発法人科学技術振興機構大阪オフィス マッチングプランナー 平原 良広
帝人株式会社構造解析センター 形態解析グループ グループリーダー 広瀬 治子
東京慈恵会医科大学財務部研究支援課 課長 深沢 博臣
株式会社ＩＨＩ原子力センター 原燃プロジェクト部 部長 福井 寿樹
三菱重工航空エンジン株式会社技術部 主席技師 福島 明
鹿児島大学産学官連携推進センター センター長 福島 誠治
英弘精機株式会社総務部 総務部長 藤井 英樹
国立研究開発法人科学技術振興機構 ＩｍＰＡＣＴプログラムマネージャー 藤田 玲子
総合研究大学院大学葉山本部 教授；学長補佐 伏見 譲
香川大学経済学部 教授 藤村 和宏
日揮株式会社インフラ統括本部 技術イノベーションセンター 技術研究所長 藤村 靖
新日鉄住金化学株式会社総合研究所 基盤技術センター 主任研究員 藤元 伸悦
株式会社イノフィス 代表取締役社長 藤本 隆
株式会社関西総合情報研究所 代表取締役社長 藤原 利弘
有限会社渕田ナノ技研本社 取締役社長 渕田 英嗣
佐賀大学学術研究協力部 社会連携課 係長 古川 靖之
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所属等 氏名

自治医科大学分子病態治療研究センター センター長 古川 雄祐

株式会社フレッジテクノロジー 代表取締役 古川 博之
東京大学大学院工学系研究科 レジリエンス工学研究センター センター長；教授 古田 一雄
日本自動車部品総合研究所 専務取締役 古野 志健男
アイサンテクノロジー株式会社研究開発知財本部 執行役員 細井 幹広
ランデス株式会社技術部 副部長 細谷 多慶
株式会社ＵＡＣＪ技術開発研究所 執行役員；技術開発研究所副所長 細見 和弘
東京大学地震研究所巨大地震津波災害予測研究センター 教授 堀 宗朗
東京工業大学産学連携推進本部 本部長代理 堀尾 容康
日本キャボット・マイクロエレクトロニクス株式会社 代表取締役社長 本郷 耕基
株式会社ザイキューブ本社 代表取締役 盆子原 學
大阪工業大学工学部ロボット工学科 アクチュエータ研究室 教授 本田 幸夫
アビームコンサルティング株式会社プロセス＆テクノロジービジネスユニット ディ
レクター

本間 充

ＮＴＴコミュニケーション科学基礎研究所 所長 前田 英作
バイオプロジェクト株式会社 代表取締役社長 前田 昌調
東レ株式会社研究・開発企画部 部長 真壁 芳樹
株式会社コベルコ科研技術本部 機械・プロセスソリューション事業部 副事業部長 増田 薫
有限会社Ｑ－Ｌｉｇｈｔｓ開発課 取締役 枡田 剛
株式会社フジキン大阪ハイテック研究創造開発センター 知的財産戦略室 室長 町井 省文
株式会社前川製作所技術研究所 取締役；技術研究所長 町田 明登
出光興産株式会社生産技術センター 上席主任技師 町田 雅志
明治大学専門職大学院 教授 松浦 正浩
埼玉大学研究機構オープンイノベーションセンター センター長；知的財産部門長 松岡 浩司
株式会社chromocenter 代表取締役社長 松岡 隆之
小林製薬株式会社中央研究所 所長；執行役員 松岡 信也
法政大学理工学部 教授 松尾 由賀利
公益財団法人加藤記念バイオサイエンス振興財団 理事長 松田 譲
京都大学工学研究科 名誉教授 松波 弘之
東芝テリー株式会社映像コンポーネント開発部 部長 松野 和義
株式会社ロングフェロー 代表取締役社長 松原 健二
鳥取大学産学・地域連携推進機構 機構長 松原 雄平
国立研究開発法人科学技術振興機構イノベーション拠点推進部 地域イノベーション
グループ マッチングプランナー

松本 健

Meiji Seika ファルマ株式会社 薬事部長 松本 隆之
株式会社ビー・エイチ・ピー 代表取締役 松本 竹男
ラピスセミコンダクタ宮城株式会社 代表取締役社長 松本 宗之
東京都市大学総合研究所 副学長 丸泉 琢也
第一三共株式会社秘書部 渉外グループ 主幹 三浦 慎一
株式会社コシナ営業開発本部 課長 三神 政之
国立研究開発法人科学技術振興機構イノベーション拠点推進部 地域イノベーション
グループ マッチングプランナー

三島 淳一郎

三菱電機株式会社開発業務部 部長 水落 隆司
株式会社クレアリンクテクノロジー 代表取締役 水原 隆道
九州工業大学イノベーション推進機構 産学連携・ＵＲＡ領域 領域長 三谷 康範
大日本印刷株式会社研究開発・事業化推進本部 本部長 三宅 徹
上田日本無線株式会社メディカルビジネスユニット 次長 宮下 俊彦
大正製薬株式会社医薬研究本部 理事；副本部長 宮田 則之
宇部興産株式会社研究開発本部企画管理部 部長 宮田 博之
大阪市立大学産学官連携推進本部 本部長 宮野 道雄
積水化学工業株式会社高機能プラスチックスカンパニー開発研究所 所長 向井 克典
永田エンジニアリング株式会社 取締役社長 麦田 耕介
高砂工業株式会社開発部 取締役部長 武藤 則男
住友ゴム工業株式会社 執行役員；材料開発本部長 村岡 清繁
小島プレス工業株式会社研究開発部担当 取締役 村上 英広
ごうぎんキャピタル株式会社 取締役事業本部長 村上 太
株式会社ムラコシ精工代表取締役 社長 村越 雄介
東京慈恵会医科大学脳神経外科 主任教授 村山 雄一
アイセル株式会社事業開発部 統括部長 望月 昇
サイエナジー株式会社 代表取締役社長 元田 良一
日東電工株式会社研究開発本部 副ＣＴＯ 研究開発本部長 本村 弘則
リーフ株式会社開発 代表取締役 森 政男
帝京大学高等教育開発センター 講師 森 玲奈
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所属等 氏名

塩野義製薬株式会社創薬疾患研究所 グループ長 森岡 靖英

株式会社豊田中央研究所森川特別研究室 室長；シニアフェロー 森川 健志
株式会社三井住友銀行経営企画部 金融調査室 室長 森口 善正
長崎県立大学国際社会学部 教授 森田 均
株式会社バイタルリード 代表取締役 森山 昌幸
横河電機株式会社マーケティング本部 イノベーションセンター センター長 八木原 剛
三菱電機株式会社ＦＡシステム事業本部 産業メカトロニクス事業部 技師長 安井 公治
三井金属鉱業株式会社機能材料事業本部機能材料研究所 研究所長 安田 清隆
産業医科大学産学連携・知的財産本部 本部長 柳原 延章
メタウォーター株式会社プラントエンジニアリング事業本部 新事業技術部 担当部長 柳瀬 哲也
国立研究開発法人科学技術振興機構イノベーション拠点推進部 地域イノベーション
グループ マッチングプランナー

箭野 謙

ニッコールグループ 株式会社コスモステクニカルセンター有用性安全性評価部 執行
役員；有用性安全性評価部長

矢作 彰一

トッパン・フォームズ株式会社中央研究所 研究企画部企画グループ マネージャー 山上 剛
崇城大学地域共創センター 副学長；センター長 山川 烈
内閣府ＩｍＰＡＣＴ ＩｍＰＡＣＴ プログラムマネージャー 山川 義徳
旭化成株式会社レオナ樹脂技術部 技術部長 山口 定彦
株式会社日立製作所研究開発グループ 技術戦略室産学官連携部 主任技師 山口 伸也
東京工芸大学教育研究情報課 課長 山口 泰夫
株式会社インキュベーション・アライアンス業務室 室長 山﨑 博
日刊工業新聞社論説委員会 論説委員 山崎 和雄
株式会社ＴＮＰオンザロードベンチャーキャピタル 代表取締役社長 山下 勝博
長崎大学産学官連携戦略本部 副本部長 山下 敬彦
株式会社京都マテリアルズ本社 代表取締役 山下 正人
株式会社アドヴィックス技術開発部門 常務役員 山田 茂雄
株式会社ＲＮＡｉ本社 代表取締役 山田 智之
太平洋セメント株式会社中央研究所 業務グループ研究推進チーム 主席研究員 山田 裕臣
大研化学工業株式会社先端技術部 部長 山中 重宣
コフロック株式会社ＦＰ事業部ＦＰ生産部技術課 係長 山本 明
日刊工業新聞社論説委員会／編集局科学技術部 論説委員／編集委員 山本 佳世子
尾池工業株式会社技術本部 取締役技術本部長 山本 眞也
有限会社山口ティー・エル・オー 取締役 山本 豪紀
神奈川工科大学工学教育研究推進機構 研究コーディネータ 山本 博一
東京農業大学総合研究所 所長 山本 祐司
マナック株式会社研究所 所長 山本 克巳
ザ・フューチャー・インターナショナル有限会社 代表取締役 八幡 惠介
東京大学理学系研究科附属フォトンサイエンス研究機構 機構長 湯本 潤司
ダイソー株式会社Ｒ＆Ｄ本部 本部長 横山 和典
株式会社明電舎研究開発本部 技師長 吉岡 靖浩
三菱電機株式会社先端技術総合研究所 メカトロニクス技術部 主管技師長 吉河 章二
東京大学物性研究所 教授 吉沢 英樹
石原産業株式会社中央研究所 ； アニマルヘルス事業本部 執行役員；中央研究所
長；アニマルヘルス事業本部長

吉田 潔充

インキュベイトファンド株式会社 取締役 吉田 周平
大東プレス工業株式会社 代表取締役会長 吉田 夛佳志
旭川医科大学医学部 学長補佐（国際交流・地域連携・産学連携） 吉田 貴彦
讀賣新聞東京本社論説委員会 論説委員 吉田 典之
大阪電気通信大学地域連携推進センター センター長 吉田 正樹
三菱日立パワーシステムズ株式会社研究所火力システム研究部 主管研究員 吉成 明
株式会社日立製作所研究開発グループ シニアプロジェクトマネージャー 吉野 正則
京都工芸繊維大学電気電子工学系 副学長；教授 吉本 昌広
パナソニック株式会社エコソリューションズ社先端技術開発センター 主幹 余田 浩好
国立研究開発法人科学技術振興機構イノベーション拠点推進部 地域イノベーション
グループ仙台オフィス マッチングプランナー

米倉 淳

ダイキン工業株式会社テクノロジー・イノベーションセンター 執行役員；テクノロ
ジー・イノベーションセンター長

米田 裕二

つくばテクノロジー株式会社総務部 部長 劉 小軍
福岡工業大学工学部 電子情報工学科 教授 盧 存偉
清水建設株式会社技術研究所 上席研究員 若原 敏裕
シスメックス株式会社学術本部学術研究部 部長 和田 淳
フロンティア・ラボ株式会社企業戦略部 企業戦略部部長・常務取締役 渡辺 壱
慶應義塾大学環境情報学部 教授 渡辺 賢治
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所属等 氏名

株式会社日立ハイテクサイエンス新事業創生部 主任 渡邉 直哉

岐阜プラスチック工業株式会社 開発本部長 渡辺 信幸
日本アイ・ビー・エム株式会社東京基礎研究所 数理科学 部長 渡辺 日出雄
岩手県立大学研究・地域連携本部 本部長 渡邊 慶和
株式会社ジャパンディスプレイ次世代研究センター 研究管理グループ グループマ
ネージャー

渡辺 良一

岡山県立大学情報工学部情報システム工学科 教授；副学長；理事 渡辺 富夫
サッポロホールディングス株式会社 常務取締役；グループＲ＆Ｄ本部長 渡 淳二
岐阜大学研究推進・社会連携機構 産官学連携推進本部 教授 王 志剛  
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